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米国国防総省 CDAO（人工知能最高責任者）
軍隊の脳をいかに再設計するのか

金京鎮弁護士
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序文

米国国防総省 CDAO（人工知能最高責任者）

2026年1月、米国国防総省が数日の間に複数の文書を発表しました。一つは部省レベルの人工知能戦
略であり、もう一つはアドバナ（Advana）というデータプラットフォームを国防データプラットフォー
ムに改編するというメモランダム（国防総省内部の公式文書）です。革新組織6つを一つに統合する大
きな改編も同時に発表されました。ところが、3つの文書に同じように記載されていた文は、意外にも
武器に関する話ではありませんでした。データを自分の倉庫に蓄積し、他の軍に譲り渡さないことを安
全保障の脅威と定義し、30日以内に保有する全資産をリストアップして一つの事務局に提出せよという
命令だったのです。

その事務局こそが、CDAO、最高デジタル・人工知能事務局です。本書は、その組織がどこから来て、
何を変えたのか、そしてまだ達成できていないことが何なのかを追っていきます。もともと散在してい
た5つの組織がどのように一つに束ねられたのか、データを流そうとする設計がどこで官僚制と衝突す
るのか、戦場の人工知能が実際に何をしているのかを順に検討します。

ただ一つ、あらかじめ申し上げておきたいことがあります。本書の根拠となった資料は、ほとんどが
米国政府が自ら発表した文書と公開討論の映像です。そうした資料では、どうしても成果は大きく、失
敗は小さく記されるのが常です。ですから、ここに出てくる数字と成果は、その点を考慮してお読みい
ただきたいと思います。米国が選んだ解法が正しいという保証は、本書のいかなるページにもありませ
ん。ただし、一つの巨大組織がデータと人工知能という同じ課題に直面して、何をしようとしたのかと
いう、その姿だけは明確にご覧いただけるでしょう。

弁護士

kimkj.com
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第1章 データを提出しろという命令：CDAOとは誰か

米国国防総省 CDAO（AI最高責任者）

2026年1月、米国国防総省は2つの文書をほぼ同じ時期に発表しました。一つは国防総省全体を対象
とする人工知能戦略でした。英語のタイトルは『Artificial Intelligence Strategy for the Department of
War』です。もう一つは、Advana（アドバナ）というデータプラットフォームを刷新するよう指示す
るmemorendum（国防総省内部の公式文書）でした。2つの文書は2026年1月9日に署名され、3日後に
国防総省メディアサーバーに公開されました。

ところが、2つの文書に同様に含まれる文章は、意外にも兵器についての話ではありませんでした。
各部門が自分のデータを自分の財産のように抱え込み、他の軍に譲り渡さないという慣行があり、これ
をデータホーディング（data hoarding）と呼んでいます。2つの文書は、まさにこの慣行を国家安全保
障上の脅威として明記しました。通常は官僚組織で見られる非効率な程度で済ませられることですが、
文書はこれを安全保障の言葉で記述しました。

第1節 2026年1月、データ蓄積を安全保障上の脅威として規定する

各部門は30日以内に、自らが管理するシステムアクセスポイント、データ資産、およびアプリケーショ
ンプログラミングインターフェース（Application Programming Interface、API）の一覧を1つの事務局
に提出する必要があります。何をどの程度保有しているかのすべてを記載して提出するよう指示する行
政指導です。

提出を拒否する部門には、別の期限が設けられます。他の部門がデータ共有を要請した際にそれを拒
否する場合、7日以内に国防総省研究工学次官室（Under Secretary of Defense for Research and 
Engineering、USD(R&E)）に、なぜ提供できないのかを書面で理由を記載して提出する必要があります。
その理由が受け入れられない場合、案件は直ちに副長官に上がります。リストを提出するよう指示する
1つの指示に、拒否する手続きとその上の承認系統までが密接に関連しているのです。

Advana memorandumについて、一般的な誤解が流布しています。Advanaが国防データプラットフォ
ーム（War Data Platform、WDP）に名称を変更したという説明です。しかし、memorandumを実際に
読むとそうではありません。memorandumは1つであったものを3つに分割し、それぞれ異なる名前を
付けました。新たに設立される国防データプラットフォームが1つ、財務管理と会計監査業務に引き続
き使用されるAdvanaが1つ、そのプラットフォーム上に搭載されるアプリケーションサービスが1つで
す。看板だけを新しく変更した改名ではなく、一つであったものを3つに分割したことです。

些細な区別に見えるでしょう。しかし、これは後で継続的に重要な役割を果たします。会計監査を支
援するツールと作戦データを運ぶ基盤を同じ名前でまとめて呼ぶと、性質がまったく異なる2つの世界
の要件が混在してしまいます。監査側は記録が確実に残り、後で参照できる必要があります。作戦側は
何よりも高速で、中断されない必要があります。1つであった名前をmemorándumが3つに分割したた
め、まさにここで緊張が生じます。

そのリストを受け取る事務局の名前がCDAOです。最高デジタル・人工知能事務局（Chief Digital
and Artificial Intelligence Office）の略です。データを安全保障と呼び、30日以内に資産目録を提出する
よう命令し、それでも拒否すれば副長官の前に呼び出す組織です。
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第2節 散在していた5つの組織を1つに：CDAOの設立と変遷

CDAOは最初から1つの組織ではありませんでした。ペンタゴン内の各所に散在し、それぞれ予算と
領域を確保していた組織を1つの場所に集約して作られたものです。

元々は、このように散在していた組織が5つありました。人工知能パイロットプロジェクトを主導し
ていた合同人工知能センター（Joint Artificial Intelligence Center、JAIC）がありました。シリコンバレー
式の開発文化を導入し、緊急のシステム問題を修正していた国防デジタルサービス（Defense Digital
Service、DDS）もありました。データを戦略資産として扱う仕様を管理していた最高データ責任者室
（Chief Data Officer、CDO）もありました。会計、人事、兵站データを集め、ダッシュボードを作成し
ていたAdvanaプラットフォーム組織もありました。最後に、監視画像から目標を抽出するコンピュー
タビジョン事業、プロジェクトメイブン（Project Maven）の構成要素がありました。

これらの組織を1つにまとめた日は、記録によって異なります。ある記録は2022年2月を設立時点と
して記載しており、ある記録は2022年6月1日を正式稼働日として記載しています。どちらが正しいか
を明確に言うことは難しいです。

設立後、この組織がどこに移動したかは、比較的明確に記録されています。2025年8月、副長官の指
示により、CDAOは国防長官室直属の独立事務局から、研究工学次官室傘下の組織に格下げされました。
その後、2026年1月に発表された改編では、CDAOを含む6つの実行組織が1つの系統の下に統括されま
した。CDAO、国防高等研究計画局（DARPA）、国防革新ユニット（Defense Innovation Unit、DIU）、
戦略資本室（OSC）、戦略能力室（SCO）、試験資源管理センター（TRMC）です。

では、この改編により事務局の権限は増えたでしょうか、それとも減ったでしょうか。まだ判断する
には早すぎます。予算要求書に記載された金額と実際の執行結果は全く別の問題ですが、現在外部から
見えるのは大抵要求側の数字だけです。組織図で1段階下に格下げされたからといって、それだけで権
限が減ったと決めつけることはできません。

誰が何を担当するかも混同しやすいです。無人システムを大量に、しかも迅速に配置するというレプ
リケーター（Replicator）事業がありますが、これを主管しているのはCDAOではなく国防革新ユニッ
トです。CDAOが担当しているのは、アルファ-1（Alpha-1）と共通基盤を提供すること、つまり試験
評価とデータ・モデルインフラをサポートすることです。したがって、事務局がReplicator全体を主導
していると記載した説明は事実ではありません。

第3節 なぜ急ぐのか、そしてなぜ韓国語で読むのか

この組織がなぜこれほど急ぐのでしょうか。米国側からの答えは大きく2つあります。1つは脅威をど
のように認識するかという問題であり、もう1つは時間に追われているという問題です。

2025年5月8日、米国下院軍事委員会のサイバー・情報技術・革新小委員会が公聴会を開催しました。
ドン・ベーコン小委員長は冒頭発言で、このように警告しました。敵対国が人工知能と量子コンピュー
ティングを先に手に入れれば、米国の軍事通信網の暗号が破られるということです。航空機と艦船が港
を出入りする動きまでがリアルタイムで読み取られる状況についても懸念を示しました。同じ公聴会で
マッコーマック議員は、やや異なる角度を指摘しました。敵対国は1人の指導者が決定すれば組織全体
がすぐに動くのに対し、米国は議会の交渉や調達審査を経由するため、契約も現地配置も繰り返し遅れ
るという指摘でした。この2つの発言を重ね合わせてみると、米国国防総省が自らをどのように診断し
ているかが明らかになります。技術が不足している組織ではなく、意思決定が遅い組織だという診断、
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まさにそれです。

2024年12月4日には、海軍最高情報責任者室のランダル・コール上席データ・人工知能責任者代行が
別の懸念を述べました。米国は倫理的で責任ある人工知能について思案しているのに対し、戦場で直面
する敵はそのような規則に従わないということでした。さらに、敵がこちらの人工知能にわざと悪いデー
タを混ぜて判断を歪める、データポイズニング（data poisoning）攻撃を準備しているという警告も付
け加えました。

第二に、時間に追われているという問題は、完全に日付で固定されています。2025年1月29日、海軍
長官室最高デジタル・人工知能責任者室のアリーシャ・スコットはロードマップを発表する際に、準備
完了の期限を明言しました。全面紛争シナリオに備えて完全に準備した状態を整えるよう指示された日
付が2027年1月1日だということでした。スコットがその時に同時に示した残余日数は、引用する資料
によって数字がやや異なるため、確定した事実というより、スコットの発言として受け取るのが適切で
す。

この事務局を扱う米国文書は、朝鮮半島についてほとんど言及していません。韓米合同作戦にこの事
務局の技術をどのように適用するか、韓国軍が何を追従すべきか、そのような記述は資料に含まれてい
ません。存在しない協力方案を作り出して補うことはしません。

それでも読む価値は十分あると考えます。米国国防総省は、自らの組織がきしむ場所を文書にきちん
と記録する組織だからです。公聴会の速記録を見ると、国防総省から退役軍人庁に兵士の情報が移管さ
れる際、医療データの標準とタグが互いに合致せず情報が失われるという議員からの追及が、そのまま
記録されています。予算書には、ある事業の予算が1年間に数分の一に縮小したかが数字で記載されて
います。技術会議の速記録には、兵器体系を除いても数千ものレガシー業務システムをまだ完全には統
合できていないという実務者の告白が残っています。

データを集め、それに人工知能を付加しようとする組織は、どこでも結局同じ壁に直面します。デー
タを保有する部門がそれを提供せず、レガシーシステムが新しいシステムと通信できず、契約手続きは
技術の変化速度に全く追いつきません。しかし、このような壁の前で困難に直面した組織が、自らの失
敗まで公式文書に記録しておく場合は稀です。

もちろん、米国が選んだ解決策が正しいという保証はどこにもありません。ここで明らかになるのは、
よく設計された正解ではなく、問題の形状です。ある巨大な組織がその問題の前でしたこと、そしてま
だできていないこと。その形状を一緒に見つめる価値があります。

弁護士

kimkj.com
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第2章 CDAO以前、分散していた5つの遺産

米国国防総省CDAO（人工知能最高責任者）

2021年5月、米国国防総省副長官キャスリーン・ヒックス（Kathleen Hicks）が署名した覚書（国防
総省内部の公式文書）が各軍と司令部に配布されました。タイトルは『データ優位の創出（Creating
Data Advantage）』です。兵器を購入しようということではなく、兵力をどこに配置するかということ
でもありませんでした。ある部署が保有するデータを別の部署が求めた場合に提供するという指示と、
アドヴァナ（Advana）というデータプラットフォームを国防総省の権威あるプラットフォームとする
という指定が要点でした。

この覚書が発行された時期のペンタゴンを上から見ると、デジタル関連の組織が異なる階層と異なる
予算ラインに分散していました。監視映像から標的を見つけるチーム、人工知能政策を調整するセンター
、民間の開発者を一時的に招聘する小規模チームがそれぞれ動いていました。データ政策を担当する事
務所が別にあり、会計監査を支援するデータプラットフォームは財務監査官室の下にありました。
2022年に設立される最高デジタル・人工知能担当官室、つまりCDAO（Chief Digital and Artificial
Intelligence Office）は、このように分散していた5つの組織を一つの屋根の下に統合して設立された組
織です。

それでは5つの組織の名前を挙げていきます。プロジェクト・メイブン（Project Maven）、統合人工
知能センター（JAIC、Joint Artificial Intelligence Center）、国防デジタルサービス（DDS、Defense
Digital Service）、最高データ責任者室（CDO、Chief Data Officer）、そしてアドヴァナです。このう
ち統合人工知能センターと国防デジタルサービスは特性が似ているため、並べて説明します。

第1節 2017年プロジェクト・メイブン：監視映像から標的を選別する機械

2017年4月、米国国防総省はプロジェクト・メイブンを立ち上げます。この事業を担当する組織の名
称はアルゴリズム戦争横断的機能チーム（Algorithmic Warfare Cross-Functional Team）です。複数の
部署から人員を集めて一時的に編成したチームという意味です。既存の部署体制では速度が出ないため、
組織図を横断するチームを1つ作ったわけです。

発足時の任務は狭く明確でした。無人偵察機と有人偵察機が撮影してくる動画記録を人工知能でより
高速に処理することです。対テロ作戦と対ゲリラ戦の環境が対象でした。指揮統制システムとの連携や
火力との連接は出発点の目標ではありませんでした。

背景には数字で説明できるフラストレーションがありました。無人機1機が1日に吐き出す映像はテラ
バイト単位でした。しかし、その映像を目視で分析するアナリストの数は増えていませんでした。暗い
部屋に座ってスクリーンを巻き戻して見る方式では、入ってくる量に全くついていくことができません
でした。収集されたが一度も開いて見られないまま廃棄される映像が蓄積していったと当事者たちは回
顧しています。

コンピュータビジョン（Computer Vision）は、写真と映像のピクセルを機械が読み取って、その中
に何があるかを認識させる技術です。画面から人物、車両、機器を抽出する作業です。メイブンチーム
が選んだ道具は、畳み込みニューラルネットワーク（CNN、Convolutional Neural Network）という構
造のコンピュータビジョンモデルでした。民間の学界と業界が画像認識で得た成果を軍事映像に応用し
ようとする試みでした。
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仕事のやり方も注目に値します。国防総省は、すべてのアルゴリズムを社内で直接作成してはスケジュ
ールに間に合わないと判断しました。そこでラベル付けされた偵察データを準備し、複数の民間企業に
公開しました。企業各社が同じデータで各自モデルを構築し、一定の周期ごとに性能を測定して、勝利
したモデルを次の周期間、現場に投入するという方式でした。その周期を90日単位で記憶している回顧
があります。この競争構造は、その後の調達改革論議の基礎図となります。

しかし、出発は悲劇的でした。チームは統制がまだしも容易な地域を選んで初めての実戦試験を実施
したのですが、その場所がソマリアでした。当時、現地の指揮を担当した人物としてクコア大佐（
Colonel Kukor）が名前を挙げられています。そして、その試験の結果は悲劇的でした。

初期モデルの精度（Precision）と再現率（Recall）が50パーセントに満たなかったという回顧があり
ます。精度は機械が標的として識別したもののうち実際に正しかった比率を、再現率は実際に存在した
標的のうち機械が見つけた比率を指します。両方の値が50パーセントを下回ったということは、コイン
を投げる方がましだということに近い意味です。そのため、現地の指揮官たちはシステムをオフにする
ことが頻繁にあったと言われています。

問題はアルゴリズムだけではありませんでした。砂漠の野戦環境に高性能の計算機器を持ち込むと、
部品が過熱して停止することが繰り返されました。データを移動するための通路もなかったため、アナ
リストはあるシステムの前に座ってから椅子を転がして別のシステムの前に移動し、ファイルを手動で
コピーしていました。これを回転椅子方式（Swivel chair process）と呼びます。軍事人工知能の話の第
一場面が発熱とファイルコピーであったという事実は、心に留めておく価値があります。

ここに記された数値は、当事者がそのように回顧したものに過ぎません。ソマリアの試験が正確にい
つだったのか、どの部隊を対象としたのか、測定条件はどのようなものだったのか、精度と再現率をど
のデータセットでどのような基準で測定したのかについては、公開された資料には記載されていません。
したがって、上記の数値は、そのような回顧が存在したという程度でのみ記憶されるべきです。

メイブンは後に、複数の種類のセンサーを統合し、標的候補を大量に推奨し、射撃体系に接続される
段階まで進んだと複数の発言が述べています。パランティア（Palantir）関係者は、かつて2,000人が従
事していた標的作業を20人が遂行できるようになったと述べています。センサー数や時間当たりの標的
数などの具体的数値は、このような発言によってのみ記録されます。

メイブンがCDAOに引き継いだ教訓はこうです。戦場で使用される人工知能は、完成してから配置さ
れるものではなく、不完全な状態で配置されてから改善されるものであるということです。初年度の成
績は50パーセント未満でしたし、機器が過熱し、ユーザーがシステムをオフにしていました。にもかか
わらず、事業は中止されませんでした。周期ごとにモデルを交換する構造がその失敗に耐えることがで
きたからです。失敗に耐える構造があるかないか、そこで道が分かれたと私は考えています。

第2節 2018年統合人工知能センターと国防デジタルサービス：2つの実験室

2018年、米国国防総省は人工知能戦略とともに統合人工知能センターを設立します。初代所長は空
軍中将ジャック・シャナハン（Jack Shanahan）です。メイブンを率いていた人物でもあります。この
センターが受けた課題はメイブンとは異なる性質のものでした。標的を見つけることではなく、省庁各
所に分散する人工知能投資を上から調整することだったからです。

調整が急を要した理由は資金の流れにありました。センター設立前まで、国防総省は人工知能研究に
かなりの予算を使っていましたが、部署間の調整はほとんどなかったと言われています。陸軍、海軍、
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空軍が似たような無人機事業と似たような対無人機事業を別々に実施していました。同じ性質の課題を
異なる企業と異なるモデルで複数回開発するという重複が続いていました。

統合人工知能センターは共通の枠組みを作ろうとしました。人工知能モデルを開発し、試験評価（
T&E、Test and Evaluation）を行い、配置した後に維持するプロセス全体を一つの標準の上に置こうと
いう構想でした。試験評価とは、モデルが実際の条件下でどの程度正確であり、どこで誤るかを測定す
る手順を指します。各軍が個別に装備を購入する方式から離れて、共通のデータプラットフォームと共
通のインフラを置こうという提案が続きました。

反発はすぐに起きました。各軍と予算担当の官僚たちは、中央が規格を統一しようとする試みをソビ
エト式計画経済と呼びました。自分たちの部隊の任務と環境は独自のものであるため、共通規格に合わ
せることはできないという論理でした。統合人工知能センターの標準案は承認段階で何度も遮られまし
た。

統合人工知能センターが遺したもののうちの1つが人工知能倫理原則です。2020年2月21日付の国防
長官覚書により、国防総省は5つの原則を採択しました。責任ある（Responsible）、公正な（
Equitable）、追跡可能な（Traceable）、信頼できる（Reliable）、統治可能な（Governable）。これ
らの5つの原則は、その後の国防総省指令の条文にそのまま引用されることになります。

この原則に関する文書は3つあり、時期も性質も異なります。2020年の5つの原則は、国防長官覚書
により採択された倫理原則です。2022年の責任ある人工知能戦略および実装経路（Responsible AI
Strategy and Implementation Pathway）は、その原則を実務手順に転換しようとする文書です。2023年
1月25日付の国防総省指令3000.09（DoDD 3000.09）は、自律型兵器体系を扱う別個の指令です。3つ
は同じ根から生まれていますが、性質も拘束力も異なります。

国防総省指令3000.09は原文が公開されています。この指令は2012年11月21日付の同じ番号の指令を
再発行して廃止することを明記しており、承認者はキャスリーン・ヒックス副長官です。自律型および
半自律型兵器体系は、指揮官と運用者が武力使用に関して適切なレベルの人間の判断を行使できるよう
に設計されなければならないと記載されています。また、その体系に使用される人工知能能力は、国防
総省人工知能倫理原則および責任ある人工知能戦略および実装経路に適合していなければならないと規
定されています。5つの原則の文言はこの指令に完全に盛り込まれています。

この指令で注目すべき点は、誰が責任を負うかです。指令はCDAOに対して、自律型および半自律型
兵器体系の人工知能能力とサイバーセキュリティを監視および評価する責任、研究開発副長官とともに
倫理原則をテスト可能な要求事項に変換する責任、人工知能能力の試験評価慣行に関する指令を発行す
る責任を課しています。ただし、この条文は2023年のものであり、現在扱う時期よりも後に来ていま
す。統合人工知能センターが標準として作ろうとして遮られた事業が、数年後の指令の条文として復活
したわけです。

もう一方の実験室は性質が全く異なっていました。防衛デジタルサービスは民間技術業界の開発者と
データ科学者、プロダクト・マネジャーを2年から4年という短期間だけ招聘する組織でした。ペンタゴ
ン内部では、彼らを「オタクの特殊部隊（SWAT team of nerds）」と呼んでいたとのことです。調達
手続きに束縛されることなく、必要なソフトウェアをすばやく開発して現場に配置することが、彼らの
仕事でした。
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防衛デジタルサービスが残した事例の中で広く知られているものはバグバウンティ（Bug Bounty）で
す。外部のセキュリティ研究者と一般的なハッカーにシステムを公開し、脆弱性を発見して報告すると
報酬を与える制度ですね。防衛デジタルサービスは2016年から国防総省の歴史の中で初めてこの制度
を企画して定期的に開催しました。国防総省のネットワークを外部の人間に試させるという発想は、そ
れ自体が一つの文化的事件でした。

二つの実験室はそれぞれ成果を上げましたが、同じ壁の前で立ち止まりました。最初の壁はデータで
した。ソフトウェアをうまく開発し、ニューラルネットワークをうまく訓練しても、その燃料となるデー
タを中央で整理する権限が、二つの組織にはありませんでした。古いシステムから出力されるデータに
は標準的なラベルがなく、ノイズと偏りが混在していて、形式がばらばらでした。

二番目の壁は調達でした。プロトタイプがいくら優れていても、それを全軍規模に拡大して配置する
契約経路がありませんでした。国防総省の調達制度は、ソフトウェアをハードウェア兵器の束に乗せて
一度に購入する構造に適合していたからです。そのため、優れたプロトタイプが広がらず、消えていく
ことが繰り返されました。アメリカ国防関係者は、この区間を「死の谷（Valley of Death）」と呼びま
す。

残された壁は継続性でした。防衛デジタルサービスの民間専門家たちは2年から4年経つと企業に戻り
ました。彼らが残したアプリを継続して見守り、修正し、再度配置する常時運営体制が、軍内部にはあ
りませんでした。人工知能モデルを開発して配置し、監視し、更新するこの運営方式をMLOps（機械
学習運営、Machine Learning Operations）と呼びます。その体制がないため、アプリは現場で放置され
ました。

分散の実態はこのような様子でした。防衛デジタルサービスがあり、統合AI センターがあり、財務
監査官室側にはADVANAチームがありました。それぞれが自分たちが得意とする領域を前に出しました
が、国防総省全体が一つの拍子で動くことはできませんでした。回顧の中の表現を借りるなら、それは
優秀な領域の「ポケット」（pockets of excellence）でした。褒め言葉のように聞こえますが、実は互
いに繋がっていなかったという指摘なのです。

国防総省の最高指導部はこの断片化を安全保障問題と規定しました。そのため、散らばった組織を一
つの指揮ラインの下に移す決定が下されます。一方の記録では、2021年12月に新設関連の指針が配布
され、2022年6月1日からCDAOが稼働を開始したと記しています。別の記録では創設時点を2022年2月
と記しています。二つの日付はまだ一つに絞り込まれていません。

組織図より重要なのは順序でした。優秀な人材を集め、優秀なモデルを開発することは必要条件でし
たが、十分条件ではありませんでした。データを整理する権限とソフトウェアを素早く購入する経路が
一緒に備わらなければ、実験室は実験室で終わりました。アメリカがこの順序を学ぶのに数年かかった
という事実を、私は長く考え続けることになります。

3節 2021年5月『データ優位性の創出』メモランダムと最高データ責任官室

再び2021年5月に戻ります。ヒックス副長官のメモランダム（国防総省内部の公式文書）『データ優
位性の創出』は三つの指示を含んでいました。データ共有をデフォルトにしろという指示、ADVANAを
国防総省の権威あるデータプラットフォームと指定するという指示、そして連合データカタログを作成
しろという指示です。
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共有指示の核心的な文章は、どの部署もデータを自分たちの所有物だと主張することはできないとい
う宣言でした。国防総省が保有する行政、軍需、財務、作戦データは共有資産であるから、別の部署が
要求すれば、アクセス経路を開けろということです。データを溜め込んで出さない慣行をデータホーディ
ング（Data Hoarding）と呼びます。メモランダムはこの慣行を排除すべき対象と規定しました。

複数の場所に散在した財務・ビジネス・資産データを一箇所に集約する技術的なベンチマークが必要
でしたが、既にその作業をしていたADVANAが指定されました。この指定によりADVANAは監査補助
ツールから国防総省の公式プラットフォームへと身分を変えます。

連合データカタログ（Federated Data Catalog）には説明が少し必要です。すべての原始データを物
理的に一つの倉庫に集めるやり方は、帯域幅もコストも賄うのが難しいです。代わりに、各部署が自分
たちのデータ目録とアクセス方法を公開し、別の部署のユーザーが検索して必要なものだけを取得する
という設計です。このカタログは秘密区分が異なる複数のネットワークにわたって維持されるよう規定
されました。

メモランダムが出されたからといって、戸が自動的に開くわけではありませんでした。当時のデータ
分析部門を率いたコディ・ファーガソン（Cody Ferguson）は、この時期を彼のキャリアの中で圧力が
強かった日々として回顧しています。各軍と古いシステムの責任者たちは、政策慣行と文化を理由にデー
タ開放要求を拒否しました。

そこで登場したのが実行装置です。実務陣は意思決定に直結する核心的なデータソース約200個の目
録を作成しました。項目ごとに統合の進行状況を追跡しました。統合が遅延したり拒否されたりすると、
その案件は副長官が毎週月曜日に直接確認する障害物目録（blocker list）にそのまま載りました。

ファーガソンの回顧によれば、副長官がその目録を毎週手に取り、不履行部署を指名し始めると、抵
抗は速く減少しました。最初の約50個のソースを統合し始めると、各軍が方向を読み、抵抗をやめ、そ
れが国防総省のデータ文化の変曲点だったと彼は説明しています。この回顧は公開討論から出た発言で
あり、議事録や目録の原本まで確認されたものではありません。

最高データ責任官室はこの流れの中で権限を得ます。アメリカは法律により国防総省に最高データ責
任者（CDO）と最高人工知能責任者（CAO、Chief AI Officer）の職務を置くことにしており、後に
CDAOの責任者がこのふたつの帽子を一緒に被ります。データをどのような基準で作成し、どのように
名前をつけるかを決める政策権限がその核心です。

この権限の内容として頻繁に語られるのは、ボルティス（VAULTIS）という七文字です。データが見
え（Visible）、到達でき（Accessible）、理解され（Understandable）、繋がり（Linked）、信頼でき
（Trustworthy）、相互運用可能で（Interoperable）、安全（Secure）でなければならないという原則
の頭文字ですね。最高データ責任者は国防総省のデータ資産がこの七つの条件を備えるよう構造を変え
るよう要求することができます。ただし、原則の文章と現場の実行の間には、まだ距離があります。

前任の責任者たちの発言にはより強い表現も出ています。クレイグ・マルテル（Craig Martell）博士
とラダ・プラム（Radha Plumb）博士は、この職務がほかの組織に向かってデータを出すよう要求する
ことができる権限をかなり持っていると述べました。ただし、これはふたりの発言であり、その権限の
法的根拠となる条文まで詳しく確認したものではありません。

時間をやや前後させて見ると、この権限は2026年1月の文書の中でより明確な手続きへと変わります。
認可された目的を持つユーザーにデータを出すよう指示することができ、部署がこれを拒否すれば、決
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められた期限内に書面で理由を陳述させるという構造が言及されます。

2026年の人工知能戦略文書とADVANA関連メモランダムは1月9日に署名され、三日後にウェブ上で
公開されました。

メモランダムの中で長く残るものは文章ではなく実行装置でした。共有しろという指示は至る所にあ
ります。アメリカの事例で異なっていたのは、目録を作成し、拒否の理由を記録し、その記録を国防総
省の二番目に位置する人物が毎週直接読んだという点です。指示と実行の間に何を置くか、結果はそこ
で分かれました。

4節 アドバナ：会計監査を助けていたプラットフォームがなぜ中心に立つようになっ
たのか

五つの中で経歴が最も予想外なのはADVANAです。このプラットフォームは戦場のために生まれませ
んでした。国防総省財務監査官室（Comptroller）の下で会計監査を助けるために作成されました。出発
点は戦闘ではなく帳簿でした。

背景は1990年代に連邦機関に課せられた法的義務でした。財務諸表の項目ひとつひとつを実際の取
引内容と照合して証明しろという要求でした。世界で指折りの大きな組織である国防総省にとって、こ
れはほぼ不可能な課題でした。

数字を見ると理由が分かります。国防総省内部には異なる会計システムが30個以上あり、その会計シ
ステムにデータを押し込む供給システムは50個以上ありました。システムごとに異なる形式と異なるルー
ルを使用していました。アドバナチームの回顧の中には、使用していた市販データベースの項目がいく
つか実は独語で記録されていたという事実を、開発途中にようやく気づいたという話もあります。

アドバナが選んだ突破口は、データの上に意味層（Semantic Layer）を置くことでした。異なる形式
のデータが結局同じ意味を指すように翻訳ルールを置く設計ですね。散らばった項目が財務諸表の同じ
欄に集約できるようになり、監査準備作業が初めて進み始めました。監査補助という退屈な目標が予想
外の資産を残したのです。

成果を見た指導部の質問がすぐに広がりました。副長官と統合参謀本部議長はこのように尋ねたとの
ことです。財務データをこの程度にそろえることができるなら、われわれの兵士が今どこにいるかも教
えてくれるか。戦車と戦闘機の任務遂行能力比率はどの程度か。これらの質問がアドバナを会計ツール
から国防総省の運営状況ダッシュボードへと押し上げました。

それ以前のペンタゴンの報告方式は見慣れた様子でした。部署がスプレッドシートを作成し、それを
プレゼン資料に移して、その資料が指導部の机に到達します。その頃にはもう30日ほど経った過去の情
報になっていることがほとんどでした。質問がひとつ付くと、実務陣が再度手作業で検証しなければな
らず、答えが上がって来る頃には、その答えも古くなっていました。

アドバナは源システムからデータを直接引き出し、自動的に更新されるダッシュボードを作成しまし
た。そのダッシュボードの名前はパルス（PULSE）です。副長官と主要指揮官が省の準備態勢と運営
状態をほぼリアルタイムで見守る窓が生まれたのです。発表資料を代替した一つの画面が組織の質問ス
ピードを変えました。

それ以来、アドバナは危機のたびに呼び出されます。国防総省の説明によれば、財務チームは取引デー
タを機械的に精査して不適切な支出を特定し、2年間で約130億ドルを回収したと発表しました。
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COVID-19の流行時には、部隊移動と個人用保護装備の調達、サプライチェーンと人事情報をまとめて、
どの地域でより多くの隔離措置が必要かを追跡したと言われています。アフガニスタン撤退局面では、
散在するメールと文書を整理して救難チャネルと連結し、航空機の離着陸の流れを手書きする方式から
画面表示に変更したと説明しています。ウクライナ支援局面では、倉庫とサプライチェーンのデータを
精査して提供できる物資の規模を抽出し、代替コストを集計して議会報告に使用したと言われています。

これらの数値は、国防総省の関係者による公開発言と予算文書から得られたものです。回収額や支援
規模を個別に検証した監査報告書が並んで添付されていないため、上記の文は発表と証言の引用として
読んでください。

2021年5月の覚書はアドバナを省の権威あるプラットフォームとして指定しました。そして2022年、
CDAOが設立されると同時に、アドバナは財務監察官室を離れてCDAO配下に移行します。会計監査を
支援していたプラットフォームが人工知能組織の基盤となったのです。5つの組織の中で、アドバナは
燃料を入れる容器でした。

規模に関する数値も公開発言に示されています。関係者はアドバナが500を超えるデータセットを扱
い、約550の元データソースを統合し、300を超えるデータ製品を作成したと説明しました。ユーザー
規模については、初期段階で約4万人から始まり、7万2千人を経て10万人台に達したとの発言がありま
す。これらのユーザー数値は発言から出たものであるため、原文と照合して確定するまではその程度に
とどめておきます。

限界も同じ口から出ます。コディ・ファーガソンは兵器体系を除いても国防総省内に残っている古い
ビジネスシステムが数千個に達すると証言しました。その規模について、ある資料は3,000個、別の資
料は4,000個以上と記載されており、互いに異なります。ここでも2つの数値を並べて示します。どちら
を選択しても、550個を統合したという成果が全体像をすべて覆うわけではないという事実は変わりま
せん。

各軍がアドバナを独自の方法で構築し始めたのもこの時期です。海軍省の発表によれば、アドバナを
基盤にして構築されたジュピター（Jupiter）というインスタンスで、1万人を超えるユーザーが300を
超えるアプリケーションを構築して使用していると言われています。この数値は海軍省が発表した数値
であり、運用成果を個別に検証した文書は添付されていません。

成功はやがて重荷となりました。ラダ・プラム前CDAO責任者はアドバナについて、自らの成功の犠
牲者（Victim of its own success）になったと述べました。監査とダッシュボードのために設計された構
造の上にユーザーとデータが積み重なると、処理速度と構造の柔軟性が限界に達したという診断です。
リアルタイムで動作する人工知能エージェントを実行するには、会計用の設計が重すぎるという批判が
続きました。

そのため、2026年1月9日付の覚書がアドバナを再構築するよう指示しています。この文書はウェブ
公開日として2026年1月12日と記載されています。

覚書の骨組みだけ正確に固定しておきます。この文書はアドバナという名前を国防データプラットフォ
ーム（War Data Platform、WDP）に変更するという改名指示ではありません。文書は3つを区別してい
ます。1つは共通データバックボーン役を担う国防データプラットフォーム。別の1つは財務管理と監査
対応に専念する財務管理用アドバナ。残りの1つは既存アプリケーションを新しい基盤に移行する国防
データプラットフォームアプリケーションサービスです。
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この区別を曖昧にすると、読者は誤った理解を得ることになります。アドバナを丸ごと国防データプ
ラットフォームに変更したと読むと、監査可能性を守るために財務部門を別に保持した設計の意図が失
われます。覚書のタイトル自体が、人工知能を加速させる役割と監査可能性を守る役割を並行して置い
ています。2つの目標を1つにまとめるのではなく、3つに分けたこと、それがこの文書の核心です。

軍の人工知能を支える基盤は戦場から生まれたシステムではなく、会計帳簿を合わせるために作られ
たシステムでした。目立たずにデータを整理した組織が結局中心に立ちました。

5つの組織が残したもの、残さなかったもの

5つを順に振り返ります。メイブンは戦場で機械的速度で目標を見つけた経験をもたらしました。合
同人工知能センターはモデルをテストおよび評価する方法、そして5つの倫理原則を残しました。防衛
デジタルサービスは迅速に構築し迅速に展開する方法と外部人材を受け入れるための通路を残しました。
最高データ責任者室はデータを提出するよう言える政策言語を残し、アドバナはそのデータを保持する
容器を残しました。

残さなかったものもあります。CDAOはこの5つを継承しましたが、国防総省内のすべての人工知能
事業を継承したわけではありません。後に頻繁に言及されるレプリケータ（Replicator）がその例です。
この事業の主管は国防イノベーション部隊（DIU、Defense Innovation Unit）であり、CDAOが担当し
たのはAlpha-1を含む共通基盤と試験評価支援です。レプリケータ全体をCDAOが主導していると記述
することは事実と合致しません。

統合されたという事実が機能することを意味するわけではありません。組織ごとに文化が異なり、予
算が異なり、対処する反対者が異なっていました。創設日さえ資料によって異なる新しい組織が、この
5つを実際にどのように扱ったのか。この問いが次章の出発点です。

弁護士

kimkj.com
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第3章 創設と事務局の長たち

米国国防部CDAO（人工知能最高責任者）

第1節 2022年、事務局はいつ生まれたのか：2月と6月1日の間の記録

2023年4月13日、米国国防部がオンライン説明会を開きました。タイトルは『イノベーション・コネ
クト：国防部最高デジタル及び人工知能事務局』です。進行は空軍大尉アシュレー・ホリングスワース
が務めました。画面に映った事務局の実務者たちは発表を開始し、自分たちの組織の年齢をこう明かし
ました。「去年6月に私たちは仕事を始めました」。2023年4月に立つ人が言う「去年6月」は2022年6
月です。

組織が自分たちの口で誕生日を明かした場面です。これより明確な記録も珍しいですね。ところが、
同じ組織についてまったく別の日付が現れたことがあります。米国の民間研究機関である戦略国際問題
研究所（CSIS）が開いた公開座談です。タイトルは『意思決定優位性のための取得：ソフトウェア拡
散におけるCDAOの役割』で、進行者は国防産業イニシアティブグループのディレクター、シンシア・
クックでした。

彼は国防部最高デジタル及び人工知能事務局（Chief Digital and Artificial Intelligence Office, CDAO）
の副局長マージ・パルミエーリを紹介しながら、このように述べました。「CDAOは2022年2月に発足
した国防部の新設部門です」。この日付は確定した事実というより、公開座談で実際にそのように紹介
されたという発話として見るべきです。進行者の紹介文であり、国防部の公式文言ではないからです。

一方は2022年2月、もう一方は2022年6月1日。4ヶ月の差が生じました。二つの日付がなぜずれてい
るのかをただしてみると、そのずれがこの組織の性格をそのまま教えてくれます。

事務局は空き地に新しく建てた建物ではありません。すでに国防部の中に散在していた組織を一つの
屋根の下に押し込めた結果物です。合同人工知能センター（Joint Artificial Intelligence Center, JAIC）、
国防デジタルサービス（Defense Digital Service, DDS）、最高データ責任者室（Chief Data Officer,
CDO）、データプラットフォーム・アドバナ（Advana）を運営していた事務所、そしてプロジェクト・
メイヴン（Project Maven）の担当組織がここに入りました。

組織を統合するということは、会議室でハンコを一度押すだけでは終わりません。人員の所属を移し、
予算科目を再編成し、契約とシステムの管理主体を変え、対外文書を誰の名前で出すかを決めなければ
なりません。このプロセスには、発表した日、運用を始めた日、行政的に完結した日がそれぞれありま
す。2月と6月1日の間隔は、その日付が一つに統一されなかったということを意味します。

時系列はこうです。2021年12月、キャスリーン・ヒックス国防部副長官の指示で散在していたデー
タ・デジタル組織を一つにまとめるという計画が公開されます。このステップは『発表』です。2022
年2月、民間研究機関側の発言はこの時点を『発足』と呼んでいます。そして2022年6月1日、国防部の
公式プレスリリースと事務局の標準的な紹介文言はこの日を『設立』あるいは『運用開始』と記してい
ます。

国防部が事務局発足1周年に出したプレスリリースのタイトルは『最高デジタル及び人工知能事務局、
最初の1年を迎える』でした。国防部はここで、計画を明かしたステップと組織が実際に成立するステッ
プを分けています。事務局が対外声明の末尾に付ける標準的な紹介文言も方向性が同じです。その文言
は、事務局が2022年6月に運用状態に入ったと記しています。
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では2月とは何だったのでしょう。私は2月を、組織統合が副長官室内部で決裁段階に入った時点と読
みます。設立memorandum（国防部内部の公式文書）と指摘される文書2件は原文が公開されていない
ため、決裁日と文書番号と署名者を今、釘を打つように特定する根拠はありません。それでも民間研究
機関の進行者が2月を発足と呼んだことを見ると、その時期に統合作業が文書として動き始めた可能性
が大きいです。

確実なのは二つだけです。民間研究機関の進行者が公開座談で事務局を2022年2月に発足した組織と
紹介したということ。そして国防部の公式文言は2022年6月1日を運用開始日と記しているということ。
二つの文は互いに反論し合いません。異なる基準を使っているだけですね。

外から組織を見ている人たちは『いつからその人たちと話ができるようになったのか』を基準にしま
す。指導部が決まり、調達アジェンダが出て、業界との面談が始まった時点がそれらの人にとって始ま
りです。組織の中で予算と権限を扱う人たちの基準は異なります。『いつから私たちの名前で金を使い、
指示を出すことができたのか』、その日が2022年6月1日です。二つの日付の性格の違いがここで分か
れます。

一つは対外的に認識された始まりであり、もう一つは行政的に完結した始まりです。どちらが本当か
と問われても答えがありません。組織の誕生日は、対外的には2月、行政的には6月1日だと記すほうが
事実に近いです。これからこの事務局の年齢を数える時も、二つの日付を共に置くほうが正しいです。

4ヶ月の間隔が教える事実がもう一つあります。組織統合は発表から稼働まで数ヶ月かかるというこ
とです。2021年12月の発表から2022年6月1日の稼働まではおよそ6ヶ月。その6ヶ月の間に、複数の組
織の人員とシステムと予算科目が一つの管理体系に入りました。発表はマイク一つで成り立ちますが、
稼働はそうではありません。

その6ヶ月の間に何が起きたのか、統合された組織間に地位をめぐる争いや反発があったかは知られ
ていません。統合過程の内部対立を記録した文書も、その時期を回顧した関係者の発言も、まだ現れて
いません。

韓国の読者がここで留意すべきことは、日付を一つ覚えることではありません。組織改編のニュース
を読む時に、発表と稼働と法的設立を分けて読む習慣です。どの国でも新しい組織の設立発表はニュー
スになりますが、その組織が予算と権限を手にした日はニュースになりません。ところが組織の本当の
力は後ろの日付から生まれます。この区別を見落とすと、発表をそのまま成果として読むようになりま
す。

第2節 クレイグ・マテルからラダ・プラムへ：統計と調達の間

事務局の初代長官はクレイグ・マテル博士でした。設立計画が公開された直後、初代最高デジタル及
び人工知能責任者として任命されました。国防部外からやってきた人でした。公開の場で彼が繰り返し
た言葉が一つあります。「データをきちんと整理すれば、人工知能は自動的に後に続きます」。

この文は謙虚にも聞こえ、挑発的にも聞こえます。人工知能を話しに来た人が人工知能を話さないと
宣言しているからです。マテルの関心はモデルではなく、その下に敷かれたデータでした。データがど
こにあり、誰が所有し、どのような状態で保存されているかが先だということです。

彼は人工知能を定義する際も、華やかな言葉を使いませんでした。人工知能は過去のデータから未来
を予測する統計だと規定しました。確率を扱う人の言語です。確率で答える機械は間違える可能性があ
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り、誤る確率を測定しないまま戦場に出してはいけないということですね。

マテルが指摘した危険の一つが『偽陰性（False Negative）』です。あるものを無いと判定する誤り
です。人々は大概、反対側の誤りを心配しています。味方を敵と誤認する誤りのほうが目に付きやすい
からです。ところが統計を扱う人の目には、脅威があるのに無いと言う機械も同じくらい危険です。

大規模言語モデル（Large Language Model, LLM）が世界を揺るがしていた時期にも、彼の態度は慎
重でした。彼は磨き上げられていない大規模言語モデルを軍事領域に急いで導入することを、実験室か
ら漏れ出た物質に例えて警告しました。研究室から出たばかりのものをそのまま現場に放つなというこ
とです。彼が求めたのは禁止令ではありませんでした。必要な検証手続きをまず経るようにしようとい
うほうでした。

彼が確立した制度の中で実務に残ったものがデータ・プロダクト・マネージャー（Data Product
Manager）です。データを単なる管理対象としてではなく、一つの製品として見做し、誰かがその製品
に責任を持つようにする職位です。彼は国防部のすべてのデータを一度に整理しようとしませんでした。
中核となる少数のデータ表にまず手を付ける方式を選びました。彼が言及した割合は全体の15～20パー
セント程度でした。

マテルが残した発言の中で最も率直なものは、人工知能ではなくダッシュボードについての言葉でし
た。国防部が望む華やかな人工知能の実体は、実は『私の戦車が今どこにあるのか、画面ですぐに見た
い』という願いだと彼は言いました。技術万能主義の泡を自分で取り払った発言です。会計監査を支援
していたプラットフォームがなぜ組織の中心に立つようになったのか、この一言がそれを説明していま
す。

2番目の長官はラダ・プラム博士です。マテルが辞任の計画を明かした後、2024年4月に事務局の2番
目の責任者として着任しました。グーグルとフェイスブックを経ており、直前には国防部取得及び補給
分野の高位職を歴任していました。この経歴が重要です。前任者が統計とデータ衛生の人だったとすれ
ば、この人は契約と調達の人です。

プラムが打ち出した枠組みは三つの言葉でした。実現化（Enable）、拡大（Scale）、スピード（
Speed）です。技術を使えるようにし、パイロット事業から全軍規模に広げ、その作業を速くするとい
うことです。問題を見る目も前任者と異なりました。マテルがデータを蓄積して出さない文化をボトル
ネックと見たとすれば、プラムはソフトウェアを戦車や軍艦のように購買しようとする調達制度をボト
ルネックと見ました。

彼が推し進めた代表事業がオープン・ダギア（Open DAGIR）です。データ層の骨組みは政府が所有
し、その上に乗る応用プログラムは複数の企業が競争する構造です。狙った状況は明確です。一つの大
規模防衛企業がデータとシステムを共に独占したまま政府を束縛する構図を、それを打ち破ろうという
ことですね。

プラム期に事務局は90日周期の実験を運営していました。合同全領域指揮統制（Combined Joint
All-Domain Command and Control, CJADC2）を現実に近い条件で検証しようというものでした。この
実験の正式な名称は、グローバル情報優位実験（Global Information Dominance Experiments, GIDE）
です。

この実験を経て、事務局は合同全領域指揮統制の最小機能能力の達成を宣言しました。最小機能能力
とは、完成品とは異なります。現場で使用できる最低限の形態を備えているということです。したがっ
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て、私はこの宣言を完成報告ではなく中間マイルストーンとして読みます。最小機能能力という言葉自
体がそちらを指しているのですから。

プラムは『AI迅速能力セル（AI Rapid Capability Cell）』という組織も設立しました。実験室に留ま
る技術を実際の配置に押し出すための通路です。彼の論理はこうです。完璧になるまで待つなら、ルー
ルを守らない相手がまず配置してゲームのルールを決めてしまうということです。前任者の慎重論と正
面から衝突する思想です。

この時期、事務局の名前がたびたび付き纏う事業がレプリケーター（Replicator）です。安価な無人
システムを短期間に大量に送り出そうという構想です。ただし、ここは注意が必要です。レプリケーター
を統括する組織は国防革新ユニット（Defense Innovation Unit, DIU）です。事務局が担うのは、アルファ
-1（Alpha-1）といった共通基盤とテスト評価インフラを提供する支援役です。

この区別が曖昧になると、事務局が無人機の大量配置事業全体を指揮する機関のように読みとられま
す。実際にはそうではありません。事務局が提供するのはデータとモデルを扱う共通の基盤であり、兵
器体系の配置を担う主体は別の組織です。

二人の長の対比は、この組織の性格をそのまま示しています。マテルは確率モデルの厳密性と独立的
なテスト評価（Test and Evaluation, T&E）を前に出しました。プラムは現場のフィードバックを受け
ながら改善していく反復サイクルを前に出しました。一方は間違える危険を減らそうとし、他方は遅れ
る危険を減らそうとしています。二つの態度は優劣の問題というより、組織が置かれた時期の問題に見
えます。

私の見方では、この交代は人物が変わったというより、組織の段階が変わった方に近いです。創設初
期には、データの基礎を固める人が必要でした。その次には、その基礎の上に物を乗せ、契約を回す人
が必要でした。人事権者の決定背景は文書に残っていませんが、二人の公開発言を並べてみると、この
交代が人物交代というより段階転換に近いという方に重みが傾きます。

第3節 ダグラス・マティ、そして名前だけ呼ばれた後任

2025年5月8日、米国下院軍事委員会の公聴会場に一人の人物が座りました。ダグラス・マティ博士
です。事務局の第3代目の長であり、国防総省の最高データ責任者と最高人工知能責任者の権限を併せ
持つと明かした人物です。事務局の長が下院軍事委員会の証言台に立つ場面でした。

マティの証言は大きく四つに分かれます。一つは、合同全領域指揮統制と90日周期実験の進捗です。
開発者と技術責任者と実際の使用者である戦闘員が一つのチームとして動く方式で業務が回っていると
彼は述べました。異なる軍のデータをリアルタイムで結ぶ実験が意思決定に要する時間を短縮したとい
うのが彼の説明でした。

もう一つは『トリプルヘリックス（Triple Helix）』です。大学が担う基礎研究、連邦政府が支援する
研究開発センターが担う応用研究、民間企業が担う迅速な獲得がお互いに噛み合って機能すべきという
構想です。技術的優位はどの一軸だけでは守ることができないということです。この構想は直ちに人員
と予算の問題へと繋がります。

第三は『階級別人工知能（AI at echelon）』です。師団であれ小隊であれ、各々の階級が直面する条
件に応じた人工知能が別々にあるべきだという意味です。通信が遮断または途絶する環境では、重いク
ラウドに頼ることはできません。彼は低電力の小型デバイス内でモデルが直接動作する方式について言
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及しました。

最後は知らないことを知らないと答えた瞬間です。将兵が退役して報勲部に移行する際に記録が消え
る古い問題、そして人工知能が消費する電力問題について質問されると、彼は自分が赴任してからまだ
間もないと答えました。詳細は確認した後に書面で提出すると言いました。新たに赴任した機関長が議
会で知らないと答えたこの場面は、彼がまだ組織を完全に把握していない段階にあったことをそのまま
示しています。

この回答には小さなズレが付きまといます。彼の在職期間が『16日』と記されたレコードもあれば『
ここ6週間』と記されたレコードもあります。同じ公聴会の発言を転記したものなのに数字が異なりま
す。どちらも公聴会を受け取って記される過程で生じた数字なので、私はどちらか一方を選ぶより、彼
が赴任してから2ヶ月未満の状態で議会に出席したという事実だけを堅固なものとしておきます。

ここにはもう一つのストーリーが付きます。その名はキャメロン・スタンリーです。彼が事務局の新
しい責任者として名前を呼ばれたという話があります。ピート・ヘグセス国防長官がスペースX施設で
の演説でその名前を呼んだということです。しかし、人事を確認する人事文書はまだ出ていません。要
約とビデオに含まれるストーリーが全てです。

そこで、ここで歩みを止めます。あるサマリーは任命日を2026年7月13日と記していますが、私はこ
の日付を実際の任命日ではなく、後から転記する過程で誤って付いたものと見ています。事件が起きた
日というより、転記の痕跡に近いという意味です。スタンリーの任命時点は発令文書が出る日に埋める
ことにして、今は空けておきます。

人事辞令の根拠となる文書がない状態で任命日を確定させてしまえば、その後の全ての説明がそれの
上に乗ります。組織改編、予算テコ、事業優先順位を新しい長の名前で説明する瞬間、根拠が空白の前
提が本全体に広がります。『4人の長』という表現を使わなかった理由も同じです。

立ち止まったままでも分かることはあります。スタンリーという人物がどのような人として描かれて
いるかです。ジャック・シャナハン退役中将が書いた推薦性格の文章によれば、彼はプロジェクト・メ
イブンを初期から主導してきた実務者として現れます。初期のメイブンを軌道に乗せた現場型の推進力
を持つ人物として描かれています。これは人物評であり任命の根拠ではありません。

同じ文章に彼の発言として整理された内容もあります。メイブン・スマート・システム（Maven
Smart System）を複数の地域戦闘司令部とNATO同盟国司令部に配置したこと、精密誘導弾薬の生産量
を増やすためのデータベース管理が事務局の仕事であること、商用5G通信であれ衛星レーザー通信で
あれ、役に立つなら区別なく使うということです。一つの巨大な言語モデルがすべての需要を解決する
という考えは否定したと言われています。

これらの発言もまたビデオに掲載されているので、配置の範囲や成果の大きさは発表された数値での
み受け入れ、検証された数値としてはまだ数えない方が安全です。発表された成果と検証された成果の
間には常に距離があり、その距離を測る作業は最後まで続きます。

人物の交代は組織の所属移動とともに起こりました。2025年8月、事務局は国防長官室直属の独立機
関から研究工学次官室（Under Secretary of Defense for Research and Engineering, USD(R&E)）配下
に移転されます。そして2026年1月、人工知能戦略文書とアドバナ関連memorandumが公開されます。
両文書に押された署名日は2026年1月9日、ウェブに公開された日付は1月12日です。
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アドバナmemorandumはアドバナという名前を消して新しい名前を付けた文書ではありません。戦闘
用データプラットフォーム（Warfighting Data Platform, WDP）、財務管理目的で残るアドバナ、そし
て戦闘用データプラットフォーム上に置かれる応用サービスを分けて規定しています。『アドバナを
WDPに変えた』というような要約は読者を誤って導きます。

マティがどのような手続きで退任したのか、辞任だったのか別の職への異動だったのかは知られてい
ません。二人の間の引き継ぎ過程も空白です。スペースX施設で発表が行われた背景にどのような議論
があったのかも同様です。場所がそこであったという事実の他に、背後の動機を述べる文書はありませ
ん。

組織の顔が変わると、メディアは新しい顔の言葉をその組織の方針として転載します。しかし、任命
の根拠を確認せずに新しい長の発言を機関の公式立場として読むと、個人の抱負と機関の権限を混同さ
せてしまいます。任命の根拠が確認されるまでは、スタンリーの言葉を事務局の方針として転載しない
方が安全です。

第4節 名前が揺らぐ組織：CDAOという言葉の四つの意味

CDAOという四文字は一つのものを指さないのです。同じ頭字語が文章ごとに異なる対象を指して滑
り落ちるからです。この意味を分けて置かないと、半分は誤解になります。

一つは組織です。最高デジタル・人工知能事務局、つまり国防総省内の行政組織そのものです。前で
扱ったその事務局ですね。散在していた遺産組織がまとめられて2022年6月1日に稼働に入った機関で
あり、データと分析と人工知能導入を国防総省全体レベルで扱う組織です。英語の最後の文字がOffice、
つまり事務局です。

もう一つは人です。最高デジタル・人工知能責任者、つまりその事務局の長個人の職名です。英語の
最後の文字がOfficer、つまり責任者です。OfficeとOfficerは一文字の違いですが、指す対象は全く異な
ります。クレイグ・マテル、ラダ・プラム、ダグラス・マティがこの職を経ています。

この職がどのような仕事をするのかは、発表文より指針原文に明確に記されています。2023年1月25
日に公開された国防総省指令3000.09、自律型兵器体系に関する指針がその文書です。この指針は部門
別の責任を条文で分けて記し、2.8条を事務局の責任に配分しています。

2.8項が事務局に託した業務は四つの方向で読み取ることができます。自律・半自律兵器体系に組み
込まれた人工知能能力とサイバーセキュリティを監視・評価し、長官に助言する業務、研究開発副長官
室と協力して人工知能倫理原則を具体的かつ試験可能な要件に変える業務、人工知能が組み込まれた体
系の要件と試験可能性に関する政策と指針を策定する業務、そして試験評価と検証に使用される共通ツー
ルとインフラを他の部門と共に構築する業務です。

本条は事務局の位置付けをかなり正確に示しています。事務局は兵器を承認しません。自律兵器の開
発前および配置前の承認は政策副長官室、調達支援副長官室、研究開発副長官室、統合参謀本部副議長
にあると指針に記載されています。事務局が担当するのは、その承認手続きが依拠する試験の基準とツー
ルを作成することです。指針の表現を借りれば、原則を試験可能な要件に変える業務です。

この職務には権限の重複もあります。議会の要求に応じて、この職務は最高データ責任者と最高人工
知能責任者の権限を併せ持ちます。データ政策を扱う権限と人工知能導入を扱う権限が一人に集中して
いるという意味です。マッティが公聴会で両権限の兼任を明かしたのもこの構造によるものです。
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三番目の意味は各軍の組織です。国防総省本部の事務局と名前は同じですが、予算会計も人事系統も
分離された、軍別に独立した形で存在するデータ・人工知能組織です。空軍のDAF CDAOはヴォルト
(Vault)というデータプラットフォームを運用しています。海軍と海兵隊を統括する海軍省のDON
CDAOは、水中自律システム関連事業と文書分析ツールを手掛けているようです。

この三番目の意味が実務において混乱を生じさせます。ニュースで『CDAOが新しいプラットフォー
ムを導入した』という文を見ると、それが国防総省本部なのか空軍なのか海軍省なのか分かりません。
三者は同じ名前を使いますが、互いに命令を下すことができる関係ではありません。本部の方針が各軍
で同じように実行されない理由がここにあります。

四番目の意味は軍隊の外にあります。民間企業の最高データ・分析責任者(Chief Data and Analytics
Officer)です。ここではAは人工知能ではなく分析(Analytics)です。この用語は国防総省が使う前から民
間で使われていました。10年以上続いている民間経営幹部会合の名前にも同じ四文字が付いています。

そのため検索ボックスにCDAOを入力すると、国防総省の文書と企業イベント案内が混ざって出てき
ます。韓国語の記事でも両者の意味が混同して引用される場合が生じます。今後CDAOと言えば、国防
総省の事務局を指します。人を指すときは事務局長または責任者と記します。

名前が揺らぐ背景にはいきさつがあります。事務局の実務責任者の公開発言によれば、2021年末の
企画段階で議会に提出しようとしていた正式名称は『最高データ・人工知能事務局(Chief Data and
Artificial Intelligence Office)』でした。ところが書類作成の過程でタイプミスが生じ、『最高デジタル・
人工知能責任者(Chief Digital and Artificial Intelligence Officer)』の形で提出されたということです。彼
はこの出来事を指が滑った誤りだと表現しました。

この話は一人の回顧録に基づいているため、事実と断定できません。事務局の関係者が公開の場でそ
のように述べたという程度と理解すればよいでしょう。発言の真偽に関わらず、組織名と職名が初期か
ら混乱して使われていた事情は各所で確認されます。データ(Data)とデジタル(Digital)が入れ替わって
記載されている文書が複数あります。

名前が揺らぐ事例は事業名にも見られます。先ほど言及したオープン・ダギア(Open DAGIR)がそう
です。公聴会の議事録と音声記録には、この名前が『オープン・ダガー(Open Dagger)』、つまり開か
れた短剣に転記された例があります。米国式発音を音声認識プログラムや速記者が文字に変換する過程
で生じた誤りです。短剣という恐ろしげな名前は事業とは無関係です。転記過程で生じた誤りに過ぎま
せん。

90日周期実験の名前も揺らいでいます。正式な表記はグローバル情報優位実験(GIDE)なのに、ある
要約には『GUIDE』と記載された版があります。人名も揺らいでいます。マッティ(Matty)が『マディ
(Maddy)』に転記された例もそうです。このような場合は正式な表記に従いますが、ずれた表記があっ
たという事実も併せて記載します。

この揺らぎを些細な問題として見過ごすことができるでしょうか。私の見方では、そうではありませ
ん。組織の名前が揺らぐということは、その組織が何をする場所なのかについての合意が最初から完全
ではなかったという信号として読み取ることができます。データの組織なのかデジタルの組織なのか、
政策を作る場所なのか物を買う場所なのかが、名前の中で争っているのです。

この争いは事務局の短い歴史全体を貫いています。統計学者が座っていたときはデータ衛生が組織の
顔であり、調達専門家が座っていたときは契約構造が組織の顔でした。そして指針の原文が事務局に配
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分した業務はその両者のどちらでもなく、試験と検証の基準を作成する業務でした。三つの顔が一つの
略語の下に重なっています。

外国の組織を扱った記事を読むとき、私たちは略語を固有名詞として受け入れます。ところがその略
語が組織なのか人なのか、各軍の下位組織なのか民間職務なのかによって、文の意味が全く変わります。
翻訳された記事の一行をめぐって政策を論じる前に、その四文字が何を指しているのかから確認する方
が安全です。

弁護士

kimkj.com
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第4章 2026年の大改編：研究・工学次官室傘下へ

米国国防総省 CDAO(チーフ・デジタル・AI担当官室)

2025年8月20日、バージニア州アーリントンからニュースリリース1枚が発表されました。タイトル
は「CDAO Re-alignment to USD(R&E) Accelerates AI Transformation at DoD」で、日本語に訳すと「
CDAOの研究・工学次官室への再編成が、国防総省のAI転換を加速する」といったところです。研究・
工学次官室(Under Secretary of Defense for Research and Engineering, USD(R&E))は、国防総省の技術
研究とプロトタイプ開発を統括する次官の組織です。ところが、実際に指令が出たのはその6日前の
2025年8月14日でした。リリースはすでに決定した事柄を後から発表したものです。

指令を出したのは国防総省副長官でした。指令の内容は1文で完全に表現できます。最高デジタル・
AI事務局(Chief Digital and Artificial Intelligence Office, CDAO)を国防長官室直属のスタッフ機構から切
り離し、研究・工学次官室の傘下へ直ちに移管する。文書には「即時発効(effective immediately)」とい
う言葉が付いていました。猶予期間もなく、段階的な実施スケジュールも見当たりません。

組織を立ち上げるには覚書(国防総省内の公式文書)と組織規程と予算勘定が必要で、その痕跡は複数
の文書に散在します。ところが移管するには1文でいいのです。2022年に創設された事務局の報告系統
が3年で1文によって変わり、その事実がニュースリリース1枚で世間に知らされました。措置の重要性
に比べ、文書はあまりにも軽いのです。

この1枚から始まった話は2026年1月の後続改編へ続き、最終的に答が出ていない質問1つを残します。
この改編によってCDAOの権限は増えたのでしょうか、それとも減ったのでしょうか。先に言っておく
と、どちらか一方に偏ってはいません。増えたという根拠と減ったという根拠が同じ予算書に並んで記
されているからです。

第1節 2025年8月、独立した事務局から傘下組織へ

「再編成(realignment)」という言葉から見てみましょう。米国国防総省の組織改編にはさまざまな種
類があります。新しい事務局を設置する創設があり、2つの組織を統合する統合があり、報告系統だけ
を移す再編成があります。2025年8月の措置は3番目です。名前も事業リストも予算勘定も変わらない
まま、「誰に報告するか」だけが変わったものです。

外から見ると何も変わっていないように見えます。CDAOは相変わらずCDAOです。ウェブサイトの
アドレスも同じ、事業名も同じです。組織図で線が1本上から下に移されただけです。こうした変化は
報道で長く扱われることがありません。

しかし国防総省において「誰に報告するか」は軽い問題ではありません。2022年の創設覚書でCDAO
は国防総省副長官直属として設計されました。副長官は長官のすぐ下で省全体の運営を統括する国防総
省の第2位です。その副長官に直接報告するということは、各軍や各次官室に何かを求める際など、報
告者の背後に副長官の権威があるという意味でした。

その違いは会議室で明らかになります。副長官直属の機構の責任者は、副長官が主宰する会議に自分
の資格で出席します。次官傘下の組織の責任者は次官を通じてその会議に入ります。データを提出する
よう各軍に求める際に、求める人の背後に誰がいるかが異なるのです。2025年8月14日以降は、そこに
次官1人が介在することになりました。
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ニュースリリースはこの決定の理由として3つを挙げました。1つは「AI優先企業(AI-first enterprise)」
への転換を加速させるというものです。商用の最先端AI技術を迅速に取り入れ、大規模データを扱って
作戦で先制的に優位を獲得するという趣旨です。ここで「企業」という言葉が目に留まります。国防総
省が自らを1つの会社のように、データが部局間を遮るものなく流れる組織として見るという表現だか
らです。

この表現は考え直す価値があります。軍隊は会社ではありません。会社は利益に基づいて部門をなく
したり新たに作ったりしますが、軍隊は法律と各軍の伝統によって固く結ばれています。それでも国防
総省が自らを「企業」と呼ぶとき、その言葉が狙うのは所有権です。データを部局の財産とせず、省全
体の資産とするという宣言です。

2番目の理由はホワイトハウスのAI実行計画(White House AI Action Plan)を省内で実行するというも
のです。大統領官房が出した上位の指令を国防総省の制度に落とし込もうとすれば、AI採用を推し進め
る組織が技術政策の本流の中にあるべきという論理です。上位の指令は方向を定めるだけで実行はでき
ません。実行は予算と契約と試験手続きを握る手でのみ起こります。

最後の理由は研究開発エコシステムと一体化するというものです。研究・工学次官室はすでに国防高
等研究計画局(Defense Advanced Research Projects Agency, DARPA)と国防イノベーション部隊
(Defense Innovation Unit, DIU)といった技術組織を傍に置いていました。CDAOを同じ傘の下に入れれ
ば、重複投資を取り除き指揮系統を1本に統一できるということです。AI予算が複数の組織に分散し、
それぞれが似た道具を買い揃えることは国防総省では珍しくなかったので、この理由には実務的な根拠
があります。

国防総省が自らで明かした理由はここまでです。ニュースリリースなのでトーンは当然前向きです。
組織を下に移しながらタイトルに「加速」を入れた文書が、その措置で失ったものまで並べて記すはず
がありません。広報文書はもともと損失を記すために書かれた文章ではありません。だから性質の異な
る文書をもう1つ見る必要があります。予算書です。

予算書は広報文書と性質が異なります。議会にお金をくれと求める文書なので、人数と金額を数字で
記さなければなりません。数字を誤れば議会スタッフが問い直し、その過程が記録として残ります。改
編が実際に起こったかは広報文書より予算書で明確に表れます。ここで見るべきものは運営維持
(Operation and Maintenance, O&M)予算の正当化書の中で国防長官室を扱うOP-5項目です。

運営維持予算は兵器を買うお金ではなく、組織を動かすお金です。人件費、事務所維持費、契約管理
費といったものがここに含まれます。組織が大きくなったか小さくなったかはこの勘定で最初に表れま
す。さらにこの勘定の正当化書は「なぜこのお金がもっと必要なのか」を文章で記すようになっている
ので、その文章が改編の内情を漏らします。

この文書で研究・工学次官室はCDAOを受け入れるための費用を別途請求しました。金額は659万9千
ドル($6,599 thousand)、人員は民間職員の常勤職換算(Full-Time Equivalent, FTE)25名の増加です。常
勤職換算とは週単位の労働時間を基準に換算した常勤員数を意味します。半日だけ働く人2人を1人とし
て数える方式だとお考えください。

名目上の理由は、次官室の中にデータ分析能力と計画・企画・予算・実行(Planning, Programming,
Budgeting and Execution, PPBE)監査対応能力を備えるためというものでした。計画・企画・予算・実
行は米国国防総省が予算を立て実行する4段階の手続きの名称です。その手続きを監査し検算する仕事
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には専任の人員が必要です。

私はこの請求をこう読みます。次官室がCDAOを傘下として受け入れながら、その組織を監督し検算
する人員を25名新たに雇うと議会に述べたということです。監督するには監督する人がいなければなり
ません。組織図で線が1本移されただけだと言うには、予算書に書かれた25という数字があまりにも具
体的です。

同じ予算書ではCDAO側の数字も見えます。CDAOは民間職員の常勤職換算を確保するため698万9千
ドル($6,989 thousand)と30名の増加を請求しました。人員が増えたのです。組織が下に下りたのに人
員請求は逆に増えたという事実は、「左遷だから縮小だろう」という直感と相反しています。改編の性
格を1方向に決めつけることが難しい第1の理由がここにあります。

2つの数字を並べるとやや微妙な絵になります。監督する側が25、監督される側が30です。双方とも
に増やしました。改編が規模を縮める方向だけで進んだわけではないという意味ですね。ただし2つの
請求が議会を通過して実際に実行されたかを示す文書は手元にありません。予算正当化書は要求文書で
あり実行結果報告書ではありません。この区別を曖昧にすると、要求額を組織規模と誤って読むことに
なります。

同じ予算書に方向が異なる項目がもう1つあります。CDAO内部の最高技術責任者(Chief Technology
Officer, CTO)職が廃止され、そこに付属していた予算はアルファ-1(Alpha-1)事業の開発予算勘定に移さ
れたと記されています。勘定番号はPE 0604133D8Zです。PEは事業要素(Program Element)の頭文字で、
米国国防予算書で事業1つ1つに付く固有番号です。

国防予算書の事業要素番号は人間のマイナンバーに相当します。事業名は変わっても番号は残ります。
ある事業が別の事業に吸収されたかどうか、予算がどの勘定に移されたかを追跡するには、名前ではな
く番号を辿らなければなりません。

アルファ-1は機械学習運用(Machine Learning Operations, MLOps)インフラ事業です。データラベリ
ングからモデル学習、試験評価、配備までを1本の流れで結ぶツール群だと考えてください。AI モデル
は作ったからといってすぐに使える物ではありません。学習データを整理し、性能を試験し、現場に送
り出し、また直して送り直すプロセスがあるべきです。アルファ-1はそのプロセスを省レベルで1つ備
えようという事業です。

ここで注目すべきはお金の流れの方向です。「技術を統括する人」に付属していた予算が、「技術を
動かすインフラ」へ移りました。人に行っていたお金が設備に行ったと言い換えてもいいでしょう。

一つの職責が消え、その予算が基盤施設事業に統合されたことは、二通りに読むことができます。管
理層を取り除き、実物投資を増やした効率かもしれません。あるいは逆に、組織内で技術方向を責任を
持って発言する人が消えた損失かもしれません。私はより後者に重きを置きます。設備は予算が付けば
再び充足できますが、技術の方向を賭けて発言していた職責は、一度なくなると復活させるのが難しい
からです。

再調整過程において、どの組織が反発し、誰がどのような職責を失ったかは、広報文書に残らない類
のものです。しかし猶予も段階的日程もなく「即座に発効」で押し通したやり方を見ると、この措置は
内部調整を幅広く経るよりも決定の速度を優先したものに見えます。反発があったとしても、その速度
に埋もれた可能性が大きいです。一方、同じ時期の行政文書で、国防部は「Department of Defense」
と「Department of War」という二つの英文名称で並んで現れています。この二つの名前がどのような
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法的手続で区別されるかは、この改編が扱う範囲外の問題なので、そうした現象が存在するという事実
だけを記しておきます。

第2節 2026年1月12日：6つの実行組織に束ねられた革新エコシステム

タイトルに付いた日付から見てみましょう。2026年1月、国防部は3つの文書を世に出しました。部
処レベルの人工知能戦略、Advanaの手直しを求める副長官名義の覚書（国防部内部の公式文書）、そ
して革新組織を束ねる改編指針です。前の2つの文書は2026年1月9日に署名され、3日後に公開ルート
に上がってきました。

人工知能戦略の英文タイトルは「Artificial Intelligence Strategy for the Department of War」です。こ
の覚書の英文タイトルは「Transforming Advana to Accelerate Artificial Intelligence and Enhance
Auditability」です。タイトルだけ読んでも、二つの文書が異なる層を狙っていることが見えます。戦略
は部処がどこに向かうかを記し、覚書はすでに稼働しているプラットフォームをどのように手直しする
かを記しています。

Advanaの覚書について、一般に「Advanaを防衛データプラットフォームに名前を変えただけ」と要
約されます。この要約は読者を誤った方向に導きます。覚書が行ったことは名前を変えることではなく、
ひとつを三つに分けることです。

第一は防衛データプラットフォーム（War Data Platform、WDP）です。部処全体が使用するデータ
基盤層に付された名前です。第二は財務管理用途として残るAdvanaです。Advanaが当初担った会計監
査支援機能は消えずに、その名前で継続します。第三は防衛データプラットフォーム上に乗っかるアプ
リケーションサービス（application services）です。データを受け取って使用する実際のプログラムが
ここに該当します。

この三つを並べると、覚書が答えようとした質問が見えます。監査に使うデータと作戦に使うデータ
は要件が異なります。監査は追跡可能性と証拠を要求し、作戦は速度を要求します。一つのプラットフォ
ームが二つの要件を同時に満たそうとして重くなったという判断がこの分離の根底に横たわっています。
覚書のタイトルに「加速」と「監査可能性」が並んで記されている理由もそのためです。

次に、第三の文書、革新エコシステム改編指針を見ます。骨子はこうです。研究工学副長官、すなわ
ち国防部の最高技術責任者の下に、6つの実行組織を一列に配置します。6つはCDAO、DARPA、DIU、
戦略資本事務局（Office of Strategic Capital、OSC）、戦略能力事務局（Strategic Capabilities Office、
SCO）、試験資源管理センター（Test Resource Management Center、TRMC）です。この時期、研究
工学副長官はエミル・マイケル（Emil Michael）でした。

2025年8月の措置と2026年1月の措置をつなぎ合わせると、順序が明らかになります。まずCDAOを
副長官室の下に移し、5ヶ月後にその副長官室の下の組織をまとめて整理しました。私はこの両者を偶
然に重なった別個の判断ではなく、ひとつの設計の二段階として読みます。CDAOをまず副長官室の下
に降ろさなかったら、1月に6つの組織を一列に配置する図そのものが成立しなかったはずなので、8月
の措置は1月の改編が立ち上がる基盤を事前に敷いたものに見えます。

CDAOは部処全体の人工知能導入を担当します。戦闘と情報と行政の三領域にわたって、データとモ
デルが流れるようにする仕事です。オープンな調達構造と反復実験を回しながら、Alpha-1という基盤
施設の上に実際のデータ処理チェーンを載せることがこの組織の担当として記されています。6つの中
でただ一つ基盤を担当する組織です。他の5つがどのようなものを作ろうとも、その結果が扱うデータ
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はCDAOが敷いた層の上で動く必要があるからです。

DARPAは最前部の区間を担当します。成功確率は低くても、成功すれば局面を変える研究です。こ
こで失敗は費用ではなく過程として扱われます。10を試みて9が失敗しても、残された1つが局面を変
えれば、それで利益が出るという計算です。

DIUは反対側の端を担当します。民間にすでに存在する二重用途技術、つまり商用としても軍用とし
ても使用される技術を素早く買い入れて、統合戦闘司令部（Combatant Commands）の緊急な空白を
埋めます。新たに研究するのではなく、市場に出ているものを選んで採用します。DIUは2026会計年度
国防権限法に従って、首席幕僚補佐（Principal Staff Assistant）に昇格されました。この組織を率いた
人物はダグ・ベック（Doug Beck）です。

ここで一つ明確にしておきます。無人システムを大量に素早く配置するというレプリケーター（
Replicator）事業の主管組織はDIUです。CDAOがこの事業全体を主導するのではありません。CDAOが
担当することはAlpha-1を含む共通基盤を提供・支援することです。複数の事業がモデルを作成し、試
験し、展開するプロセスを共に使用できるよう基盤を敷きます。

OSCは資金の流れを扱います。防衛産業が少数の大企業に集中している構造に対して、民間ベンチャー
資本が国防に流入するよう貸付と共同投資（co-investment）を設計する事務局です。兵器を製造せず
資本を引き付ける組織が革新エコシステムに入っているという点が目を引きます。技術を購入するのに
費用がかかるように、その技術を製造する企業が生き残るのにも資金が必要だという判断がこの組織の
存在理由です。

SCOはすでに保有している兵器を異なる方法で組み合わせる仕事をします。新しい兵器をゼロから製
造する代わりに、倉庫の在庫と近未来技術を予想外の方法で組み合わせ、短期間でプロトタイプを提供
する組織です。既存のものを再利用する方が新たに製造するより速いという計算です。改編指針でSCO
はフィールド・アクティビティに指定され、副長官の下に配置されました。

TRMCは最終的な関門です。新たに製造された体系が実戦に出る前に通過する必要がある試験評価（
Test and Evaluation、T&E）施設と射撃場、計測機器を統括し、各軍の関連予算を審査します。人工知
能モデルをいかに素早く製造しても、試験する場所がなければ配置できません。モデル性能を測定する
テスト場は、銃や砲を発射する射撃場とは異なる設備を必要とします。その瓶首を管理する組織です。

6つを一列に配置すると、ひとつの流れが見えます。DARPAが道を開き、DIUが商用技術を引き入れ、
SCOが在庫を再構成し、OSCが資本を付け、CDAOがデータとモデルの基盤を敷き、TRMCが通過の可
否を判定します。研究から試験までの区間が6つの区画に分かれて、ひとりの下に置かれたのです。改
編指針が狙った図はこれだと私は読みます。

6つを一列に配置したからといって、自動的に協調して動くわけではありません。そこで指針は、こ
れらを実際に結び付ける装置を3つ用意しました。

ひとつは任期制任命（Term-Limited Appointments）です。DIUやSCOのような組織に、期間を定めて
人員を配置できるようにしました。民間の技術人員が数年間だけ政府で働いて戻るための通路を開く措
置です。生涯一つの部処に留まる人員だけを採用する制度では、3～4年ごとに技術が変わる分野の人材
を確保できないという判断が根底にあります。

もう一つはCTO行動グループ（CTO Action Group）です。6つの組織間の重複投資を除外し、データ
の障壁を取り除く実務協議体です。組織を束ねたからといって協力が自動的に生まれるわけではないの



28 - 金京鎮弁護士

で、定期的に顔を合わせるようにしたのです。組織図で並んで配置された二つの機構が互いの事業を知
らないことは、国防部では珍しくないことです。

残りの一つは、各軍の革新計画書提出義務（Service Innovation Plans）です。陸軍、海軍、空軍が、
それぞれの研究所と部署が行う仕事を技術、製品、作戦性能という三つの軸に照らして報告するように
しました。中央が各軍の革新活動を共通の物差しで測るという意味です。各軍が独自の基準で成果を記
していれば、どの事業がすでに存在し、どの事業が重複しているかを比較することはできません。しか
し自分たちの成果を他者の物差しで測られることに各軍が素直に応じるとは考えがたく、この義務がす
ぐに正常に機能したかは疑問です。

この時期、CDAOの責任者としてある要約資料がカメロン・スタンリーという人物を指名していまし
た。しかしその任命を裏付ける公式文書がなく、任命日として記されている日付さえ資料を収集した日
と同じです。私はこの指名を実際の人事記録ではなく、資料収集過程に混入した誤りと読みます。日付
が重なることは、人が任命された痕跡というより、資料が作成された痕跡に近いからです。したがって、
この時期のCDAO責任者を特定の人物に限定せず、空欄のままにしておく方が事実に即しています。

予算の数字にも同じ慎重さが必要です。Alpha-1アカウントの2026会計年度統合金額は5億8,257万ド
ル、DIUの研究開発予算は6億6,100万ドルと伝えられています。これら二つの数字は予算正当化書に掲
載されているものとされていますが、原本の表を直接対照することができませんでした。そのため、記
載されたままのみを移し、二つの数字を足したり比率に変えたりはしません。

第3節 改編が答えられなかった質問：権限は増えたのか減ったのか

2025年5月8日、米国下院軍事委員会の一つの小委員会で公聴会が開かれました。再調整が行われる
およそ3ヶ月前のことです。公聴会で出された発言は、組織図を見ただけではわからないことを明らか
にしています。議会はすでにCDAOの権限配置を怪しげに見ていました。

公聴会の記録は前の二つの文書とは趣が異なります。広報文書と予算書は省庁が自ら書いた文です。
公聴会では省庁の外の人々が省庁に対して質問し、その質問と答弁が速記録として残ります。改編で何
を失ったのかが国防省内の文書から見つけにくいなら、その損失はこうした公聴会の質問の中に散在し
ています。

小委員会の委員長であるドン・ベーコン（Don Bacon）議員は、統合全領域指揮統制（Joint
All-Domain Command and Control, JADC2）に言及しました。複数の軍のセンサーと兵器を一つの指揮
網で結ぶ構想です。この事業がCDAOのポートフォリオの中にあるのが正しいのかをめぐって、議会が
相反する意見（mixed feedback）を多く受け取っていると彼は述べました。別の部門に移す方がよくは
ないかという問題提起が続きました。

この発言は軽くありません。統合全領域指揮統制はCDAOが担当する事業の中でも著しく目立つ軸で
す。その軸について委員長が『ここが正しいのか』と問うたということは、CDAOの任務範囲そのもの
が議会で確定されていないということを意味します。組織をどこに配置するかの前に、組織が何をする
場所なのかがまだ合意されていないのです。所管事業を奪われる可能性がある組織は、報告系統がどこ
に配置されていようが、安定した権限を持つことができません。

同じ公聴会でマッコーミック議員は別の角度から問題を指摘しました。国防省傘下の構成組織に最高
情報責任者（Chief Information Officer, CIO）が30人を超えて散在していて、これらの者が互いに反対
方向に動いているという指摘です。最高情報責任者は各組織の情報システムとコンピュータネットワー
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クを担当する職です。30人を超えるその職が各々のルールと契約を持っているなら、中央が何を決めて
も下の方では厳密には展開されません。

この指摘はCDAOをどこに配置しても解けない問題を指しています。国防省のデータ権限は一箇所に
集中しておらず、30箇所に分散しています。上位の組織を副長官直属から次官以下に移すからといって、
その網目が変わるわけではありません。上の線をいくら引き直しても、下の30箇所はそのまま残ります。
改編が答えられなかった質問の一つの面がここにあります。

前任のCDAO責任者だったラダ・プラム（Radha Plumb）博士の発言も同じ問題を指しています。彼
は各軍と各組織の最高データ・人工知能責任者を最高情報責任者の下から分離する必要があると述べま
した。原文の表現は「get the CDAOs out of the CIO」でした。パイプを敷設する人と水を供給する人
の役割が混じれば仕事が詰まるという比喩を彼は用いました。

最高情報責任者はコンピュータネットワークとサーバーという管を敷設し管理します。最高データ・
人工知能責任者はその管の中に何を流すのか、その水を誰が飲むのかを決定します。管を敷設する人が
水の用途まで決めるなら、水は管がすでに到達している場所へのみ流れます。新しい需要は管がないと
いう理由で後回しにされます。

彼は戦闘司令部の配置もまた問題としました。戦闘司令部がデータ責任機能を通信・情報体系参謀部
であるJ6の下に重ねて置いたのに対して、これを『逃した機会（missed opportunity）』と述べました。
データを扱う業務を通信網管理の従属的な業務として扱うなら、作戦計画を策定する会議においてデー
タが発言権を持つことができないという意味に読めます。作戦を策定する会議室にデータ担当者が座る
ことができなければ、データは作戦が終わった後に整理する業務に成り下がってしまいます。

ただし、この批判を述べた人物がまさにCDAOを率いていた当人です。組織の権限が十分ではなかっ
たという陳述であり、組織診断であると同時に、自らの組織の立場に対する異議でもあります。私はこ
の言葉を二つのうち一つに分けず、両方として読みますが、診断の方に重みを置きます。当事者が述べ
た言葉なので多少は割り引いて聞く必要がありますが、30箇所に分散した情報責任者という事情は、彼
がCDAOを去った後にもそのまま残っているからです。

組織図の外にもCDAOの権限が記載された文書があります。2023年1月25日付の国防省指令3000.09、
すなわち自律兵器体系に関する指令です。この指令は2012年版を代替し、副長官キャスリーン・ヒッ
クス（Kathleen H. Hicks）の承認により発効しました。この文書の責任条項の一つがCDAOに割り当て
られています。

指令がCDAOに委ねた業務は5つです。自律・半自律兵器体系に組み込まれた人工知能の能力とサイ
バーセキュリティを監視・評価して長官に助言する業務、研究工学次官と共に人工知能倫理原則と責任
ある人工知能（Responsible AI）戦略および実装経路を具体的で試験可能な要件に変換する業務、人工
知能支援体系の要件と試験可能性に関するポリシーとガイダンスを発行する業務、自律兵器内の人工知
能能力を試験評価する慣行に関するガイダンスを発行する業務、研究工学次官および作戦試験評価局長
と共に試験評価用の共通ツールと基盤を構築する業務です。

ここで注目すべきは時間の層です。人工知能倫理原則は2020年2月21日の国防長官メモランダムで採
択された5項目です。責任ある、公正な、追跡可能な、信頼できる、統制可能な。その原則を実務に移
そうとする文書が責任ある人工知能戦略および実装経路であり、その上に武力行使を扱う2023年の自
律兵器指令が乗せられました。原則と実装経路と兵器指令は互いに異なる層であり、一つにまとめるこ
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とはできません。

2023年の文書はCDAOと研究工学次官を対等な協力者として記載しました。「collaborates with the 
USD(R&E)」という表現が両方の条項に対向する形で入っています。しかし2025年8月以降、二つの組
織は対等な関係ではなく、上級者と予下組織の関係になりました。ところが指令の文言がこの新しい関
係に合わせて改められた形跡は見られません。私はこのズレを、文書が組織変化に遅れて対応する一般
的な時間差として読みます。紙の上の協力関係と組織図上の上下関係が当分の間ズレたままになってい
るのです。

次は資金です。権限は結局予算の中に現れます。会議で何を要求できるかは、その要求を支持する会
計があるかどうかに左右されます。公聴会でエミル・マイケル研究工学次官は2027会計年度予算の削
減懸念に言及しました。人工知能統合を早める必要があれば増額が必要だと要請する一方で、科学技術
（Science and Technology）予算行がほぼそのまま据え置かれているという事情を認めました。

ここで改編の得失が分かれます。6つの組織を一つの傘の下に束ねたのに、その下に入ってくる資金
は増えていません。組織を統合すれば管理コストはすぐに増え、成果は後で出てきます。その間の時間
を耐えさせるのが予算です。予算行がそのままなら、6つの組織は増えた資金を分け合うのではなく、
同じ資金を再び分割して分け合うことになります。

予算書の中に目に止まる項目がもう一つあります。CDAOのデモンストレーション・検証活動に付き
の会計（PE 0604123D8Z）の要求額が直前の水準から減少したと伝えられています。デモンストレー
ション・検証活動とは、作成したモデルが実際に動作するかを現場で示し確認する業務です。ただし写
し取られた数値の表記が破損しているため、金額はここには記載しません。

数字より明確なのは現場の声です。海軍省のあるセミナーで情報体系業務を担当する実務将校がこう
述べました。上からの人工知能政策と戦略は導入を強制するが、既存サービスを維持するだけでも精一
杯であり、新しい人工知能を乗せるための専用資金は配分されていないということです。行政用語では
『資金なしの強制命令（unfunded mandate）』と呼ばれます。上が実行しろと言うが金は与えない状
態ですね。

この表現が出た文脈にご注意ください。政策は文書に沿って降りていき、予算は会計に沿って降りて
いきます。二つの道が分かれれば、現場には文書だけが到着します。新しいツールを乗せよという指示
は来たのに、そのツールを乗せる人と時間と金は来ません。そうすると現場は指示を先送りにするか、
ある予算を削って指示を真似ます。

海軍省の最高データ・人工知能責任者代理だったランドル・コール（Randall Cole）の発言はもっと
露骨です。戦術現場に人工知能を押し込もうとするとき、本部と現場の間でこうした反応を見たと彼は
述べました。「我々をそっとしておいて、金をくれ（leave us alone, and just give us the money）」。
組織改編で系統を整理しても現場から返ってくる答がこれなら、改編の効果は改めて問うべきです。

この一文に改編の限界が込められています。現場が望んだのは中央が決める方向ではなく資源でした。
中央が与えられるのが方向だけで資源がそのままなら、組織図を引き直す作業は現場の計算式で何の項
目も変えることができません。

さて、節のタイトルの質問に答える番です。権限は増えたのか、減ったのか。資料をずっと並べると
両方が見えます。
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増えたと見る根拠があります。研究工学次官室の傘下に入ったことで、CDAOは国防総省の研究開発
予算と試作品組織の傍らに立つことになりました。DARPAやDIU、SCOと同じ傘の下に入り、CTO行
動グループという協議窓口を得ました。予算要求書において、CDAOの人員請求は30名増え、廃止され
た最高技術責任者職の予算はアルファ-1アカウントに移行したと記されています。6つの組織の中でデー
タとモデルの基盤を担うことになった点も計算に入れなければなりません。自律兵器指針が試験評価の
権限をこの組織に明示的に任せているという事実も残っています。

減ったと見る根拠もあります。副長官直属という位置を失い、次官の下にある6つの組織のうちの1つ
になりました。次官室はデータ分析と予算手続きの監査を理由に、25名を別途請求しました。組織内で
技術の方向性を総括していた職務は消滅しました。議会はCDAOの代表事業である合同全領域指揮統制
を他へ移管する案を口にしました。科学技術の予算枠は増えず、実証・検証アカウントの要求額は減っ
たと伝えられています。

2つのリストは、どちらか一方に簡単に傾くものではありません。そして、2つのリストの根拠は性格
が異なります。人員25名と30名、アルファ-1アカウントへの移管は、いずれも予算要求書に記された数
字です。要求は議会の審議を経て削られることもあれば、そのまま通過することもあります。要求額を
執行結果として読んでしまうと、まだ起きていないことを起きたこととして記すことになります。その
ため、私はこれらの数字を権限が増えたという証拠にまで押し進めることはしません。要求書の数字は
方向を指し示しているだけであり、まだ手にしている結果ではないからです。

2つ目は時間です。組織図上の位置が下がったのは事実であり、傍らに置かれた資源とネットワーク
が増えたのも事実です。最終的な損益は、各軍が実際に革新計画書を提出したか、CTO行動グループが
何度開かれたか、アルファ-1に移行した予算が何を作り出したかといった執行記録で判明します。その
記録が積み重なるまで、私はこの改編を「帳簿上の位置は下げたが、ネットワークは広げた」引き換え
として読み解きます。そして、どちらが残るかは資源がついてくるかにかかっていますが、科学技術の
予算枠がそのままに留まっている現状を見ると、資源が十分に追いついてくる兆しは大きくありません。

終始繰り返された問題は、技術ではなく配置でした。人工知能組織をどこに付けるのか、その組織に
予算編成権限を与えるのか、各軍の情報責任者たちとどのように調整するのかという問いです。米国は
その問いに組織改編で答えました。しかし改編後も、資金のない強制命令と、30箇所に分割された情報
責任者の問題はそのまま残りました。新しい組織を設立することと権限を移すことは全く別の事柄であ
り、後者の方がはるかに難しいという事実を、この事例が示しています。

組織図は1日で描き直すことができます。予算アカウントは会計年度を待たなければならず、30を超
える情報組織がそれぞれに握っている契約と規則はそれよりも長く続きます。改編だけが先行し、資源
が追いつかなければ、残るのは新しい名前が付いた組織図1枚だけです。

ただし、この観察を韓国のある政策へと直結させることはしません。私が扱った文書は米国国防総省
のものであり、韓国の組織事情については何も語っていません。米国国防総省の人員規模や予算手続き、
各軍の自律性は韓国のそれとは異なります。組織を設立することと権限を移すことは異なるという観察
だけを残し、その観察をどこに当てはめてみるかは読者にお任せします。

弁護士

kimkj.com
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第5章 データ戦略とVAULTIS、そして「共有デフォルト」

アメリカ国防総省CDAO（人工知能最高責任者）

2026年1月9日付で署名された国防総省の文書集には、兵器についての話がほとんどありませんでし
た。その日付が付されたのは、人工知能戦略文書とアドバナ（Advana）関連メモランダム（国防総省
内部の公式文書）でした。1月9日に署名され、3日後に国防総省の公開サーバーにアップロードされま
した。

この文書集で本当に注目すべきは、短い1行です。すべての構成部署は、自らが保有する情報システ
ムのアクセスポイント、データ資産、および応用プログラムインターフェース（Application
Programming Interface、API・プログラム間でデータをやり取りするインターフェース）のリストを30
日以内に1つの事務局に提出しなければならないということです。その事務局が最高デジタルおよび人
工知能事務局（Chief Digital and Artificial Intelligence Office、CDAO）です。

命令は1文ですが、その1文が命じる作業は決して簡単ではありません。リストを作成するには、まず
自分たちが何を保有しているのかを知る必要があります。しかし国防総省内の多くの部署は、これまで
それを知る必要がありませんでした。自分たちのシステム内で自分たちのミッションがうまく機能して
いれば、それでよかったのです。

採用戦略の日付も同じです。データ・分析・人工知能採用戦略は公表日が1つに統一されていません。
2023年1月24日、2023年6月27日、2023年11月2日、3つの日付が並行して流通しています。署名日と
配布日と公開日が混在しているためです。

第1節 データを蓄積する行為がなぜ脅威と呼ばれるようになったのか

米軍は過去20年間にわたり、監視映像、整備記録、兵力移動、会計帳簿、信号情報を蓄積してきまし
た。国防総省はこの蓄積を「非対称データ優位（asymmetric data advantage）」と呼びます。他国の
軍隊が短時間でコピーして作ることができない資産という意味です。しかし、すぐ後に注釈が付きます。
その資産の相当部分がロックされており、使用できないという点です。

どのようにしてこのようにロックされるようになったかは、このデータがどのように蓄積されてきた
かを見れば容易に想像できます。偵察機が撮影した映像は偵察部隊のサーバーに蓄積されます。整備記
録は補給部隊のシステムに蓄積されます。会計帳簿は財務部門の帳簿に残ります。蓄積の主体が異なる
ため、蓄積されるサーバーも異なり、どのサーバーに存在するのかを知っているのはその部門の人々だ
けです。

ロックされているという言葉の意味はこのようなものです。データが消えてしまったわけではありま
せん。そのデータを必要としている人がデータが存在するという事実さえ知らない状態です。国防総省
はこの状態を「見えない（invisible）」データと呼びます。モデルを作成する開発者も、前線の部隊も、
そのデータがどのサーバーのどの部門に存在するのかを知りません。部門内ではうまく管理されている
ため問題がないように見えますが、部門外から見ると存在しないのと同じです。

データを自らの部門内に抱え込み、外に出さないというこの慣行を、国防総省は「データホーディン
グ（data hoarding、データ買い占め）」と呼びます。これは悪い意図を持つ人が行う行為ではありませ
ん。セキュリティ規制を守ろうとする気持ち、自らのミッションを守ろうとする気持ち、そして誤った
開示があった場合に責任を負わされることへの恐れが重なって生じます。各部門がそのような壁を築く
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と、それらの壁が集まって1つの迷路になります。互いに通じない隔壁組織、つまりサイロ（silo、穀物
貯蔵塔のように互いに通じない隔壁組織）です。

サイロは一夜にして生じたものではありません。古いセキュリティ慣行が長く続き、その慣行を守っ
た人が報酬を受けました。データを提供しないことで責任を問われた人は稀であり、データが漏洩して
責任を問われた人は多くいました。組織は罰を与えた行動は減少させ、見逃した行動は増加させるもの
です。サイロは長年月をかけてそのように固まった結果です。

2026年1月9日付の文書は、この慣行に新しい名称を付けました。非効率ではなく、「国家安全保障
上の脅威（national security risk）」という名称です。ピート・ヘグセス長官は公開演説の中で、どれだ
け多くの作戦情報を保有していても、それを機械の速度で取り出して使用できなければ意味がないとい
う趣旨で述べました。

脅威という重い言葉まで持ち出した理由は、人工知能がどのように作成されるかを見れば理解できま
す。モデルはコードだけで成長するのではなく、データによって成長します。データが部門内に閉じ込
められていれば、その外部のどのような人工知能もそこから何も学習できません。武器をいくら購入し
ても、その武器が学ぶべき教材が倉庫にロックされている状況と同じです。

判断の速度にも同じ理屈が当てはまります。指揮官が決定を下すには、複数の場所からの情報が1つ
の画面に集まる必要があります。その情報ごとに所有者が異なり、所有者ごとに承認手続きが異なる場
合、1つの画面を作成するのに数日かかります。この遅延がまさに官僚制の瓶首です。平時にはただの
不便ですが、有事の際には誤判の種になります。

ここで狙いを定めた対象は2つに分かれます。1つは人の態度であり、もう1つは契約書の文言です。
態度の方には、30日カタログ提出と拒否時の書面説明という行政機構をつけました。契約書の方には、
モジュール型オープンシステム・アプローチ（Modular Open Systems Approach、MOSA・部品のよう
に交換可能になるようにシステムを分割する設計方式）を契約条件として盛り込ませました。人工知能
契約書には、政府が正当な軍事目的であれば、どのような用途にでも使用できるという趣旨の標準文言
を180日以内に盛り込むよう指示しました。

契約書を狙いとした理由は、ベンダー・ロックイン（vendor lock-in、特定のベンダーにシステムと
データが縛られ、切り替えることができない状態）という言葉で説明されます。システムを作成したベ
ンダーだけが、そのシステムのデータ構造を知ります。データを取り出すには、そのベンダーにお金を
支払い、依頼する必要があります。オープン設計を契約条件として規定することは、次の契約からはそ
の依頼をしないという宣言です。

この判断が机上から出てきたものではありません。各軍の古いシステムを運営する民間企業が、以前
の契約書にはデータを政府に引き渡す義務が記載されていないと答えるという事態が実際に起きている
ためです。人の心を変えることよりも、契約書の1行を変えることが先であるという計算が含まれてい
ます。

CDAOは突然現れた組織ではありません。系統をさかのぼると、2021年5月のキャスリーン・ヒック
ス国防副長官の「データ優位の創出（Creating Data Advantage）」メモランダムが最初のボタンです。
2022年にCDAOが設立されましたが、設立日は資料によって2022年2月と2022年6月1日で異なります。
2023年には採用戦略が発表され、その公表日は3つの日付で併記されます。そして2026年1月9日付の人
工知能戦略とアドバナ・メモランダムに続きます。
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この系統の方向性は一貫しています。推奨から義務へ、義務から期限と制裁へと進みます。2021年
のメモランダムは共有するよう述べました。2026年の文書は、数日以内に何を提出するのかを明記し、
提出しない場合は誰に理由を説明しなければならないのかまで指定しました。5年の間に文の性質が変
わったのです。

ここに1つの側面がさらにあります。データを蓄積する行為を脅威と呼ぶ瞬間、データを守る行為は
美徳から疑惑へと変わります。セキュリティを理由に扉を閉じてきた人は、今ではその理由を説明しな
ければなりません。この転換が正しいのか間違っているのかは別として、そのような転換が実際の文書
に盛り込まれたということだけは明確です。

第2節 VAULTIS 7文字：見え、触れ、理解でき、つながり、信頼でき、かみ合い、
安全である

VAULTISは国防総省がデータの状態を測定する7つの尺度の頭文字です。Visible、Accessible、
Understandable、Linked、Trustworthy、Interoperable、Secure。日本語に訳すと、見え、触れ、理解
でき、つながり、信頼でき、かみ合い、安全であるです。良いデータとは何かという問いを7つの短い
文に分解したものです。

あえてこのように分解した理由があります。データをよく管理しなさいという言葉は検証できません。
しかし、このデータがカタログで検索されるかどうかは検証できます。7文字はスローガンというより、
チェックリストに近いものです。各文字に担当部門とテスト方法を付けられるように作られています。

Vは見えることです。データがどこにあり、どのように見つけることができるかをメタデータ（
metadata、データに関するデータ・説明表）の次元で登録しておくという原則です。例として挙げられ
るのは、空軍のボルト（Vault）データプラットフォームです。新しいデータが到着するときに、元の
データ全体を移動せず、それが何であるかを識別するための最小限の説明表のみを標準に合わせて添付
させます。この最小説明表の仕様には「ミン・キューベッド（Min Cubed）」という名前が付けられて
います。

この設計のコツは重さにあります。元データを移動することは重い作業です。容量が大きく、セキュ
リティ分類が関わり、移動中に元々使用していた部門の業務が停止する可能性があります。説明表を添
付することは軽い作業です。データは現在地に留めておき、ラベルだけを共用掲示板に掛けるのです。

Aは触れることです。適格な人物がドアの前で数ヶ月待つことなく、データにアクセスできる必要が
あるという意味です。例は海軍省の非機密開発環境です。セキュリティクリアランスがまだない小規模
企業でも、隔離されたシミュレーションデータ環境内でモデルをまず訓練できるように開放しています。
ドアを開け放つ代わりに、ドアの外に練習場を1つ設けたのです。

この開発環境はコスモス（Cosmos）とも呼ばれていますが、資料によって名称が異なるため、1つ
に確定することは困難です。

Uは理解されることです。部門が異なれば、同じ単語が異なる意味で使用されます。稼働率は、ある
部門ではメンテナンス待機時間を除き、別の部門では含めます。この2つの数字を1つの画面に上げると、
その画面は嘘をついていることになります。データが間違っているのではなく、意味がずれているのに、
画面はその事実を知らせません。
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このようなずれを排除するには、意味辞書、つまりセマンティック・レイヤー（semantic layer、用
語の意味と計算式を統一する意味層）を作成する必要があります。アドバナプラットフォームは、オラ
クルデータベース、COBOLで書かれたメインフレームコンピュータ、さらにはドイツ語で書かれたま
ま動作していたSAPシステムまで、1つの意味辞書に接続したとのことです。

アドバナについて一つ誤解があります。2026年1月9日付のメモランダムがアドバナを別の名称に丸
ごと置き換えたわけではありません。メモランダムの趣旨は、アドバナを改善して人工知能を前倒しに
し、監査可能性を高めることです。その中で、国防データプラットフォーム（War Data Platform、
WDP）、財務管理用途に残るアドバナ、そしてWDP上で動作するアプリケーションサービスは、互い
に異なる名称で区別されます。この3つは一つではありません。

Lは接続することです。断片化したデータを互いに結んで一本の糸に通す作業です。偵察機映像、衛
星資料、公開された投稿を互いに参照させて、目標と兵器を結びつける機能が事例として挙げられます。
Maven Smart Systemがその例です。

発表によると、このシステムは170個のセンサーを備え、HIMARS（多連装ロケットシステム）や火
力統制体系とリアルタイムで接続されます。ただし、この数値と連動は発表内容に過ぎず、まだ事実と
断定するには早いです。

Tは信頼できることです。モデルとデータが汚染されたり歪んだりしていないことをテストで確認し、
データがどこから来て、どのような処理を経たのか、系統（lineage：データの出典と加工履歴）を記
録すべきという原則です。事例は共同AI試験インフラ（Joint AI Test Infrastructure Capability、JATIC）
です。専門家が直接付与した基準データを物差しとします。

テスト方式は注目に値します。晴天の写真だけでテストするとモデルはいつも高スコアを得ます。霧
がかかった状況、相手が迷彩している状況のように、意図的に困難な条件を入れてモデルが間違わない
か確認するとのことです。このようにして得た状態を「正当化された確信（justified confidence）」と
呼びます。ただ信じろということではなく、信じるべき根拠を作れということです。

このテストがなぜわざわざデータ章に登場するのかは、規定の層位を見ると明らかになります。国防
部のAI倫理原則は、2020年2月21日の国防長官メモランダム（国防部内部の公式文書）で採択された5
つです。責任ある（responsible）、公正な（equitable）、追跡可能な（traceable）、信頼できる（
reliable）、統制可能な（governable）。その上に責任あるAI（Responsible AI）戦略と実施経路が乗せ
られ、2023年1月25日付の自律型兵器ガイドライン（DoDD 3000.09）が再びその上に乗せられました。
この3つは同じ文書ではありません。時期も性格も異なる3つの層です。

自律型兵器ガイドラインを見るとその層位が明確になります。ガイドライン1.2項はAI倫理原則と責
任あるAI戦略・実施経路を国防部の政策と定めます。2.8項はCDAOに自律・半自律兵器体系内のAI能力
とサイバー安全保障を監視・評価するよう任じます。AI倫理原則と責任あるAI戦略・実施経路をテスト
可能な要件に変換する作業は研究工学副長官と共に行うこととし、AI能力のテスト評価実践に関するガ
イダンスを出すよう指示します。テスト評価と検証に用いる共通ツール・インフラを研究工学副長官、
作戦テスト評価局長と調整せよという条項もあります。追跡可能性原則は系統記録と監査可能な方法論
を要求する条文にそのまま入っています。データ系統を記録しろという要求はデータ担当者の好みでは
なく、このガイドラインが予め設けた条件なのです。
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Iは組み合わさることです。異なる体系がコードを書き直さずに標準インターフェースを通じてデー
タを交換する特性です。海軍省のJupiterプラットフォームが事例として挙げられます。発表によると、
182の組織と198の遺産データソースを標準インターフェース上に載せ、900を超すアプリケーションが
行き来するとのことです。

Sは安全なことです。壁を一つ高く積み上げる代わりに、中にすでに敵が入り込んでいると想定しま
す。これをゼロトラスト（zero trust、無信頼原則）と呼びます。人と機器とリクエストを毎回改めて確
認し、属性ベースのアクセス制御（Attribute-Based Access Control、ABAC：職務・認可・目的といっ
た属性を基準にアクセスを許可する方式）でデータ1件単位まで権限を分割します。

事例として挙げるのは3つです。国防情報体系局のゼロトラスト事業であるThunderdome、空軍Volt
の属性ベースアクセス制御、そして運用承認（Authority to Operate、ATO：システムを実際に運用して
もよいというセキュリティ許可）の継承です。継承とは、上位プラットフォームが既に受けたセキュリ
ティ許可をその上に乗っかる下位インスタンスが受け継ぐ方式をいいます。同じ審査を最初からやり直
す必要がないため時間が短縮されます。

ここで7文字の性格が明らかになります。前の6文字は扉を開く方向であり、最後の1文字は扉を閉じ
る方向です。見えるようにし、触れるようにし、つなぎ合わせる作業はすべてアクセスを増やします。
安全にする作業はアクセスを減らします。2つの力が同じリスト内に並んでいるため、現場では毎回こ
のどちらかで天秤にかけなければなりません。

そして、その決定の負担は大抵、データを握っている側に落ちかかります。開いてから事故が起きれ
ば、開いた人が責任を負います。閉じておいて作戦が遅れれば、その責任は散り散りになり誰にも返っ
てきません。リスクの重みが一方に傾いているわけです。2026年の文書が書面による弁明と懲戒手続
を作った背景はここにあると私は考えます。

第3節 共有をデフォルトに：カタログ義務と30日という期限

「共有をデフォルトで（data sharing by default）」という言葉の意味は明確です。共有するには許可
を得なければならなかった従来と異なり、今は共有しない理由を説明しなければなりません。立証責任
を逆側に移したわけです。この転換の出発点は2021年5月、キャスリーン・ヒックス国防副長官が署名
した「データの優位性創出」メモランダムです。

メモランダムが行ったことは大きく3つです。まず、国防部内のいかなる組織もデータを自分の所有
物だと主張できないと明示しました。次に、会計監査を支援していたAdbanamプラットフォームを国
防部の権威ある単一データプラットフォームに指定しました。最後に、部門の任務・準備態勢判断にす
ぐに用いられる核となるデータソース約200個をまず選別し、それらへのアクセス権を要求するよう指
示しました。

最後の項目の設計が目立ちます。数千のシステムを一度に開けとは言いませんでした。判断にすぐに
用いられるソース200個を先に選びました。全部を要求すればなにもこないが、200個を要求すれば交
渉が始まります。

メモランダムが出たからといって扉が開いたわけではありません。各軍のシステム所有者たちは内部
セキュリティ指針と実行を挙げてアクセス要求を拒否しました。そこで、CDAOのデータ担当責任者コー
ディ・ファーガソンのチームは拒否されたリクエストを1つ1つリスト化しました。文化的抵抗、ポリシー
競合、人員不足といった拒否の理由まで記しました。このリストを副長官が毎週月曜日に直接見る会議
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に上げました。いわゆる「週間障害物リスト（weekly blocker list）」です。

このリストが力を発揮するわけは視線にあります。部門の2番目が毎週名前と項目を確認するという
事実だけで、官僚制の遅延が費用を持つことになります。遅延はもともと無料です。決定を先送りする
には書類が必要ないのですから。週間リストはその無料を無くしました。

ファーガソンは最初の50個のソースをつなぎ合わせることに成功すると、抵抗が減ったと述べました。
値を目で見た部署が自ら参加し始めたということです。自分のデータが他の部署の画面に載って有用性
を発揮する場面を見た後に初めて心が変わったという話ですね。ただし、これはファーガソン一人の回
想であり、反対側の声は一緒に残っていません。

2026年1月9日付の文書は、この実践を規則として固めました。各軍と下位部署は、自分が持つシス
テムのアクセスポイント、データ資産、プログラムアクセスポイントをすべてリスト化しなければなり
ません。このリストを連邦データカタログ（federated data catalog：各機関が自分のリストを維持する
が共通仕様で検索される目録体系）と呼びます。定められた起算点から30日以内にCDAOに提出しなけ
ればなりません。

カタログは1つの通信網にだけ作るのではありません。非分類網（NIPR）、機密網（SIPR）、情報
系の高等級通信網（JWICS）を備えねばなりません。等級が異なる網ごとにそれぞれのリストを置けと
いうことです。

情報データも例外ではありません。情報・安全保障担当副長官は、軍需や財務データと同じ流れで情
報データを扱い、同じ30日以内にCDAOとつながる経路を備えるよう指示を受けました。情報系は伝統
的に厚い壁を立ててきた領域です。この条項が触れたのは壁の高さではありません。壁が存在するとい
う事実そのものです。

CDAOには放出を指示する権限が与えられました。認可を持ち正当な目的を有するユーザーが要求す
ると、セキュリティ指針に反しない範囲でいかなるデータも出すよう該当部署に指示することができま
す。拒否には手続が付きました。データ所有機関がリクエストを拒否すると、7日以内に研究工学副長
官にその理由を書面で提出しなければなりません。副長官が事案を重く見たら副長官に上げて懲戒手続
に移すことができます。

30日と7日、この2つの数字が命令の核です。30日は自分が何を持っているのか明らかにする期限で
あり、7日は出さないと言った理由を述べる期限です。どちらもデータを移すという命令ではありませ
ん。データの存在を隠さず、拒否を沈黙でしないという命令です。

期限を設ける側は規定を緩める窓口も一緒に開きました。CDAOを戦時参謀に近い性格に改めて構成
し、セキュリティ等級が異なる網の間の交叉アクセスとセキュリティ許可の相互承認を推し進めさせま
した。毎月「障壁除去委員会（Barrier Removal Board）」を開き、法律ではなく内部規定から来た支障
は現場で免除できるようにしました。

期限だけ設けると、現場は規定のせいでできないと答えます。その答えが事実の場合も多いです。そ
こで、圧力と免除を一方の手に握る構造を作ったのです。できないという理由が規定なら、その規定を
すぐに外せる会議体を付けたのです。

技術面のサポートも一緒に来ます。データを無理に一か所に集める代わりに、元々あった場所に置い
て、説明表と接続窓口だけ標準に合わせて出すという設計です。これをデータメッシュ（data mesh、
データを所有者のそばに置いて製品のように公開する分散構造）と呼びます。データを原材料のまま渡
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さず、製品として整えて出すようにさせ、他部署は検索して選んで使うようにします。

この改革には限界も明確です。アドバナは500を超えるデータセットと550前後の権威ある情報源を
繋げたと発表されました。しかし国防総省にある業務用情報システムの数は資料によって3,000個と
4,000個で割れています。武器体系は除いた数字です。どちらを選んでも繋げたシステムは全体に比べ
ると大したことがありません。統合された比率は13パーセント前後と発表されました。

同盟との共有も未解決のまま残っています。ウクライナ支援や条約外のパートナーとの協調過程で、
データ所有権の争い、反出費用、そして習慣のように付く同盟国共有禁止（NOFORN）格付けの濫用
のせいで遅延が生じたと実務者たちが認めました。多国間データガバナンスはまだ取り組み中の領域で
す。

まだ確認されていない事実もあります。30日の期限を守れなかった部署が実際にあったのか、7日の
弁明書を出した機関はどこだったのか、懲戒に至った事例があったのかはまだ公開されていません。今
確認されるのは手続の存在であり、その手続が回った記録ではありません。手続があるということと手
続が機能しているということは別の問題です。

第4節 原則と現実の間：各軍の最高データ責任者たちはなぜ抵抗するのか

原則は一文ですが、現場はそうではありません。各軍の最高データ責任者（Chief Data Officer、CDO・
官庁や軍別にデータを統括する職責）たちが抵抗する理由は大きく五つです。心理、技術、資源、文化、
契約です。どれもが怠慢では説明されません。

まず心の問題です。これまで各軍の管理者は自分のデータを調整してスライドにして報告していまし
た。その過程で何を強調し何を脚注に下ろすかを選ぶことができました。リアルタイムダッシュボード
が起動すれば、その選択肢は消えます。ある管理者はその状態を指して、自分のデータの前で全裸にさ
れた感じだと言いました。

これをテリトリー守りだけで読むと半分しか見ていません。調整されていない原文書はしばしば汚い
です。空白があり、古い値が残っており、部署ごとに基準が違います。その状態で公開されると、デー
タの欠陥がすぐにその部署の欠陥と読まれます。ドアを開ける人が危険を一人で負う構造がここでも繰
り返されます。

指揮系統が重なる問題もあります。各軍のデータ部署は本部の指示を受けながら、自分の軍の指揮系
統にも縛られています。山は高く皇帝は遠いという昔の言葉がここに当てはまります。本部の命令は文
書で来ますが、自分の軍の事情は毎日目の前にあるからです。

二番目は技術です。国防総省内の業務用システム数は3,000個と4,000個で割れています。その中には
オラクルデータベースもあり、コボルで書かれた大型コンピュータもあり、ドイツ語で記録されたまま
回っているSAPシステムもあります。こうしたシステムごとに意味を移す論理を新しく乗せることは長
く退屈です。

意味を合わせることがどれほど遅いかは、人事データを繋げた事例がよく示しています。そうするに
はまず人をどのように定義し表示するか同意しなければなりません。現役と予備役、軍務職員と契約職
を一つの言葉で束ねるか分けるかを決めなければなりません。海軍と海兵隊と本部部署がこの一つの規
格に同意するのに1年かかったと言います。武器を作ったのではなく、一つの言葉を合わせるのに費や
した時間です。
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三番目はお金と人です。本部は共有しろと指示しますが、その指示に予算が付いてこない場合があり
ます。これを「資金なし指示（unfunded mandate）」と呼びます。現場部署は既存サービスを維持す
るだけでも予算が逼迫しているのに、データを整理し窓口を作れという新しい仕事が乗ります。

小さな事業ほど事情が悪いです。人員・補給・業務系統の小規模プログラムはリスク管理フレームワー
ク（Risk Management Framework、RMF・情報システムのセキュリティ危険を審査・承認する手続）
とクラウド移行費用に足が縛られています。審査を通す際のお金と時間が、その事業が1年に使う予算
と相当することもあります。

人も不足しています。国防分野が最高水準の民間エンジニアに与えることができる報酬は大型技術企
業の半分水準だと言われています。データ標準を立てることは、そのレベルの人がいなければならない
仕事なのに、その人を連れてくる値を支払うことができません。

文化面は広場恐怖症に例えることができます。部屋の外に出ると事故が起きるかもしれないから、ド
アに鍵をかけます。漏洩危険も、予算浪費も、外に出てこそ生じます。部屋の中にいれば、そうした危
険は生じません。その代わり、部屋の中でゆっくり遅れていく危険が育ちます。

この危険は目に留まりにくいです。漏洩事故はニュースになりますが、開けなくて逃した機会は何の
記録も残さないからです。ある民間企業が癌分析人工知能を国防総省に無料で渡そうとして18カ月間協
議するだけして諦めたことがありました。その企業の名前はゼファーAI（Zephyr AI）です。誰も過ち
を犯さなかったのに、何も起きませんでした。

現場の実務兵士たちからも抵抗が出ます。新しいシステムが入ると、データを適切に入力し標準に合
わせて整理する仕事が増えます。その苦労は今日の自分の仕事であり、その成果は来年の他部署のもの
です。だから人工知能が仕事を減らしてくれるツールではなく、上から降ってきた追加業務と読まれま
す。このずれを解けなければ、カタログは埋まっても中身は空です。

空いたカタログは埋まったカタログより悪いことがあります。名簿に名前が載っているので、上では
戸が開いたと見なします。いざ訪ねてみると、説明表が古かったり値が空いていたりします。30日期限
を過ぎた宿題と、その宿題の中身が埋まったかは別問題です。

契約面の障壁は性質が異なります。各軍の古いシステムを運営してきた民間業者は、過去の契約書に
データを政府に渡す義務が書かれていないから、追加費用なしには一バイトも出さないと答えます。こ
れは抵抗というより契約の履行です。そして、この障壁だけは指示や説得では越えられません。

だから2026年の文書が契約書標準文句と開放型設計義務を一緒に入れたのだと私は見ます。文化は
会議で変え、予算は編成で変え、契約は契約でしか変えられません。ただし新しい文句は今後結ぶ契約
にのみ付きます。既に結んだ契約と、その上で回っている数千のシステムはそのまま残ります。

ここで一つは指摘しておく必要があります。前の証言はほとんど公開討論と公聴会で、改革を推し進
めている側の口から出ました。抵抗している側が自分の理由を自分で整理して出した記録は見つけにく
いです。だから、ここに含まれた抵抗の理由は当事者ではなく、その反対側が代わりに伝えたものです。
その傾きはそのまま明らかにしておきます。

データ改革を崩させるのは技術ではありません。契約書と予算書と人事規定です。2026年の文書は
その三つに同時に手をつけました。そうしておきながら、まだほとんどのシステムは戸が閉じたままで
す。30日期限が何を変えたかは、数年後に初めて明らかになるでしょう。
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第6章 アドバナから国防データプラットフォームへ

米国防部CDAO（人工知能最高責任者）

2026年1月、米国防部（Department of War）が一つの文書を発表しました。そのタイトルの一行に
は、まったく異なる性格の二つの目的が並んで記載されています。「人工知能の加速と監査可能性の向
上のためのアドバナ改革（Transforming Advana to Accelerate Artificial Intelligence and Enhance
Auditability）」。前半は速度と戦闘の言葉です。後半は帳簿と会計の言葉です。一枚のメモランダム（
国防部内部の公式文書）の中に、異なる時間軸を持つ二つの要求が並んで存在しています。

このメモランダムが対象にしているのは、アドバナ（Advana）というデータプラットフォームです。
国防部の会計監査を支援するツールとして出発しましたが、いつの間にか指導部の状況盤となり、今は
人工知能を搭載する滑走路へと改造されている最中です。

メモランダム上部に記載された文書日は2026年1月9日です。同時期に発表された国防部人工知能戦
略（Artificial Intelligence Strategy for the Department of War）も文書日が1月9日です。両文書は4日後
の1月12日に国防部メディアサーバーで公開されました。

第1節 パワーポイントに代わるダッシュボード：アドバナが最初に行ったこと

アドバナがなかった時代の会議室を思い出してみましょう。国防部副長官の机に上がる準備態勢報告
書は、通常、スライドの束でした。現場の実務者がスプレッドシートを手作業で処理し、そのデータを
パワーポイントに転記し、そのパワーポイントが承認ラインを通じて上がってきます。スライドが副長
官の机に届くころには、情報はすでに1ヶ月ほど古くなっていました。

ここまでは、どんな大きな組織でも見られる風景です。本当の問題はその後にあります。副長官がス
ライドの数字の一つについて「このインジケータがこうなっているのはなぜか」と問い返せば、その一
度の問い返しを確認するために実務組織全体がもう一度動きます。米国特殊作戦司令部（USSOCOM）
の最高デジタル・人工知能責任者を務めたダン・フォリアード（Dan Folliard）は、その問い返し一度
に1,000時間に及ぶ手作業による調査と部門間の調整がかかると述べています。こうして答えが完成し
て上がってくるころには、その答えもすでに固くなった過去の数字だったと彼は付け加えています。

フォリアードの診断はかなり鋭いものです。国防部の意思決定方式が1960年代と1970年代のマクナ
マラ長官時代の枠組みにそのまま固着していると述べています。数百万人の人員と数千億ドルの予算を
パワーポイントで管理していると彼は指摘しています。もちろん、これは元高位実務者の公開発言であ
り、国防部の公式な診断文ではありません。

しかし、アドバナはもともとこの会議室の問題を解決するために作られたツールではありませんでし
た。出発点は国防部財務監査官室（Comptroller）です。国防部は長年にわたり財務諸表監査を通過でき
ていませんでした。数十の異なる会計システムと、それ以上の多くの補助（feeder）システムがそれぞ
れ異なる数字を提出していたからです。これらの数字を一箇所に集め、互いに照合する作業、すなわち
監査改善（audit remediation）を支援するツールがアドバナの初期の姿でした。

アドバナが初期に行った仕事は地味でしたが決定的でした。異なる会計システムの項目を一つの意味
に翻訳するレイヤー、つまりセマンティックレイヤー（semantic layer、意味統一層）を構築すること
でした。これにはドイツ語で記録されたSAP元帳項目を英語の会計項目に対応させる作業まで含まれて
いました。監査に必要な一対一の照合を機械が実行するためには、同じ意味を持つフィールドを同じフィ
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ールドとして認識させる辞書がまず必要だったからです。

名前そのものがその出自を物語っています。アドバナは分析を前進させるという意味の英語表現（
Advancing Analytics）に由来しています。初めから戦闘を想定して付けられた名前ではけっしてありま
せんでした。

転換点は2021年5月に訪れます。キャスリーン・ヒックス（Kathleen Hicks）副長官が「データ優位
の構築（Creating Data Advantage）」メモランダムを発出しました。アドバナはこの指針を背負って
大きく方向を転換しました。人間が作成したスライドの代わりに、ソースシステムのデータを直接取得
する方へです。アプリケーション間の自動接続経路、つまりAPIパイプラインをソースシステムに接続
し、リアルタイムに近い状況盤を作成するという発想でした。

こうして生まれた画面がパルス（PULSE）ダッシュボードです。全軍のビジネス指標と準備態勢指
標を一つの画面に集めた共通の状況盤です。副長官が関心を持つ指標が1,000時間の実務調査を経てス
ライドで上がる代わりに、今は画面上でただちに更新されます。CDAOはこの変化を「意思決定優位（
Decision Advantage）」と呼びました。

パルスが引き起こした本当の変化は技術よりも文化の側からもたらされました。各軍は長年にわたり、
フィルタリングされ洗練された数字を上に上げてきました。ところが、リアルタイムダッシュボードが
この洗練プロセスを除去してしまうと、処理の後ろに隠れていた部隊間の格差が画面にそのまま露呈さ
れました。数字がおかしいと異議を唱える部門に向かって、CDAO指導部は恥ずかしいなら君たちのシ
ステムに直接アクセスして直しなさいと答えました。データ衛生（data hygiene）の責任を画面管理者
ではなくソースシステムの所有者に転換したのです。

この応答の含意は決して小さくありません。データ品質を中央プラットフォームが代わりに手入れす
れば、ソースシステムは汚いまま残ります。反対に手入れを拒否し、汚さをそのまま露出させれば、修
正する作業は所有者の役割に戻ります。改編を推進した側は、これを国防部データ文化の変曲点と呼ん
でいます。ただし、それは改編当事者自らが下した評価でもあります。

アドバナが価値を証明したと一般に言及される場面が三つあります。COVID-19危機の際に全軍の状
況を追跡したこと、アフガニスタン撤退時の非戦闘員後送作戦（Noncombatant Evacuation Operation）
で航空機のリアルタイムの位置を追跡し名簿を照合したこと、ウクライナに移送された武器とその代替
所要予算を追跡したことです。会計ツールとして生まれたプラットフォームが危機対応ツールとして使
用された瞬間です。

成果の横には格差も並んで残っています。パルスに接続された信頼できる（authoritative）データソー
スは550個と発表されています。大きく見える数字ですが、国防部に実際に存在する古いビジネスシス
テム全体と比較するとまだそれほど多くありません。その全体規模について、ある集計では3,000個と
言い、ある集計では4,000個を超えると言っています。両数字は互いにずれたまま残っています。

さらに、その3,000または4,000という数字には兵器プラットフォームがまったく含まれていません。
会計と人事と兵站のような事務系統のシステムだけを数えてもその程度です。接続された550個を全体
と比較すると約10パーセント前後です。アドバナが国防部のデータをすべて集めたと言える段階にはま
だ達していません。

ユーザー規模についても数字が食い違っています。実務ユーザーが7万2千人から10万人に増えたと
も言い、10万人を超えたとも言っています。どの時点を基準にした数字なのかが明記されていないため、
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両数字が並んで残っています。どちらにせよ、使用量が設計上限を超えたことだけは明確です。

ヒックス副長官が2021年のその時点で方向転換した理由は、スライドで動いていた古い方式がもは
や持続できないという判断が下されたためだと私は読みます。問い返し一度に1,000時間を要する構造
をそのままにしては、リアルタイム状況盤など夢にも見られなかったはずだからです。

第2節 2026年1月メモランダム：三つに分割されたプラットフォーム

ここで、冒頭で示したそのメモランダムに戻りましょう。文書日は2026年1月9日、ウェブ公開日は1
月12日です。署名者は国防部副長官で、配布先は国防部最高位職位者と各軍、および各国防機関長です。

メモランダムがアドバナに下した診断は失敗ではありませんでした。メモランダムが用いた表現は、
自らの成功の犠牲者（victim of its own success）です。ユーザーが増え、接続されたソースが増加した
結果、一つのプラットフォームが担う必要があるアーキテクチャ（architecture、システム構造）が耐
えられないほど重くなったという意味です。会計監査を支援していた構造の上に全軍の業務アプリケー
ションが積み上がり、その上にさらに人工知能要件が積み重ねられたからです。

メモランダム（国防部内部の公式文書）の核心的な指令は一文で整理されます。アドバナを性格が異
なる三つの事業構成要素（three distinct program components）に分割しろということです。ここで一
つの誤解を防いでおきます。国防データプラットフォーム（War Data Platform、WDP）はアドバナの
新しい名前ではありません。看板を付け替えるだけの改名ではなく、一つだった事業を三つに分割する
ことだからです。

まず国防データプラットフォーム事業チームは、アドバナが持っていたコアデータ統合層（core
data integration layer）を省庁全体の規模に拡大することを担当します。ここで言う統合層は、散在し
たシステムのデータを一つの規格で接続するパイプラインに近いものです。メモランダムはこのパイプ
ラインの上に標準化されたAPIバックボーン（backbone、中枢通路）を置けと指示しました。そして自
律的に判断して作業を実行する人工知能エージェント（agentic AI、自律行動型人工知能）モデルがそ
の上で素早く動作するようにしろと指示しました。

財務管理用アドバナ（Advana for Financial Management）事業チームは、財務監査官室傘下の監査
改善チームを密接に支援します。このチームの任務には、レガシ（legacy、既存で使用されていた）ア
プリケーション環境を最適化することと、必要な場合に国防データプラットフォームの機能を活用する
ことが含まれています。監査業務を新しいプラットフォームに完全に移行しろという命令ではありませ
ん。監査業務が自らの基盤を守りながら共有パイプラインを利用するようにするという設計です。

WDP応用サービス（WDP Application Services）事業チームは、監査と無関係な残りの応用環境を担
当します。アドバナの中でそれぞれ動いていた業務用応用プログラムを査定して整理し、各部署が新し
いプラットフォームの上へ自らが移行するのを自律的移行（self-service migration）で支援する仕事で
す。memorandumが用いた動詞は移行または処分（transition and/or divest）です。

三つのチームの任務を並べて見ると、memorandumの論理が見えます。配管は一つに広げ、監査は別
に切り離して守り、応用プログラムは減らすか移す。私はこの構造を技術改編というより権限配置の改
編として読みます。誰が何を統制し、誰が何を責任を負うのかを描き直した図だからです。

memorandumには期限が細かく刻み込まれています。30日以内にCDOAは既存アドバナ人員を財務管
理用アドバナ側へ再配置しなければなりません。そして財政監査官室が一つの軍（Service）に準じた
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独立性と統制権を持つよう、彼ら独自の制御平面（control plane、システムを管理・統制する層）を作っ
てやる必要があります。データプラットフォームの上で会計組織が自分たちの区域の鍵を直接握らせる
ということです。

60日以内にはCDOAと財政監査官室が一緒になって、監査の役に立たないか互いに重複する応用プロ
グラムを査定して整理しなければなりません。120日以内には調達・維持担当次官室と連携して、国防
データプラットフォームの要件ドキュメンテーション（requirements documentation）をまとめなけれ
ばなりません。そして改編の実施率と完全運用能力（Full Operational Capability）の進捗は45日ごとに
次官室に書面で報告されなければなりません。

この45日周期の報告という条項は注目に値します。国防部の大きな事業がおおむね年単位の報告で回っ
てきた慣行と比べると、間隔が大変短いです。私の見方では、この条項は速度を促す装置であり、改編
が曖昧に終わる可能性を署名者がすでに知っていたという信号でもあります。もちろん署名者の意図が
文書に書かれているわけではないので、この解釈は推定にとどまります。

監督主体も人よりも職位で読む方が事実に近いです。memorandum（国防部内部の公式文書）が書い
た主体は、2026年1月から職務を担当する新しいCDOA指導部チームであり、個人の名前は出ません。
インターネットには特定の人物がCDOA長に座ったという話が出ていますが、memorandumが指すのは
あくまで職位とチームであるため、そうした人事説に頼らない方が無難です。memorandumが言うのは
職位とチームであり、人ではありません。

memorandumには先の指針を上書きする文も含まれています。2025年6月16日付け「2028年無限定
財務諸表監査意見の達成（Achieving a 2028 Unmodified Financial Statement Audit Opinion）」指針を
改正し、更新するというものです。目標時点はそのまま残りました。2027会計年度の国防作業資本金
（Defense Working Capital Fund）監査と2028会計年度の全部庁監査で指摘事項なしの意見を得ること
が、memorandumが自ら掲げた成績表です。米国国防部はまだ一度もこの意見を受け取ったことがあり
ません。

ただし2025年6月の指針の詳細な文言とその時の予算水準、廃棄対象に指定された応用プログラムの
リストまで一緒には公開されていません。それでも60日以内に整理しろという命令がこのように文書に
釘付けにされた以上、一部のツールはこの期限の前に切られた可能性があります。

第3節 開かれていない監査報告書とアクセス制御という論点

韓国語に訳すと一緒くたにされやすいですが、米国国防部には性質がまったく異なる二つの組織があ
ります。一つは財政監査官室（Comptroller）です。予算と財務諸表を責任とする、部庁内の会計組織で
すね。もう一つは監察官室（Office of the Inspector General）です。部庁を外から見つめて問題を指摘
する独立監視組織です。この二つを混ぜると改編の利害関係図が崩れます。

監察官室監査報告書の一件は表題と番号と日付まで知られています。国防部アドバナプラットフォー
ムのインターフェース統制の監査（Audit of Interface Controls Over the DoW Advancing Analytics
Platform）であり、報告書番号と2026年5月11日という日付が一緒に付いています。ところが肝心の原
文へのアクセスが403エラーで遮られており、その中身を開くことができませんでした。一緒に知らさ
れた別の監査報告書一件も事情が全く同じです。

それでも表題がインターフェース統制を狙うものである以上、システムとシステムがデータを交わす
接点の統制が俎上に上ったと見て大きく外れることはありません。ただし監査官がどのような勧告を出
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し、機関がこれを受け入れたのか対立したのかは、403に遮られた原文の中にそのまま施錠されたまま
です。

監察官室という言葉は見当違いの文脈でも飛び出してきます。米国連邦人事管理局の予算項目リスト
に付いた監察官室の項目のようなものですね。それは国防部のデータプラットフォームとは何の関係も
ない、別の部庁の行政項目です。名前が重なるからといって根拠にしてはなりません。

ですからここで頼りにできるのは監査官の判定ではなく、組織の中から出た公開発言たちです。これ
らの発言は監査報告書の代わりにはなりません。発話者たちが等しく改編を推し進める側の人たちだか
らです。欠陥を指摘しながら、その指摘がすぐに自分たちの改編の正当化になる位置に立つ人たちの言
葉だという点を、念頭に置いて読まねばなりません。

CDAOの最高技術責任者を務めたウィリアム・ストレイレイン（William Streilein）博士は、アドバナ
がデータを一か所に集める中央化方式を選んだという点そのものを問題と指摘しました。彼が引き込ん
だ概念はゼロトラスト（Zero Trust、誰も基本的に信頼しないセキュリティモデル）です。柵の中だと
いう理由だけで通す訳ではなく、要求があるたびに資格を改めて確認する方式ですね。

ストレイレインの指摘はこうです。アドバナは外側の境界の認可さえ通ればら、内側ではかなり広く
動くことができる構造だということです。彼が用いた表現は、一度内に入ってくれば好きなことをほぼ
どれでもできる状態（once you're inside you can sort of do anything you want）でした。内側からの横
歩き、つまり横方向の移動を細かく塞ぐ装置が弱いという意味です。

その装置の名前が属性ベースアクセス制御（Attribute-Based Access Control）です。ユーザーの所属
と任務、認可等級、アクセスしようとするデータの性格といった属性を組み合わせて、件ごとに許可の
有無を判定する方式です。この判定が細かく掛からない中央ストレージは、複数分野のデータを一つの
容器に入れておいた危険な容器になる、これが彼の診断でした。そこで彼は中央集中ストレージを捨て
て分散型カタログに改編すべきだと主張しました。

アドバナが最初にしたいいこと、つまり散らばったデータを一か所に集めて指導部の机に実時間で上
げた正にあの仕事が、セキュリティの観点からはそのまま弱点になります。指標を一画面に集めるには
データを集めねばならず、データを集めると一度の侵入で多くのものが開く。第1節の成功譚と第3節の
欠陥陳述は、結局同じ設計を前後から裏返してみたものです。

副最高データ責任者ギャレット・バーントセン（Garrett Berntsen）の指摘は方向が正反対です。彼
は新しい能力が政府の運用環境とデータへのアクセスを難しくしているのが正にわれわれだと述べまし
た。サイバーセキュリティ基準と運用権限（Authority to Operate、システムを実際の環境で動かしても
いいという認可）を得る手続きがあまりに硬直していて、外の優れた技術が軍の中に入ってこないとい
うことです。彼はその結果を死の谷（Valley of Death）と呼びました。試作品までは作られたのに実際
の運用環境に移行できず消えてゆく区間を指す表現です。

二つの主張は一見矛盾しているように見えますが、実は矛盾ではありません。境界は厚く内部は粗い
構造では、内側があまり開いているという不満と外から入ってくるのがあまりに難しいという不満が同
時に真でありうるのです。アクセス制御の問題は扉がいくつあるかではなく、どの扉に鍵が掛かってい
るかです。

海軍省最高デジタル・人工知能責任者代行を務めたランドル・コール（Randall Cole）の悩みは同盟
側にあります。NATO加盟国やウクライナ支援のように、公式手続きの外で急いで組まれた任務パート



46 - 金京鎮弁護士

ナーとデータを分かち合おうとするたびに、セキュリティ指針を盾にデータを与えまいとする人たちと
格闘しなければならなかったということです。彼はそうした人たちをデータを積み上げている人たち（
data hoarders）と呼び、その調整過程を苦しかったと表現しました。

三人の言葉を重ねると、アクセス制御という主題の三つの顔が見えます。内部では過度に開かれてお
り、進入路では過度に閉ざされており、同盟側では人間の判断が扉を塞ぎます。技術設計と認可手続き
と組織文化が、異なる方向から同じデータを握っている形状です。

この三つの顔は第2節のmemorandum（国防部内部の公式文書）とすぐに接します。財政監査官室に
別個の制御平面を作ってやれという30日条項は、監査データの鍵を監査組織の手に直接握らせよという
命令です。監査が独立的であるなら、監査対象組織が監査データの鍵を管理してはなりません。財政監
査官室が一つの軍に準じた統制権を要求したという事実そのものが、その緊張が実在するという証拠で
す。

監察官室の判定の原文はなお403に施錠されていますが、今ただ見た内部人事たちが等しく同じ弱点、
つまり境界は厚く内部は粗い構造を指したのを見ると、その監査もインターフェースと内部アクセス制
御のほとりを狙ったであろう可能性が大きいです。もちろん内部者の公開発言は独立監査機関の判定と
重みが同じではありません。

第4節 監査可能性と戦闘速度は一つのプラットフォームに一緒に入ることができる
か

memorandumの表題に並んでいた2つの言葉、監査可能性とAI加速は同じプラットフォームで共存で
きるでしょうか。要求する内容を一つ一つ検討すると、二つは方向が互いに異なります。監査は遅く、
正確であり、痕跡が残ることを望みます。戦闘支援は速く、柔軟であり、即座に変わることを望みます。

まず監査側の要求です。会計監査で通用するデータは出典が明確でなければなりません。どの取引が
どのシステムから、いつどのように入力されたのかを遡ることができなければならず、数字が変わった
場合は誰がなぜ変えたのかが記録として残らなければなりません。Advanaが初期段階でドイツ語元帳
項目まで意味を統一した階層に対応させた理由はまさにここにあります。監査官はおおよそ正しい数字
を受け入れはしないからです。

戦闘支援側の要求は全く異なります。新しいモデルを導入し、新しいデータを追加し、合わなければ
全てを作り直さなければなりません。memorandumが述べた自律行動型AIはデータに自らアクセスして
業務を処理する方式であり、データアクセスが開かれており、速く流れ続けてこそ初めて成立します。
しかしその開放性は、前の段で欠陥として指摘されたまさにそのドアを使います。

二つの要求が衝突する様子はすでに組織内に現れていました。CDAO副次官マージ・パルミエリ
(Margie Palmieri)は、私たちが時々ビジネス側と戦闘側を分けてしまう傾向があるが、そうすると軍需
はどちらに属するのかと問われることになると述べました。会計データと作戦データを仕切りで分ける
瞬間、その間に位置する軍需と準備態勢はどちらにも属さないという指摘です。

この指摘はmemorandumの三分割構造にすぐさま立ち戻ります。memorandumは財務管理用の
Advanaと国防データプラットフォームを分けました。ではば弾薬在庫や部品調達、整備待機日数といっ
た軍需データは一体どちらのチームの所管でしょうか。このデータは予算執行記録という点で監査対象
であり、部隊が今直ちに戦えるかどうかを示すという点で作戦データです。memorandumはこの問いに
答えを出しませんでした。
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memorandumの設計はこの問いを配管とアプリケーションの分離でさらりと迂回します。統合層は国
防データプラットフォームが一つとして広く敷き、その上で監査用アプリケーションと作戦用アプリケー
ションが各々動く図ですね。同じ水が流れるが水道栓を別々につける方式です。この図が成立するには、
前の段で問題として指摘された属性ベースのアクセス制御が配管上に密に張られなければなりません。
それが張られなければ三分割は組織図上の線引きに終わってしまいます。

監査可能性という要求は会計部門だけのものではありません。2020年2月21日の国防長官
memorandumで採択された国防総省AI倫理原則の一つがトレーサビリティ(Traceable)です。2023年1月
25日付の自律兵器指針(DoD Directive 3000.09)はこの原則を引用し直しながら、関連職員が技術と開発
過程を理解できるよう透明で監査可能な方法論とデータ出典、設計手続と文書を備えるよう記していま
す。同じ指針はCDAOにAI能力の試験評価慣行についての指針を出すよう命じ、研究工学担当副長官と
共にこの倫理原則を試験可能な要求条件に変える業務を担わせました。

結局、会計監査と武器体系審査が同じ言葉を使っています。データがどこから来たのかを遡ることが
できなければならないという要求は、財務諸表にもかかり、目標を選定するモデルにも全く同じくかか
ります。ですからmemorandumが監査可能性とAI加速を一つの表題に付したのは、相反する二つの目標
を無理に束ねたというよりむしろ、トレーサブルなデータという一つの条件を二つの方向から要求した
ものと読むことができます。もちろんmemorandumがそう説明したという意味ではありません。そのよ
うな説明は文書のどこにもありません。

この改編が通ったかどうかを判定するには指標が必要です。監査側にはその指標があります。2027
会計年度国防実務運営費監査と2028会計年度全省庁監査で指摘事項なしの意見を受けるかどうかです。
成績表が日付とともに釘付けにされており、採点者が省庁の外にいます。

問題は反対側です。戦闘速度側にはそれほど明確な合格基準が見えません。自律行動型AIがどのくら
い速く配置されなければ成功なのか、完全稼働能力が何を備えたら達成なのか、その合格基準を
memorandumは結局空白のままにしておきます。45日ごとに進捗を報告せよという条項は打ち込んで
おきながら、正確には何を測って報告するのかはmemorandum自体が定めていないのです。

基準が片方にだけあると起きることがあります。監査成績は2028年に数字で判定されますが、戦闘
速度の成果は発表文の形容詞としてだけ残る可能性があります。私はこの非対称性こそが、この改編を
評価する際に長く残る落とし穴だと考えます。改編を支持するにしろ疑うにしろ、問わなければならな
いことはどの数字がどの条件下で測定され、誰がその数字を反証できるのかということです。

繰り返し確認されるのは技術の勝利ではありません。権限の再配置です。Advanaが変えたのはデー
タ処理速度だけではありませんでした。間違った数字を誰が修正すべきかについての答えが共に変わり
ました。memorandumが変えるのも保管庫の形だけではありません。監査データの鍵を誰が握るかです。
新しいプラットフォームを導入する議論で正確に問うべき質問は、何を買うのかというよりも誰が何を
ロックし誰が何を修正するのかにより近いのです。

Advanaの話で実際に時間がかかった業務は、ダッシュボードを描くことではありませんでした。数
十の会計システムの項目を同じ意味で統一することでした。画面は常に最後に来ます。どの組織でもAI
を乗せる前に必ず処理しなければならないコストがまさにその退屈な意味統一作業です。

memorandum原文PDFと監察局監査報告書2件、整理対象アプリケーションプログラムのリスト、
2025年6月指針の原文は結局私の手には入りませんでした。利用者数と旧システム数も出典ごとに異なっ
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たままです。それでも設計図は十分に読み取れます。この改編の本質は結局権限を改めて握り直すこと
であり、それが通ったかどうかは2028年の監査成績表で最初に、そしてはっきりと現れるでしょう。

弁護士

kimkj.com
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第7章 中央か分散か、データメッシュとデータファブリッ
ク

アメリカ国防省 CDAO（人工知能最高責任者）

発表資料のタイトルは「Weaving the Data Mesh in the Department of Defense」で、日本語に訳すと
『国防省の中でデータメッシュを織る』でした。米国国防省の最高デジタル・人工知能局（CDAO）の
実務者とBooz Allen（ブーズ・アレン）の職員が一緒に舞台に上がり、数年来取り組んでいた問題を聴
衆の前に説きました。発表の日付とイベント名は明確には残っていません。あるカンファレンスの舞台
から出た言葉です。

発表者は技術的な話から始めませんでした。聴衆に最初に示したのは、国防省がいかに大きな組織か
ということでした。国防省には約300万人が働いており、27の防衛機関があり、宇宙軍を含む5つの軍
と世界中の7つの地理的統合戦闘司令部が絡み合っています。航空機はサウスウエスト航空より多く、
地上車両はフェデックスより多く、サプライチェーンはウォルマートの3倍の規模だと発表者は述べま
した。この巨大な組織を動かすために、3,000を超える古いレガシービジネスシステムが今も稼働して
います。

しかし、このビジネスシステムの数が変動します。一度は3,000を超えると言い、また別の時は約
4,000だと言います。何を数えて何を除くかによって、数字が変わるようです。千単位で上下するとい
う事実自体が、国防省さえ自分たちのシステムの正確な数を把握していないということに近いのです。

問題は一つに絞られます。この規模のデータを一箇所に集めるのか、それとも元のあった場所に置い
たまま繋ぎ合わせるのか。米国国防省がここ数年間で出した答えが、データメッシュとデータファブリッ
クという二つの言葉に込められています。技術用語のように聞こえますが、実際には権限と契約と組織
に関する言葉なのです。

中央プラットフォームの名前はAdvana（アドバナ）です。2026年1月のメモランダム（国防省内部の
公式文書）は、そのプラットフォームを国防データプラットフォーム（WDP）、財務管理用Advana、
そしてWDP上で動く応用サービスの3つに分けています。だからといって、Advanaという名前が丸ご
とWDPに変わったわけではありません。

1節 データを所有者のそばに置く設計：データメッシュという発想

データメッシュの反対側には、私たちに馴染みの方法があります。すなわち『すべてを集める』です。
ここかしこに散らばった元データを巨大なサーバーやクラウド一箇所に移して、その中で分析する方式
ですね。発表者はこの従来の作業を、フォークリフトで丸ごと運び出すという意味でフォークリフティ
ング（forklifting）と呼びました。倉庫一つを別の倉庫に丸ごと移す景象を思い浮かべればいいでしょう。

フォークリフト方式は規模が大きくなるほど破綻します。移動に時間がかかり、すべて移した後、デー
タを生成した人とデータが互いに離れ離れになってしまいます。データを生成した部隊は自分たちのデー
タがどこに行ったのか知らず、データを受け取った中央はその数字が何を意味するのか知りません。27
の機関と5つの軍がそれぞれ数百のシステムを運用する組織では、移動作業そのものが永遠に終わりま
せん。
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データメッシュ（Data Mesh）はその反対側から出発します。日本語に訳すなら『網のように織られ
たデータ構造』といったところでしょう。核心は一文で短いです。データは元のあった場所にそのまま
置く（data stays where it is）ということです。元データを移動させる代わりに、データを生成した業
務領域であるドメイン（domain）がそのデータを引き続き保有し、代わりに他者が検索して使用でき
る形で提供する義務を負うのです。

CDAOの発表者は、データメッシュを支える柱が4つあると言いました。第一は、ドメイン所有権（
Domain Ownership）です。データの文脈と任務構造を最もよく理解しているのは、本部のデータ科学
者ではなく、現場の主題専門家（SME、Subject Matter Expert）だという判断が基礎にあります。その
ため、データ製品を作成する権限と管理責任の両方を現場に委譲します。権限だけを委譲して責任は中
央が握る通常のやり方とは異なります。

第二の柱は、製品としてのデータ（Data as a Product）です。未処理のファイルの山を共有フォルダ
に投げ出して、それぞれが勝手に使えというのは共有ではありません。消費者が店で商品を選ぶように、
何であるかが一目で読め、品質が保証され、迅速にアクセスでき、機械が呼び出して使用できるアプリ
ケーションプログラムインターフェース（API、Application Programming Interface）まで備えた完成品
として提供する必要があります。データを生成した側が供給者となり、別の部隊が顧客となる関係です。

第三の柱は、セルフサービスデータインフラストラクチャプラットフォーム（Self-Serve Data
Infrastructure as a Platform）です。ドメインごとにデータ製品を作成するよう指示しておいて、サーバー
とツールは各自で購入しろと言えば、27の機関が27種類のプラットフォームを購入することになりま
す。そこでCDAOはAdvanaという中央プラットフォーム上に、セキュリティサンドボックスと自動化
されたデータ処理パイプラインを載せて、共通で提供します。発表者はこの役割をプラットフォームファ
クトリー（Platform Factory）と呼びました。工場は中央が建設し、製品は各ドメインが製造します。

第四の柱は、連合計算ガバナンス（Federated Computational Governance）です。言葉は難しいです
が、意味は明確です。中央がすべてのフォーマットを統一しようとするのではなく、相互に連携するの
に絶対必要な最小限だけを定めるということです。10個の基本的必須メタデータ（metadata、データ
を説明するデータ）項目とAPI標準程度が、その最小限として言及されます。残りはドメインが自分た
ちで行います。

4つの柱を一文で纏めるとこうなります。中央は規則と工場を提供し、現場はデータを持ち製品を製
造する。フォークリフトで運び出す代わりに、網で織り合わせるのです。

その構想はどの程度実行されているのでしょうか。確かな指標は一つだけです。Advanaが550個のソー
スデータを接続したということです。発表者はこれをデータメッシュが機能している証拠として提示し
ました。しかし、すぐに分母が付きまといます。業務システム全体を約4,000個と考えると、550個は約
13.7%で、3,000個と考えると比率がまた変わります。どちらで計算しても、まだ接続されていないシ
ステムが接続されているシステムよりはるかに多いという事実は変わりません。

道を塞ぐ壁には3つの名前が付いています。言葉の壁、言語の壁、契約の壁です。

まず言葉の壁。部門ごとに同じ単語を異なる定義で使用する問題です。『人（Person）』という一つ
の単語のメタデータ標準に合意するのに1年かかったと発表者は述べました。人をカウントする方法が
部門ごとに異なれば、人員ダッシュボードも部門ごとに異なる答えを出します。画面がどんなに豪華で
も、答えが分かれれば指揮官はその画面を信用しません。
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言語の壁は文字通り外国語の問題でした。国防省が使用していた既存のエンタープライズリソースプ
ランニング（SAP）系システムの一部は、業務ロジックがドイツ語で書かれたまま動作していました。
その上に翻訳層を追加する際に、開発チームはかなりの苦労をしました。データ統合という一見もっと
もらしい言葉が、実際には現場ではこのような種類の労働を意味するのです。

3番目が契約の壁、つまり文書の問題です。古いシステムを運用してきた防衛産業企業はデータを提
供しません。技術的に不可能だからではありません。データを無償で政府に譲渡すべきという条項が契
約書にないということです。政府がそのデータを取得するには契約を変更する必要があり、変更するに
はお金を追加で支払う必要があります。これをベンダーロックイン（Vendor Lock-in）、つまり特定事
業者への依存と呼びます。

データメッシュは技術理論のように聞こえますが、国防省の内部では組織理論であり契約理論でもあ
ります。データを元のあった場所に置くという言葉は、データを保有する人の権限を認めるという意味
だからです。しかし権限を認めた後は、その権限を持つ者にデータを提供させるための方法が別途必要
になります。

2節 陸軍の統一データ参照アーキテクチャと『データ製品』

CDAOが描いた図を各軍がそれぞれの文書に転記しました。陸軍の答えが統一データ参照アーキテク
チャ（UDRA、Unified Data Reference Architecture）です。作成した組織は、陸軍の装備・弾薬・技術
担当副次官補室（ASA(ALT)）傘下のデータ・エンジニアリング・ソフトウェア局（DADES）です。兵
器購買を担当する組織の中にデータ設計組織が座っているわけです。UDRA 0.3仕様が完成しましたが、
バージョン番号が0.3であることは、このドキュメントがまだ1.0に達していないことも意味しています。

UDRAが狙いとするのは、データホーディング（data hoarding）、つまりデータを蓄積する慣行です。
陸軍の各兵器システムおよび事業（POR、Program of Record）は、長い間、自分たちのデータを自分
たちのシステムの中に鍵をかけて保管していました。データはシステムの附属品として扱われていたか
らです。UDRAはその関係を逆転させます。発表者の表現を引用すれば、ネットワークとシステムから
データを切り離し、データ自体にだけ焦点を当て、縦に立つ障壁を横に寝かすという作業です。

UDRAの心臓はデータ製品（Data Product）という概念です。意味を説明すれば、こうなります。未
処理の元データとは異なり、実際のデータ本体と、それを説明するメタデータタグが一塊に結合され、
データメッシュの仕様に合わせてパッケージされ、すぐに取り出して使用できる形で露出された資産で
す。これをオフザシェルフ（off-the-shelf）と呼びます。棚からそのまま取り出すことができる製品と
いう意味です。

DADES発表者は図書館に例えます。データ製品は一冊の本です。データドメインは、本をジャンル
別に整理した図書館の建物です。メタデータ目録は、どの本がどこにあるかを示す図書目録です。検索
目録がなければ、本がいくら多くても、その建物は図書館ではなく倉庫です。

陸軍は国防部の最上位指針が要求する10の基本メタデータで止まりませんでした。地上作戦で生死を
分ける項目を必須フィールドとしてさらに追加しました。データ寿命（TTL、Time-to-Live）は、この
データがいつまで有効かを記載します。等級と分類（Classification）は、誰がこの情報を見ることがで
きるかを記載します。データの出所（Provenance）はデータがどこから来たかを、系統と履歴追跡性
（Lineage Traceability）はどのような手を経て現在の形になったかを記載します。
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これらの項目は戦場でそれぞれ異なる質問に答えます。寿命は「この目標情報はまだ有効か」に答え
ます。等級は「この画面を同盟軍の将校に見せてよいか」に答えます。出所と系統は「この数字は信頼
できるか」に答えます。機械が出した判断を人が検討するには、その判断がどのデータから出たかをた
どることができなければなりませんが、メタデータフィールドの4行がその遡及の出発点です。

メタデータに系統を記載する規格は、兵器体系側の指針とも接しています。2023年1月25日付国防部
指針3000.09は、自律・半自律兵器体系のハードウェアとソフトウェアを設計するときに、関連人員が
検査し監査し説明できる技術とデータのソースを使うよう記載しています。系統を記載する作業は、そ
の要求をデータ層で支える作業です。指針の条文と陸軍のメタデータ規格が互いに明確に指さしている
わけではありませんが、両者が同じ方向を見ているという点は明確です。

UDRAが実際に変えようとしているのは帯域幅です。戦場の通信帯域幅は狭く、頻繁に切れます。と
ころがドローンとレーダーが吐き出す原本ファイルは大きいのです。原本をそのまま後方本部まで送る
と回線が詰まります。発表者はこれを本1冊をそのまま送ることに例えました。

そこでUDRAは本の代わりに段落を送ります。発表者の表現を移すと、15ページの3番目の段落だけ
を精製して送ります。指揮官の判断に直結するデータだけを選んで戦術状況板に押し込みます。この能
力を情報機動性（Data Maneuverability）と呼びます。データも機動する対象だという発想です。

そのように選ばれたデータが答えるべき質問も決まっています。わが部隊は今どこにあるか。わたし
のパートナーと同盟国はどこにあるか。敵に対して今わたしが扱える資産は何か。指揮官が状況板の前
でいつも投げかける質問です。UDRAの目標は、これらの質問に人が表を作って答える代わりに、機械
が数秒で答えを埋めることです。

DADESが出した成果物は3つです。第1は、デジタルエンジニアリングモデルです。UDRA規格全体
を、システム設計ツールであるカメオ マジックドロー（Cameo Magic Draw）でモデル化して配布しま
した。防衛産業の業者が自分の設計環境にそのモデルを載せ、納品前に相互運用性を事前に確認できる
ようにしたのです。規格を文字で送る代わりに、機械が読める図面で送ったということです。

第2は、意思決定主導型データコンセプト（Decision-Driven Data CONOPS）です。陸軍ミッション
コマンド・センター・オブ・エクセレンス（Mission Command Center of Excellence）と共に設計しま
した。データ標準が指揮官の判断教義と矛盾しないようにかみ合うよう、教義側から基盤を敷いた文書
です。技術規格と教義を別々に作ると、両者は必ずずれます。

第3が最も鋭いです。調達契約実行強制条項規格書です。陸軍のすべての契約手段（Contract
Vehicles）に、UDRA データ製品規格を守ったことを立証する義務を入れるよう要件文書を作りました。
前節で見たベンダーロックイン、つまり契約書にないから提供できないという盾を契約書側から取り払
おうとする試みです。データを開く作業が結局は契約書を修正する作業だという認識がここに込められ
ています。

ただし、この規格が実際の野戦でどこまでの部隊に浸透したか、データ製品がいくつ登録されたかは、
まだ数字で把握されていません。設計図は完成しましたが、運用実績が空いているので、UDRAはまだ
紙の上の規格に近く、野戦の実物としては未成熟な段階に見えます。

第3節 海軍省のジュピターとフランク・スピード、空軍のファブリック層
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陸軍だけが動いたわけではありません。海軍省と空軍省も、それぞれの名前を付けたプラットフォー
ムを敷きました。ただし、この両軍の資料は陸軍ほど厚く残っていないので、ここでは大きな枠組みだ
けを確認します。

把握できるものは3つです。海軍省には、ジュピター（Jupiter）というデータプラットフォームがあ
ります。海軍省には、フランク・スピード（Flank Speed）という名称の事業があり、これをゼロトラ
スト（Zero Trust）成果と結びつけて論じられています。空軍は、データファブリック（Data Fabric）
層を置き、その中に複数の段階に分かれたデータ精製通路を運営していますが、その通路は5段階に分
かれています。

まず用語を説明します。ジュピターは、海軍省が使うデータ分析プラットフォームの名称です。ジュ
ピターは、国防部全社資源管理システム（ERP）のデータをほぼリアルタイムに近い形で複製します。
会計と人事、軍需データを含む基幹系システムの内容を分析側に継続的に流すということです。原本を
移動させて削除する方式と異なり、原本はそのままにして、複製を流す方式であり、前節で見た原則と
同じ方向性です。

フランク・スピードはやや性質が異なります。全速前進を意味する海軍用語を名称として付けた事業
であり、これをゼロトラスト達成と結びつけています。ゼロトラストは、誰も無条件には信頼しないと
いう保安設計原則です。柵の中に入ったという理由で通過させず、アクセスするたびにユーザーと機器
と権限を改めて確認します。データを広く共有しようとする組織が共に敷かなければならない基盤です。

空軍のデータファブリックは、名前からしてメッシュと並べて考える価値があります。ファブリック
（Fabric）は布を意味し、メッシュ（Mesh）は網を意味します。どちらの単語も、散在しているもの
を結ぶという心象を含んでいます。空軍で把握できるのは、原本から始まり複数の段階を経て使える形
に精製される階層通路があり、それが5段階に分かれているという事実です。段階を5つに区切ったとい
うことは、原本をそのまま使わず、精製レベル別に等級を付けて管理するということに見えます。各段
階の名前と境界までは資料に含まれていません。

もちろん、内容を詰めるための数字はまだ不足しています。海軍のインフラ等級（例えばクラウドセ
キュリティ等級IL4やIL5）、暗号化方式、ゼロトラスト達成レベル、空軍ファブリック各段階の名前は、
名前だけに触れたままなので、3軍を同じ表に入れてスケールを合わせることはまだできません。

海軍省と空軍省のものは、彼らが直接出した文書ではなく、別の発表に脇筋として紛れ込んできまし
た。陸軍が条文レベルで把握され、海軍と空軍が名前レベルでのみ把握されるのは、米国国防部の実際
の進捗の差というより、今確認されている資料の差である可能性が高いです。

それでも、3軍の名前を並べることには意味があります。陸軍のUDRA、海軍のジュピターとフラン
ク・スピード、空軍のファブリック層は、異なる組織が異なる名前で同じ問題を解いているという証拠
だからです。データをどこに置き、誰が持ち、どのように他者に提供するか。3軍の答えは完全に同じ
ではなく、名前が異なれば規格もわずかに異なります。

規格がわずかに異なるということまさにその事実が、新しい問題を生みます。陸軍のデータ製品と海
軍のジュピター成果物と空軍ファブリックの精製結果が互いに噛み合うには、誰かが共通の最小規格を
定めなければなりません。その作業に乗り出したのがCDAOです。しかし、規格を定める手とデータを
握る手がいつも同じ手とは限りません。

第4節 中央プラットフォームと分散所有はどこで衝突するか
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アドバナは中央プラットフォームです。データメッシュは分散所有を意味します。2つが衝突しない
わけがありません。

しかし、最初の答えは意外です。衝突しないというのです。CDAO発表者は、アドバナとデータメッ
シュが対立する概念ではないと言明します。アドバナはデータメッシュの4本の柱のうち、セルフサー
ビスインフラプラットフォームを担当します。各軍がデータサイエンス用サーバーとソフトウェアをバ
ラバラに購入する無駄を防ぐために、中央がDatabricks（データブリックス）などの共通ツールとデー
タ処理通路を一度に敷きます。その上で、各ドメインが自分たちのデータ製品を自分たちで作ります。

2026年1月9日付けのmemorandumは、この中央をさらに分割します。国防データプラットフォーム
（WDP）という新しい名前を立ててすることで、財務管理目的のアドバナとWDP上で動く応用サービ
スを区別して記載します。アドバナという名前が消えてWDPに置き換わったわけではありません。監
査と会計を支えていた機能、作戦データを扱うインフラ、その上の応用プログラムが、それぞれ異なる
名前と異なる責任を持つようになったということに近いです。この区別を曖昧にしておくと、後に出て
くる重複問題とアクセス制御問題が一塊になって潰れてしまいます。

言葉はきれいです。しかし、同じ発表と同じ公聴会記録の中に、衝突の痕跡が多く残っています。そ
の痕跡は5つの戦線に散らばっています。保安構造、言葉の意味、人の気持ち、契約書、重複です。

第1に、保安構造。アドバナが最初に選んだ方式は、データを中央に集約することでした。そうする
と、柵の内側が緩くなりました。ひとたび周囲のファイアウォール内に入ると、中では望むことをほぼ
何でもできる状態になったのです。そのため、新しいソフトウェアを導入するたびに、運用承認（ATO、
Authority to Operate）の手続きが長くなりました。1つの柵で守ろうとすれば、その柵を越える敷居を
上げ続けるしかありません。前節のゼロトラストがなぜついて回るのかが、ここで明らかになります。

第2に、言葉の意味。既に見た「人」の話が改めて出てきます。同じ対象をドメイン別に異なる形式
で定義し、異なる名前で呼びます。このセマンティック（semantic）、つまり意味層の不一致を調整す
るのに1年以上かかりました。その後ろには、3,000個から4,000個に達する古いシステムが、それぞれ
の定義を抱きながら踏ん張っています。標準1行が数千のシステムと出会うと、標準が勝ちます。ただ
し、非常にゆっくり勝つのです。

第三に、人の心です。これを「ライスボウル」（Rice Bowls）と呼びます。自分のデータをリアルタ
イムダッシュボードにアップロードした瞬間、それまでレポートの背後に隠れていた実際の状態が露わ
になるからです。発表者は一人の実務者の言葉を引用します。「私のデータを前に裸にされた感覚」（
naked with respect to my data）という表現です。だから人々は権限にしがみつき、磨き上げた
PowerPointレポートに戻ろうとします。技術が怖いのではなく、文化が抵抗しているのです。

第四に、契約書です。前に二度出たベンダーロックインが、ここで三度目です。古いシステムを運用
する業者が、政府へのデータの無償移管義務が契約書にないと言い張ってデータをロックしています。
データメッシュは、ドメインが自分のデータを持つ構造です。しかし、そのドメインのデータを実際に
握っている手が政府ではないことがあります。業者が握っているわけです。所有権の理論と契約の現実
がここで矛盾します。

第五に、重複です。共通のデータメッシュが機能する前には、同じソースデータをVault、Envision、
Advanaがそれぞれ取って、それぞれ処理していました。三つのプラットフォームが同じ材料で少しず
つ異なる料理を作ったわけです。お金が三度かかり、答えは三つ出ます。中央プラットフォームが最初



55 - 金京鎮弁護士

からひとつではなかったという事実は、中央に集めたからといってすぐに統合されるわけではないこと
を示しています。

CDAOは、この五つの戦線に四つの機構で対抗しました。

第一の機構はプラットフォームファクトリーへの方向転換です。以前は本部が直接ダッシュボードを
作り、各部隊に提供していました。今は、セキュリティが整った処理通路とAPI仕様だけを提供し、実
際の開発と配布権は下層の連合開発者たちに譲ります。中央がシェフの役から降りて、キッチンを建設
する側へ移るわけです。データメッシュの第三の柱を行政改編によって移し変えたのです。

第二の機構はオープンDAGIRを通じた契約の分離です。データプラットフォームインフラは政府が所
有し、その上で動くアプリケーションは民間企業が競争しながら随時入れ替えます。二つの契約を物理
的に切り離すわけです。商用技術を90日周期で入れ替える構図も一緒に描かれます。契約を分割すれば、
ロックインがかかる場所も分かれます。

第三の機構はデータパターンと最小メタデータ義務です。書式を統一しろと強要する代わりに、相互
に噛み合うために不可欠な最小属性だけを規定し、それを連合データカタログ（Federated Data
Catalog）に常時登録させます。この最小規格には「Min Cubed」という表記が付きます。最小値を三
層に重ねた名前として読めるのですが、発表ではその略称の意味まで説明されませんでした。カタログ
に登録されていないデータは、存在してもないデータと同じです。

第四の機構が最も露骨です。副次官週間ブロッカーリスト（Weekly Blocker List）です。データ公開
を拒否し、サイロ（silo）、つまり隔壁の中にデータを閉じ込める部署の名前を集めてリストを作りま
す。そのリストを国防部副次官が毎週月曜日に直接主宰する会議に提出します。技術標準では解決でき
ない抵抗を階級権で解く方法です。

この第四の機構が最も眼を引きます。前の三つの機構はすべて設計ですが、最後のひとつだけが圧力
です。データ共有が設計だけでは実現できないことを、国防部が自ら認めた証だからです。副次官が毎
週名前を呼んでくれなければ回らない構造なら、その構造はまだ自力で立つことができていないのです。

中央が握るものとドメインが握るものの境界は、事業の所管からも明らかになります。CDAOが担当
する仕事は、共通基盤と最小規格、そしてラベリングから試験評価までを統合したアルファ-1のような
共通事業です。無人システムを大量展開するレプリケーター（Replicator）の所管は国防革新部隊（
DIU）であり、CDAOはその事業全体を導くのではなく、データと試験評価の基盤を提供することに限
定されます。中央プラットフォームを保有する組織といえども、すべての事業のオーナーになるわけで
はないということです。

中央か分散かという問いへの答えは、両方に近いです。インフラと最小規格は中央が握り、データと
製品はドメインが握ります。ただし、その境界線は文書にだけはっきり引かれているだけで、現場では
毎週引き直されています。550個対3,000個ないし4,000個という比率が、その事実を物語っています。

結局のところ、順序の問題です。データをどこに置くかを決める前に契約書を修正する必要があり、
標準を定める前に「人」という言葉の意味について合意する必要があるのに、その合意だけで1年かか
ります。人工知能ツールをいきなり買い込む組織は、この順序を飛ばした代償を後で払うことになりま
す。

弁護士
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8章 Open DAGIRとトレードウインズ――政府が基盤を所有
するという考え方

米国国防総省 CDAO（人工知能最高責任者）

2024年12月20日、最高デジタル・人工知能事務局（Chief Digital and Artificial Intelligence Office、
CDAO）の責任者ラダ・プラム（Radha Plumb）博士が公開討論に登場しました。兵器の話が出てきそ
うなものですが、彼が持ち出したのは携帯電話の話でした。システム設計に30年かかり、アプリが5個
だけ入っていて、その5個を今後30年間ずっと使わなければならないiPhoneを売ると言ったら、誰も買
わないだろうという話でした。

冗談に聞こえるかもしれませんが、これは真実です。国防総省がソフトウェアを購入する方法が、実
際にそのような具合だからです。しかも、この発言をした人は事務局の外部から批判する人ではなく、
その事務局を率いている人そのものです。この比喩が標的にした制度、そしてそれを回避するために国
防総省が作った2つの装置があります。1つはOpen DAGIRという契約構造であり、もう1つは
Tradewinds（トレードウインズ）という調達市場です。

第1節 30年かけて旧式の電話機を買う組織――従来型調達のボトルネック

「調達（acquisition）」という言葉は、日本語では調達と事業管理を一緒に包含しています。軍が必
要を定義し、予算を取得し、業者を選び、物品を受け取って部隊に引き渡すまでの全過程を指します。
その手順はもともと船舶、戦車、弾薬を購入するために整備されたものです。ところが、国防総省はソ
フトウェアとデータ製品を購入する際にも、その手順をそのまま押し付けました。問題はここから始ま
ります。

船を購入する場合とソフトウェアを購入する場合は、スケジュール自体が異なります。船は設計に数
年かかり、建造にさらに数年かかり、就役後は数十年使用されます。その間、船の性質は大きく変わり
ません。前でじっくり検討し、後で長く使う手順は、船に対しては非常に適合しています。

ソフトウェアは全く反対です。配備した翌日にも修正が必要であり、数週間経つと全く別の製品に変
わっています。ところが、国防総省の書類はこの製品を船のように扱っています。前で30年分の要求を
決め込み、それを30年間ずっと使え、というわけです。プラム博士のiPhone比喩が狙った矛盾がまさ
にこれです。

もちろん、この発言は公開討論で述べられたCDAO責任者の言葉であり、国防総省の公式規定の文言
でもなく、監査機関による診断でもありません。それでも、組織のトップがこれほどまでに自分の組織
を貶めるまで公の場で述べたとすれば、これは興をそそるための修辞的表現ではなく、内部で長く溜まっ
た実感と見なす方が事実に近いでしょう。自分の組織の欠点をわざわざ作り上げて語る人はいないから
です。

同じ問題を具体的な事例で証言した人がいます。マージー・パルミエリ（Margie Palmieri）CDAO上
級副責任者です。彼は2014年に海軍分散共有地上システム（Distributed Common Ground System-Navy、
DCGS-N）をソフトウェア中心に改革しようとしました。情報監視偵察（ISR）データが急増していた
時期でした。情報監視偵察とは、偵察機、衛星、無人機が集めた映像と信号情報を指します。その量が
人間が対応できる範囲を超えていて、システムをソフトウェア面に移行する必要があるというのが彼の
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判断でした。

ところが、予算審議を担当するコスト評価・プログラム評価室（Cost Assessment and Program
Evaluation、CAPE）が資金承認を拒否したと彼は述懐しています。CAPEは国防総省内で事業の費用推
定を見直し、予算配分を検討する組織です。ここで止まると、事業は始まりません。

拒否した理由が興味深いのです。研究開発試験評価（RDT&E）予算は初期に急増し、量産段階に移
ると恒久的に減少する形を描かなければならないということでした。いわゆるランプアップ（ramp up）
とランプダウン（ramp down）です。グラフが山の形に上がってから下がる必要があるという意味です。

ところが、パルミエリ副責任者が提出した計画書には、その下降曲線がありませんでした。ソフトウェ
アは配備後も継続的に修正する必要があるため、投資が終わらないからです。開発が終わる瞬間がない
ため、グラフが下がってくる場所もありません。「プログラムはそのように機能しない」という返答が
返ってきたと彼は伝えています。

技術の性質と予算表の形が衝突したとき、勝ったのは予算表でした。ソフトウェアがなぜ継続的に資
金を必要とするのかについての説明は、会議室で受け入れられませんでした。受け入れられたのは、グ
ラフが規定の形と異なるという事実だけでした。形式が技術に勝ったのです。

ボトルネックは要件手順にもあります。要件（requirements）とは、軍が「われわれはこのような性
能の製品が必要だ」と書く書類を指します。この書類がなければ予算が付き、事業が開かれません。イ
ズラエル・ブルーマー博士は、国防総省の要件書式は段階的な改善のみを記載できるようになっている
と指摘しています。

彼は「馬なし馬車（horseless carriage）」という表現を使っています。自動車が最初に登場したとき、
人々がそれを「馬なし馬車」と呼んだのと同じように、新技術を古いカテゴリの言葉でしか記述できな
いということです。古いカテゴリでしか記述できなければ、古いカテゴリを超える技術は書類にはまっ
たく記述されません。ビデオレンタル店の時代には郵送されるDVDを要求することはできず、郵送
DVD時代にはストリーミングを要求することはできなかったということです。

ブルーマー博士が指摘しているのは、官僚が怠け者だからではなく、書類の様式そのものが想像の範
囲を決めてしまうということです。世界にまだ出ていない技術は、軍の所要文書に記載する欄がありま
せん。欄がなければ予算が付かず、予算が付かなければ事業が開かれません。システムをひっくり返す
ほどの技術ほど、このハードルで引っかかります。

ブルーマー博士はここに時間計算を1つ付け加えています。国防総省が決定を下してから実際に実行
するまでにかかる周期が、人工知能スタートアップが資金で持ちこたえられる平均期間の2倍か3倍長い
ということです。この持ちこたえられる期間を業界ではランウェイ（runway）と呼びます。銀行口座
に残った金でその会社が持ちこたえられる月数を指します。

計算してみると、残酷なほど単純です。ランウェイが18ヶ月の会社があるのに、国防総省の決定周期
が36ヶ月だとすれば、その会社は契約書を受け取る前に閉業します。試作品は作ったのに事業化に進め
ないこの区間を「死の谷（Valley of Death）」と呼びます。谷の向こう側に契約があるのに、渡る橋が
会社の寿命より長いのです。

この2倍か3倍という数字はブルーマー博士本人の陳述であり、統計に裏づけられた値ではありません。
ですから、倍数そのものは緩く読むのが正しいでしょう。ただし、国防総省の決定周期がスタートアッ
プのランウェイより長いという方向については、事実に近い可能性が大きいです。「死の谷」という言
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葉が業界で定着した表現になっているという事実そのものが、契約書を受け取る前に閉業する会社が珍
しくないという証拠だからです。

契約書の中にもボトルネックが潜んでいます。アンドリュー・ブルックス、グレン・パハム、ダン・
ポリアドのような実務者たちの話によれば、既存の長期契約には、業者がデータを政府に無償で開放す
る義務条項がそもそもない場合が多かったそうです。ここでAPI（Application Programming Interface、
応用プログラムがお互いデータをやり取りする規格）という言葉が出てきます。

APIを扉に例えてみましょう。あるシステムが自分が持つデータを外に出そうとするには、規格に合っ
た扉が必要です。契約書にその扉を作れという条項がなければ、業者は扉を作る必要がなく、契約違反
にはなりません。扉がなければ、データは業者の製品の中に閉じ込められます。政府が金を出して集め
たデータなのに、です。

このようにして一度調達網に入った業者がデータを私有化し、他の業者が入る扉を閉ざしてしまう状
態をベンダーロックイン、つまり業者依存と呼びます。依存が怖いのは交換コストのためです。データ
が1つの業者の製品の中にしかなければ、別の業者に乗り換える瞬間に、それまで積み重ねたものをす
べて失います。だから契約を更新する方が常に安く見え、その安く見える感じが10年続くわけです。

ボトルネックは予算審議の会議室の中にもあります。これが最後です。ダン・ポリアドは国防総省の
高位予算審議フォーラムであるDMAGを例に挙げています。戦闘機とミサイルの予算を上げると、出席
している将軍たちがすぐに理解するのに、目に見えない共通データレイヤーや人工知能エンジニアの人
件費を上げると眼がうつろになるという話です。彼は「斜視になる」という表現まで使っています。

この証言は、予算審議に視覚的偏見があることを示しています。格納庫に置ける物には予算が付き、
サーバーの中でしか存在しないものには予算が付きにくいです。データレイヤーは完成しても写真は撮
れません。人工知能エンジニアの人件費は閲兵式に現れません。結局、会議室の理解度が技術の優先順
位を決めるのです。

この話もやはり実務者の回想であり、会議録の原文と対照したものではありません。それでも前の
CAPE事例、要件様式事例とまったく同じ方向を示しています。異なった場所に座っていた人々が一口
同音に同じ偏見を証言するなら、予算審議の視覚的偏見は実在するものと見なす方が事実に近いでしょ
う。DMAGの正式名称は明確でないため略語のままとしていますが、国防総省の高位予算審議フォーラ
ムとしての性質は揺るぎません。

結局、問題はお金がないということではありません。お金はあるけれど、そのお金を入れる容器が全
く別の物のためのものだということです。予算グラフの形、要件様式の欄、契約書のデータ条項、予算
会議室の理解度が技術の速度を決めます。容器を変えなければ、いくらお金を注いでも同じところから
漏れます。ただし、防衛事業庁の手順がCAPEと同じ問題を抱えているのか、韓国の所要文書が「馬な
し馬車」の罠に陥るのかは、ここで一緒に追及しません。

第2節 Open DAGIR――データレイヤーは政府が、応用プログラムは競争で

Open DAGIRは略語です。展開するとOpen Data and Applications Government-owned Interoperable
Repositoriesです。日本語に訳すと「政府が所有し相互に結合する開放型データ・アプリケーションリ
ポジトリ」となります。名前は長くて生なましいものですが、その中に込められた思想は一文に短縮で
きます。データを保管する基層は政府が保有し、その上で動作するプログラムは業者たちが競争するよ
うにしようというものです。
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なぜこのような設計が生まれたのでしょうか。これまで見てきたままです。過去、国防部はソフトウェ
アを戦車や艦船のように垂直統合された一つの塊として購入していました。垂直統合とは、データ保存、
処理、画面、アプリケーション機能が一つの業者の製品内に全く束ねられた状態を意味します。底層か
ら頂層までを一つの企業が製造した製品を丸ごと購入するのです。

この一塊を購入すると業者依存がついてきます。データがその製品の形式でのみ存在し、その製品の
画面でのみ表示されるからです。さらに戦術データがその一塊の中に閉じ込められ、他の軍と共有でき
ない情報サイロ（silo、倉庫のように閉じられた保管庫）が固まります。陸軍が購入した製品内のデー
タを空軍が見ることができない状況になるのです。

Open DAGIRはこの一塊を横に切ります。下層のデータバックボーンと標準APIは政府が統制・所有
します。上層のアプリケーションは複数の業者が交換できるように開放します。バックボーン（
backbone）とは複数のシステムが共通に頼る骨組みを意味します。骨組みを政府が握っていれば、そ
の上に付く筋肉はいつでも付け替えることができます。

そうするとデータが特定の業者にロックされず、新しい業者が参入する道が常に開かれたままになり
ます。死の谷も狭まります。小さな企業が国防部に参入しようとすれば、元来は大型防衛産業の製品に
乗るか、自分たちの力で全システムを完全に構築する必要がありました。バックボーンがすでに確立さ
れていれば、その上にアプリ一つだけを持って参入すればよいのです。

国防部のデータ基盤施設について話すとき、Advana（アドバナ）と国防データプラットフォーム（
War Data Platform、WDP）という名前が一緒に出てきます。2026年1月9日付けのメモランダム（国防
部内の公式文書）は、この両者を同じもの新しい名前として扱っていません。このメモランダムが区別
するのは三つです。全軍のデータ・人工知能の基盤となるWDP、会計監査と財務管理業務を引き続き
支える財務管理用Advana、そしてWDP上で動作するアプリケーションサービスです。「Adavanaを
WDPに名前だけ変えた」と書けば、この三つが一つに混在します。Open DAGIRが言う「政府が所有
する底層」はこの中で基盤層の側であり、業者たちが競争する「上層」はアプリケーションサービス側
です。このメモランダムに記載された日付は1月9日で、ウェブに公開されたパスは1月12日にあたりま
す。

Open DAGIRの設計には業者側に向けた安全装置も含まれています。パルミエリ副責任官がその装置
を説明します。彼はデータプラットフォームとアプリケーションを異なる契約に分けて調達すると述べ
ています。一つの契約書に束ねられていたものを二つに分割するという意味です。

そして政府が所有するDevSecOps（DevSecOps、開発・セキュリティ・運用を一つに束ねたソフト
ウェア配布パイプライン）を通じてデータを政府が掌握することで、自分たちの技術を他のプラットフォ
ーム業者と共有したくない中小企業の知的財産を保護できると説明します。DevSecOpsとはコードを
記述し、セキュリティ検査を実施し、実際の環境にデプロイするプロセスを一つの自動化されたパイプ
ラインに束ねたものを意味します。

これがどういう意味かを説きましょう。小さな企業が大きな業者のプラットフォーム上に自分たちの
プログラムをアップロードすると、その大きな業者は小さな企業の技術がどのように動作するかを横か
ら見ることができるようになります。競争相手に自分たちの設計を見せるようなものになるわけです。
だから実力のある企業ほど防衛事業を敬遠します。政府がパイプラインを直接掌握すれば、この懸念が
軽減されます。小さな企業は自分たちのプログラムを政府のパイプラインに直接アップロードでき、大
きな業者を経由する必要もありません。依存を打ち破るために作られた装置が、そのまま知的財産を保
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護する装置になるのです。

契約構造は三つの塊に分かれます。プラム博士が対談で直接説明した区分です。一つの塊は全軍単位
のデータ基盤施設です。大規模データを集め、整備し、統制するバックエンドスタックであり、規模が
大きく期間が長い資金が投入されます。例えば指揮統制領域の戦略的調達、全軍分析領域の競争入札と
いったものです。指揮統制調達に特定の業者の名前が登場することもありますが、その名前を裏付ける
根拠を確認できなかったため、ここでは企業名の代わりに領域名だけを記します。

もう一つの塊は全軍単位のライセンスです。文書編集ツールや表計算プログラムを部局ごとに別々に
購入すると金が垂れ流しになります。同じプログラムを十個の部局が十回購入すれば、交渉も十回、単
価も十種類になります。だから国防部本部レベルで一括購入し、各軍と戦闘司令部に配分する方式で単
価を下げます。この塊は調達の革新というより、浪費を防ぐための予算管理に近いものです。しかし、
この予算管理が残りの二つの塊を支えています。重複購入による浪費を防いではじめて、データ基盤施
設と試作品実験に充てる余裕が生まれるからです。

残りの一つの塊は試作品と柔軟な要求事項を扱うパスです。90日周期で回るグローバル情報優位実験
（Global Information Dominance Experiments、GIDE）と試作品チャレンジを経て、有用だと判明した
民間の小規模プログラムをTradeWinds市場または試作品その他取引権限（Other Transaction Authority、
OTA）で迅速に受け入れるパスです。その他取引権限とは、通常の連邦調達手続きを踏まずに契約する
ことを許可された法的パスを意味します。正規手続きの外に開かれた抜け道だと理解できます。この抜
け道があってこそ、90日周期の実験が契約に結びつきます。実験は速いが契約が遅いと、実験の速度は
何の意味もないからです。

三つの塊を並べて見ると、設計者の意図が見えます。長く続くものは長く購入し、共通で使うものは
一括購入し、急速に変わるものは短く購入するということです。すべてを一つのハードウェア式の様式
に押し込める慣行を、様式そのものを三つに分割して解く方式なのです。

ここには前節の予算グラフ問題への答えも含まれています。ランプダウンがないという理由で却下さ
れたソフトウェア事業は、低下曲線を描かなければならない様式そのものから抜け出せばよいのです。
継続的な投資が必要なデータ基盤施設は基盤施設の塊に送り、短く購入し短く廃棄するアプリは試作品
の塊に送ります。性質が異なる二つの物に同じグラフを要求しないこと、これがこの設計の核心です。

目標指標も公開されています。ガレット・バーンセン（Garrett Berntsen）副最高データ責任官は
2027年までのチャレンジを四つ明かしました。Open DAGIRエコシステムのプラットフォームユーザー
を百万人規模に増やすこと、デジタルソフトウェア目録を拡げて商用ソフトウェア同士が競争するよう
にすること、現場でソフトウェアを新規に搭載または更新するのに要する時間を90パーセント削減する
こと、そしてCDAOが管理するすべての拡張能力について、国防部の連合データカタログ（federated
data catalog）と同等レベルのアクセス権限を強制することです。連合データカタログとは、複数の組
織に分散したデータの目録を一箇所で検索できるようにした索引を意味します。

四つの指標は性質がそれぞれ異なります。ユーザー数と目録のサイズは数えやすい数字です。配備時
間90パーセント削減はベースラインがあってこそ検証される数字ですが、そのベースラインは共に公開
されていません。アクセス権限強制は数字というより規則に関する目標です。これら四つは達成報告で
はなく、バーンセン副最高データ責任官が2027年までに設定した目標値です。ただし指標をこのよう
に組み立てただけでも、設計者が何を成功と見なすかが明らかになります。規模はユーザー数と目録で、
速度は配備時間で、開放性はアクセス権限強制で測定するということです。目標の形そのものが、この
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制度が自分自身に課した評価基準のように見えます。

Open DAGIRの核心的主張は新しい技術を購入することではありません。データ層の所有権を政府が
掌握することです。所有権が下層にあれば、上層はいつでも交換できます。所有権が業者にあれば、交
換費用は手が出ないほどに膨らみます。一つの業者の完成品を丸ごと購入すれば最初は楽ですが、底層
を直接掌握すれば最初は大変です。その大変さに耐える代わりに、その後の10年間の選択肢が開かれま
す。

第3節 TradeWinds マーケットプレイス：5分ビデオと6日契約という主張の検証

TradeWinds Solution MarketplaceはCDAOが運営するオンライン調達市場です。業者が自分たちの技
術を登録しておくと、国防部の購買担当者が検索してすぐに契約できるようにした窓口です。前述の試
作品の塊、つまり急速に変わるものを短く購入するパスが実際に置かれている場所がここなのです。

この市場を巡って広く流布している数字が二つあります。一つは「5分ビデオ」で、もう一つは「6日
契約」です。韓国語の紹介文では、二つは常に並んで登場します。しかし実際に検証してみると、二つ
の数字の性質は互いに異なります。

まず5分ビデオです。この主張は複数の発言で重ねて確認されます。業者は数十、数百ページの提案
書の代わりに5分を超えないビデオを提出します。ビデオには、自分たちの技術が国防部のどのような
任務要求のどのような隙間をどのように埋めるかを含める必要があります。

なぜこの規格が重要なのかを見てみましょう。数百ページの提案書を作成するには提案書の専門家を
雇う必要があります。大型防衛企業には、その仕事だけをする部門が別にあります。10人のスタートアッ
プにはありません。提案書の厚さは技術の優劣ではなく、会社の規模を測る物差しです。5分ビデオは
その物差しを取り払う装置です。

誰がそのような発言をしたのかを確認してみましょう。パルミエリ副責任官は、この市場が非伝統的
企業、つまり防衛産業の大手企業ではない企業のために設計されており、5分間のビデオを作成して競
争を経て登録できると発表しました。CDAOの迅速調達責任官ボニー・エバンジェリスタ（Bonnie
Evangelista）は、提案手続で要求されるのが5分間のビデオだけだと発表しました。プラム博士も技術
ソリューションに関するビデオを提出し、手続を簡潔にした方法で競争選定を経る調達手段だと説明し
ました。三人の発言が矛盾していないので、5分間のビデオは確認された事実として扱うことができま
す。

ただし、この5分は登録段階で企業が提出する提出物の上限を示しており、査定に要する時間や契約
締結までの期間を示しているのではありません。三人がそろって「5分間のビデオ」と述べたのを見る
と、この5分は緩やかな推奨ではなく、仕様として定めた上限であると見えます。

次は6日間の契約です。この数字には根拠がありません。トレードウィンズを通した契約が「6日間」
かかるという発言も記録も原資料のどこにも現れません。後に見る3日間、10日間といった実際の発言
の間に挟まり、出所を失ったまま移り歩いて固まった表現と見えます。したがって、6日間の契約は根
拠ある成果ではなく、浮遊する数字として置くのが事実に近いです。

代わりに別の数字があります。CDAOの最高技術責任官ウィリアム・ストリーレイン（William
Streilein）博士は公開講演で、ポータルで検索により適切なソリューションを見つけると、自分が聞い
たところによれば3日間でも契約を結んで能力を得ることができると述べました。原文の表現は「最小3
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日間（as little as three days）」です。同じ講演で技術起業家である質問者グレグ・ビーム（
GregBeam）は、試作品資金援助に3日間が要するという話が驚きだと反応しました。この反応自体が
数字の性質を物語っています。業界人が聞いて驚くほど異例のスピードという意味だからです。

しかし、この発言は注意深く読まねばなりません。ストリーレイン博士の発言には「私が聞いたとこ
ろによれば」という留保がついています。発話者自身が伝え聞いた話であることを明かしています。契
約を直接執行した人ではなく、そのような事例があったと聞いたということです。「最小」という言葉
も見過ごせません。最小は最善の場合を示しており、平均を示していません。百件のうち一件が3日間
であっても、その一件は「最小3日間」です。平均がいくらなのか知らせるデータはありません。

したがって、正確に書くと次のようになります。CDAO最高技術責任官が3日間で契約が成立した事
例を挙げたと発表した。この文と「トレードウィンズは3日間で契約が決まる」という文は全く異なる
文です。前者は根拠があり、後者は根拠がありません。

第三の数字もあります。海軍省実務討論に参加した発言者チャールズは、戦術データ実験に新しい民
間技術者を受け入れる時、トレードウィンズと迅速契約を経て10日間ほどでオンボーディングを完了し
たと述べました。オンボーディングとは、新しい人員や新しい技術をシステム内に取り入れ、実際に働
かせるようにする手続を意味します。

3日間、6日間、10日間という数字が混在して流布している原因もここにあると見えます。複数の人
が異なる状況で異なる時間を述べ、その話が出所を失ったまま回り歩き、あるころ誰かが中間値のよう
に見える6日間を書き込んだら、それが固まったのです。釘を打つ根拠まではありませんが、三つの数
字の出所を並べて見ると、この説明がそのうち最も妥当性があります。

市場規模については、もっと確実な発言が残っています。バンソン副最高データ責任官はトレードウィ
ンズ市場を積極的に使用しており、先の9月以降、395個のデジタル・人工知能技術ソリューションが
即座に契約可能な状態で登録されていると発表しました。そして国防省内の32の組織がそのソリューショ
ンを選んで実際に調達契約を結んだと明かしました。

この二つの数字は性格が異なります。395は登録の数字であり、32は実際の契約の数字です。登録は
企業がする仕事であり、契約は国防省がする仕事です。市場に物が積み上がっているという事実と、そ
の物が実際に売れたという事実は異なります。二つの数字を一緒に読めば市場の温度が見えてくるのに、
登録395に契約32であれば、この市場は陳列は豊富であるが、まだ取引が温まり始める初期段階にある
ように見えます。ただし「先の9月」がいつの年なのかは発言時点が明かされていないため、年号を特
定せず、そのまま置きます。

参加企業の性格も変わってきています。エバンジェリスタはスタートアップだけでなく、大型防衛企
業までが自分の技術のビデオをトレードウィンズに提出していると発表しました。議会聴聞会でもこの
市場に言及する事例が増えていると彼は付け加えています。非伝統的企業のために作った門に伝統的企
業が入ってくるわけです。この変化は両刃です。一方では大企業までが入ってくるほどこの通路が実質
的な契約を生み出すという信号です。他方では提案書を書く人員が豊富な会社が速い通路までも占拠す
れば、小さい会社が立つ場所は狭まります。ただし5分間のビデオが提案書の厚さという定規をすでに
取り除いている限り、大企業が入ってきても規模で押し切るという利点は以前ほど大きくはないと見え
ます。門が狭まるというより、競争の基準が厚さから内容に変わる方に近いです。
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比較すべき数字として、国防革新ユニット（Defense Innovation Unit, DIU）のダグ・ベック（Doug
Beck）所長が示した数字があります。レプリケーター（Replicator）事業の自律性分科に132社が、特
殊作戦司令部の多言語情報収集入札に39社が参加したと彼は発表しました。ここで管轄を明確にしてお
きましょう。レプリケーターを主管する組織は国防革新ユニットです。CDAOはこの事業を主導してお
らず、アルファ-1（Alpha-1）と共通データ・試験評価基盤を支えるサポーターとして参加しています。
ベック所長の数字を比較するのは、トレードウィンズの395という数字を単独で置くと規模を見積もる
のが難しいためであり、レプリケーターをCDAOの事業だと読むようにという意味ではありません。

トレードウィンズは新しい法律を作ることで生じたのではなく、すでにある権限を重ねて積み上げる
ことで作られました。商用ソリューション開放（Commercial Solutions Opening, CSO）権限と連邦調
達規則（Federal Acquisition Regulation, FAR）の関連条項を重ねて適用する方法です。これを「権限の
積層化（stacking authorities）」と呼びます。

これがなぜ巧妙なのかを見てみましょう。新しい制度を作るには法律を改正する必要があり、法律を
改正するには議会を説得する必要があり、その過程に数年がかかります。しかし既存の権限を重ねて積
み上げると、法律を改正せずにも新しい通路が生まれます。官僚制の内で官僚制を迂回する技術です。
Open DAGIRとトレードウィンズが並んで持つ性格でもあります。

動作方式は次のようなものです。一度「契約可能（awardable）」な状態で登録されると、購入者は
新しい公告を出さず、検索だけで既に絞り込まれたソリューションを選んで契約できます。競争は登録
段階で既に行われたので、購入段階で再び行う理由はないという論理です。3日間という数字が出る構
造的根拠がここにあります。競争を前段で一度行っておいたので、後段が速くなるのは設計上当然の結
果に見えます。FARの特定の条項番号が論じられることもありますが、調達法の条項番号は一文字ずれ
ても全く異なる制度を指すため、直接開いて対照した番号だけを引用します。

結局残るのは数字を扱う態度です。5分間のビデオは三人が口をそろえた仕様であり、6日間の契約は
根を失った虚数であり、3日間は条件がたくさん付いた伝聞です。三つの文の重みが相互に異なります。
海外の制度を紹介する文でこの重みの差が消えると、なかった成果が事実として固まってしまいます。
固まった事実は政策文書に掲載され、政策文書は再び引用されます。その頃になると元の出所を誰も探
しません。だから、どのような発表であれ引用する時は、誰がした発言なのかを一緒に書きます。発話
者を知れば、その後に来る人がその発言を再び秤にのせることができるからです。

第4節 表記の正確化：『オープン・ダッガー』はどこから生まれた言葉か

この制度の公式表記はOpen DAGIRです。しかし会議録、対談全文、聴聞会速記録の各所に『オープ
ン・ダッガー（Open Dagger）』または『Open Dagier』という綴りが混在して現れます。短剣を意味
する英語の単語daggerのことです。軍事用語のように聞こえて一見もっともらしく見えますが、これは
別個の制度名ではなく、転写エラーです。『オープン・ダッガー』は独立した用語になることはできま
せん。したがって、ここではそれを誤りとしてだけ扱います。

原因は音にあります。DAGIRはアメリカ英語の発音で『ダッガー』に近く読まれます。daggerと発
音が重なります。だからCDAO関係者が会議でこの単語を言葉で口にすると、音声を文字に変える機械
や人が、なじみのある単語であるdaggerとして受け取ります。音声認識機は音を聞いてその音に相当し
そうな単語を選びますが、選ぶ時の基準になるのは世の中で広く使われている単語かどうかです。
daggerは一般的な単語であり、DAGIRは国防省のわずかな人だけが使う略語です。機械は常に一般的
な方に傾きます。
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転写本の中に、その証拠がそのまま残っています。ある対談記録には、転写機が小文字のdaggerと書
きとめたのに、その直後で、プラム博士がこれは政府所有のリポジトリに関連した『長い略語』だと説
明しています。短剣という単語であれば、長い略語であるはずがありません。前の行は短剣と書き、そ
の後の行は長い略語だと述べているので、文書自体が自己矛盾を抱えているわけです。人間が読めば数
秒で気付く矛盾ですが、機械は気付きませんでした。

人間でも混乱します。バーンソン副最高データ責任者はスタンフォード大学での対談で、「6月にオー
プン・ダガーを発表した」という趣旨の発言をしています。それから自らの口で説明した定義は、
DAGIRの綴りの順序にそのまま従っています。政府所有、相互運用、オープンなデータとアプリケーショ
ンのリポジトリという順序です。そのうえで、自分ではなく略語を作った人が別にいると付け加えてい
ます。組織内でもこの名前がスムーズに使われていないという意味です。この発言には、制度が6月に
公に紹介されたという時点の情報も含まれています。ただし、何年の6月だったのかは明らかになって
いないため、年号は空欄にしておきます。

同じ種類の事故がポータルのアドレスでも起きました。あるウェビナーのリアルタイムトランスクリ
プトには、発表者が口頭で答えたポータルのアドレスが「prettywindai.com」という見当違いな名前で
記録されています。実際のアドレスは「tradewindai.com」です。音声を文字に変換する機械が発音を
聞き間違えたのです。このエラーをそのまま信じた人は市場に入ることができません。存在しないアド
レスを叩くことになるからです。たった一つの綴りが、制度と人との間の扉を閉ざしてしまいます。

誤記の分布にははっきりとした傾向があります。「オープン・ダガー」系の綴りは、口頭の速記録や
インタビューのトランスクリプト側に集中しています。12月20日付のCDAO対談記録、下院公聴会の速
記録、プラム博士のシンクタンクでの対談記録といった文書です。反対に、正式な表記であるOpen
DAGIRは文字で企画された文書側に現れます。紹介文の冒頭や、公式プレスリリースの説明文などです。
手で書いた文書は正しく、口で話したものを機械が書き取った文書は間違っているという構図です。エ
ラーは人が無知だから生じたのではありません。音が文字へと渡る、その一区画で生じたのです。

この区分がなぜ重要なのかは、3つに分けられます。一つ目は検索の問題です。契約の仕様書や事業
公告を探すには、正確な綴りが必要です。「オープン・ダガー」で検索すると何も出てこないか、見当
違いの文書が出てきます。研究者や実務者が資料を見落とす最初の理由が、このような綴りです。名前
を知ってこそ文書を探すことができ、名前が間違っていれば扉は開きません。名前のエラーは資料の欠
損につながり、資料の欠損は内容の欠損につながります。

もう一つは意味の問題です。「ダガー」と書くと、この制度が兵器事業のように読まれてしまいます。
短剣という言葉は刃物や特殊作戦を思い起こさせます。しかし、DAGIRの実際の意味は、政府が所有し
互いに噛み合うオープンなリポジトリです。兵器ではなく、契約構造とデータの所有権に関する名前で
す。綴りが間違っていると、制度の性格が丸ごと誤解されてしまいます。兵器事業として読まれた瞬間、
この制度が投げかける問い、すなわちデータの底辺を誰が所有するのかという問いが消え去ります。3
つの契約の塊も、5分の映像も、権限の積み重ねも、すべてその問いに付随する答えです。問いが消え
れば答えも理由を失います。

残る一つは、人工知能が作成した要約を扱う問題です。対話型人工知能が出す要約にも「オープン・
ダガー」という表記が頻繁に出てきます。人工知能は原資料にある誤記をそのまま受け継ぎます。受け
継がれた誤記は新しい文書に載って再び広まります。エラーが広がる経路はこうです。会議室の声があ
り、それを書き取った機械があり、そのトランスクリプトを読んで要約した人工知能があり、その要約
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を韓国語に翻訳した文章があります。各区画でエラーは消されることなく次の区画へと移っていきます。
移るたびに、エラーはより確信に満ちた文章へと整えられます。

米国国防総省のデータ制度を韓国語で読もうとする人は、その鎖の一番最後の区画に立っています。
前の区画で何があったのかを確認しなければ、短剣ではないものを短剣と呼ぶことになります。そして、
その誤解の上に政策提言を積み上げることになります。誤った表記が資料の間を巡って膨れ上がる過程
が、これまで見てきた事例の中にそっくりそのまま収められています。長く残る教訓は、もしかすると
契約構造よりもこの汚染の経路にあるのかもしれません。契約構造は制度が変われば古くなります。汚
染の経路は、資料を扱う限りずっと繰り返されます。

ですから、この制度はOpen DAGIRという原語で書き、無理にハングルに訳さないほうが良いでしょ
う。引用された発言の中に「オープン・ダガー」が出てくる時にだけ、誤って移された表記であること
を明記して引用すればよいのです。韓国語でこの制度を扱う文章がすべてこの原則を守れば、後に続く
読者の検索と対照が一段と容易になります。

最後に質問を一つ残しておきます。Open DAGIRはデータ階層を政府が所有するという宣言であり、
トレードウィンズはその上の階層を素早く入れ替えるという窓口です。二つの装置は互いを必要として
います。バックボーンがなければアプリを早く買っても乗せる場所がなく、素早い窓口がなければバッ
クボーンの上が空っぽになってしまいます。しかし、二つの装置が実際に業者への従属を減らしたのか
を外部から検証した資料はまだありません。登録されたソリューションの数や契約を結んだ組織の数は
発表されましたが、その契約が部隊でどのような成果につながったのかを語る数字は出ていません。成
果を語る資料は国防総省が自ら出した発表に集中しており、失敗を語る資料はほとんどありません。こ
の偏り自体が、一つのシグナルに見えます。制度が本当に機能したのであれば、部隊側から、業者側か
ら成否を分ける声がすでに漏れ聞こえてきているはずですが、今は作った人たちの説明が大部分です。
その言葉が嘘だという意味ではありません。ただ、現在この制度はよく設計された約束ではあるものの、
その約束が守られたかどうかは、今後の部隊の使用記録が答える問題として残しておくほうが事実に近
いです。

弁護士

kimkj.com
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第9章 足場(Scaffolding): SUNet、Alpha-1、JATIC、そして
Replicatorサポート

米国国防部CDAO(人工知能最高責任者)

米国国防部の2026会計年度研究・開発・試験・評価(Research, Development, Test and Evaluation、
RDT&E)予算正当化書を開いて見ると、事業要素(Program Element、PE)番号が付された表がずらりと
並んでいます。その中でPE 0604133D8Zという番号の横に「Alpha-1 Development Activities」という
名称が記されています。その行に記された金額は、裁量予算441,821千ドル、調整義務予算140,749千
ドル、合わせて582,570千ドルです。最高デジタル及び人工知能事務局(Chief Digital and Artificial 
Intelligence Office、CDAO)が翌年に何を購おうとしているのかを、このたった一行ほど明確に示す証拠
は稀です。

しかし、このたった一行は武器を買おうとする要求ではありません。データにラベルを付ける作業、
モデルを訓練させるコンピューティングリソース、モデルがどれだけ誤るかを測定するテストツール、
そしてこのすべてを乗せる開発環境を購おうという要求です。建物を建てるとき、レンガより先に立て
るのが足場(scaffolding)です。人がその上に登ってレンガを積むことができますが、建物が完成すると
消えてなくなる構造物です。米国国防部が人工知能という建物を建てるために先に立てた足場は四つで
す。SUNet、Alpha-1、JATIC、そしてReplicatorサポートです。

このうち四番目のReplicator事業は、主管機関がCDAAOではありません。国防革新ユニット
(Defense Innovation Unit、DIU)が担っています。CDAOがしている仕事はAlpha-1予算と共通基盤サポー
ト、つまりデータとテストインフラを提供する支援者の役割です。CDAOの関与はそこまでで、
Replicatorのソーシングと迅速契約自体は別の組織の仕事です。この境界を見落とすと、成果の主体が
入れ替わってしまいます。

ここで出てくる数字は、大体が予算正当化書の『要求』と公開対談・公聴会の『発表』のレベルにあ
り、執行結果とは別のレベルにあります。

第1節 SUNet: 認可されていない人も入ることができる非分類開発環境

SUNetはSecure Unclassified Networkの略で、日本語では保安非分類ネットワークと訳します。名前
の中にすでに性格が込められています。『保安』が付いているので、どこにでも開かれたインターネッ
トサービスではなく、『非分類』なので、機密に指定された文書は扱いません。機密等級が付いていな
い独立した国家安全保障システム(National Security System)であり、かつ開発環境、それがSUNetです。

国防部関係者の口頭発言記録には、この名前が『Sunset』や『Sunet』のような間違った形で記され
ている例があります。口頭で交わされた略語が音声認識と翻訳を経て、別の単語として定着してしまっ
たためです。基準の綴りは原文のままSUNetです。国防部が誤字を一々訂正しなかったが、複数の記録
を並べてみると、この綴りが正しいことは明らかです。

SUNetがなぜ必要だったのかは、ある膠着状態を見つめると明らかになります。民間企業が国防部に
人工知能モデルを売ろうとすれば、実際の国防データによってパフォーマンスを立証する必要がありま
す。しかし、そのデータに手を付けようとするには、作戦認可(Authority to Operate、ATO)という保安
承認がなければならず、機密区画情報を扱う隔離施設(Sensitive Compartmented Information Facility、
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SCIF)も備える必要があります。承認と施設を整えるには、資本と時間がかかります。それに対応でき
ないスタートアップは、契約に達する前に資金が枯渇してしまいます。業界では『死の谷(Valley
ofDeath)』と呼ぶ段階です。

CDAOが示した答えは、敷居を下げた別の場所をあらかじめ用意しておくことでした。SUNetの技術
的特徴は四つにまとめられます。第一は、特定の業者に縛られない政府所有のオープン構造です。第二
は、グローバル情報グリッド(Global Information Grid、GIG)のアクセス制限に例外を設けて、別途のハー
ドウェアなしに通常のインターネットで入ることができるようにした点です。残りの二つは、米軍共用
アクセスカード(Common Access Card、CAC)を持たない人のための代替多要素認証手段、および複数
のクラウドを混在させて使うハイブリッド環境を受け入れた点です。

このうち第三番目、つまりアクセスカードを持たない人のための代替認証が、SUNetの性格を端的に
示しています。米軍のアクセスカードは、原則として米国市民権者と所属要員にのみ発行されます。カー
ドを持たない人は、国防部開発ネットワークに入る道がありませんでした。SUNetは、そのような人々
のために別の道を開きました。その対象は、民間企業と非伝統的なスタートアップ、カードを持つこと
ができない海外同盟国と任務パートナー、そして大学と連邦資金研究開発センター(FFRDC)および大学
付属研究センター(UARC)まで含みます。

では、この場所では何をするのでしょうか。一つはモデル検証です。民間が作ったモデルを持ってき
て、実際の国防データと照合してパフォーマンスを測定し、責任あるAIツールキット(RAI Toolkit)に接
続して、倫理・保安基準をクリアするかどうか別途テストします。もう一つは多国籍協力です。カード
を持たないパートナーが標準ウェブブラウザで入ってきて、機密でない戦術情報と判断指標を相互に共
有します。

成果として出された数字もあります。CDAO側の説明によれば、SUNetエンタープライズを通じて
250以上の人工知能モデルが配置され、208百万個以上のオブジェクトにラベルが付けられ、30以上の
商用ベンダーから1,000以上のモデルが作成されたとのことです。国際パートナーは25以上として紹介
されています。この値は国防部が自ら発表したものであり、測定時点も集計基準も付いていないため、
パフォーマンスが監査された実績というより、参加規模を伝えるPR数字として見えます。

具体的な運用事例としては二つが挙げられます。一つは『Sky Blue』という非機密戦術領域です。ウ
クライナ安全保障支援グループ(SAG-U)の国際貢献者調整センターで動きながら、米国欧州司令部と
NATO、EU間で援助物資と補給スケジュールを一つの画面に集めて合わせるのに使われたと言われてい
ます。もう一つは、米国・英国・オーストラリア三カ国のAUKUS共同開発環境です。水中音響データ
を扱う機械学習モデルを、三カ国が同じサンドボックス内で一緒に構築するのを支援します。両事例と
もに国防部の発表と関係者の発言に基づいています。第三者検証記録が別にないため、個別の運用成果
よりもSUNetがこのような多国籍協力の舞台として実際に使用されたという点に重きを置いて読む方が
事実に近いです。

予算の側でも変化がありました。SUNetは2025会計年度には『基本的支援者(Foundational Enablers)』
項目の種銭で運営され、その項目の要求額は198百万ドルでした。2026会計年度からは、議会の助言に
従い、迅速取得用予算線であるBA08ソフトウェアパイロット事業(PE 0608140D8Z)アカウントに移行
しました。実験室の片隅のパイロット事業がいまや常設インフラストラクチャとしての扱いを受けるよ
うになったのです。要求文書は移行する意志を示すだけで、実行が完了したという証拠ではありません。
それでも、議会が常設予算線に移行するよう助言したという事実だけからも、SUNetはすでにパイロッ
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ト段階を脱したと見なすのが適切です。

SUNetの鍵となるのは、敷居をどちら側に動かすかでした。保安は敷居を高くして守る仕事であり、
人工知能開発は敷居を低くしないと進まない仕事です。SUNetは、この二つの要求を一つのシステム内
で和解させようとした試みでした。その方法とは、機密を扱わない別の空間を政府が直接所有してあら
かじめ開いておくことでした。発表された数字が示しているのは、参加規模までです。その上で作られ
たモデルが実際の作戦でなにを成し遂げたかはまだ記録にありませんが、足場の価値というのは、本来
そこに登る人が現れた後にはじめて測られるものなのです。

第2節 Alpha-1: ラベリングから試験評価まで集約した予算事業

Alpha-1は、組織名ではなく、予算事業の名称です。正確な表記は『Alpha-1 Development Activities』
で、事業要素番号はPE 0604133D8Zです。予算体系で見ると、この事業はBA 5、すなわちシステム開
発及び実証(System Development and Demonstration)段階に編成されています。研究の開始をはるか超
えて、実戦配置の直前段階に位置しているということです。

2026会計年度の要求額は、裁量予算441,821千ドルと調整義務予算140,749千ドルを加えて582,570千
ドルです。このうち義務予算140,749千ドルは、Replicator事業のような多域消耗性自律システムを支援
する統合支援者を構築するのに充てられます。Alpha-1要求額の約4分の1が、はじめから自律無人シス
テムを対象とした資金という意味です。

Alpha-1が生まれた理由は重複です。各軍と各機関がそれぞれデータを集め、それぞれラベルを付け、
それぞれテストツールを作ると、同じ作業にお金が何度も出てきます。そのように作られた成果物同士
は、相互に適合しません。そこで、本部が共通支援者とデジタルインフラストラクチャに中央から投資
する(invest centrally in common enablers)ということが、Alpha-1の設計原理です。

Alpha-1の予算は、あちこちに散在していた項目を集めたものです。以前は、別の事業要素(PE 
0604123D8Z)の下で『Project 081: AI/ML Scaffolding』という部門が人工知能支援基盤を担当し、2025
会計年度の金額は143.060百万ドルでした。この部門の資金がAlpha-1に吸収されました。そして、
Alpha-1内の詳細プロジェクトコードは、議会の助言に従い『Project 773: AI & Autonomy Enterprise 
Enablers』一つに統合されました。散在していた予算線を一本に集めて、どこにいくらが行ったかを議
会が追跡できるようにした措置です。

かつての部局名には『スキャフォルディング（Scaffolding）』という言葉がそのまま組み込まれてい
ます。国防部みずからこの予算項目の性格を建物ではなく仮設足場と規定したのです。モデルは各軍が
製作し、兵器は別の事業が調達します。アルファ-1が担当するのは、その前段階に必要な共用の足場で
す。

その足場の中には、相互に関連するいくつかの要素が含まれています。最初はデータを集め、ラベル
を付ける作業です。機械が学習するには、写真の物体ごとに『これは何か』という名札が付いていなけ
ればなりませんが、その労働を各軍が個別に行わないよう、本部が代行して支援します。次が開発パイ
プラインです。複数のクラウド上で民間アルゴリズムを軍内部へ安全に移行して訓練し、運用する開発・
セキュリティ・運用統合（DevSecOps）標準を供給する作業です。

次が試験評価（Test and Evaluation, T&E）ツールと手続きです。モデルの予測性能を測定し、霧や 
豪雨のような悪い条件下でも誤判定しないか確認する試験標準を策定して配布します。この試験評価機 
能はJATICという実体として具体化されます。ここに責任あるAI（Responsible AI, RAI）能力が並行し
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て追加されます。モデルの判断が軍の法令と倫理原則に適合しているか数値で検証できるツールと基準
 を構築する作業です。

その他はモデリングとシミュレーション、検証済みの新興モデルへのアクセス経路、そしてコンピュー
ティング費用と人材育成です。自律飛行や偵察を実機で毎回飛行させることはできないので、デジタル
環境内で繰り返し実行して状況を洗練させます。商用の大規模生成型モデルや軍固有の画像認識モデル
を非分類ネットワーク（NIPR）、秘密ネットワーク（SIPR）、上位情報ネットワーク（JWICS）にま
たがって安全に使用できるよう、標準的な通路を開きます。大規模計算を負担するのに難しい小規模企
業と軍内部開発チームのクラウド費用は本部が負担し、教育もあわせて提供します。

SUNetが外殻であれば、アルファ-1はその中身です。ラダ・プラム前CDAO責任者が公開討論でこの
二つの事業の関係をそう説明しました。非分類開発環境という空の部屋をまず作り、ラベリングとコン
ピューティングとエンド・ツー・エンド試験評価リソースをその部屋に持ち込んで仕事が回るようにす
ること、それがアルファ-1だということです。

この資金の流れには一つの哲学が基盤としてあります。プラム前責任者はアルファ-1資金を『われわ
れが何を作ることができるかという実際の価値を示す種銭』と呼びました。そしてその方式を『作れば
彼らが来る（Build it and they will come）』という言葉で要約しました。CDAOが先に経費を負担して
ラベリングと機械学習運用（MLOps）サービスを提供し、その価値が実証されれば、陸軍・海軍・空
軍が自らの予算を持ってきて利用料を分担する費用分担（cost sharing）構造に広げていくという構想
です。

この費用分担構想には論点が一つ付きまといます。国防部の研究開発予算の大部分は各軍が握ってい
ます。本部事務局予算はそれに比べると小さいのです。そのため、CDAOが使える梃子は命令ではなく
誘因です。共用の足場をまず敷いておき、これを使う側が増えれば費用を分担させるという方式は、権
限が弱い組織が選び得る現実的な手段です。しかし、ここに弱点が付きまといます。各軍が来なければ、
種銭はそのままサンク・コストになってしまうからです。

各軍が実際にいくら分担したか、何個の部隊がアルファ-1サービスを決算して使用しているかは、公
開資料には出ていません。しかし、分散した予算線を一本にまとめ、本部が種銭をまず使うこの設計自
体が、各軍の財布がまだ十分に開かれていないことの傍証と見えます。命令ではなく誘因が必要だとい
うことは、放っておいては来ないという意味だからです。

アルファ-1は国防部のデータ基盤の上に立っています。その人工知能戦略文書とAdvana（アドバナ）
関連 memorandum（国防部内部の公式文書）は2026年1月に発表されました。

memorandum の構造には一般的な誤解が一つあります。memorandum は国防データプラットフォー
ム（War Department Data Platform, WDP）と財務管理用として残るAdvana、そして WDP 上で動作す
る応用サービスを、相互に異なる層として分離しています。Advana という名称が WDP に置き換わっ
たかのような説明は、この区別を消してしまいます。会計監査を支えてきた機能と、作戦データを扱う
新しいプラットフォーム、そしてその上に乗る応用サービスを同じ名前で束ねることはできません。ア
ルファ-1 が担当するラベリングと機械学習運用（MLOps）リソースは、これらの層の中でデータプラッ
トフォームと応用サービス側に乗っかります。

3節 JATIC：モデルをテストする共有インフラと『正当化された信頼』
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JATIC は Joint AI Test Infrastructure Capability の略で、日本語では「合同AI試験インフラ能力」と訳
します。名前のとおり、モデルをテストする共用設備です。アルファ-1が担当する複数の足場の中で、
試験評価側を実際のツールとして実装したのが JATIC です。

CDAO は試験評価を四つの領域に分けています。モデル自体を測定する領域、モデルが他のシステム
と連動するときを測定する領域、人と機械が一緒に働くときを測定する領域、そして実際の作戦で測定
する領域です。JATIC が担当するのはそのうちモデルレベルの試験評価です。このステージで排除でき
なかった問題は、後の三つの領域で、はるかに高い代償を払った上でようやく明らかになります。

主力試験対象は、画像から物体を検出し分類するコンピュータビジョンモデルです。自動目標認識（
ATR）、情報・監視・偵察（ISR）、無人機（UAV）画像がその対象です。プロジェクト Maven の系
統にあるモデルたちです。JATIC はこれらのモデルを複数の指標で測定します。

最初に測定するのは性能、信頼性、スループットです。どの程度の的中率があり、どの程度の速さで
処理するかですね。その隣に信頼度キャリブレーションが付きます。モデルが『90パーセント確信して
いる』と言うときに、本当に10回中9回正解するのか、それとも根拠なく自信過剰なのかを数学的に確
認する指標です。ここに説明可能性が加わります。人間の分析官がモデルの判断根拠を読み解くことが
できるかを見るのです。

堅牢性は別立てで考える価値があります。豪雨や霧のような悪天候、そして敵が意図的に仕掛けた偽
装と欺瞞、すなわち敵対的変換（adversarial transformations）の下でもモデルが耐えられるかをテスト
します。その他の指標はデータセットの分布と偏差分析、ラベル衛生管理、そして試験評価レポートの
標準形式の自動生成です。ラベル衛生管理とは、モデルの推論結果を逆利用して、人間が誤って付けた
正解表（ground truth）の誤りを見つけ出して修正する作業を意味します。

いつテストを実行するかも設計の一部です。モデルは一度作って終わりではありません。新しいデー
タが入ってくると再度学習させ、そのたびに性質が変わります。JATIC は再学習が起こるたびに試験評
価が自動的に開始されるよう、ワークフロー管理ツールと連動しています。人間が忘れていても、テス
トは実行されるということです。

デプロイ方式も特異です。JATIC は重い専用システムとしてデプロイされません。軽い Python ライ
ブラリの形式です。PyTorch、Hugging Face、TensorFlow のように広く使われているツールとそのま
ま統合します。クラウドと高性能コンピューティング資産上でコードでインフラを構築する方式（
Infrastructure as Code）なので、数時間で構築できるとのことです。政府が重い標準を強要する代わり
に、民間がすでに使用しているツールに乗っかるという選択をしたわけです。

この共用試験インフラは規定の中にも根拠条項を持っています。自律武器体系指令（DoD Directive 
3000.09、2023年1月25日発効）は、CDAO の責務を別の項目として規定しています。その項目は、
CDAO が人工知能能力の試験評価実務に関するガイダンスを発行し、研究・工学担当国務次官（
USD(R&E)）および運用試験評価局長（DOT&E）とともに、試験評価および検証・確認に使用される
共通ツールとインフラを開発して使用する作業を調整するよう規定しています。JATIC はまさにその『
共通ツールとインフラ』に該当する実体です。

JATIC で実際に重みを持つのはツールより概念です。CDAO の技術陣は『信頼（trust）』という言葉
を軍事行政の中では使うべきではないと主張してきました。理由は三つあります。信頼は人間の疲労と
感情に応じて上下する状態であり、学界だけで300を超える定義が流通していて契約書や作戦要求書に
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書くことができず、機械を人間のように扱わせることで過信（overtrust）を招きます。過信は、機械が
静かに誤っているときに人間がそれに気付かないようにさせるのです。

その代わりとなる言葉が『正当化された信頼（Justified Confidence）』です。アルゴリズムを数値で
評価し、十分な証拠を積み重ねて、その機械がどのような条件でどの程度正確であり、どこで失敗する
かを知った上で運用に入る状態を意味します。信念の問題を証拠の問題に置き換えたわけです。

正当化された信頼は二つの類比で捉えられます。一つはプロジェクト Maven の初期経験です。ジャッ
ク・シャナハン中将（合同AI センター初代長官）によれば、Maven を導入した初日、システムを信じ
た兵士は誰もいなかったとのことです。しかし60日間の試験評価を通じて、エラーがどこでどのように
発生するかがデータとして蓄積されると、兵士たちはようやく機械を仕事のパートナーとして受け入れ
ました。信念が先に来たのではなく、証拠が先に蓄積され、信念がそれに続いたのです。

もう一つは従来型兵器の仕様書の類比です。軍はミサイルを配備するとき、致死確率（Pk）のような
数値を一緒に提供します。80パーセント兵器を80パーセントだと知って使うことと、100パーセントだ
と思い込んで使うことはまったく異なることです。AI モデルもこのように仕様書で明記されるべきで
あるというのが、正当化された信頼の実務的要求です。この検出モデルは晴天時には80パーセント、霧
の日には30パーセントまで低下するという限界をデータカタログに記しておけば、人間は機械に期待す
る程度を調整できるのです。

しかし、ここで一つの論点が生じます。限界を正直に書けば、そのモデルはより低い印象を与えます。
濃霧下30パーセントという数字が仕様書に記載された瞬間、そのモデルを購入しようとしていた部隊は
躊躇するようになります。テスト基盤を共用で敷いておくことと、その結果をありのままに公表するこ
とは、相互に異なる決断です。前者は予算の問題であり、後者は組織文化の問題なのです。

JATICが実際にどのようなモデルを何件試験し、そのうち何件が不合格だったか、その台帳は公開さ
れていません。それでも再学習が起きるたびにテストが自動的に実行されるよう作業フローに組み込ま
れており、ガイドラインにまで根拠を置いた設計を見ると、正当化された確信は標語に終わるものでは
なく、実際の門戸として機能するように作られていると見るのが事実に近いです。残る問いは、門戸が
あるかないかではなく、ふるい分けた結果を組織がありのままに公表するかです。

第4節 Replicatorは誰のビジネスか――国防革新ユニットとCDAOの境界

Replicatorのオーナーは国防革新ユニット（DIU）です。Replicatorのソーシングと迅速な契約を指揮
する主体がDIUなのです。DIUはCommercial Solutions Opening（CSO）やOther Transaction Authority
（OTA）のような柔軟な調達手段を通じて、民間の自律性技術を軍側へ迅速に引き込みます。CDAOは
このビジネスの契約主体ではありません。

Replicator 1号が目指したのは、インド太平洋地域における中国の数的優位を相殺することであり、
その手段として選んだ領域が自律性です。132の民間企業がこのビジネスに参加し、異なる機種の無人
体系が一緒に動作する協働自律性（collaborative autonomy）を目標としました。132という数字は、米
国政府側の資料に記載された値です。よく一緒に言及される「18カ月から24カ月以内に数千機」とい
う目標値は、原文の出所が把握できないため、確定された計画というより、ビジネスの野心を示す概算
値として置く方が事実に近いです。

では、CDAOは何をしたのでしょうか。CDAOが行ったことは、デジタル有効化者（digital enablers）
という言葉でまとめられます。その一つがデータスプリントです。各軍が無人体系モデルを訓練させよ
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うとしてそれぞれデータセットを作成すれば、同じお金が何度も使われます。CDAOが介入して自律性
関連データを一つの共通データセットに集め、それを参加企業に先に提供する作業を担当しました。

もう一つは前節で見たAlpha-1予算です。その中の拘束予算140,749千ドルが自律体系用の統合有効化
者に配分されているという事実を改めて思い起こしてください。このお金で、ドローンが標的を認識す
るために必要なラベリングサービス、機械学習運営スタック、およびSUNet非分類環境がReplicator参
加主体に供給されます。武器を買うお金と武器を知的にするお金が異なるビジネス番号に記載されてお
り、後者の番号を握っているのがCDAOです。

残る一つは標準の問題です。ベンダーが技術独占を口実に戦術データを自分のシステム内に閉じ込め
ることができないよう、契約書にOpen DAGIRの相互運用標準アプリケーション・インターフェース（
API）準拠を要件として記載します。データ層は政府が所有するという原則が無人体系調達にもそのま
ま適用されるのです。事態が起きた後に縛るのではなく、買うときにあらかじめ条項として縛っておく
方式です。

二つの組織の境界は、逆さになった三角形に例えることができます。三角形の尖った下端がDIUです。
戦闘現場と民間技術が接する接点に立って、商用的解決策を素早く見つけてプロトタイプにします。広
い上部がCDAOです。そのプロトタイプを全社的レベルの構造確認とセキュリティ標準、ライセンス統
合を経て、国防省全体が常時使用できる規模に拡大します。前者が速度であれば、後者は規模です。

指揮系統でも二つの組織は一つのラインに集約されました。両者とも主要参謀補佐官（Principal
Staff Assistant, PSA）の地位を保ちながら、国防省最高技術責任者（CTO）の下に編成されました。こ
の編成は2025年と2026年にかけての組織改編の流れの上にあります。革新組織を分散させずに一つの
指揮系統の下に集めた措置です。

このように境界を引いた理由があります。迅速調達だけではプロトタイプはプロトタイプで終わりま
す。契約が速くても、その物が他の部隊のシステムと噛み合わなければ、一つの部隊のおもちゃに終わ
ります。逆に規模拡張だけを先行させれば、何も始まりません。標準をすべて整えた後で買おうという
言葉は、実際のところは買わないでおこうという言葉と大きく変わりません。二つの組織を分けておい
たのは、この二つの失敗をそれぞれ異なる人に任せた設計だと私は読みます。

自律無人体系を扱う以上、規定の話を避けることはできません。自律武器体系ガイドラインは、自律・
準自律武器体系が指揮官と運用者に対して、武力使用について適切なレベルの人間的判断を行使できる
ように設計されるべきだと規定しています。同じガイドラインは、武器体系に組み込まれる人工知能能
力の設計と開発、配置と使用が、2020年2月21日に国防長官メモランダムとして採択された5つの人工
知能倫理原則、および責任あるAI戦略および実装経路（Responsible AI Strategy and Implementation
Pathway）に適合しなければならないと記載しています。5つの原則は、責任ある、公正な、追跡可能
な、信頼できる、制御可能なものです。2020年の原則、その原則を実務に落とし込んだ実装経路、お
よび2023年1月25日に発効した自律武器体系ガイドラインは、時点も性格も異なる三つのレイヤーであ
るため、一括りにしてはいけません。

詳細な台帳は今なお隠されています。DIUがReplicatorのために単独で請求した予算額および次段階
ビジネスの詳細計画、CDAOが実行したというデータスプリントの回数およびデータセット数、132社
のうち実際に契約に至ったところの数は公開資料には出ていません。それでも132社がこのビジネスに
集まったという事実だけを見ると、民間を召集する初期段階では、この方式が機能していると私は考え
ます。残る問題は召集した後の規模拡張であり、その役割は前で見たようにCDAOの足がかりにかかっ
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ています。

「境界」という言葉には摩擦がつきまとうものです。調達の速度を担当する組織と標準の一貫性を担
当する組織は、利害関係が常に同じではありません。DIUが急いで受け入れたベンダーがCDAOの標準
API条項の前で立ち止まることは、構造的に必然的に生じます。そのような摩擦は、国防省自身が発表
した文書と公開討論にはあまり掲載されません。ですから、このバイアスを念頭に置いて読む必要があ
ります。

四つの足場を重ね合わせると、CDAOという組織の性格が明確になります。この局は武器を作らず、
戦闘を指揮もしません。データにラベルを付け、開発の場を開き、テストする者に対し、他の組織のビ
ジネスに足がかりを提供します。目立つ仕事ではないため成果を誇りにくく、そのため予算を守るのも
難しいのです。足場を立てる組織が経験する構造的な困難はまさにここにあるのです。

弁護士

kimkj.com
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第10章 人と金：予算書に書かれたこと、書かれなかったこ
と

米国国防総省 CDAO(人工知能最高責任者)

米国国防総省の会計年度予算正当化書(Budget Justification Book)をはじめて開くと、ほとんどは数秒
で窓を閉じます。数百ページに表が延々と続き、表の最初のマスには人の名前も組織の名前もなく、10
桁ほどの記号が刻まれているからです。例えばPE 0604123D8Zのようなものです。ここでPEは事業要
素(Program Element)を意味します。国防総省がお金を入れておく小さな引き出しの名札だと考えれば
よいでしょう。

引き出しの名札の横には、通常数字が2つ並んでいます。前の会計年度にその引き出しに入っていた
金額、そして次の会計年度に入れると要求した金額です。2つの数字の差には、通常数行の正当化文が
付きます。なぜ増やしたのか、なぜ減らしたのか、減った金はどこへいったのか。

数字を見る前に一つだけ約束しておきます。ここに出てくる予算数値は、2026年度大統領予算要求
案とそれに付属する正当化書の表記をそのまま移した値です。ウォンに換えることもなく、物価を反映
して調整することもありませんでした。複数の引き出しの数字を勝手に足して『CDAO総予算』のよう
な項目を作ることもありませんでした。複数の会計を横断して合計を出すことは、それ自体が一つの解
釈であるため、原文を並べて対照しなければ危険だからです。

第1節 FY2026予算書でCDAOを見つける方法

一つのシーン。2026年度予算正当化書でPE 0604123D8Zという引き出しを見つけると、去年の欄に
は382.96Mが、今年の要求欄には9.19Mが書かれています。ここでMは百万ドルです。3億8千万ドル台
から900万ドル台へと、引き出し1つがほぼ空になりました。この会計は、CDAO、すなわち最高デジタ
ル及び人工知能事務局(Chief Digital and Artificial Intelligence Office)が長く使ってきた実証事業会計だっ
たのです。

予算書だけをざっと見ると、ここではこう読みやすいのです。事務局が崩壊したのだな。ところが、
そう読むと間違っています。引き出しが空になった時は、中にあった物が捨てられたのか、それとも別
の引き出しに移されたのかをまず見なければなりません。この会計が急に減ったのは事業が失敗したか
らではなく、予算の線を引き直したからです。

どう引き直したかというと、会計の中にあった下位事業が複数の会計に散らばったのです。最高技術
責任者の職務と連動した項目が消え、人工知能と機械学習を支える足場項目と人材管理項目はそれぞれ
異なる事業要素に移されました。引き出し1つが空になったのではなく、引き出し棚全体を引き直した
わけです。これを見落とすと、予算書は常に衰退の物語としてのみ読まれます。

米国国防予算には基本文法が1つあります。国防総省のお金には色があります。研究開発試験評価
(Research, Development, Test and Evaluation)予算、調達(Procurement)予算、運用維持(Operation and
Maintenance)予算が代表的ですね。研究開発予算で買ったものは研究開発にのみ、運用維持予算で買っ
たものは運用維持にのみ使用します。色が違うお金を混ぜると会計違反になります。

この規則は戦艦と戦車と戦闘機を買い整備していた時代に作られ、今も変わらず生きています。次の
文法は予算活動(Budget Activity)という区分です。研究開発予算の中でも基礎研究か、応用研究か、実
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証かに応じて番号が変わります。この番号は、そのお金がどのような性質の仕事に使われるかを議会に
知らせる標識です。

2026年度予算書で事務局を見つける時に注目する番号が1つあります。BA-08です。ソフトウェアと
デジタル技術のために別途作った予算活動ですが、従来の研究開発段階の区分に従いません。ソフトウェ
アの開発と運用を1つの会計内で継続して支援するために作られた試験的な会計ですね。

2026年度要求案で事務局の側にはPE 0608140D8ZというBA-08会計が新たに生まれました。規模は
402,783,000ドルです。この会計が担当するのは2つです。アドバナ(Advana)プラットフォーム、および
SUNetという未分類開発環境です。SUNetは認可されない者も入って開発に参加するよう設計された空
間です。

移動がもう1つあります。これまで運用維持予算に縛られていたアドバナ運用費385,576,000ドルが丸
ごと外れて研究開発BA-08会計に移されました。プラットフォーム1つが運用維持会計から研究開発会
計に引っ越したわけです。この引っ越しが何を意味するかは、次節の制度改革の話で続きます。

混乱しやすい用語が1つあります。2026年1月9日付で署名されたアドバナ関連の覚書(国防総省内の
公式文書)は、アドバナを国防データプラットフォーム(War Data Platform)に名前だけ変えた文書では
ありません。この覚書は、国防データプラットフォーム、財務管理用アドバナ、そして国防データプラッ
トフォーム上で動く応用サービスを異なる層に分けています。予算書の1行に『アドバナ』と書かれて
いるからといって、そのお金がこの3つの層のどこにいくら配分されるかが自動的に決まるわけではあ
りません。

人工知能戦略文書とアドバナ覚書は2026年1月9日に署名され、3日後に公開されました。

3番目の引き出しはアルファ-1です。ラベリングから試験評価まで人工知能開発の雑用を一まとめに
した事業であり、事業要素番号はPE 0604133D8Z、2026年度要求額は582,570,000ドルです。前の実証
会計が3億8千万ドル台から900万ドル台に減る間、アルファ-1は5億8千万ドル台に膨れました。2つの
数字を並べてみると、お金は消えたのではなく、別の引き出しに再び現れたのです。

アルファ-1の中には注目すべき項目がもう1つあります。140,749,000ドルがレプリケーター
(Replicator)の共通データラベリングパイプライン構築に配分されました。レプリケーターは自律システ
ムを大量配置するという事業であり、主管は国防革新部隊(Defense Innovation Unit)です。事務局はこ
の事業の主人ではありません。

では、この予算線は何を示しているでしょうか。事務局がレプリケーターに入る共通配管、すなわち
データを整理して名札を付ける基盤を代わりに敷いてくれるという関係です。事業の方向と物量と日程
は国防革新部隊が握り、事務局はアルファ-1と共通基盤の側で力を発揮します。予算書は組織図が語ら
ないこうした役割分担をしばしば、より正確に明らかにします。

4番目の引き出しは人です。運用維持予算の人件費項目を見ると、事務局の定員が常勤換算職員
(Full-Time Equivalent)基準で12名増えると書かれています。215名から227名になります。ここに付い
た人件費純増は3,000,000ドルです。正当化文言は、この人員が戦闘員用アプリケーションとその支援
人員に配分されると明らかにしています。

運用維持予算の総額も見てみましょう。事務局の運用維持費は2024年度3,985万2千ドル、2025年度
4,501万5千ドル、2026年度要求4,745万3千ドルとなっています。軍隊の脳を再設計するという組織の
家計がこの程度であるという事実は、頭の隅に置く価値があります。
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調達明細書をめくってみると思いがけない行も出てきます。国防長官室の主要装備調達項目に『ウク
ライナアドバナ支援』という名前があり、前年度基準367万6千ドルが付いています。会計監査を助け
ていたデータプラットフォームが実際の作戦地域の意思決定にまで従ったという話が、宣伝文句ではな
く予算明細書1行として書かれているわけです。成果指標付録には監視対象の規模も書かれています。
国防権限法1260H条項に従って管理する中国の軍事関連企業リストは2024年度73社、2025年度134社、
2026年度要求基準190社へと増えます。

ですから、予算書で事務局を見つける方法は『CDAO』という名前を検索することではありません。
名前は複数の会計に散らばっており、会計番号も毎年変わるからです。代わりに、古い実証会計から外
れたお金がどこへ行ったのかを追い、BA-08という新しいソフトウェア会計に何が入ったのかを確認し、
アルファ-1という共通会計が何を吸い上げたのかを見守り、運用維持人件費の行で定員が何名増えたか
を数えなければなりません。この4つを重ね合わせて初めて事務局の実際の重みがぼんやりと明らかに
なります。

では、予算書に書かれていないのは何でしょうか。会計監査側ソフトウェアライセンス費用を最高財
務責任者組織と事務局がどのように分担しているのか、国防情報システム局が担当する統合火力網予算
が事務局会計とどのように精算されるのかは、予算正当化書に行として現れません。正当化書は各組織
が翌年度に使用するとして要求したお金を会計別に記す文書であるため、組織間を行き来して精算され
るお金は、そもそもこの表のマスに入ってきません。ですから、これらの項目は消えたお金ではなく、
表の外で精算されるお金として読むのが正しいでしょう。

予算書が語らないのがもう1つあります。契約職員の規模です。定員表の227名は国防総省が直接雇
用した人数であり、その傍で実際の労働力を提供する契約業者職員の数はこの表のどこにもありません。
米国国防組織で契約職員が正規定員を大きく上回ることが通常であることを思い出すと、227名という
数字は事務局が雇用する実際の人員の下限であって全部ではないと考えるのが正しいでしょう。

予算線には引っかからないながら文書には明らかに存在する任務もあります。2023年1月25日付自律
兵器指針DoDD 3000.09は事務局に具体的な任務を負わせます。自律及び半自律兵器システムに入った
人工知能能力とサイバーセキュリティを監視・評価すること、研究工学次官とともに倫理原則をテスト
可能な要求条件に移すこと、人工知能能力の試験評価慣行に関する指針を出すことがそこに明記されて
いるのです。

この責務を支える資金は、アルファ-1 アカウントに大きく組み込まれていると見るのが自然です。ア
ルファ-1 がラベリングから試験評価に至るまで、人工知能開発の後ろ仕事をすべてまとめたアカウント
であり、指針が事務局に任せた業務の要も、ちょうどその試験評価だからです。ただし、指針1つが全
体的に対応する専用の予算ラインが別に立っているわけではありません。組織の責務は指針に記され、
組織の体力は予算書に記されているのに、この2つはそもそも1行で重ねるように作られた文書ではない
ので、読者が手で重ねて置く必要があります。

韓国語の読者にとってこの話が重要な理由は、米国の制度が優れているからではありません。その引
き出しの構造が外からも読み取ることができるという点だからです。事業要素番号が付き、昨年と今年
の数字が並んで記され、減少した理由が文章で正当化されます。だから外部の人も、この組織が崩壊し
たのか移転したのかを検証することができます。私たちの国防デジタル事業について同じ質問を投じる
ことができるような資料が公開されているかどうかは、また別の問題です。

第2節 PPBE改革：ソフトウェアを戦車のように購入するから生じる問題
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今度は予算書ではなく、改革提案書を展開します。2026年度予算要求とともに提出された予算柔軟
性提案文書があります。この文書が言っていることは、結局1つです。現在の予算制度は戦車を購入す
るために作られたものなので、ソフトウェアを購入するには適していないということです。

制度の名前から見ていきましょう。PPBEは計画、プログラミング、予算編成、実行(Planning,
Programming, Budgeting and Execution)の頭文字です。国防総省が何をするかを決定し、それを事業と
して組立て、資金を充てて、実行する4段階の手順ですね。1960年代に作られたので、60年以上経った
枠組みです。

この枠組みは1つの前提の上に立っています。私たちが購入しようとしているものは、設計がまず確
定され、複数年にわたって作られ、完成すれば長く使うという前提です。軍艦と戦車と戦闘機がそうで
す。しかし、ソフトウェアはこの前提をまったく満たしていません。設計は使いながら変わり、完成と
いう状態がなく、長く使うには常に修正が必要だからです。

提案書は具体的な対比を1つ示しています。国防総省は90日周期で指揮統制実験(グローバル情報優位
実験、GIDE)を行っており、ウクライナ戦線の戦術ソフトウェアは2週間単位で変わると述べています。
しかし、予算は数年先を見越して編成され、一度決まれば会計年度内では方向転換が難しいです。速度
の差が数倍ではなく、けた違いの単位で開いているのです。

最初のボトルネックが『カラーズ・オブ・マネー(Colors of Money)』です。ソフトウェア1つを見れ
ば、新機能を作る仕事は研究開発で、部隊に配備して増やす仕事は調達であり、毎日運用して修正する
仕事は運営・保守です。しかし、この3つは同じチームが同じ週に一緒に行う仕事ですね。色が違うお
金を混ぜることができないという規則が、1つの連続した作業を3つに切り分けてしまうのです。

2番目のボトルネックは、threshold以下予算の再配分(Below Threshold Reprogramming)です。定め
られた金額以下では、議会の事前承認なしに予算を流用できるようにした余裕分を言います。問題は、
その限度額が昔の金額に固定されているという点です。物価は上がり、事業規模は拡大しましたが、自
由に動かせる金額は同じままなので、少ないお金を状況に合わせて動かそうとしても、長い事前承認手
続きを踏まなければならず、その間に時期を逃してしまいます。

3番目のボトルネックは、予算ラインアイテム(Budget Line Item)の細分化です。お金を細かく分割す
れば統制は容易になりますが、活動の幅は失われます。ここに1年単位の予算利用可能性が重なると、
見覚えのある風景が現れます。会計年度が終わる前に残ったお金を急いで使う年末消耗戦ですね。残す
と翌年に削られるので、必要なくても使ってしまいます。

4番目のボトルネックは、予算システムそのものです。国防総省の財務データは、異なる数千のデー
タセットと旧型の財務システムに散在しています。だから、この瞬間にどのアカウントに幾ら残ってい
るのかを1つの画面で見ることが難しいです。この状態は会計監査失敗のリスクと直結しています。ア
ドバナが会計監査を支援するプラットフォームから出発したという事実が、ここで再び意味を得ていま
す。

では、提案されている解決策は何でしょうか。解法は4方向に広がります。第1に、ソフトウェア資金
の柔軟性です。提案書はこれを法律条項案SEC.8055と勧告事項11Aで束ねて提示しています。研究開
発と調達と運営・保守の区別をソフトウェアに限って取り払い、1つのソフトウェア予算ラインで開発
から運用まで全周期を通じて支援しようという内容です。
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前節で見たBA-08アカウントが、まさにこの発想の実物です。提案が紙の上の勧告で終わらず、予算
書のアカウント番号として現れたわけです。アドバナの運営費が運営・保守アカウントから研究開発
BA-08アカウントに移された理由もここにあります。プラットフォームを1つのアカウントに集約すれ
ば、開発と運用を分ける壁が低くなるからです。

第2に、再配分限度額の引き上げです。勧告事項8Aは、名目成長を反映して限度額を引き上げようと
述べています。提示された数字は、研究開発2,500万ドル、調達4,000万ドル、運営・保守3,000万ドル、
軍人給与1,500万ドルです。これに加えて、科学技術に該当する予算活動1番から3番までの資金は1億ド
ルまで自律変更を許可しようと提案しています。状況が変わった時に議会に再び問うことなく動かすこ
とができる余裕分を広げようという意味です。

第3に、資金の利用可能期間の延長です。軍人の永久配属費用と運営・保守予算の使用期間を1年から
2年に延長しようという提案であり、年末消耗戦の圧力を軽減する直接的な処方です。ここに勧告事項
10が付きます。予算ラインアイテムを5年から10年単位の長期ポートフォリオ周期で運用しながら、細
かく分割されたアイテムを統合しようという案ですね。

第4に、意外にも教育です。勧告事項27Aは、予算正当化書を書く財務と調達人材のための専用訓練
を導入しようと述べています。議会が読む文書をより上手に書かせようという話ですね。柔軟性を求め
るためには、そのお金をどこに、なぜ使うのかを説得力を持って書くことができなければならないとい
う認識が根底にあります。予算改革の半分が文書作成能力だとは、実務の匂いが濃く漂っています。

改革の道具として再び登場するのがアドバナです。提案書は、統合予算実行アプリケーション
(Consolidated Budget Execution Applications)の開発を述べています。次世代資源管理システムの予算
データをアドバナに接続して、予算実行状況を1つのウィンドウで見る初期運用能力段階を構築すると
いう計画です。2026年1月9日付のmemorandumが財務管理用アドバナを別途分離した理由もここにあ
ります。戦闘のためのデータプラットフォームと帳簿のためのデータプラットフォームは、同じ根から
分かれた異なる枝です。

改革を実行する人たちにも資金が付きました。運営・保守基本予算調整により、事務局に300万ドル、
費用評価およびプログラム評価組織に124万ドル、最高財務責任者室に620万ドルが改革専用に編成さ
れました。3つの組織に付いた金額の差異も読む価値があります。予算改革の重心は財務組織にあり、
事務局はデータ側から支援しています。

もちろん、これらの提案がそのまま法制化されたと言うのは時期尚早です。提案書は提案書に過ぎず、
各軍がどのように反応したかまでこの文書は含んでいないからです。しかし、BA-08アカウントがすで
に予算書に実物として現れたという事実は、この改革が紙の上の勧告にとどまらず、最低限1つのアカ
ウント分は帳簿に移ってきたことを示しています。提案全体の運命は分かりませんが、方向性だけは既
に予算ラインに乗り始めたと読む方が正しいです。

ここに残された争点は、柔軟性と統制のトレードオフです。カラーズ・オブ・マネーの壁と低い再配
分限度額は非効率の原因ですが、同時に議会が行政府の支出を監視する取っ手でもあります。壁を取り
払えば速度が増し、監視は難しくなります。ソフトウェア1つのアカウント内で開発と運用と配備が混
在すれば、外から見ている人は、そのお金が何に使われたかを事後にしか知ることができません。それ
でも、この提案が柔軟性側に重みをかけたことは明らかです。速度を得る代わりに監視を事後に遅延さ
せるという選択ですが、2週間単位で変わる戦線ソフトウェアのスケジュールを考えると、国防総省と
しては避けがたいトレードオフだったと考えます。
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第3節 人材をどこから調達するのか：オンデマンド学習プラットフォームと『War
Force』採用

今度は採用公告を見ています。米国連邦政府の採用ポータルに掲載された公告には、通常、分かりに
くい略語と等級記号が満載されています。しかし、防衛部門から投稿されたあるソフトウェアエンジニ
アの公告は、文章が異なっていました。あなたは実際の技術製品を設計・製造し、実際の戦術ユーザー
の隣に座って問題を検討することになるでしょう。このような文章でした。官僚制の文書のトーンでは
なく、民間技術企業の採用公告のようなトーンでしたね。この公告に14,433件を超える応募が寄せられ
たと発表されました。

この公告が出た背景には、数字に表れる格差があります。人材検索会社ハイドリック・アンド・スト
ラグルス(Heidrick & Struggles)の年次報告を引用すると、熟練した人工知能専門家の年俸は60万ドルか
ら130万ドルの水準で示されています。政府の給与上限はその半分程度だという指摘が一緒に出ていま
す。この格差は国防総省だけで給与表を修正して埋めることはできません。だから道は2方向に残りま
す。外から人を連れてくる手続きを変えるか、中にいる人を教育するか。

中にいる人から教えるほうです。『デジタル・オンデマンド(Digital On-Demand)』という学習プラッ
トフォームがあります。マサチューセッツ工科大学ホライゾンの学習ライブラリを国防総省の構成員に
無料で開く方法です。アクセスは空軍と宇宙軍が共同運営するデジタル・ユニバーシティ・ポータルを
通じて行われ、.milで終わる公式メールでログインします。対象は現役と軍文官全体です。

扱うテーマは生成型人工知能、モノのインターネット、5世代移動通信、エッジコンピューティング、
サイバーセキュリティ、ビッグデータ分析といったものです。講座は一口サイズに切り分けられた短い
学習資産で構成されています。数週間の正規教育と異なり、勤務中に時間を割いて一つずつ習得する形
式です。技術を扱う人材を新たに採用することが難しければ、技術を知らない人材を少しずつより知識
が深くなるようにしようという発想です。

出発日の一つは批判的に読む必要があります。あるサマリーでは2026年7月13日の正式な出発と記載
されていますが、同じ日付に事務局の指導部人事も並んで掲載されており、その人事を支持する記録は
別にありません。一つの日付に二つの事件が重なって付着したこのような表記は大抵は後から合わせた
ものなので、ここでは長が誰に変わったのかも、出発が正確にいつだったのかも棚に上げて、プラット
フォームがすでに構築され稼働しているという事実だけを受け入れることにします。

効果について発表された数値があります。1,200人を対象にした試行教育では、91パーセントが理解
度が高まったと答え、97パーセントが自分の役割に合った内容だったと答えました。しかし、この二つ
の数字は満足度調査の結果に過ぎません。講座が充実していたという回答であり、部隊がより良く戦え
るようになったという指標ではないので、教育の実際の価値はこの数字よりもずっと低く見積もってお
くのが安全です。

学習プログラムは種類が多数あります。一つは調達担当公務員を対象とした課程です。人工知能事業
を理解し、機械学習運用（MLOps）が何であるかを理解した状態で契約書を作成するよう教えます。
人工知能を作る人ではなく、購入する人を教えるのです。契約担当者が技術を知らなければ、契約書が
技術に追いつかないからです。

もう一つは国防ベンチャーフェローシップ（Defense Ventures Fellowship）です。選抜された人材を
ベンチャーキャピタルと技術スタートアップに一定期間派遣して働かせる事業であり、戦略資本室がこ
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れを主導します。三番目はSMART奨学金制度です。24分野の科学、技術、工学、数学の学士号、修士
号、博士号課程の学費を支援し、支援を受けた期間と同じ期間だけ国防部軍務員として義務服務させる
制度です。2026会計年度に450人から500人規模を新たに選抜する予定だと記載されています。

今度は外部から連れてくる側です。「War Force」という名前が付いた採用事業があります。連邦人
事管理局が運営する技術人材採用体系「Tech Force」の下に国防組織専用として新たに作られた部門で
す。目標は熟練したソフトウェアエンジニア数百人を迅速に採用することです。彼らの配置先として二
つの場所が指名されます。一つは最前線の戦術任務を支援するチームで、もう一つは最高財務責任者組
織の会計監査修正チームです。

二つの配置先が一つの公告の中に並んで記載されているという点は注目に値します。戦場のソフトウェ
アと会計帳簿のソフトウェアを同じ採用事業で採用しているからです。監査可能性と戦闘速度という相
互に対立する二つの要求が、人事においてはむしろ一人の技術者によって結びつきます。データを扱う
ことができるエンジニアは両方の場所で必要です。この事務局は武器を製造する組織というより、武器
を製造する組織と資金を計上する組織が同じ配管を使うようにする組織に近いです。

採用のスピードを加速させるメカニズムもあります。2026年1月9日付の人工知能戦略文書には「
Wartime CDAO（戦時CDAO）」という表現が登場し、通常の公開採用手続きを経ない特別採用および
報酬権限が一緒に言及されます。通常の公務員採用の長い手続きと給与表を回避できる権限です。この
文書は1月12日付の公開経路を通じて外部から読むことができるようになりました。この権限が何人に
いくらの給与で適用されたのかまで文書が明かしてはいませんが、「戦時」という名前をあえてつけ、
通常の給与表を回避する道を別途開いたこと自体が、国防部が通常の手続きでは望む人材を確保できな
いと自ら認めた信号として読み取ることができます。

人材政策には資金が伴います。運営維持基本予算において事務局人事管理室の分として6,989,000ド
ルが純増し、フルタイム換算職員30名が増員されると記載されています。そして前の節で見た項目が再
び登場します。戦闘員用アプリケーションを製造するエンジニアを確保するための3,000,000ドルと12
名の定員増員、予算書の詳細活動グループ06の下に配分されたその項目です。

ここで計算に注意が必要です。前に出てきた12名と300万ドル、そして今見た12名と300万ドルは同
じ項目のように見えます。どちらも戦闘員用アプリケーションに付属した同じ額なので、予算書を複数
の角度からまとめると一行が二度引用されたと読むのが自然です。人事管理室の分として増員された30
名は組織単位が異なるため、この12名とは別である可能性が大きいです。したがって、これらの数字を
すべて加えて事務局の人員がこれだけ増えたと言うと、同じ資金と同じ人物を二度数えるという一般的
な誤りに陥ります。

もちろん予算書の外に漏れ出る数字もあります。監査修正チームに実際に配置された人員、学習ライ
ブラリーの年間ライセンス費用とその分担主体、交替制勤務または官民人材交換の規模は、これらの文
書には行として捉えられていません。ただし、これらは人材政策の骨格というより運用仕様であり、大
きな図を読むには欠けても支障のない脚注に近いです。

最後に国防部が掲げた一文を見ます。国防部は300万人に達する構成員が人工知能と新興技術を安全
かつ責任をもって扱えるよう共通の言語を構築すると発表しました。300万人は国防部構成員全体を指
す目標値であり、実際に講座を受けた人員ではありません。共通の言語という目標は、生成型人工知能
を部局全体に開く試みと接しています。
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人と金は組織図に見えない層です。どの国でも新しい組織を作るときは、まず任務と権限を書きます。
しかし、その組織が実際に何ができるのかは、予算書の勘定番号と定員表の数字に書き込まれます。米
国国防部はソフトウェアを戦車のように購入していた方法を変えるために新しい勘定番号を作り、予算
の色分けの壁を低くすることを提案し、給与表を回避する採用権限を取り出しました。この三つのステッ
プが最終的な勝利につながったと言うには時期尚早です。しかし、どれもが紙の上のスローガンではな
く、勘定番号と定員行と採用公告という実物としてすでに現れている以上、方向としては簡単に元に戻
しがたいところまで来たと見ます。

ここで私たちが留意すべきことは成功事例というより質問の目録です。我が国防ソフトウェア事業の
資金はどの引き出しに入るのか。開発と運営が異なる色の資金に分かれているのか。会計年度の終わり
に残った資金はどうなるのか。技術を知る人を採用する手続きには何ヶ月かかるのか。その人たちの定
員はどの文書に記載されるのか。これらの質問に答える資料が公開されているかどうかからが出発点で
す。

弁護士

kimkj.com



83 - 金京鎮弁護士

第11章 プロジェクト・メイブンからCJADC2へ：標的認識
が指揮統制へ進化するまで

米国国防総省CDAO（人工知能最高責任者）

第1節 コンピュータビジョンから始まった仕事：Mavenの本来の課題

2017年4月、米国国防総省内に「アルゴリズム戦争横断的機能チーム」（Algorithmic Warfare
Cross-Functional Team、AWCFT）が創設されます。人々はすぐにこの組織をプロジェクト・メイブン
（Project Maven）という別名で呼ぶようになりました。最初に与えられた仕事は新しい兵器を作るこ
とではありませんでした。偵察機と無人機が撮影した映像を、人間の代わりに機械が読み取るようにす
ることだったのです。

当時、前線に配置されていた情報・監視・偵察（Intelligence, Surveillance, Reconnaissance、ISR）
資産は、1台が1日に数テラバイトの映像を生成していました。これほど多くの映像を人間が1つ1つ座っ
て再生しながら標的を読み取らなければなりませんでした。分析官は画面の前で疲れ果て、人員はいつ
も不足していました。

本当に深刻な問題はその次にありました。人間が処理できる量には限界があるため、撮影された映像
の大部分は誰にも見られないまま保管庫に積み重ねられていました。高価な資産が苦労して集めたデー
タがそのまま忘れられたということです。データは存在するのに誰も見ていない状態。国防総省がデー
タサイロと呼んだ現象の目に見える顔がまさにこれだったのです。

Mavenが最初に取り組んだ課題がここから生まれます。畳み込みニューラルネットワーク（
Convolutional Neural Network、CNN）というコンピュータビジョンアルゴリズムを映像判読に適用す
る仕事だったのです。コンピュータビジョンは、機械が画像と映像内の対象を認識するようにする技術
です。課題は3つに分かれていました。映像内の人間、車両、地上設備を自動的に検出する検出（
detection）、その対象が何であるかを識別する識別（identification）、それが地図上のどの座標に位置
するかを付与するジオタギング（geotagging）です。

1つ明確にしておきましょう。Mavenは最初から指揮統制システムとして設計されたものではありま
せん。映像判読の自動化という限定的な問題から始まったのです。限定的に始まったこのツールがどの
ような道を歩んで広い指揮統制システムへと成長したのか、その経路を1つ1つたどっていきます。

では、最初の成績表はどうだったでしょうか。ジェーン・ピネリス博士（Dr. Jane Pinellis）は、
Mavenの初実戦テストと配置がソマリアで行われたと回想しました。そして初期のコンピュータビジョ
ンモデルの精度は「50%未満」だったと証言しています。コインを投げるより劣っているレベルだとい
うわけです。

ここで2つの指標の名前を覚えておくとよいでしょう。適合率（precision）と再現率（recall）です。
適合率は、機械が「これが標的である」と言ったもののうち、実際に正しかった割合です。再現率は、
実際の標的のうち、機械が見落とさずに検出した割合です。しかし、この2つを同時に上げることは困
難です。一方を上げると、もう一方が下がることが多いのです。精度だけを出して発表する論文がなぜ
危険なのか、ここで推察がつきます。
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精度が50%に満たないツールがなぜ現場に配置されたのでしょうか。ここでドリュー・クッコル大佐
（Colonel Drew Cukor）のアプローチが登場します。彼は完成したモデルが得られるまで配置を遅延さ
せるという従来の調達方法を拒否しました。不完全なソフトウェアであっても、まず実際の戦術ネット
ワークに導入し、現場からのフィードバックと実データを受け取ってモデルを再学習し、再配置するサ
イクルを推し進めました。このサイクルを「フィールド・トゥ・ラーン」（field-to-learn）と呼びます。

そのサイクルが実際に何をもたらしたかは、ピネリス博士の告白によく表れています。彼は初年度の
予算とエネルギーを、ひたすら検出と分類性能を向上させることに費やしたと述べています。しかし、
現場で兵士たちのそばに座って実際の業務の流れを観察してみると、状況はまったく異なっていたそう
です。戦闘員が心から望んでいたのは、1つの個体を検出することではありませんでした。その個体が
地図上で動く経路を見落とさずに追跡する追跡（tracking）だったのです。つまり、アルゴリズムの仕
様そのものを書き直す必要があったということです。

この方向転換には教訓が1つ種のように含まれています。技術チームが正しいと信じた指標と、現場
が実際に必要とした指標が食い違っていました。そしてその食い違いは、会議室ではなく現場に座って
こそ初めて明らかになったのです。性能曲線が着々と上昇している間にも、ツールはいくらでも役に立
たないものであり得るのです。このプロジェクトはその事実を自らの予算を使いながら学びました。

信頼の問題も同じ現場で解決されました。ジャック・シャナハン中将（Jack Shanahan）は、Maven
が配置された初日、このシステムを信頼していた兵士は1人もいなかったと証言しています。しかし、
エンジニアと戦闘員が並んで座ってコードを継続的に修正し、機械がどこで間違うかを示す予測失敗の
分布を兵士たちにそのまま見せながら、約60日間を一緒に過ごすと、雰囲気が変わったそうです。兵士
たちがこの機械がいつ間違い、いつ正しいかをデータで判断できるようになったということです。シャ
ナハン中将は、こうして作られた状態を「正当化された信頼」（Justified Confidence）と呼びました。

「正当化された信頼」という言葉を少し立ち止まって考えてみます。この言葉は「無条件に機械を信
頼しろ」という要求ではありません。機械の誤差分布を隠さずにすべて明らかにしたときにこそ、人間
がその機械をどこまで信頼するかを自らが決定できるということです。人間の介入ルールについて論じ
るとき、ルール条項よりも先に必要なのは、まさにこの誤差分布の公開だと考えます。

回顧発言を音声からテキストに転写する過程で、人名がしばしば破損します。クッコル大佐の姓は「
Kukor」「Cuckor」、さらには「Cougar」と様々に表記されています。企業名のパランティア（
Palantir）が「Palunteer」と表記されている例も見られます。些細に見える誤字ですが、検索と相互検
証全体を崩壊させます。名前が間違っていると、その発言が他の文書とつながらなくなるからです。

公開資料には空白が残っています。ソマリア配置当時、どのような組織を標的にしていたのか、その
際の戦術的優位性をどのような指標で測定したのかについては、白書に記載されていません。進行中の
作戦の標的を隠すことは軍の長きにわたる慣行であるため、この沈黙は資料の不備というより作戦保安
から来ているものと思われます。2018年のGoogleエンジニアの抗議をめぐる企業内の意思決定記録も
外部に出ていませんでしたが、企業が機密性の高い契約交渉を公開しない慣例を考えると、これも例外
的なことではありません。

Maven、CJADC2、GIDE。これら3つの名前はしばしば1つのまとまりとして引用されますが、性質
はそれぞれ異なります。
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名称 性質 実行内容 所管 ────────────────────────────────────────────────────────
──────────────── Maven 標的分析システム センサー映像から標的を検出・識別・追跡し、 （事業/
製品） 座標を付与して地図に重ね合わせます 国防総省内のCDAO系事業 CJADC2 指揮統制構想 各軍と
同盟国のセンサー・指揮所・射撃手段を （概念/骨組み） 1つのデータフローでつなぎます 国防総省全
体 GIDE 実験 90日ごとに実データで上記の構想を （行事/手続き） 戦闘員とともに試験します 戦闘軍
団とCDAOの共同実施

Replicator（レプリケーター）もこれら3つの名前とよく混同して引用されていますが、所管は異なり
ます。事業の所管は国防革新ユニット（Defense Innovation Unit、DIU）です。CDAOが担う役割は、
Alpha-1（アルファ-1）をはじめとする共通基盤と試験評価関連の支援とされています。CDAOが
Replicator全体を主導しているわけではありません。

「最小実行可能能力」（Minimum Viable Capability、MVC）と「最小実行可能製品」（Minimum
Viable Product、MVP）は異なる言葉です。ここではMVC、つまり最小実行可能能力と表記しています。
なぜこの2つの表記が混在しているのかについては、第3節で別途説明します。

第2節 Mavenスマートシステム：センサーから射手までのクリック

1つの画面を思い浮かべてください。指揮所の大きなモニターに地図が表示され、その上に点と線が
重ねられています。衛星から送られてきた座標、無人機から送られてきた映像、地上レーダーが捉えた
信号が1つの画像に重ねられているのです。これが、今日のMavenスマートシステム（Maven Smart
System、MSS）が指揮官に見せる画面なのです。

センサーはいくつあるでしょうか。開発初期には、地上センサーと衛星を合わせて150個以上のセン
サーデータを処理するレベルでした。その後、統合を経て、170種類以上の異なるセンサーをリアルタ
イムで融合していると、開発・運用側は発表しています。この数字は開発・運用側の発表から来ている
ため、発表通りに転記します。

センサーの種類も非常に多岐にわたります。宇宙軌道の衛星、空中の偵察無人機、地上レーダー、信
号情報（Signals Intelligence、SIGINT）センサーが次々と登場します。ソーシャルメディアの投稿のよ
うな民間の非構造化情報も統合対象に含まれます。形式が異なる資料を1つの地図上に重ねるこの作業
を融合（fusion）と呼びます。

このシステムが支援する手順の名前はキルチェーン（kill chain）です。日本語では「撃滅サイクル」
といったところでしょうか。全部で6段階とされています。探索（Find）、位置固定（Fix）、追跡（
Track）、標的指定（Target）、交戦（Engage）、評価（Assess）の順序です。Mavenスマートシステ
ムはこの6段階全体を支援すると紹介されています。

各段階における機械の役割は次の通りです。コンピュータビジョンが映像内の人間、車両、装備を自
動的に検出し、その位置に地理座標を付与します。そして味方、敵軍、民間人を区別して表示します。
ここまでは、第1節で見た元々の課題を少し拡張したものです。

本当に新しい領域はその次から始まります。このシステムは1時間ごとに最大1,000個の打撃候補を自
動的に推奨するとされています。さらに進んで、どの武装が適切か、その武装を運ぶ航空機は何か、ど
の基地から離陸すべきかといった詳細まで組み合わせて提示するとのことです。同時に、周辺の味方部
隊とパートナー部隊の位置を検査して、副損傷（collateral damage）の可能性をフィルタリングすると、
開発側は説明しています。
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実際の武器体系と連携した記録も存在します。2020年にはポート・リバティでHIMARSに射撃命令を
送ることに成功したと記されています。2023年には砲兵火力統制システム（AFATDS）と直結され、作
戦に投入されたと言います。2025年6月には陸軍航空飛行計画システム（AMPS）のデータを共通作戦
状況図（Common Operational Picture、COP）の内部へ移行する機能が追加されました。2025年12月
には、リアルタイムニュースとソーシャルメディア監視ツールが統合され、世論の流れまでが地図上に
重ねられたと述べられています。

この年表を通して見ると、次のような流れが見えます。画像解析官が射撃命令を送る窓口となり、そ
の後、飛行計画と公開情報までを取り込む指揮統制画面へと進化しました。目標認識が指揮統制へと成
長した経路がここにあります。

操作方式も注目に値します。ユーザーはデータインフラの複雑な内部計算に直面することはありませ
ん。代わりに、民間のリアルタイムストラテジーゲーム（RTS）をするように地図を俯瞰して戦場を扱
うと記されています。かつては数百人の分析官が画面を交代で見守り、電話で連絡を取り、資料を作成
する必要がありました。現在はマウスを数回クリックするだけで、武装構成を承認し、砲兵部隊に砲撃
任務を電子的に送付します。

人員についての記述もあります。開発パートナーの筆頭アーキテクトとして紹介されたチャド・ウォ
リストは、インタビューで次のように述べています。かつて手作業で目標化サイクルを閉じるには、通
常2,000人規模の情報分析官が必要でしたが、今は同規模の作戦を20人で処理できるということです。
比較は非常に強烈です。ただし、この二つの数字がそれぞれどのような条件で測定されたのかは明らか
にされていません。彼の証言として受け止めるべきです。

ここで少し重い文章に取り組みます。人工知能が目標を推奨しても、最終的な打撃の承認は人間にあ
るという文です。資料には、人間がループの中にいる（human in the loop）か、ループの上で監督する
（human on the loop）という表現が一緒に出てきます。前者は人間の承認なしに次のステップには進
めない構造であり、後者は機械が自動で進行するが人間が監視して停止できる構造です。

この文は広告文句に留まりません。指針の言語でもあります。国防総省指令DoDD 3000.09『武器体
系における自律性』（Autonomy in Weapon Systems）は2023年1月25日に発効し、2012年版に置き換
わりました。承認者はキャスリーン・ヒックス国防副長官です。この指令の1.2.aは、自律・半自律武
器体系が武力行使に関して、指揮官と運用者が『適切なレベルの人間的判断』（appropriate levels of
human judgment）を行使できるように設計されるべきだと述べています。人間関与ルールのルーツは
ここにあります。

指令が求めるのは、もっともらしい宣言ではなく、一つ一つ実施すべき手順です。1.2.aは厳格なハー
ドウェア・ソフトウェア検証（V&V）と現実的な開発・運用テスト評価（T&E）を実施するよう述べ、
教義と戦術・技術・手順（TTP）を備えるよう述べています。それらの措置が確保すべき『十分な確信』
の内容も具体的に指定されています。実戦環境で敵が対抗策を使用する条件でも予想通りに機能するこ
と、指揮官と運用者の意図に合致した時間と地理的範囲内で交戦を終了すること、そうできない場合は
交戦を終了するか運用者の追加入力を受けることです。

運用者が見る画面についての要求も条文に含まれています。1.2.aは、人間と機械のインターフェイ
スが訓練を受けた運用者に直ちに理解されるべきだと述べています。運用者が何をすべきか、どこまで
を機械が自動で行うかが画面に明確であるべきという意味です。システムの状態を透明にフィードバッ
クすること、機能のオン・オフ手順を明確に提示することも一緒に記載されています。技術とデータ源
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が関係者に対して透明であり、監査可能であり、説明可能であるべきだという文も同じ条文にあります。

承認手続はさらに厳格です。1.2.cは、自律武器体系を正式な開発に投入する前に、政策担当国防次官
（USD(P)）、研究・工学担当国防次官（USD(R&E)）、統合参謀本部副議長（VCJCS）による承認を
必須としています。野戦配置前には政策担当国防次官、獲得・維持担当国防次官（USD(A&S)）、統合
参謀本部副議長の承認をあらためて受ける必要があります。既に承認されたシステムでも、アルゴリズ
ム、ミッションセット、運用環境、目標セット、予想される敵の対抗策が大きく変わる場合は新たな審
査を受けなければならないと記載されています。

例外も条文に記載されています。1.2.dは半自律武器体系、および施設または有人プラットフォーム
の局地防御のために運用者の監視下で物資目標を相手にする自律システムなどを上級審査の対象から除
外します。適用範囲そのものから外れる項目もあります。1.1.bはサイバー能力、武装していないプラッ
トフォーム、無誘導弾、地雷、武器体系ではない自律システムをこの指令の適用外とします。

では、メイブンはこの指令のどこに位置するでしょうか。メイブン・スマート・システムは武器では
なく、目標分析と指揮統制を支援するソフトウェアです。公開されている範囲では、このシステムは人
間に候補を提示するだけで、発射決定は人間が下します。したがって、DoDD 3000.09の上級審査条項
がメイブンに直結すると断定する根拠は、公開資料には記載されていません。だからといってこの指令
がメイブンと無関係なわけではありません。指令1.2.bは自律・半自律武器体系において人工知能能力
を使用する際に、国防総省の人工知能倫理原則に従うよう述べており、1.2.fはその原則を2020年2月21
日の国防長官覚書（国防総省内部の公式文書）から採択された5つのもので明示しています。責任があ
る（Responsible）、公正である（Equitable）、追跡可能である（Traceable）、信頼できる（Reliable）
、統制可能である（Governable）です。

CDAOの役割もこの指令内に記載されています。2.8はCDAOが自律・半自律武器体系の人工知能能力
とサイバーセキュリティを監視・評価し、国防長官に助言すると述べています。研究・工学担当国防次
官と共に人工知能倫理原則と責任ある人工知能戦略・実装経路を具体的でテスト可能な要件に変換する
こともCDAOの役割です。人工知能能力のテスト評価慣行に関する指針を発令すること、テスト評価と
検証に用いる共通ツールとインフラを研究・工学担当国防次官および運用試験評価局長（DOT&E）と
共に開発・使用することも同じ条文に記載されています。テスト評価共同インフラをCDAOが繰り返し
担当する根拠が、このように条文レベルに組み込まれています。

ここに一つの緊張があります。承認権が人間にあるという文と、承認がマウスを数回クリックで完了
するという文が、同じ資料に並んで述べられています。二つの文が相互に矛盾しているわけではありま
せんが、緊張した関係にあります。毎時間1,000個の候補が上がってくる画面の前で、人間の承認が真
の判断なのか、それとも形式的な確認手続なのかは、画面設計と時間的圧力によって決まります。

指令の言語に言い換えるとこうなります。『適切なレベルの人間的判断』という条文は、承認ボタン
があるかないかだけを問うのではありません。そのボタンを押す人間が何を知って押しているのかまで
問う文です。そうだとすれば、実際に検証すべきのは承認権が誰にあるかではなく、その承認の実質で
す。承認一件に人間が実際に何秒を費やすか、機械の推奨を却下した比率がどの程度かが、その実質を
測る指標となります。しかし、その数値は公開資料には記載されていません。

イラン上空での具体的な打撃目標、交戦成果の数値、メイブン内部アルゴリズムのパラメータも資料
に記載されていません。その空白は第4節で直接扱われます。



88 - 金京鎮弁護士

第3節 CJADC2と90日周期実験（GIDE）、および最小機能能力の宣言

2023年12月、キャスリーン・ヒックス国防副長官が一つの宣言を発表しました。指揮統制近代化事
業が最小機能レベルに到達したという宣言でした。あるインタビューでは、彼女はこの宣言を『去年12
月』『12ヶ月になる月』という表現で指し示しました。この宣言の対象となった事業の名前はCJADC2
です。

CJADC2は『連合合同全領域指揮統制』（Combined Joint All-Domain Command and Control）の略
です。陸・海・空・宇宙・サイバー領域を横断し、同盟国までを含め、センサーと指揮所と射撃手段を
一つのデータ流で結びつけるという構想です。冒頭の『連合』（Combined）は同盟国の参加を、『合
同』（Joint）は米軍各軍の統合を示します。名前の中に既に二重の統合が含まれています。

ヒックス副長官が宣言した内容は以下のようにまとめられます。指揮官が部隊流と部隊配置、そして
リアルタイム打撃サイクルの実行に必要な判断を、リアルタイムデータ融合の上で始めから終わりまで
完遂できる最小規格を確保したということです。完全に完成したという宣言ではなく、ようやく使用可
能な最小限に達したという宣言です。この区別が後に出てくる用語問題の核です。

この最小限を生み出した方法がGIDEです。GIDEは『全地球情報優位実験』（Global Information
Dominance Experiments）です。重要なのは周期にあります。ハードウェア兵器を購入するように数年
をかけるやり方を捨て、90日ごとに一度、実際の運用データを使って戦闘員と並んで座り技術をテスト
します。

なぜ90日という数字が重要なのでしょうか。このサイクルは失敗を計画そのものに組み込みます。
90日後に再び集まるという約束があれば、今回うまくいかない機能をわざわざ隠す理由が減少します。
第1節で見た『現場学習』が事業レベルで制度化された形がGIDEだと考えます。

参加司令部の変化も残っています。初期のGIDE IからIVまでは、北米航空宇宙防衛司令部(NORAD)
と北部司令部(USNORTHCOM)が主導して迅速革新経路を設計しました。2023年以降に再出発した
GIDE VからVIIIまでは方向が変わります。国防戦略が中国を『ペーシング・チャレンジ』(pacing
challenge)、すなわち速度を合わせるべき挑戦相手として定義したことに合わせて、インド・太平洋司
令部(INDOPACOM)と緊密に協力したと記されています。

この転換は、韓国語読者にとって見過ごせない事柄です。実験の重心が本土防衛からインド・太平洋
へ移ったことを意味するからです。ただし、その実験が朝鮮半島を具体的にどのように受け入れるのか
はまだ明確ではありません。それでも、重心がインド・太平洋に移った以上、朝鮮半島がその視野の外
にあると見なすのは難しいです。

GIDEには、北部司令部、戦略司令部(STRATCOM)、ヨーロッパ司令部(EUCOM)、アフリカ司令部
(AFRICOM)のデータ入力も水平に統合されています。各軍の既存事業もここに付け加わります。陸軍
のプロジェクト・コンバージェンス(Project Convergence)、海軍のプロジェクト・オーバーマッチ
(Project Overmatch)、空軍のC3BMがそれらの事業です。各軍が別個に作った指揮統制プラットフォー
ムのデジタル接続線を一つに束ねる作業です。

ここで用語問題を一つ解く必要があります。ヒックスの声明は、かつて『最小機能製品宣言』と訳さ
れましたが、その表記自体がすでに混乱の痕跡です。

2つの略語が混在しています。一つはMVP、『最小機能製品』(Minimum Viable Product)です。もう
一つはMVC、『最小機能能力』(Minimum Viable Capability)です。外部アナリストとパネルディスカッ
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ション進行者は、商業用語のMVPをしばしば混同して使用します。さらに、いくつかの韓国語翻訳テキ
ストは『Minimum Viable Capability』を訳す際に『最小機能製品』という言葉を付けました。翻訳段階
で概念が一段階ズレたのです。

ラダ・プラム(Radha Plumb)局長は、この二つの用語の境界をこのように分けました。最小機能製品
は、技術とソフトウェアのセットが動作することの事実さえ示されればよいというシリコンバレー式の
基準です。最小機能能力は、そこからさらに一歩進みます。実際の戦術画面の前に兵士たちが座り、そ
の道具で打撃サイクルの始まりから終わりまでを回し、火力を投射できるかどうかまで確認した状態を
意味します。

その違いが少し抽象的に聞こえるなら、このように読み替えてみてください。製品は『動きます』と
言います。能力は『これで任務をやり遂げました』と言います。ヒックス副長官の2023年12月の声明
が指したのは後者だというのがプラム局長の説明です。この区別は、官僚制度の中で予算と責任がどこ
に置かれるかを変えるものです。

したがって、ここでは『最小機能能力』(MVC)で表記を統一します。『最小機能製品』は、原資料の
混用が翻訳まで引き継がれた言葉です。

予算面は依然としてはっきりしていません。GIDEに累積でいくら投入されたのか、次のシリーズの
シナリオ日程がどのように組まれたのかは、公開予算書に別途記載されていません。ただし、GIDEが
より大きな指揮統制現代化事業に乗っかって進む実験である以上、その費用が別個の項目として分離さ
れて公開されるというより、上位の事業予算に埋もれている可能性が高いです。

第4節 中東戦域報道をどう読むべきか：単一根拠の取扱法

一つの画面から始めます。YouTubeチャンネル・サンドボックス(Sandboxx)にアップされたある動画
のタイトルはこうです。「America's MAVEN AI is running combat ops in IRAN.」米国のMAVEN人工知
能がイランで戦闘作戦を展開しているという意味です。この文は力強く、引用しやすく、だから広く広
がりました。

しかし、米軍がイラン上空の戦闘作戦でMAVENスマートシステムを運用して標的の推奨を受けてい
るとすぐさま言う根拠は、この動画一つだけです。他の文書がこの主張を支持していません。したがっ
て、これを事実として記述せず、『そのような報道があります』とだけ記述します。

メディアの性質も一緒に見る必要があります。この動画は国防省白書でもなく、議会報告書でもあり
ません。軍事専門YouTuber、アレックス・ホリングス(Alex Hollings)が進行し、途中に広告が付く商業
メディアコンテンツです。彼が間違っていると言うわけではありません。根拠のグレードが異なるとい
う意味です。

では、公式確認はどこまでだったのでしょうか。3月11日、米中部地域海軍司令官として紹介された
ブラッド・クーパー(Brad Cooper)提督がメディアに確認した範囲は3つです。米軍がイラン上空の戦闘
作戦を直接支援するため人工知能技術を運用中であること、兵士たちが殺到するデータの中での判断を
支援するため『さまざまな人工知能ツール』を使用して数秒で情報を分類しているということ、攻撃を
開始するかどうかの最終承認は人間が握っているということです。この発言の年は記載されていないた
め、日付は3月11日としてのみ記載します。
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この3つをもう一度読んでみてください。ここにないものが一つあります。『プロジェクト・メイブ
ン』という名前も、『メイブンスマートシステム』という名前もクーパー提督の口からは出ませんでし
た。彼は人工知能ツールを使用していると言っただけです。まさにこの空白が問題の核心です。

ホリングスもその空白を知っていました。提督が具体的な名称を明かさなかったという事実を、彼自
身が認めていました。それでもなお、彼はメイブンがすでに複数の戦闘司令部と統合参謀本部の指揮統
制の骨組みとなっているという状況を根拠として、その名前のない人工知能がメイブンスマートシステ
ムであることは「ほぼ確実である」(all but certain)と結論付けました。そしてその結論が動画タイトル
になりました。

このプロセスを一文に要約するとこうなります。官僚の確認は『人工知能ツール』というカテゴリー
で止まり、メディアの推論がそのカテゴリーに固有名詞を填め込み、タイトルはその推論を断定に変え
ました。そしてそのタイトルが再び引用されるとき、もともと推論であったという表示がそっと消えま
す。

CDAO側の発言も同じ方式で読む必要があります。ラダ・プラム局長とマージ・パルミエリ(Margie
Palmieri)は公式対談で、中東と紅海の戦術活動に対応するためCDAOが調達した迅速なアプリケーショ
ンがリアルタイムで動作していると述べました。この発言自体は確認された事実です。しかし、この発
言が確認しているのはソフトウェア標準と予算の柔軟性という行政的事実です。メイブンがイラン上空
で射撃統制の勧告を実行中であるという、兵器体系レベルの指摘はここにはありません。

この二つの文の間の距離を測る必要があります。「CDAOが調達したツールがその戦域で使用されて
いる」と「メイブンがその戦域で標的を推奨している」は同じ文ではありません。前者は確認された発
言であり、後者は状況をつなぎ合わせた推論です。両者を並べると、もっともらしく見えます。しかし、
そのようにつなぎ合わせた主体はメディアであり、政府ではありません。

したがって、単一の根拠に出会ったとき、このように検証するのがよいです。まず、その主張をして
いる文書が本当に一つだけかを数えてみます。その一つがどのような性質の文書かを見ます。公式指針
か、公聴会記録か、予算書か、広告付き動画かによって、ウェイトが異なるからです。その中で、官僚
が実際に述べた範囲とメディアが置いた結論を分け隔てます。分け隔てた結果を文の末尾に残します。
『報道があります』と『確認されました』を混ぜないということです。

ここに掲載されている根拠は大体において米国の公聴会と行事発言を韓国語に訳したものなので、韓
国の独立した研究や政策観点が含まれた一次資料も、中国側の一次文書も含まれていません。したがっ
て、米国側の公開発言と公開文書が描いた図の中でのみ動いているという限界を考慮する必要がありま
す。

メイブンは精度50%未満から出発し、現場でエラー分布を公開して信頼を勝ち取りました。しかし、
そのシステムが指揮統制の骨組みに昇った今、我々はそのエラー分布をもう見ることができません。画
面は滑らかになり、クリックは短くなり、検証可能な数字は発表文の中に入ってしまいました。ツール
が大きくなるほど、『正当化された確信』を支えていた透明性がむしろ薄くなります。このパラドック
スが明らかな緊張です。

人間介入ルールもここに関わっています。最終承認は人間が行うという原則は、資料ごとに繰り返さ
れます。クーパー提督の発言にも、開発側の説明にも、DoDD 3000.09の条項にも、同趣旨の文があり
ます。指針は試験評価と検証、透明で監査可能なデータソース、オン・オフ手順の明示まで要求してい
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ます。しかし、その要求が実際に何を止めたのか、人間が機械の推奨を却下した事例がどの程度あるの
かを示す文書はありません。原則が紙の上にあることは明らかです。しかし、その原則が毎時1,000の
候補が流れる画面の前で実際にブレーキを踏んだかどうか、その証拠はまだ外に出ていません。明らか
にされた図だけを見れば、人間介入は制度としては密であるが、その実効は未だテストの台に乗ってい
ない問いとして残ると見るのが正直です。

弁護士

kimkj.com



92 - 金京鎮弁護士

第12章 戦術的エッジ：通信が遮断された場所の人工知能

米国国防総省 CDAO（人工知能最高責任者）

海底で機雷を探していた無人潜水艇が本港に戻ります。整備要員が機体を開け、中に入っているハー
ドドライブを手で引き抜きます。ドライブは箱に詰められ、地球の反対側の研究所に配送されます。そ
こで新しいアルゴリズムを搭載して再び送り返すと、それが元の機体に挿入されるまで6か月かかりま
す。ソフトウェアを一度変更するのに、部品一つを交換するのと同じ時間がかかったわけです。

この話は2019年に米国海軍と国防革新ユニット（DIU、Defense Innovation Unit）が共に始めた機雷
対応無人潜水艇事業ライオンフィッシュ（Lionfish）から出ています。国防革新ユニット長ダグ・ベッ
ク（Doug Beck）が公開対談で語ったエピソードです。彼の説明によれば、ライオンフィッシュのハー
ドウェア仕様そのものは障害ではありませんでした。センサーも使えるものでしたし、機体も良く動き
ました。足を引っ張ったのは、その上に搭載されたソフトウェアを変更する手順でした。

6か月という数字は、どのような条件で何台の機体を基準に測定したかまで明かした精密な測定値と
いうより、対談から出た回想に近いものです。それでも、この回想が指し示す問題の形ははっきりして
います。データを集めて画面に表示するアドバナと、映像から標的候補を選び出すメイブン・スマート・
システムは、どちらもネットワークが活きているという前提の上に成り立っていました。

画面が開き、サーバーに問い合わせが到達し、答えが戻ってくる。このような前提でした。しかし、
この前提が崩れる場所があります。戦術的エッジ（tactical edge）と呼ぶ場所です。司令所のサーバー
室ではなく、兵士と装備が実際に立っている最前線を言うわけです。そこには安定した通信もなく、十
分な電力もなく、冷房されたデータセンターもありません。

海軍のAMMOプロジェクトが、まさにこの問題と正面から向き合いました。機雷を見分けるアルゴリ
ズムを海底の無人潜水艇に搭載し、そのアルゴリズムを再び修正して搭載する周期を短縮しようとした
事業です。通信が遮断された場所で機械が何を独断で決定するのか、その境界を国防総省がどのような
文書で引いているのかも、この事業の周辺で明らかになります。

第1節 DDIL：拒否され、低下し、遮断され、遅延される環境

米国国防総省の文書と発表には、四文字が繰り返して現れます。DDIL（拒否され、低下し、間欠的
に遮断され、遅延される環境、Denied, Degraded, Intermittent, Latent）です。四つの単語は、それぞれ
異なる障害を指します。拒否は通信そのものが遮断された状態、低下は帯域幅が縮小した状態、間欠は
接続が付いたり切れたりする状態、遅延は信号が遅く到達する状態です。

この四つをあえて分けて呼ぶのには理由があります。障害の性格が異なれば、対応も異なる必要があ
るからです。完全に遮断された環境では、問い合わせる場所がないので、端末内で答えが出ている必要
があります。帯域幅が狭くなった環境では、何を先に送るかその順序を決める必要があります。

付いたり切れたりする環境では、接続が開く短い隙間を狙って押し込む設計が必要です。遅延が激し
ければ、遅く到達した情報をどのように扱うかが問題になります。昨日の位置情報で今日の標的を判断
すれば、人が怪我します。一つの状態ではなく、四つの障害が混ざって来るということ。これがこの略
語が言おうとしていることです。
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この条件は自然災害や装備の故障によってのみ発生するわけではありません。相手がわざと作り出す
こともあります。衛星信号を妨害し、電磁波で干渉し、通信中継ノードを物理的に破壊することがすべ
てここに含まれます。ですから、戦術的エッジの通信環境は自然に悪化する条件としてだけ見なされま
せん。敵がわざと悪くする条件として扱われます。

通信が遮断される状況を例外として設計すれば、前線ではその例外がすぐに標準になります。ここに
重なる問題がもう一つあります。電波を発射する行為そのものが危険だということです。衛星インター
ネット端末であれ戦術無線機であれ、信号を発信する瞬間、その信号は自分の位置を知らせるビーコン
（beacon、ビーコン）になります。

スターリンクのような商用衛星通信端末を例に挙げると、この危険がよく見えます。接続が良くなる
ほど、露出も一緒に大きくなります。ですから、部隊は電磁波放射沈黙（EMCON、Emission Control）
、つまり電波を発信しない状態で作戦しなければならないときがあります。電波沈黙中にも人工知能が
動作する必要があるという要求がここから出てきます。

接続が遮断されても耐えることを超えて、接続を自ら断った状態でも働く必要があるということです。
通信が活きていても使わないと決める瞬間があり、その瞬間にも判断は続く必要があります。それなら、
サーバーを前方に持っていけばいいのではないかと問うことができます。海兵隊員の背中にデータセン
ター並みのサーバーを消してしまうことはできない。このような発言がその問いへの答えになります。

前方で使える計算装置は、重さと電力と発熱の限界の中に閉じ込められています。バッテリーは有限
で、熱を冷す方法も十分ではありません。後方の大きなモデルをそのまま前方に移す道は最初から塞がっ
ています。エッジ人工知能という言葉は、良い技術を前方に移そうというスローガンのように聞こえま
すが、実は移せないところから出発した設計課題です。

このような条件で人工知能を動かそうとすると、摩擦が四つ生まれます。一つはクラウドを前提とし
て作った構造が現場で止まるということです。商用人工知能サービスのほとんどはインターネット接続
をデフォルトに置いて設計されています。ネットワークが遮断されれば答えが作れないだけではなく、
ログインさえできず画面がまったく開きません。デモンストレーション会場で完璧に動いていたものが
現場では最初の画面で止まることがこのような理由から生じます。

次はバックホール（backhaul、前方から後方へデータを送り返す通信区間）の飽和です。ドローンと
センサーが増えるほど、撮影される原本データは急速に増えます。しかし、そのデータを分析本部に送
ろうとすれば、狭い戦術通信網を通過する必要があります。海の映像が良い例です。

無人潜水艇が撮影した画面はほとんど青い水と平らな底だけです。何も起こらないシーンです。その
ような画面を丸ごと後方に送る瞬間、通信網は詰まり、実は緊急な標的情報が通る道が消えます。セン
サーを増やせば目が明るくなるような気がしますが、むしろ喉が詰まります。何を送らないかが何を見
るかと同じくらい重要な設計問題になります。

三番目の摩擦はデータ漂流（data drift、学習データと現場データの分布が異なる現象）です。砂漠で
集めた映像や実験室で統制した条件で学習したコンピュータビジョンモデルをジャングルや市街地の煙
の中に持って行くと、モデルが見る世界は学習時と異なります。このとき、精度が半分以下に落ちる可
能性があり、民間スクールバスを戦車と誤認する誤認が続く可能性があります。

この数字と例示はある試験で測定した性能測定値というより、危険の大きさを実感させるための説明
のように見えます。危険の方向についてはっきりしています。環境が変わればモデルは静かに間違い始
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め、現場ではその事実に気付くのが難しいです。モデルは自分が間違ったと言ってくれません。ただ答
えを出すだけです。

最後の摩擦はセキュリティレベル間の断絶です。米国国防総省のコンピュータネットワークはレベル
別に分かれています。非機密ネットワーク（NIPR）、秘密ネットワーク（SIPR）、高度機密ネットワー
ク（JWICS）です。前方で判断を下すには、異なるレベルの情報を一箇所に置かなければならないとき
があります。衛星が捉えた高度な情報と目の前のドローンが撮った画面を重ね合わせなければならない
状況です。

しかし、レベルを下げて送り出す経路そのものがネットワークに依存しています。通信が遮断されれ
ば、その経路も一緒に遮断されます。これは純粋に技術的な問題ではありません。規則と配管が一緒に
絡み合っているため、解くのがさらに厄介です。通信機器を良くするだけではこの摩擦は解けません。

この四つの摩擦に対して、国防総省が打ち出した対応もあります。一つは小型言語モデル（SLM、
Small Language Model）を端末に丸ごと埋め込みオフラインで動かす道です。軍事教義と手順、判断
に必要な知識だけを圧縮して入れ、インターネットなしでも答えを出させる方法です。このモデルは戦
術端末に搭載されます。兵士が手に持つか車両に付けて使う装置の中でモデルが独立して動作する必要
があるという意味です。

もう一つはデータメッシュ（data mesh）です。原本を中央に吸い上げるのではなく、データが作ら
れた場所にそのまま置き、通信事情に合わせて加工された答えとリスト情報だけを授受する設計です。
文書全体を送る代わりに15ページの3番目の段落だけを手渡す方法に近いです。実は必要なのは答え一
行だという発想です。中央の倉庫を建てるのではなく、データを元あった場所に置いて繋ぎ合わせよう
という考えが、後方の組織設計から前方の通信設計に下りて来ました。

もう一つの方法は分析機能をユーザーの画面の中に押し込むことです。人工知能企業AI Squared（
AI Squared）の方法がその例です。オフライン状態の端末でブラウザ拡張プログラムの形で搭載された
アルゴリズムが端末内のデータを読んで分析し、その結果をユーザーがすでに使っている業務プログラ
ムの画面にそのまま埋め込みます。通信がない場所ではユーザーをサーバーに連れていくことができな
いので、答えをユーザー側に移すわけです。

残りの一つは異常検知中心のエッジ運用です。正常と分類された大多数のデータはエッジで削除され、
モデルが混乱した外れ値データだけを選別し、通信が開く瞬間に後方に送り出します。この選別比率は
99％対1％と書かれています。特定の任務で測定した実測というより、設計思想を示す例として読むほ
うが事実に近いです。後で扱うAMMOプロジェクトの再学習フローが、ちょうどこの考えに従っていま
す。

この辺りで統制と権限の話をする必要があります。通信が遮断された場所で人工知能が自ら判断する
という言葉は、人間の確認を受ける通路も一緒に遮断されるという意味でもあります。後方の分析官が
画面を見て押してくれた標的認識と異なり、エッジではその人が横にいない可能性があります。ですか
ら、エッジの自律性は性能の前に権限の問題です。

国防部がこの境界線をどこに引いたのかは、自律兵器指針から確認できます。2023年1月25日付の国
防部指令3000.09（DoDD 3000.09, Autonomy in Weapon Systems）です。この指針は2012年11月21日
版を代替するもので、キャスリン・ヒックス国防部副長官の認可で発効しました。原文は誰でも公開で
閲覧できます。
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この指針を理解するには、規範が三層に積み重ねられているということを知る必要があります。下層
は2020年2月21日の国防長官メモランダム（国防部内部の公式文書）で採択された5つの人工知能倫理
原則です。責任ある、公正な、追跡可能な、信頼できる、制御可能な。この5つの言葉です。中層は責
任ある人工知能戦略と実装経路（Responsible AI Strategy and Implementation Pathway）で、原則を実
務手順に移す文書です。上層が2023年の自律兵器指針で、この指針は前の二層を自らの条文の中で明
示的に引用しています。

指針の政策条項は、自律・半自律兵器システムが武力行使について指揮官と運用者が適切なレベルの
人間判断を行使できるように設計されるべきだと述べています。交戦は指揮官の意図に合う時間と地理
的範囲内で終了すべき。そうできない場合は交戦を終了するか、運用者の追加入力を受ける必要があり
ます。人間と機械の間のインターフェースは訓練を受けた運用者がすぐに理解できるべきで、機能をオ
ン・オフする手順が明確であるべきだと規定しています。人間が判断のループに留まるべきという要求
は、単なる宣言にとどまらず、設計要求事項として条文に記載されています。

CDAOが担当する業務もこの指針に別途記載されています。自律・半自律兵器システムに含まれる人
工知能機能とそのサイバーセキュリティを監視・評価し、国防長官に助言する業務、研究工学副長官室
とともに5つの原則と責任ある人工知能実装経路をテスト可能な要求事項に変換する業務、人工知能機
能のテスト・評価実践に関するガイダンスを発行する業務がそれです。テスト・評価と検証に用いられ
る共通ツールと基盤を研究工学副長官室、作戦テスト・評価局とともに構築する業務も含まれます。兵
器を承認する権限は政策副長官、取得・維持副長官、研究工学副長官、統合参謀本部議長にあり、
CDAOはテストと基準を担当します。

しかし、この指針には適用範囲を限定する条項も含まれています。武装していないプラットフォーム、
機雷、兵器システムでない自律システムには、この指針は適用されません。機雷を探索する無人潜水艦
はこの三つの項目に該当します。武装していなく、扱う対象が機雷で、それ自体が兵器システムでない
からです。

したがって、AMOが扱う無人潜水艦は自律兵器指針が適用されない領域で運用されます。機械が画
像を削除して残す決定は、引き金と遠く離れているように見えます。しかし人間の目に何が届くかを決
めるという点では、その決定は判断の最初に置かれます。機械が削除したデータは人間が二度と見るこ
とができません。兵器規範の外側で、判断の入口が静かに狭められています。

第2節 海軍AMOプロジェクト：水中ドローンが機雷を識別するまで

AMOプロジェクトは前に見たハードドライブ配送の問題から出発しました。無人潜水艦（UUV、
Unmanned Underwater Vehicle）のハードウェア保守サイクルとソフトウェア更新サイクルが一つに結
合されていたことが問題でした。機体を開かなければアルゴリズムを変更できないので、アルゴリズム
は機体のスケジュールに引きずられていました。保守スケジュールが遅れるとソフトウェアも一緒に遅
れ、新しく発見した機雷の特性をモデルに追加したくても、機体が港に戻るまで待つ必要がありました。

AMOはこの両者を分離する、すなわちハードウェアとソフトウェアの分離（decoupling）を目指しま
した。重い鋼の塊は鋼の塊として保守し、機雷を認識するアルゴリズムはアルゴリズムとして素早く改
善を施すという発想です。これは大きな技術的発明というより、手順を分離することに近いです。二つ
の時計を一つに結んでいた結び目を解くようなものです。
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プロジェクトが担当する課題は限定的で明確です。海中の無人潜水艦に自動目標認識（ATR、
Automatic Target Recognition）モデルを搭載して、機雷を自動で探知・識別させることです。機雷探索
は海底をくまなく探索して多くの物体を確認する業務です。岩なのか、捨てられたドラム缶なのか、機
雷なのかを人間が画像を見ながら一つずつ判定してきました。

画像の大部分は何もない海底です。その退屈な画像を見落とさず最後まで見続けるべき、というとこ
ろにこの業務の困難さがあります。人間の集中力は数時間で尽きます。その判定の最初の段階を機械が
担当して候補を絞ろう。これがこのプロジェクトがやろうとしていることです。

海中は前の節で述べたDDILの教科書的な場所です。水中では電波が伝わりにくいです。潜水艦が信
号を送るには水面近くに浮上するかブイを浮かべる必要があり、その瞬間に自分の位置を明かすことに
なります。前に見たビーコンの問題は水中ではより鋭く現れます。

したがって、潜水艦に搭載されたモデルは完全に接続が切断された状態で独立して動作する必要があ
ります。クラウドに問い合わせる選択肢がまったくないということです。AMOの機械学習運用（
MLOps、人工知能モデルを構築・展開・管理する一連の業務）構造は、この条件を前提に設計されま
した。接続が切断された状態で学習結果を運ぶパイプラインを新たに構築すること。これがこの事業の
核心でした。

ここで商用技術と軍の要求がぶつかります。市販の機械学習運用ツールはクラウドに常時接続された
環境を想定しています。モデルを学習させ、パフォーマンスを監視し、新しいバージョンをリリースす
るすべてのステップがネットワーク上で実行されると想定されているのです。接続が切断された環境専
用の製品は市場に多くありません。売る場所がない製品だから製造する理由もなかったわけです。

海軍はこのギャップを埋めるため、民間ソフトウェア企業の開発ロードマップに直接要求事項を盛り
込みました。既存の製品を買うのではなく、開発中の製品の設計方向に軍の条件を組み込んだのです。
製品を選ぶ消費者から製品の仕様を決める発注者へと立場を変えたわけです。データレイヤーと契約条
件を政府が握り、その上で企業が競争するというOpen DAGIRの発想がここで繰り返されます。

このプロジェクトには複数の組織が参加しました。行政と実務全体の統括は、海軍情報最高責任者室
（OCIO）の最高データ・人工知能責任者代行ランドル・コール（Randall Cole）と事業管理部門のハ
シー大佐（Captain Hassey）が担当しました。試作品調達と契約加速は、国防イノベーション室のダグ・
ベック室長が仲介しました。民間側ではドミノ・データ・ラボ（Domino Data Lab、最高経営責任者ニッ
ク・エルフリン）のプラットフォームが導入され、小規模な人工知能企業5社が一緒に参加しました。

ここに海軍プロジェクト・オーバーマッチの人工知能責任者チャールズ・ウェッブマンが過酷な戦術
環境での機械学習運用について行った議論も重なります。一つの部門の力だけで動作していないプロジェ
クトではありませんでした。調達組織と事業部門と民間企業が各自の立場でつながっていなければなら
なかったということです。ただし、この人物と企業のリストは公開討論会と証言から来たものなので、
職務と参加範囲は発言時点基準で読むのが安全です。

このプロジェクトは海軍内に留まりませんでした。AMOはCDAOの全軍共通基盤と並行して配置され
ました。認可手続きを少なくスキップできる非分類開発環境SUNet（スーネット）と、ラベリングから
テスト・評価までを包含する予算プロジェクトAlpha-1（アルファ-1）がその基盤です。一つの軍が独
自のツールを別に作れば、そのツールはその軍で終わります。共通基盤に乗せておけば、別の軍が同じ
パイプラインを通って参入できます。
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ここで誤りやすいことを一つ指摘します。無人システムの大量展開を扱うレプリケーター（
Replicator）とこの共通基盤は同じプロジェクトではありません。レプリケーターの主管は国防イノベー
ション室で、CDAOはAlpha-1と共通データ・テスト基盤を提供する支援役を担当します。CDAOが無
人システムプロジェクト全体をリードしていると見るのは間違いです。AMOとレプリケーターを一つ
にまとめて読むと、二つの組織の権限を誤解することになります。

ここでデータが実際にどのように流れるかを見ます。潜水艦は海中を移動しながらソナーとカメラで
画像を生成します。その画像の大部分は何もない海底です。潜水艦に搭載されたモデルがその場で画像
を選別します。正常に分類された大多数は削除し、モデルが困惑した場面、つまり信頼度が急落した場
面だけを残します。

選別の基準が興味深いです。機械が残すのは機雷だと確信した場面だけではありません。何なのかわ
からない場面も一緒に残します。モデルがよく知っていることは学習の役に立たず、モデルが困惑した
場面が次の学習の素材になるからです。

通信が開通する瞬間が来ると、その残された画像だけを後方に送信します。機会を見て送るという表
現がここに当てはまります。決まった時刻に定期的に送るのではなく、送信できるようになった瞬間に
押し込む方式です。後方に上がってきた画像は非分類開発環境で人間の手に渡されます。

これが機雷なのかそうでないのかにラベルを付けて、そのデータを追加してモデルを再び学習させま
す。新しいモデルはテストを経て再び潜水艦に下ろされます。このサイクルをどれだけ早く回すかが
AMOの成否を決めました。以前はこのサイクルがハードドライブ配送で回っていて、そのため6ヶ月か
かりました。サイクルの形は同じですが、サイクルを回す力がロジスティクスから通信に変わったので
す。

後方に上がってきたデータはどこに蓄積されるのでしょうか。国防部は2026年1月9日付けのメモラ
ンダムでデータプラットフォームを種類別に分けて記載しました。国防データプラットフォーム（
WDP）と、財務管理業務の残部であるアドバナと、国防データプラットフォーム上に構築されるアプ
リケーションサービスをそれぞれ異なる項目として記載しました。アドバナという名前を削除して国防
データプラットフォームに変更したという説明はこのメモランダムと一致しません。同じ日付けの人工
知能戦略文書も文書日付が1月9日で、両文書は1月12日に公開されました。

成果として発表された数字は2つです。1つは更新周期です。国防革新部隊のダグ・ベック部隊長は、
6カ月かかっていたソフトウェア配置を1週間未満、数日の単位に短縮したと発表しました。もう1つは
削減率です。ドミノ・データラボのニック・エルフリン最高経営責任者と海軍のランドル・コール代理
は、対談で機雷探知にかかる任務時間と人数を50%削減したと明らかにしました。

この2つの数字はいずれも発表者の言葉であり、根拠となった測定報告書は併せて公開されませんで
した。だからこの数字は「削減された」ではなく「削減されたと発表された」として扱うのが正確です。

この数値がどういう意味かもう少し掘り下げてみます。任務時間を半減させたという言葉はいろいろ
なことを意味することができます。潜水艦が海に留まる時間が半分になったという意味かもしれません
し、人間が画面を見ている時間が半分になったという意味かもしれません。人数を半減させたという言
葉も同様です。分析官が減ったのか、潜水艦を扱う乗組員が減ったのかによって意味が変わります。

半減という言葉には比較対象が隠れています。何と比較して、何度の任務から測定した半減なのかが
記されていないので、この削減率は成果の方向を示す陳述として見るのが正確です。検証された性能数
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値として読み上げてしまえば、発表を超えることになります。

ここでも人間の役割が問題です。AMMO の構造では、機械は削除するものと保持するものを決定し
ます。正常と判断して削除された画面は後方の人間に到達しません。もしモデルが学習していない新し
い種類の機雷を正常な海底と誤分類したなら、その場面は削除され、誰も気付かないまま過ぎます。

相手が機雷の形を変えたり海底に埋めて偽装したなら、危険はさらに大きくなります。前節で見たデー
タドリフトがまさここで危険になります。この危険を認めながらも、防御線があります。信頼度が低い
画面を保持する方式です。モデルが迷ったなら、その場面は生き残って人間に到達します。

だから安全はモデルが自分が知らないという事実に気付く能力に頼っています。モデルが確信を持っ
て間違える場合がこの防御線を超えます。その場合をどのように検出するかはまだ開かれた問題です。
自律兵器指針が要求する人間判断の規定がこの潜水艦には適用されないので、削除基準を誰が承認し誰
が検査できるかは事業内部の設計に留まります。

このプロジェクトがこれまで示してきたのは、機雷を何発見つけたという戦果ではなく、見つけ方を
いかに速く改良するかという能力です。実際の作戦での検出数や誤検知件数、運用海域が一緒に公開さ
れていないのは、このプロジェクトがまだ戦果を自慢する段階ではなく配管を造る段階にあるためと見
えます。だから AMMO を特定の勢力や特定の作戦に結びつけて読むのは根拠を先走らせることです。

第3節 6カ月から1週間へ：モデル再配置速度という指標の意味と限界

6カ月から1週間へ。この文は短く、力があります。発表会で聞くと、問題が解決したという印象を受
けます。数字が大きく減ったから、それだけ大きく良くなったのだろうと考えるようになるのです。だ
からこの文をゆっくり検討してみます。指標を疑うことと指標を否定することは異なります。

まず、この数字が測定するのは配置周期です。新しいモデルが準備された後、それが前線の機器に搭
載されるまでにかかる時間ですね。このセクションでは、以前はハードドライブを取り出して送付する
物理的な移動が発生しましたが、今は無線でファイルがダウンロードされます。物流が通信に変わった
ので、時間が短縮されるのは当然の結果です。この指標は組織の配管がどの程度開かれているかを示し
ています。そしてそれだけを示しています。

この数字が測定していないことも明らかです。モデルがより正確になったかどうかはこの指標には含
まれていません。素早くダウンロードされたモデルがより良く機能するという保証はどこにもありませ
ん。悪いモデルでも1週間でダウンロードされます。配置速度は品質から独立した軸であり、2つの軸を
一緒に見てこそ図が完成します。

その品質軸に置かれているのが試験評価です。モデルが再学習されるたびに、CDAO の共同人工知能
試験インフラストラクチャ（JATIC）を通ります。ここで測定されるのは精度だけではありません。雨
や霧のような悪条件、そして相手が意図的に作った偽装と欺瞞、すなわち敵対的変換（adversarial
transformation）の下でモデルがどの程度耐えられるかを定量的に測定します。

モデルがどのぐらい自信を適切に評価しているかも測定します。10回中9回正解すると言うモデルが
実際に10回中9回正解するのか、それとも根拠なく自信過剰なのかを別途確認するという意味です。自
律兵器指針が CDAO に人工知能機能の試験評価指針を出し、共通ツールと基盤を一緒に構築しろと記
した要求がまさここにかみ合います。兵器承認権は別の部署にあり、CDAO は何をどのように測定する
かを決定します。
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モデルを素早く変えるということは、それだけ頻繁に試験する必要があるということでもあります。
6カ月に1回ダウンロードしていた時代には、試験も6カ月に1回で十分でした。1週間に1回ダウンロー
ドするなら、試験も1週間に1回終了する必要があります。配置速度を誇るなら、試験速度が一緒に付い
てこなければなりません。試験がボトルネックになった瞬間、組織は試験をスキップしたいという誘惑
を受けますが、その誘惑がどのように管理されているかまでは知ることが難しいです。

試験結果をどのように表現するかも見る価値があります。信頼という言葉の代わりに、正当化された
自信（justified confidence）という表現を使います。漠然と信じるという意味ではなく、どこまで正確
でどこから間違いなのかの範囲を数字で記述するという意味です。例えばこのような感じです。ある機
雷探知モデルが泥底では80%レベルの精度を示しますが、海藻が生い茂った場所では30%に低下すると
いった式です。

この2つの数字は実際の試験結果というより、誤差限界線をどのように記述するかを示そうとした例
として読むのが正確です。どのモデルのどの試験値かが記されていないのもそのためです。この記法の
名前が誤差包絡（error envelope）です。兵器の命中率を記述するように、モデルの性能も条件別に記
述して一覧に残すという発想です。

この値はデータカタログに記載されます。性能が人間の記憶や発表スライドに留まらず、リストに記
された項目として残るという意味です。このように記述しておくと、現場の指揮官が判断する余地が生
まれます。海藻が多い海域ではこのモデルの判定を信頼度低く扱い、人間の確認をより多く付ければよ
いからです。

これがエッジで人間を判断のループに留める実務的な方法です。機械をオフまたはオンにする選択と
は異なります。条件に応じて人間の介入を調整する選択です。人工知能を信じるべきか信じないべきか
という問い掛けは答えが難しいですが、この海域でこのモデルをどの程度信じるべきかという問い掛け
には答えられます。自律兵器指針が要求する適切なレベルの人間判断という言葉も、実務ではこのよう
な条件別の目盛りに翻訳されます。

人間の手は他の場所にも入ります。兵士が人工知能が提示した検出候補を受け入れるか（Affirm）拒
否するか（Reject）する画面があります。このタップがすぐにラベルになって次の学習に返ります。人
間のフィードバックが学習にフィードバックされる構造を前線の画面に組み込んだのです。この設計は
データ衛生を守る装置であると同時に、人間が判断のループの中に留まるようにする装置でもあります。

ただし、兵士が画面の推奨を習慣的に押して先に進め始めると、この装置は形骸化します。画面に表
示された候補がおおむね正しかったという経験が積み重なると、人間の確認は形式化され、タップは反
射的になります。その瞬間、フィードバックループはモデルが自分の答えを自分で確認するループに変
わります。指針が要求する人間判断は画面にボタンがあるかどうかで決まるのではありません。そのボ
タンが実際に判断を担うかどうかで決まります。この危険はどの発表でもよく扱われていません。

さて、このプロジェクトが抱える限界を見てみます。1つはデータ定義の問題です。海軍と海兵隊が
「人物（Person）」という一つの言葉の属性と意味を互いに合わせるのに約1年かかりました。同じ国
の2つの軍が同じ言葉を異なる方法で使用していたのです。どの項目を入れ、どの項目を除外するか、
その言葉が何までを指すのかが組織ごとに異なっていました。

基準が合わないと、配置に1週間かかっても1日かかっても、2つの組織のデータは結合されません。
配置速度という指標はデータ標準が整備された後に初めて意味を持ちます。水路をどんなに速く掘って
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も、水が互いに混ざらなければ役に立ちません。前線の速度問題に見えていたものが後方の基準問題に
戻ってきます。

もう1つの限界は商用人工知能モデルの拒否反応です。市販の大型モデルは軍事的な質問に答えを提
供しない場合があります。橋を壊すための爆薬計算や銃傷を負った兵士に使う鎮痛剤の用量計算を質問
すると、安全ルールによってブロックされて答えません。前の質問は破壊に関するもので、後の質問は
人を救うことに関するものですが、商用モデルの安全ルールはこの2つを同様に扱っています。

だから軍事データで別途学習させた軍事専用小型モデルが必要だという論理に繋がります。しかし商
用モデルの安全装置を取り除いたモデルを前線の端末に組み込むことは、それ自体が新しい危険を生み
出します。取り除くべきルールと残すべきルールの境界がどこなのか、その境界を誰が決めるのかが問
題に残ります。どのルールを取り除き、どのルールを残すかはまだ答えが決まっていません。

残された限界は組織の問題です。新しい人工知能を加えるだけで古い手順を削除しなければ、現場は
混乱に陥ります。既存の物流予測システムが出した数字と1週間で新たに配置されたモデルが出した数
字が食い違う場合、現場はどちらに従うべきかわかりません。2つの答えがある状態は答えがない状態
より悪い可能性があります。誰が責任を持つのかが不明確になるからです。

だから新しいものを入れるときは、古い要件と古い手順を一緒に取り除く作業が必要です。この取り
除きを組織文化の手術と呼ぶこともあります。新しいツールを導入することは予算でできますが、古い
手順を廃止することは予算ではできません。配置速度を上げることは技術課題であり、その速度に価値
を持たせることは組織課題です。

韓国語の読者がこの事例から得られるのは、結論というよりも問いの形です。無人システムを買い入
れる際、ハードウェアとソフトウェアの更新周期が結びついているのか。アルゴリズムを修正して組み
込むためには装備を分解しなければならないのか。学習に使われるデータを業者が握っているのか、そ
れとも政府が握っているのか。この3つの問いは、技術仕様書ではなく契約書から答えが出ます。良い
センサーを取り付けて良いモデルを載せても、そのモデルを修正する権利とそのデータを再利用する権
利が業者に縛られていれば、6ヶ月の絶壁はそのまま残ります。AMMOが戦った相手は技術ではなく、
この3つの契約条件でした。

一つ付け加えるならば、この事例を裏付ける資料は、米国防総省が自ら出した発表と公開対談が大部
分です。失敗したデプロイや誤って配信されたモデルに関する記録はなかなか見当たりません。6ヶ月
が1週間になったという一文は残っていますが、その1週間の間に誤ったモデルが配信されたことがある
のかは誰も書き留めていませんでした。速度が速くなれば、ミスも速く広がります。

6ヶ月の絶壁には、思いがけない美徳が一つありました。誤ったモデルが配信されるのにも6ヶ月かかっ
たという点です。その緩衝が消え去った場所を何が代わりに埋めるのかは、まだはっきりしていません。
速度の帳簿は公開されましたが、その反対側、すなわち誤ったデプロイの帳簿はまだ開かれていません。

弁護士

kimkj.com
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第13章 生成型人工知能：タスクフォース・リマから
GenAI.milまで

米国国防総省CDAO（AI最高責任者）

2023年8月、米国国防総省の文書に署名が入りました。署名者はキャサリン・ヒックス国防総省副長
官(Deputy Secretary of Defense Kathleen Hicks)でした。新しい兵器を購入するよう指示したものでは
ありませんでした。省内に散在していた生成型人工知能(Generative AI、人間の要求を受けて文章・画
像・コードを生成する人工知能)関連の取り組みを一箇所に集め、それが軍の業務に役立つかどうかを
実験で確認するよう指示したものでした。その臨時組織の名前がタスクフォース・リマ(Task Force
Lima)であり、指揮は最高デジタル・人工知能局(CDAO)が担当しました。

その署名から始まった流れは、国防総省職員のブラウザ画面にAIウィンドウがデフォルトで表示され
る場面へと続きます。その過程には、契約書の文言、セキュリティレベル表、モデルサイズのような堅
い事柄が大量に挟まっています。その堅い事柄たちが、ある時点で技術そのものより物語の中心に立つ
ようになりました。

根拠とした記録は、国防総省が自ら発表した公報と公聴会の速記録、公開討論の映像が中心です。そ
の結果、成果は明確に記載されており、失敗と経費はぼんやりと記載されています。外部監査や独立し
た検証報告書はなかなか入手できませんでした。そのため、後に出てくる数字のほとんどは確定した事
実ではなく、発表された値です。

省の名称から時期によって変動しています。元の名称は、ある時はDepartment of Defenseで、ある
時はDepartment of Warと表記されています。日本語では国防総省で統一しますが、発表主体が使用し
た元の名称がこのように異なるという事実は保持します。名称が変動したこと自体が、この時期の記録
を読む上で必要な情報だからです。

第1節 2023年8月、大規模言語モデルを前にした国防総省の初対応

物語のきっかけは軍の外から引かれました。2022年11月、ChatGPTというサービスが一般に公開さ
れます。その下に隠されている技術を大規模言語モデル(Large Language Model、LLM、膨大な文を学
習して次の単語を確率で予測する人工知能)と呼びます。防衛産業企業が作ったものでもなく、国防総
省の要求から生まれたものでもありませんでした。軍は自分が注文しなかった技術がすでに世に広がっ
ている状態で対応を始めなければなりませんでした。

プロジェクト・メイヴェンとアルヴァナは、軍が自ら問題を定義して技術を導入した事例でした。生
成型人工知能は方向が逆でした。民間市場がまず製品を出し、その製品はすでに兵士たちの個人携帯電
話の中に入ってきていたのです。省がどのような決定も下さなくても使用は始まります。禁止するか許
可するか、許可する場合どこまでかを決めないまま時間が経つにつれ、統制されない使用だけが増える
構造でした。

CDAO初代責任者だったクレイグ・マーテル博士(Dr. Craig Martell)はここで二つのことを同時に見ま
した。一つは業務上の利点です。文書を読んで要約する仕事、散在した報告を統合する仕事において、
人間の時間を大幅に節約できます。もう一つは脆弱性です。もっともらしい文を生成する能力は、虚偽
情報を生成する能力と根が同じです。マーテルはこの技術が規模を拡大した統計に近いと、機会がある
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たびに述べていました。統計には誤る確率が必ず含まれています。

したがって2023年8月の設立指針は、論争を閉じる側を選びました。生成型人工知能が軍に適してい
るかについて、抽象的に賛否を論争する代わりに、実際のデータで実験してその価値を数字で測ろうと
いう方針でした。リマのモットーを日本語に訳すとこうです。実質的なデータで実験し、価値を数字で
明確にする。会議室での議論の代わりに、実際の業務に載せてみて結果を測るということです。

組織をどのように構成したかも興味深いです。CDMAOが主導し、各軍と戦闘司令部、国防機関の代
表、研究工学次官室と最高情報責任者室の技術者が定期的に集まって進捗状況を調整したと記録されて
います。会議体を新たに作ったというより、すでに存在する人々を格子状に結びつけたものです。新し
い建物を建てて新しい人員を採用する方式だったなら、組織を整備するのに1年かかったでしょう。リ
マは臨時組織でしたが、その臨時という性格を速度に変えて使おうとしていました。

リマが受けた任務は3つでした。一つは資産の索引化です。各軍がそれぞれ生成型人工知能ツールを
個別に購入すれば、予算が重複して漏れていきます。省内のすべての関連の試みを一つのリストに集め
る作業が最優先でした。次は安全ガイドラインの作成です。大規模言語モデルを業務に投入する前に、
どこまで許可してどこから禁止するか、その左右の限界(left and right limits)を事前に描いておく作業で
す。残りの一つはスケーラビリティの問題でした。計算コストに対応する方法を見つけ、小さな企業が
軍のセキュリティ認可手続の前で枯渇しないようにクラウド展開経路を整理する作業でした。

セキュリティ認可という表現は少し耳慣れません。原語では運営認可(Authority to Operate、ATO)と
言います。あるソフトウェアを軍のコンピュータネットワークに載せてもよいと正式に許可する手続で
す。長く、高額です。大企業は専任スタッフを配置して耐え抜きますが、従業員10名の会社はその間に
資金が枯渇します。技術が優秀だから選ばれた会社が書類手続を通過する間に閉業してしまうなら、軍
はその技術を永遠に得られません。リマが扱った問題の中で、この項目は見た目は官僚的ですが、実質
的には切実でした。

実験の規模はこのようなものです。国防総省は全軍から800件以上の使用事例を集め、これを14個の
使用分野に圧縮したと発表しました。そのうち急いで対応する必要のある戦闘関連の2分野と企業管理
の2分野を選んで、合計3,500万ドルを投入し、企業管理側の一つは会計監査を狙った技術だったと明ら
かにしました。800件が14個に減ったという言及は、異なる部隊が実は同じ問題に直面していたことを
意味してもいます。契約書や予算執行内訳と対照した数字ではなく、国防総省の発表に基づいた値です。

実演事例は3つの大きなグループに分けられました。最初のグループは行政と後方業務です。様式を
記入し、報告書を要約する作業がここに入ります。人事担当組織である国防民間人事顧問サービス
(DCPAS)と共に、連邦採用サイトに掲載する職務記述書の初稿をAIが作成し人間が修正する方式を試験
しました。AIが初稿を提示し、人間が改善する往復を何度か繰り返すことで作成速度を向上させたとい
うのが発表された成果です。

中央のグループは情報分析です。定められた形式を持たない文書の山から確率的な述べられたことを
読み取る作業です。空軍本部と共に、数千枚の計画文書と教義文書をモデルに載せ、一つの質問で残存
している戦闘機の数と位置を根拠文とともに見つけ出すデモンストレーションを行ったと伝えられてい
ます。ここで使用された方法が検索増強生成(Retrieval-Augmented Generation、RAG、モデルが答えを
生成する前に指定された文書を最初に探して読ませるテクニック)です。答えとともに出所文を付けて
出力したことが重要です。人間がその文を開いて確認できなければ、機械の答えは検証可能な答えにな
らないからです。
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最後のグループは情報技術と非構造化データの整理です。非正規戦争支援組織のセキュリティ監視チー
ムと共に、遠く離れた都市を往来する異常なログイン試行を数秒以内に検出し、対応計画書の初稿まで
作成する実験を行ったと言われています。人間がログを目で読んで異常な兆候を見つけるには時間がか
かります。その間に侵入者はすでに内部に入っています。3つのグループを並べて見ると、共通点が一
つ目に留まります。人間を死なせたり生かしたりする決定はどこにも含まれていないということです。
文書を読んで要約し、見つけ出す作業、つまり人間が最終的な判断を最後まで握る業務でのみ実験が行
われました。

危険も同時にリストアップされました。最初に挙げられたのが幻覚(Hallucination、モデルが根拠のな
い内容を事実のように生成する現象)です。標的を選定し、打撃を決定する、いわゆるキルチェーン段
階、および無人機の群れが自ら交戦する状況では、幻覚を事実上ゼロに統制しなければならないと明示
されました。次は説得の危険です。モデルの文が流暢であるという理由だけで、兵士がその内容を信じ
てしまう可能性があり、虚偽情報が広がる経路となる可能性もあります。予期しない項目がもう一つあ
りました。商用AI製品が軍の合法的な質問に答えることを拒否する摩擦です。

この摩擦は直ちに契約問題へとつながります。国防総省の説明によれば、橋を破壊するのに必要な爆
薬量の計算や銃傷患者に使用する鎮痛剤の投与量計算のような質問を、商用モデルが返してしまう事例
がありました。企業のセキュリティ規定では危険な質問ですが、軍の業務としては教範に書かれた日常
的な計算です。爆破作業担当曹長と戦闘衛生兵にとっては、教科書を開けば出てくる数字です。リマは
今後、契約書に合法的なすべての使用を保証する条項を盛り込むよう推奨しました。技術問題から出発
したタスクフォースが、契約条項の問題へと移ったのです。

リマが残したものは兵器ではなく、リストと文章でした。使用事例のリスト、14個にまとめた分類表、
左右の限界を記した指針、そして契約書に盛り込むよう勧めた一行です。この組織は兵器を製造しなかっ
たし、製品も発売しませんでした。次の段階で何を購入し何を禁止するかを書いた紙を残しただけです。

第2節 分類網の中に入ったフロンティアモデル：契約とセキュリティレベル

リマが実験室だったとすれば、次の段階は配管工事でした。商用モデルを軍の実際のコンピュータネッ
トワークの中に引き込もうとするには、セキュリティレベルという壁を乗り越える必要があります。米
国国防総省は、クラウドにアップロードできる情報の機密性を影響レベル(Impact Level、IL)という等級
で分けています。ここで繰り返し登場する2つの等級がIL6とIL7です。

IL6は機密(Secret)等級の情報を扱う区間です。作戦計画と戦術統制に用いられる資料がここに置かれ
ています。IL7は極秘(Top Secret)等級の区間です。ここではネットワークが外部と接続していないエア
ギャップ(air-gapped、物理的にインターネットと分離されたネットワーク)環境が求められます。イン
ターネットに接続している商用の人工知能サービスをそのまま移すことができない理由がここにありま
す。モデルの重みと演算装置を全体として囲いの中に持ち込む必要があるからです。

この違いが負担になる理由はモデルを更新する方法にあります。われわれが使用する人工知能サービ
スは、質問を会社のデータセンターに送り、答えを受け取る構造です。会社がモデルを修正すれば、翌
日にはわれわれも修正されたモデルを使用します。エアギャップ環境には、その経路がありません。新
しいモデルを入れるには、人が物理的に持ち込む必要があり、持ち込んだ後はその中で再度検証を受け
る必要があります。利便性を失う代わりに機密を守る構造です。
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米国政府は8つのテクノロジー企業と秘密ネットワーク展開協約を結んだと発表しました。リストは
SpaceX、OpenAI、Google、NVIDIA、Reflection、Microsoft、Amazon Web Services、Oracleです。発
表文はこの協約の目標を米軍を人工知能優先組織として確立することだと記載しました。8つの企業の
性質が一つにまとまらないという点が目立ちます。モデルを作成する企業、演算チップを製造する企業、
クラウドを運営する企業、ロケットと通信を扱う企業が同じリストに混在しているからです。モデル1
つを購入するだけで終わる仕事とは異なるということです。

CDAOは別途、Anthropic、Google、OpenAI、xAIの4社とそれぞれ2億ドルの上限の調達契約を結ん
だと発表しました。契約対象はエージェント型人工知能ワークフロー(agentic AI workflow、モデルが複
数のステップを自ら連続して処理するように設計された業務フロー)の共同開発です。質問に答えるだ
けではなく、モデルが複数のステップを連続して処理するようにするということです。4社を並列で契
約したことには、1つの企業に縛られないという意思も読み取れます。契約に記載された2億ドルは上限
で、実際にいくら執行されたかは公開されていません。

協約が発表されたとまとめられた日付は2026年7月13日です。ただし、この日付は暫定的に扱う方が
事実に近いです。同じ発表にCameron Stanleyが事務局を担当したという項目が同じ日付で一緒に付け
られていますが、その任命を裏付ける文書は見つかりませんでした。そのため、協約があったという事
実は発表に依拠して記すが、発表日は確定せず、Stanleyを事務局の長としても記しません。

契約の内容に入ると、3つの文句が目立ちます。1つは前節で予告された適法なあらゆる使用(any
lawful use)条項です。商用モデルが自社倫理規定を理由に軍の適法な質問を拒否することを防ぐという
趣旨です。国防総省はこの条項を人工知能調達契約書に入れることを義務化したと発表しました。契約
の1つの文句がモデルの応答範囲を変える装置になりました。企業が自ら定めた規範と部局が要求する
業務範囲が衝突するとき、部局は技術で勝つことを試みず、契約で勝つことを試みました。

もう1つは冷徹な現実主義(hard-nosed realism)という表現で要約される方針です。国防総省は社会的
規範を理由としたモデル調整が部局の調達に入り込む余地がないと宣言しました。その代わりに客観的
に真実である答えのみを出すモデル客観性基準を90日以内に作成し、調達基準として採用すると明らか
にしました。この方針は技術規格というより政治的宣言に近いです。何を客観的真実と判定するか、そ
の判定の決定権を誰が握るかがこの方針の急所です。客観性基準を調達の基準として用いると言った以
上、その決定権は結局買う側である国防総省が握ることになる可能性が大きいです。90日以内に作成す
ると言った基準が実際に文書として出されたかどうかも公開されていないため、政治的宣言が技術的作
業より先行したように見えます。この方針は議論の的になるしかありません。

残りの1つが30日配布条項です。民間市場に最新モデルの新版が公開されたら、遅くとも30日以内に
IL6およびIL7環境にも同じ版をアップロードしなければならないという義務です。軍が古いモデルに縛
られないようにするための装置ですね。この条項は企業に相当な負担を強います。秘密ネットワークは
インターネットと遮断されているため、新しいモデルを移す際に毎回、人が物理的に持ち込んで検証を
再度受ける必要があるからです。民間では数日で終わる更新が囲いの中では1ヶ月がかりの工事になり
ます。

コスト問題がここに加わります。秘密ネットワークの演算コストは機密外環境より大幅に高いです。
そのため国防総省は順序を逆転させました。まず機密外開発ネットワークであるSUNetで安価なデータ
を使ってモデルの価値を実証し、合格したもののみ上位ネットワークにアップロードするという方式で
す。SUNetはセキュリティ認可を受けていない人も入ってきて働ける開発環境です。上位ネットワーク
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に移す際には、セキュリティ承認を迅速に通す迅速経路を使用します。安い場所で失敗をすべて経験し、
高い場所には生き残ったもののみをアップロードするという順序です。

このフローの中でCDAOが正確に何をするかは境界が明確です。事務局はSUNetのような開発環境、
ラベリングと試験評価を組み合わせたAlpha-1事業、モデル試験共有インフラを担当する側に立ってい
ます。無人システムを大量に野戦に投入するReplicator事業の主管は国防革新部門(DIU)であり、事務局
はAlpha-1と共通基盤を支える支援役として記録されています。生成型人工知能の領域でも、事務局が
する仕事は同じです。モデルを直接作らず、モデルが乗るための土台とモデルを測定する者を作ります。

契約条件にはデータ原則も付属していました。VAULTISと呼ばれる国防総省のデータ原則を守れとい
うことです。データが見え、触れられ、理解でき、つながり、信頼でき、かみ合い、安全であるべきだ
という7つの言葉です。企業がモデルのみを納入し、データリストは自分の中に隠しておくことを防ぐ
という意思に読めます。原則が原則であるに留まれば、文書の中で古びます。調達条件になった瞬間に、
守らなければ金を受け取れないルールに変わります。

結局、争点は1つに集約されます。国防総省は自分が作らなかった技術を自分の囲いの中に入れなが
ら、統制を契約文句で確保しようとしました。モデルを直接作らないため、技術で統制することはでき
ず、代わりに調達の言語で統制するというわけです。この方式が実際に機能するかは、30日条項が最初
に試験台に上ることになると見えます。囲いの中の更新が民間の数日を1ヶ月に延ばす構造である以上、
この期限は守るより破る方が簡単な約束に近いです。実際にこの30日が守られたのか、破られた時に何
が起きたのかを示す記録はまだ発表されていません。

第3節 GenAI.milと300万人という数字

部局次元の人工知能戦略文書とAdvana関連のメモランダム(国防総省内部の公式文書)は2026年1月9
日に署名され、3日後に公開されました。

このメモランダムの内容は誤解しやすいです。この文書はAdvanaが国防総省データプラットフォー
ム(War Department Data Platform、WDP)に名前を変えるという文書ではありません。メモランダムは
3つのことを分け隔てています。新たに構築されるデータプラットフォームであるWDPが1つで、会計
監査と財務管理を継続して支える財務管理用Advanaが別の1つで、WDP上で動作するアプリケーショ
ンサービスが残りの1つです。1つの名前が別の名前に変わったのではなく、1つの塊であったものが3
つに分割されたということです。この区別を見落とすと、監査機能が消滅したように読めてしまいます。

戦略文書とともに登場したのがGenAI.milです。国防総省の構成員なら誰もがアクセスして生成型人
工知能を使用できるようにしたウェブサイトです。Pete Hegseths長官はGoogleの政府用Gemini for
Governmentを構成員が直ちに使用できるようにこのサイトを開いたと明らかにしました。その後、xAI
のGrokも追加しました。特定企業のツールを部局の基本窓口として採用したわけです。

配布方式こそが肝要な場面です。このサービスは政府のコンピュータでブラウザを開いたとき最初に
表示される画面、つまりデフォルト設定に設定されました。政府支給機器(Government Furnished
Equipment、GFE、部局が支給した業務用端末)の最初の画面にはアプリアイコンとしてインストールさ
れました。使いたい人が探して入るという方式ではなく、起動すれば目の前にある方式です。人工知能
導入では常に難しいステップがユーザー確保ですが、国防総省はそのステップをデフォルト設定で飛び
越そうとしました。
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デフォルト設定は思った以上に強力な装置です。新しいツールを導入するとき、組織が一般的に経験
することはこうです。ツールは購入したが、使う人がいません。教育して公文を回覧しても、やってき
た方式が便利な人はやってきた方式を使います。ブラウザの最初の画面を変更するという決定は、その
抵抗を回避します。使わないようにするには、むしろウィンドウを閉じるという動作をしなければなら
ないため、抵抗の方向が逆になったわけですね。

対象人員を国防総省は300万人だと発表しました。制服を着た軍人、軍務官、契約業者の人員をすべ
て合わせた数字です。この300万は国防総省の公式発表から出た値です。アクセス資格を持つ人の数と
実際にその画面の前に座った人の数は別の問題です。

利用指標では資料が食い違っています。公聴会での証言は実際のユーザーを140万人と述べ、公式報
道文書は130万人以上と記載しました。この2つの数字のいずれが正しいかは、公開された資料からは
判定できません。そのため両方を並列して記載します。食い違っている幅が10万人ですから、計算基準
が異なった可能性があります。1度でもアクセスした人を数えたのか、ここ1ヶ月以内に使用した人を数
えたのかによって、数字はいくらでも異なるからです。

他の指標も発表されました。発足からわずか5ヶ月で、累積プロンプト、すなわちユーザーがモデル
に投じた質問が6,900万件を超えたと言われています。実務家たちが自ら作り運用する人工知能エージェ
ントが10万個程度に達したとも言われており、かつて庁舎内で人工知能ツールを使う人が8万人に過ぎ
なかったとの比較も併せて示されています。すべて発表された数値であり、1月9日の戦略文書に記載さ
れた数字と混ぜて読んではいけません。それぞれ異なる時点、異なる計算方法から生じた数字である可
能性があるからです。

ここで注意すべき点があります。ユーザー数とプロンプト数は導入指標であり、成果指標ではありま
せん。デフォルトで表示された画面に人々がアクセスしたという事実は、その画面が業務をどの程度正
確に遂行したかを示してくれません。6,900万件の質問のうち何件が有用な答えを得たのか、何件が誤っ
た答えを受け取ったまま文書に掲載されたのかは知られていません。導入指標を成果指標のように読む
ことは危険です。

実務家たちが作ったという10万個のエージェントについても、同じ視点で見るべきです。10万個が
稼働しているという言葉は二つの読み方ができます。一つは現場が自ら問題を解き始めたという良い兆
候です。もう一つは誰も検証していない自動化が10万個も勝手に広がったという兆候です。両方ともい
くらか正しいでしょうが、デフォルトでウィンドウを敷き拡大を推し進めた組織であることを思い起こ
せば、検証が拡大に追いついていない可能性が大きいのです。

費用は結局明かされていません。ユーザー数とプロンプト数は件ごとに詳しく発表されたのに、
GenAI.milを運営するためにホスティング業者とモデル供給業者に毎年支払う支出額は発表されていま
せん。自慢できる数字は前に出し、負担を示す数字は後ろに引いたように見えます。どの数字を選び、
どの数字を隠すかが、それ自体一つのメッセージなのです。

セキュリティレベルの階段もGenAI.milに関わっています。最初は非分類ネットワークで運営される
サービスとして開始されました。次の段階で機密ネットワークであるIL6と最高機密ネットワークであ
るIL7の中にも同じレベルの人工知能バックボーンを搭載するよう設計し契約を進めました。前の節の
企業協約と30日配備条項がここでかみ合っています。事務室で使用するツールと作戦室で使用するツー
ルを同じ世代で合わせるという構想です。事務室で身につけた手の動きが作戦室でも通じてこそ、訓練
費用が二重にならないのです。
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ここで問うべき質問はこれです。300万人に人工知能ウィンドウを表示した組織は、その300万人が
生み出した成果物の品質をどのように管理するのか。人工知能が書いた初稿が報告書に、報告書が決定
資料として上がる経路には検証装置がなければなりません。

第4節 幻覚を減らす道：軍事データと小型モデル（SLM）

幻覚の問題に戻ります。クレイグ・マッテルの表現をもう一度借りれば、大規模言語モデルは規模を
大きくした統計です。統計は確率で答えるため、誤った答えを確信に満ちた文章で提示することができ
ます。事務室ではこれは書き直せばいい失敗です。標的を選ぶ瞬間には取り戻せない事故になります。
国防部が打撃周期で幻覚許容値を事実上ゼロに設定した理由です。

幻覚が危険な本当の理由は間違うことにあるのではありません。人間も間違います。危険なのは誤っ
た答えと正しい答えが同じ文体で出てくるという点です。人間が知らなければ文末がぼやけ、目利きの
上司はそのぼやけを読みます。モデルの文章にはそのぼやけがありません。だから国防部は三層の防御
線を引きました。データを変え、モデルを縮め、残りの誤差を試験で測る順序です。

前の防御線がデータです。商用モデルはインターネットから掻き集めた文章で学習しました。その中
に軍の教義、整備手順、部隊編成といった文書はほとんどありません。そのため軍は非公開の軍事デー
タでモデルをファインチューニング（既に学習されたモデルに特定分野のデータを追加で学習させてそ
の分野に合わせる作業）する方法を選びました。マッテルは清潔で利用可能なデータを手に入れれば人
工知能は自動的に続くという言葉を、機会があるたびに繰り返しました。データが先でモデルが後とい
う この順序は前の章でも繰り返し確認した原則です。

問題はそのデータを誰が作るかです。各部隊が個々に訓練データを別々に集めれば、同じ作業が何度
も繰り返されます。10個の部隊が同じ教範を10回整理し、10個の異なる形式で保存することになりま
す。CDAOはそのためデータスプリント（Data Sprint）という方式で間に入りました。共通に使える良
質なデータセットを事務局が一度に作り、各軍に下ろす方式です。共有をデフォルトにするデータ原則
とラベリング事業がここで繋がります。

二番目の防御線が小型言語モデル（Small Language Model、SLM、パラメータ数を減らし小さなデ
バイスでも動作するようにした言語モデル）です。大規模モデルは高価なグラフィクス演算装置と安定
した通信網を必要とします。小型モデルはパラメータを減らし、個人ワークステーションや兵士が持ち
運ぶ戦術端末の中で単独に支援します。クラウドに尋ねず、デバイス内で答えるという意味です。

なぜこれが戦場で問題になるのかは通信環境を見れば明らかになります。DDILは拒否され（Denied）
、低下し（Degraded）、断続的で（Intermittent）、遅延する（Limited）通信環境を意味します。この
ような場所で衛星通信端末を継続的にオンにしておく行為には別の危険が伴います。電波を発信する瞬
間、その信号が味方の位置を知らせる目印になり得るからです。クラウドに質問を送る行為自体が敵に
座標を送る行為になります。通信を切っても答えを得るには知識がデバイス内に入っていなければなり
ません。

だから小型モデルは性能をいくらか譲り、二つを得ます。通信が切れても稼働するということ、そし
て電波を発しなくてもいいということです。ここに軍事データでのファインチューニングを重ねれば、
広く知る代わりにぼやけた大規模モデルより、狭く知る代わりにはっきりした小型モデルになります。
幻覚を減らす道がモデルを大きくする側にだけあるのではなく、縮める側にもあるという発想がここに
あります。小型モデルが実際の任務でどの程度正確だったかを示す成績表はまだ出ていませんが、設計
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の方向だけは幻覚を大きくしてではなく減らしてつかむという側ではっきりしています。

三番目の防御線が試験評価（Test and Evaluation、T&E、作ったものが要求条件を満たすかを確認す
る手順）です。CDAOは試験を四つの面に分けます。モデル自体を見る面、モデルが他のシステムに取
り付いたときを見る面、人間と機械が一緒に働く接点を見る面、実際の運用環境で見る面です。モデル
一つが上手く当たれば終わるのではなく、人間がその答えをどのように受け入れるかまで試験対象とい
う意味です。正答率が95パーセントのモデルであっても、人間がその答えを無批判に写し取るなら、残
りの5パーセントはそのまま文書に掲載されます。

事務局が試験を担当するという言葉には文書上の根拠があります。2023年1月25日付国防部指示
3000.09（DoD Directive 3000.09、兵器体系の自律性）にはCDAOの役割が条文に書かれています。事
務局は自律・半自律兵器体系に入る人工知能能力とサイバーセキュリティを監視・評価し、研究工学次
官室と共に試験可能な要求条件を作り、人工知能能力の試験評価実践に関する指針を出すとされていま
す。試験と検証に使う共同ツールとインフラストラクチャを研究工学次官室、作戦試験評価局と共に調
整する仕事も事務局が担当するとされています。

この指示を読むときは三つの層を混ぜないことが重要です。下の層には2020年2月21日国防長官メモ
ランダムで採択された五つの人工知能倫理原則があります。責任ある、公正な、追跡可能な、信頼でき
る、制御可能なが その五つです。中間層にはその原則を実行に移すための責任ある人工知能戦略と実
施経路があります。上の層に2023年の指示3000.09があり、この指示は兵器体系の自律機能を扱いなが
らその中の人工知能が五つの原則と実施経路に適合しなければならないと規定します。原則、実施経路、
兵器指示は互いに異なる時点の異なる文書です。

指示3000.09が狙った範囲も狭めて読まなければなりません。この文書は自律・半自律兵器体系の設
計と開発、獲得、試験、野戦配備、運用に適用され、武装していないプラットフォームやサイバー能力、
機雷、誘導されない弾薬は適用対象から除外されています。文書の政策条項は指揮官と運用者が武力使
用について適切なレベルの人間判断を行使できるようにシステムを設計しろと書いています。実のとこ
ろGenAI.milとリマの実験は兵器体系ではなく文書作業と分析業務に載せられたため、この指示の直接
適用対象ではありません。同じ庁舎が二つの異なる通路を一緒に回しているという見方が正確です。

試験を下支えする共同インフラがJATIC、つまり合同人工知能試験インフラ能力（Joint AI Test
Infrastructure Capability）です。JATICは霧や悪天候のように条件が悪くなった状況、そして敵が意図
的に画面をぼかす敵対的変換（Adversarial Transformation）状況でもモデルが耐えるかを自動的に評価
します。晴れた日の試験場でよく当たるモデルと土埃の中でもよく当たるモデルは違います。事務局が
立ち上げてきた仮設事業が生成型人工知能時代にもそのまま使われています。

ガバナンス側の装置として大規模言語モデル成熟度モデル（Maturity Model）があります。どのよう
な用途にどのレベルのモデルを使ってもいいかを平易な文章で定義し、それに合った評価データセット
と定量指標を付ける枠組みです。該当分野の専門家が正答集を作っておきモデルの答えを照らし合わせ
る方式も入ります。国防部はこのアプローチを正当化された確信（Justified Confidence）と呼んでいま
す。モデルを丸ごと信じるという意味ではありません。誤差限界を書いておきその範囲内でだけ信じる
ということです。

この言葉は想像以上に重いものです。信頼を感情から文書へと移すという宣言だからです。このモデ
ルはこの条件でこれだけ間違える、だからこの業務までしか任せない。文章がこのように記されていれ
ば、後で事故が起きた時に何が間違っていたのかを問いただすことができます。試験の成績表がないモ
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デルは、事故が起きても責任を問う場所がありません。

実際のペネトレーションテストもありました。国防保健局は外部組織と共に軍医と医務分析官約200
人を集め、商用の大規模言語モデル3種を相手にレッドチームテストを行ったと発表しました。臨床記
録の要約という用途を置いてモデルを揺さぶってみた結果、潜在的な脆弱性と偏った誤答を800件以上
見つけ出し、データセットとして残したそうです。このテストの価値は、800という数字にはありませ
ん。その800件をデータセットとして残し、次に入ってくるモデルを同じ問題で再び叩いてみることが
できるようにした点にあります。この結果も発表に頼ったものであり、試験条件と測定基準の原文まで
確認することはできませんでした。

ハルシネーションに対する国防総省の態度は明確です。ハルシネーションは無くせる欠陥というより、
管理すべき性質だということです。そこで三段構えで進めます。データを軍のものに変え、モデルを任
務の規模に合わせて縮小し、残った誤差をテストで測って文書に残します。この三重の網が実際にどれ
ほど緻密なものかを示す測定値はまだ提示されていませんが、ハルシネーションを無くす欠陥ではなく
管理する性質として捉えるこの態度は、最初から最後まで一貫しています。

韓国語の読者にとって意味を持つのは、技術そのものよりも順序です。米国防総省はまず実験組織を
作って使用事例を集め、その次に契約の文言で統制装置を掛け、その後にようやく全構成員に窓を開き
ました。道具を先に買ってルールを後で作る順序ではありませんでした。そして、そのルールの多くは
技術規格ではありませんでした。調達契約書の文章だったのです。安価なところで先に失敗し、高価な
ところには生き残ったものだけを上げる順序も、同じ性格のものです。

ただし、この流れを韓国の導入案へと直ちに移し替えるには、根拠が一方に偏っています。根拠となっ
た韓国語の文書は、大半が米国の公聴会や公開行事での発言を韓国語に訳したり要約したりしたもので
あり、韓国の研究機関や政策部署が独自に出した分析はまだここにはありません。そのため、順序の教
訓までは持ち込みつつも、韓国が何をすべきかと、競合国がこの流れをどう見ているかは、次の課題と
して残します。

弁護士

kimkj.com
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第14章 5つの原則と責任ある人工知能

米国国防総省 CDAO（人工知能最高責任者）

2020年2月21日、米国国防長官名義の覚書（国防総省内の公式文書）一件に署名が行われます。人工
知能を軍事目的に用いる際に守らなければならない規範を、形容詞5つで定めた文書です。責任ある（
Responsible）、公正な（Equitable）、追跡可能な（Traceable）、信頼できる（Reliable）、統制可能
な（Governable）。この5つの言葉がどこから来たのか、何に翻訳されたのか、武器体系の前でどこま
で耐えるのかを一つずつたどってみます。

この5つの原則は、その後の規定の根拠として残ります。後に出てくる自律兵器ガイドラインDoDD
3000.09がこの5つの原則の文言をそのまま引用し、その採択覚書もあわせて言及しているからです。

規範は三層に積み重ねられています。一番下の層は2020年の5つの原則です。何を守るかを宣言した
規範ですね。真ん中の層は2022年の責任ある人工知能戦略および実行経路文書とそのツールです。宣
言を実務手続きと契約要件に移した仕組みです。一番上の層は2023年1月25日に発効した自律兵器ガイ
ドラインで、武力を使う機械に限定して審議および承認手続きを設けた規定です。層ごとに文書が異な
り、拘束力の性質も異なります。

第1節 2020年の5つの原則：責任ある、公正な、追跡可能な、信頼できる、統制可
能な

5つの言葉の文言は自律兵器ガイドラインの条文に引用されており、原則を作成し実行した人々も公
開の場で同じ内容を何度も繰り返し説明してきました。

まず責任ある（Responsible）です。この原則は人間がどこに立つべきかを指定します。ガイドライ
ンは、国防総省職員が適切なレベルの判断と注意を払う必要があり、人工知能能力を開発し配置し使用
することについての責任はその職員に残ると述べています。機械が悪いという言い訳は通用しないとい
うことですね。システムを設計した人、事業を管理した人、その機械を戦場に送った指揮官が最後まで
責任の主体として残ります。

次は公正な（Equitable）です。意図しない偏りを減らすために意図的に対策を取ると約束しているの
ですが、ここには軍隊特有の事情が混ざっています。軍事任務はもともと味方と敵を区別することです
からね。意図された偏りが任務そのものである場合があるわけです。だから原則はすべての偏りをなく
せとは言いません。望まない偏りを見つけ出して減らせと求めるだけです。どんな区別をなぜ入れたの
かを明らかにする仕事、実務ではそれが肝心です。

追跡可能な（Traceable）は工学的な要件に近いです。ガイドラインは、関連職員が技術と開発過程
と運用方式を適切に理解できるように人工知能能力を開発し配置すべきだと述べ、透明で監査可能な方
法論とデータ出所と設計手続きと文書もあわせて要求します。画面に表示された赤い箱1つがどんなデー
タとどんな学習過程を経て生じたのかをたどることができなければ、そのようなシステムはこの要件を
通過できません。

信頼できる（Reliable）は誤解を招きやすい言葉です。ガイドラインが要求しているのは、機械が傷
一つなく完璧でなければならないということではありません。用途が明示的で適切に定義されていなけ
ればならず、その定義された用途の中で、安全性とセキュリティと有効性がライフサイクル全体にわたっ
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て試験と保証を受けなければならないという要求です。性能が低下する条件を数字で明示しろという要
求と読めば意味が通ります。

実務者たちはこの限界をエラー包絡線（Error Envelope）と呼びます。霧がかかったり天候が悪い時、
敵が画面を曇らせる欺瞞をかける時、すなわち敵対的変換（Adversarial Transformations）がかかった
状況で性能がどこまで低下するかを事前に計測しておく作業です。その範囲を知ってこそ指揮官がこの
機械をどこまで信用するか決められるからです。彼らはこれを調整された信頼（Calibrated Trust）と呼
びます。

最後は統制可能な（Governable）です。操作できる能力を要求する原則ですね。ガイドラインは、シ
ステムが意図された機能は実行するが意図しない結果は検出し回避できなければならず、意図しない行
動を示す配置されたシステムは退出させるか無効化できなければならないと述べています。自動停止装
置と人間が主導する統制手続きを備えるべきという要求と理解すればよいです。この原則が後に出てく
る審議手続きと禁止線の基礎になります。

5つの言葉が作られた経緯は2019年にさかのぼります。国防革新委員会（Defense Innovation Board,
DIB）という諮問機関に倫理原則研究が発注されました。国防革新委員会はペンタゴン外の民間学界と
技術業界の人事で構成される機関です。国防総省が自分の手だけで規範を書かず外部の人々を招いて座
らせたという意味ですが、産業界と市民社会と学界の専門家が共に参加しました。

その研究が生んだ結果の一つが契約書の文言として残りました。ジャック・シャナハン中将の回想に
よれば、国防総省は民間企業と新しい契約を結ぶ際、その企業が5つの原則を実行する追跡ツールを持っ
ていることを立証するよう要求事項を入れ始めました。規範を訓示ではなく調達要件に移したわけです。
規範を調達関門に埋め込むこのやり方は後でも繰り返されます。

2021年には用語が1つ変わります。合同人工知能センターは、倫理（Ethics）という言葉が組織内で
コンプライアンスチェックリストのように受け入れられていることに気付きました。署名して渡すとい
う受動的な手続きになってしまえば、原則は速度をむしばむだけで、実際には何も変わりません。そこ
で何かを作り出す方向にかじを切りながら、名前を責任ある人工知能（Responsible AI, RAI）に変えま
した。

原則をなぜ守るのかと問われて国防総省が出す答えは道徳論ではありません。ルールを守らない権威
主義国家が自律兵器を押し進めているという事実も彼らも認めません。それでも5つの原則を貫く理由
として彼らが持ち出す比喩がブレーキです。ブレーキが良くなければ列車はもっと速く走ることができ
るという話ですね。

論理はこうです。厳しい試験に合格させ、モデルがいつ崩壊するかを知っている組織だけが、実戦で
その機械を投入できます。限界を知らないまま配置すれば事故が起こり、事故が起こればその機械は二
度と使えなくなります。だから規範が速度を妨げるのではなく、むしろ速度を支えるという主張です。
この主張が実際に正しいかはまだ判断できません。ただそれが彼らの論理だという事実ははっきりして
います。

第2節 原則からツールへ：責任ある人工知能ツールキットと試験評価

原則は結局言葉です。言葉が事業管理者の机の上で自動的にコードになることはありません。その隔
たりを埋めるために出てきたのが2022年の責任ある人工知能戦略および実行経路（Responsible AI
Strategy and Implementation Pathway）文書です。キャスリーン・ヒックス国防副長官が署名しました。
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この文書が実際に効力を持つことは自律兵器ガイドラインにも示されています。ガイドラインは、人
工知能を搭載した自律・準自律兵器体系の設計と開発と配置と使用が5つの原則とこの実行経路文書に
適合しなければならないと述べているからです。実行経路は64個の実務ラインで構成されていると発表
されました。

責任ある人工知能ツールキット（RAI Toolkit）は、この実行経路を事業現場の手に直接握らせます。
CDAOが2023年11月に公式に立ち上げたと発表しました。興味深いのは、このツールが検査官を増や
すほうではなく、質問を配布するほうに進んだという点です。

ツールキットは人工知能事業のライフサイクルを4つのセクションに分けます。何を作るかを構想す
る段階、開発し試験する段階、配置して運用し監視する段階、そして回収して無効化する段階です。各
セクションには質問表が付いています。目立つのは最後のセクションです。いつどのように停止して下
ろすかをライフサイクルの中に最初から組み込んだという意味であり、統制可能性原則がここで実務手
続きに落とし込まれます。

ツールキットはユーザーの役割に応じて異なる道を切り開きます。開発者と事業管理者と調達担当者
と指揮官がそれぞれ答えなければならない質問を別々に受けます。調達担当者に損失関数を尋ねないし、
開発者に契約条項を尋ねないということですね。原則を1つのかたまりで投げるのではなく、職務ごと
に細かく刻んだこと、これがこのツールの力です。

質問を投げかけるだけで終わらないという点も重要です。学習データにどんな偏りが入っているかと
尋ねておきながら、ユーザーをただ放り出さないからです。偏りを検査できるオープンソースソフトウェ
アと商用・政府既製ツールのリストを質問の横に並べてつなげます。問いかけと手段を1組にして与え
たわけです。

記録を強制する仕組みもあります。データカードとモデルカードという様式です。このデータを元々
何をするために集めたのか、ラベル分類体系は何か、知的財産権は誰にあるのか、性能が低下する可能
性のある条件は何かを書き留めるようにします。追跡可能性原則が様式1枚の姿に変わったわけです。

その様式はデータプラットフォームに登録されます。2026年1月9日付けの覚書は、国防データプラッ
トフォーム（War Department Data Platform, WDP）と財務管理用のアドバナ（Advana）とWDPアプ
リケーションサービスを3つの異なる種類に区別しています。アドバナという名前が丸ごとWDPに変わっ
たわけではありません。

ツールキットの職務役割は、米国国立標準技術研究所（NIST）の人工知能リスク管理フレームワー
クと相互に対応するように調整されていると言われています。国防総省だけの規範を別に確立するので
はなく、米国政府標準に合致させたわけです。調達仕様として使用するには標準と矛盾してはならない
からです。

このツールキットは迅速調達通路のトレードウインズマーケットプレイスの中に入っています。民間
企業が契約を結ぶ前にツールキットの質問段階を通過し、データアクセスの開放性を証明するようにし
たわけです。規範チェックが事後監査から契約関門に移ったわけです。

原則が実際に何をつかむのかを示す事例が1つあります。軍事医学分野のレッドチーム実験です。
CDAOがヒューマンインテリジェンス、国防保健局と共に実施したと発表した試験ですね。臨床記録の
自動要約と医療相談チャットボット、この2つの使用事例に関して200人を超える軍医と医務分析官が
参加したと発表しました。
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レッドチームとは、意図的にシステムを壊してみるチームです。この実験では、市販の商用大規模言
語モデル3種類を並べて叩いてみて、800個以上の脆弱性と偏った回答を見つけたと発表しました。脆
弱性をどのように定義し、どの方法で数えたのかは正確には明かされていません。

見つけ出した誤りを単に捨てるのではなく、ベンチマークデータセットにしたことが要点です。今後、
ある企業が医療用モデルを持ってくると、国防総省はそれらの罠をそのままもう一度投げかけます。一
度の試験が常設検証資産に変わったわけです。原則をツールに移すということの実際の意味は、まさに
ここにあります。

同じ方式の小さな事例も報告されています。空軍本部と共に、会議録のような非構造化文書の山を検
索増強生成(RAG)技術で束ねて、航空機の残存数量のような質問に答えさせた試験、民間人事管理室と
共に職務記述書を機械と人間が交互に修正する業務効率試験がそれです。派手な兵器の話ではなく、書
類の山と人事文書から始まったという点が興味深いです。

モデル自体をテストする共有基盤はJATICです。合同人工知能試験インフラ能力(Joint AI Test
Infrastructure Capability)の略称ですね。コンピュータビジョンモデルとトランスフォーマー系モデルを
対象に、データ偏見分析、ラベル衛生チェック、そして霧と煙のような悪条件と敵の意図的な欺瞞下で
の堅牢性を検査します。モデルを再び学習させるたびにテストが自動的に回るようにしたとのことです。

ここでテスト基盤と無人システム事業を混同してはいけません。多数の低コスト自律無人システムを
迅速に野戦に投入するというレプリケーター(Replicator)事業の所管は国防イノベーション部隊
(Defense Innovation Unit, DIU)です。CDAOが担当するのはアルファ-1(Alpha-1)という予算事業と共有
基盤の支援、つまりデータとテストインフラの側です。CDAOがレプリケーター全体を主導していると
読むと、所管が絡み合うことになります。

CDAOは「信頼(Trust)」という言葉をそっと押し出しました。信頼は主観的で人によって異なり、う
まくいった日が数日続くと、人間はいつの間にか機械を過信するようになるからです。代わりに入れた
言葉が「正当化された確信(Justified Confidence)」です。

正当化された確信とは、テストを通過した分だけ信じるという意味です。例えば説明すると、こうで
す。ある目標検出モデルが晴れた日には80パーセントの性能を出しても、霧がかかると30パーセント
まで低下する場合、そのまさにその事実をデータ目録に記して指揮官に渡すということです。この二つ
の数字は概念を説明するために挙げた例に過ぎず、実際のモデルの測定値ではありません。

発想は明確です。機械がどれほど賢いかを問わず、どこで崩れるのかを問います。その答えを数字で
記して指揮官の手に握らせるところまでがテスト評価の役割です。信頼できる原則と追跡可能な原則が、
この事例において一つに出会います。

第3節 自律兵器指針(DoDD 3000.09)と人間の位置

ここで兵器の側に移ります。国防総省には自律性を持つ兵器体系を別途扱う指針があります。文書番
号はDoDD 3000.09で、題目は兵器体系の自律性(Autonomy in Weapon Systems)です。2023年1月25日
に発効し、2012年11月21日付けの旧指針を廃止しながら再発行されました。主管は国防総省政策副長
官室で、承認者はキャスリーン・ヒクス副長官です。

指針が自らが明らかにした目的は3つです。兵器体系の自律・準自律機能を開発して使用するのに必
要な政策と責任を定める事、意図しない交戦につながりうる失敗の確率と結果を減らす指針を設ける事、
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そして自律兵器体系ワーキンググループを設置する事です。規範を宣言するだけでなく、常設機構を一
つ創設してつけたという点が目立ちます。

中心的な要求は一文に圧縮されます。自律・準自律兵器体系は、指揮官と運用者が武力使用に関して
適切な水準の人間的判断を行使できるよう設計されなければならないということです。ここで「適切な
水準」という表現が長年の論争の種になります。指針はすべての引き金を人間が引けと言いません。人
間の判断が介入するよう、設計段階から事前に道を開いておくよう要求するだけです。

その要求を支える条件も条文に記されています。厳格なハードウェア・ソフトウェア検証と確認
(V&V)を経て、現実的な開発試験と運用試験(T&E)を実施し、教義と戦術・技法・手順を確立しなけれ
ばなりません。このようにしてシステムが現実的な環境で適応する敵を相手に予想通り作動し、指揮官
の意図と合った時間と地理的範囲内で交戦を終了すべきです。そうできなければ交戦を終了するか、運
用者の追加入力を受けるべきだと指針は記しています。

機械と人間の接点にも条文が引っ掛かっています。ヒューマン・マシン・インターフェースは、訓練
を受けた運用者が即座に理解できなければならず、運用者が何をすべきか、システムが何をするかを明
確に知らせなければなりません。システムの状態を透過的に辿り直して示さなければならず、機能をオ
ン・オフにする手順も明確でなければなりません。データ出典と技術は関連要員に対して透過的で、監
査可能で、説明可能でなければならないと記されています。

手続きの重みは高位級の審議に表れます。自律兵器体系は正式な開発に入る前に政策副長官と研究・
工学副長官と合参議長の承認を受けなければならず、野戦に配置する前にもう一度政策副長官と獲得・
維持副長官と合参議長の承認を受けなければなりません。一人の決裁ではいけません。三つの軸の合意
を、それも二度要求します。既に承認された体系でも、アルゴリズムや任務範囲や運用環境や目標群が
大きく異なれば、審議を最初からやり直す必要があります。

例外も条文に記されています。自律モードで機能するよう意図されていない準自律兵器体系、運用者
の監督下で時間が切迫した攻撃や飽和攻撃を防ぐために職員がいる施設またはプラットフォームを局地
防御する自律体系、配置された無人機や無人艦艇を防御する自律体系、物資目標に非殺傷・非運動力を
使う自律体系がそれです。これらは高位級の審議なしに通常の獲得手続きを踏みます。近接防御兵器の
ように防御に限定された自動化装置がここに入ります。

指針が全く適用されないと明記した一覧もあります。サイバー空間の自律能力、非武装プラットフォー
ム、無誘導弾薬、運用者が手動で誘導する弾薬、地雷、不発弾、そして兵器体系でない自律・準自律シ
ステムです。このラスト項目が大きな含意を持ちます。

Maven Smart Systemのような目標分析体系を一度思い浮かべてみてください。複数のセンサーから
入ってきたデータを束ねて目標候補を選び出し、順位をつけて画面に上げます。その結果が致命的な打
撃につながりうるということを否定する人はいません。ところがこの体系は自らは発射しないので兵器
体系ではなく、そのため指針の適用対象から漏れます。規制が狙うのは発射装置なのに、実際に判断を
傾ける方は画面上のリストです。このずれがまさにここで生じています。

この隙間を国防総省は何で埋めているのでしょうか。答えは新しい規定ではなく、古い規範です。人
工知能が出る前からずっと積み重ねられた武力使用教義と戦争法をそのまま新しいツールの上に重ねて
使っています。目標識別の責任、比例性判断、副次的損害評価といった手順たちです。
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その答えが十分かどうかはまた別の問題です。目標候補リストの順序が人間の判断をどの程度まで押
し出すか、画面に浮かんだボックスを人間が何秒で確認するか、一日に数千件が上がってくるとき、そ
の確認は一体どのような性質の確認か。これらの質問にはまだ答えがありません。

指針の中でCDAOが担当する分も条文に明確に記されています。自律・準自律兵器体系に入った人工
知能能力とサイバーセキュリティを監視・評価して国防長官に助言する事、研究・工学副長官と共に5
つの原則と実装経路を実現する具体的で試験可能な要件を作成する事、人工知能搭載体系の要件定義と
試験可能性に関する政策と指針を出す事です。人工知能能力の試験評価実務ガイダンスを出し、研究・
工学副長官及び運用試験評価局長と共に共通試験ツールとインフラを構築する事もここに含まれます。

この条文の意味は明確です。「試験可能な要件」という言葉が規範と兵器獲得をつなぐ橋の役割を果
たします。5つの原則が条文に引用されていても、それを通過か否かで判定する尺度がなければ、審議
は形式的に流れてしまいます。その尺度を作る事がCDAOに配定されており、その尺度がまさに前節で
見たツールキットと試験インフラです。

人間の判断を守る線は三重になっています。第一に、責任は譲渡できません。機械が誤判断してもそ
の責任は機械には行かず、その機械を出した人間に残ります。人工知能が判断したということは免責事
由にはなりません。

第二に、介入経路を設計に事前に埋め込めという要求です。指揮官が「ループ内(in the loop)」にい
れば決定段階ごとに直接介入し、「ループ上(on the loop)」にいれば機械が動くのを見守ってから必要
な時に遮断します。規定で容認されない状態は指揮官がループ外にいる場合です。人工知能は指揮官の
判断周期を短縮するツールとしてのみ存在すべきという意味ですね。

第三はワーキンググループです。指針は自律兵器体系ワーキンググループを置いて、政策解釈と審議
準備を常設で回転させました。規範が長く続くかどうかは、文書自体ではなく、その文書を押さえて扱
う会議体にかかっているという判断が根底にあります。

この三重は人間の優位を言っているように見えますが、実際には機械の限界を測定する事に基づいて
います。指揮官が介入するには、何を見て介入するか最初から知る必要があり、そのためには前節の誤
差エンベロープが手に握られていなければなりません。結局のところ、人間の判断は宣言だけでは守ら
れません。再測定してこそ守られます。

第4節 禁止された使用例：機械に任せないと決めた決定たち

前の三層は何をどのようにするかという話でした。今回の節は逆に、何をしないことにしたかを扱い
ます。米国政府と国防総省、そして配下の軍は、人工知能を全く使わないと明示した項目たちをリスト
アップしておきました。「禁止された人工知能使用例(Prohibited AI Use Cases)」と呼びます。

このリストがどこから来たのかを明確にしておきます。禁止リストは自律型兵器システムのガイドラ
インの条文ではありません。自律型兵器システムのガイドラインには、こうした目録自体が存在しませ
ん。このリストが根拠としている文書は、行政管理予算局（OMB）が発出した政府全体の指針M-24-10、
国立標準技術研究所の生成型人工知能リスク管理に関する文書、および海兵隊の人工知能実行計画書と
その附属書のリスク管理部分です。政府の共通ルールが軍の実行文書として下りてきた形態であるため、
兵器審査規定とは系統が異なります。
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リストの最初には核兵器があります。核兵器の稼働と開始、中断を決定するプロセスにおいて、機械
出力だけに依存する行為を禁止し、すべての重要段階に必ず人間が介入していなければならないと明記
しました。この項目が海兵隊文書の附属書の第一項として掲げられています。他のいかなる効率よりも
前に置いたということです。

基本的権利を行使したという理由で個人を選別する行為も禁止線の内側に含まれています。表現の自
由、結社の自由、集会の自由を行使した記録を根拠として、人工知能が個人の傾向を分類したり、標的
にしたり、リアルタイムで追跡する行為を制限しています。デモに参加したという事実が機械のリスク
スコアに換算されることを防ぐということです。

批判を抑圧したり、アイデンティティに基づいて差別する行為も防がれています。軍と政府に対する
正当な批判や異議を監視・抑圧するために人工知能を使用することは許可されていません。人種、肌の
色、宗教、性別、出身国を根拠として不利益をもたらす決定に機械を使うことも禁止項目です。

入国と亡命判定を機械が最後まで完了させる行為も禁止されています。人間の補正手続きを完全に排
除し、機械だけで許可と不許可を確定する方式が対象です。禁止が照準を合わせているのは人工知能の
使用そのものではなく、完全自動化という点に注意すべきです。人間が覆すことができる通路が残って
いれば、ツールとして使用できます。

監督なしの感情推論も制限対象です。人間の監督なしに機械出力だけで個人の感情状態を分析・推論
する行為を禁止しました。ただし、同意を得た政府職員の医学的健康支援といった場合は、統制の下で
例外として扱う説明が付記されています。例外を認めながら条件をしっかりと付ける方式です。

警告なしに機械だけで作成したレポートを流通させる行為も禁止線の内側に含まれています。機械が
産出した結果だけで作成された文書を、警告文言も、指揮部の承認も、関連部局への通知もなく公式ルー
トで回覧することを禁止しました。生成型人工知能が部局内に入ってくることに伴って新たに生じたルー
ルです。機械が書いた文章が人間が検討した文章であるかのようにひそかに流布する事態を防ぐという
ことです。

この禁止線の傍らに、別のカテゴリーが存在します。安全および権利に影響を及ぼす人工知能（
Covered AI）です。禁止までは至りませんが、特別なコントロール下に置かれる領域です。

権利に影響を与える人工知能とは、個人または集団の機会と自由権に対して法的・物質的拘束力を持
つ決定の主たる根拠となるシステムです。安全に影響を与える人工知能とは、故障した場合に人命と健
康、自然環境、電力網や選挙制度といった国家の重要インフラ、国家戦略資産に大きな打撃を与える可
能性があるシステムです。物理的動作を伴うシステムがここに該当します。

この領域には4つのコントロールが付加されます。第一は最高AI責任者（Chief AI Officer, CAIO）の
承認です。各機関が指定した責任者が事業一つ一つを承認し、政府指針が定めた最低限のリスク管理手
続きを踏んだことを明示する必要があります。責任の名前を組織図にそのまま記載する方式です。

第二はリスク管理体系（Risk Management Framework, RMF）を二つに分割する措置です。既存のセ
キュリティ認可手続きはハードウェア時代に合わせて設計されているため、頻繁に再学習されるモデル
とはうまく適合しません。そのため、基盤インフラとコンテナ環境は既存の手続きを踏ませ、モデル自
体の偏見とデータ流出検証は別の審査経路として切り離したということです。

このように二つに分割したのは、規範と速度が衝突する時に出された解法です。モデルを修正するた
びに最初からセキュリティ認可を再度受けることになれば、結局誰もモデルを修正しなくなります。修
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正しないモデルは古くなり、古いモデルは誤ります。安全手続きがかえって危険を拡大する逆説を回避
しようとした設計なのです。

第三はデータセキュリティ姿勢管理（Data Security Posture Management, DSPM）です。敵が学習
データを汚染する攻撃またはモデルを逆算して分析する攻撃に対応するため、データ完全性を監視する
ツールを学習パイプライン内に組み込むよう指示しました。商用ツールの名前が例示として挙げられて
いますが、どの部隊が実際に何を導入したのかはまだ明かされていません。

第四にして最後がレッドチームとベンチマークです。前節で見た軍医学実験がこのコントロールの事
例として再度登場します。200人を超える人員が商用モデル3種を徹底的に検証し、800個以上の欠陥を
発見した、その結果をサプライヤー検証の基準として記録したと発表しました。禁止リストが超えては
いけない線を引く行為であるなら、このコントロールはその線の内側で休むことなく継続的に測定する
行為です。

二つの層位を並べて見ると態度が明らかになります。一方には、性能がどれほど優れていても超えて
はいけないという線があります。核兵器の決定、基本的権利の監視、アイデンティティに基づく差別が
ここにあります。他方には、超えてもよいが測定しながら超えるという領域があります。承認者と手続
きと試験ツールを細かく付加されています。

ここまでの説明のほとんどは、ルールを作った側が自ら明かしたものです。そのルールが現場でどの
程度守られているのか、審査で承認が拒否された事例があったのか、禁止線を超える行為が摘発された
ことがあるのかを、外部から独立して検証した機関はまだありません。何をすると決めたかまでが今語
れる範囲であり、実際にそのようになったかは後日の検証に委ねられています。

それでも残るものがあります。人工知能の導入議論はどの国でも性能の話から始まって調達の話で終
わりやすいものです。しかし、この6年間を通じて米国防総省が抱え続けていた問題は、性能よりもむ
しろ限界についてでした。この機械はどこで崩壊するのか、その事実を誰が測定して誰に引き渡すのか。
この問題を言葉だけの訓示にとどめず、契約書と審査手続きと試験ツールに移し替えたということに、
過去6年の重みがあります。

弁護士

kimkj.com
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第15章 同盟と競争:ファイブ・アイズ、そして対面する競
争国

米国国防総省 CDAO(AI最高責任者)

2026年5月11日、米国国防総省はウェブに報道資料を一件公表しました。タイトルはデジタル戦場を
磨くという表現で始まり、ファイブ・アイズの同盟国がプロジェクト・アルカディアを前倒しするとい
う文が続いていました。新しい兵器を供与したとか、部隊を配置転換したというニュースではありませ
ん。5カ国のデジタル・データ責任者らが一堂に会して会議を終えたという話だったのです。

会議の名称は共同デジタル・リーダーシップ・サミット(Combined Digital Leadership Summit,
CDLS)で、今回が26.1回次でした。前の数字は年を、後ろの数字はその年の何回目の回次かを示してい
ます。この表記の中には、半年に一度開催されるという意味が含まれているのです。

同盟と競争という主題に移ると、米国が公開した資料が急に薄くなります。設立と予算を扱った時点
では、memorandum(国防総省内部の公式文書)、予算正当化文書、聴聞会記録が層をなして積み重なっ
ていました。しかし、ここで手に入るのは報道資料一件、予算正当化文書数ページ、回顧的インタビュー
一件がすべてです。ですから、この章が描く図は、米国が開いておいた窓の中から見た図です。その枠
線をあらかじめ示しておくことが誠実です。

日付から一つ正すことにしましょう。アルカディアの発表文に記されている日付は5月11日です。か
つて7月13日という日付が付いたこともありましたが、それは発表日ではありません。2026年1月の人
工知能戦略とアドバナ・メモランダムも事情が似ています。文書に署名された日は1月9日、国防総省メ
ディア・サーバーに掲載された日は1月12日と分かれています。

第1節 プロジェクト・アルカディア:5カ国がデータを結ぶ方法

ファイブ・アイズ(Five Eyes, FVEY)は、米国、英国、カナダ、オーストラリア、ニュージーランド
の5カ国が情報を共有する長年の協定の名称です。発表文は、この会議に5カ国がすべて参加していると
記しました。ある国がオブザーバーとして参加したり、欠席したりする構造ではありません。5カ国の
デジタル責任者が定例で顔を合わせる会議、それが共同デジタル・リーダーシップ・サミットなのです。

今回の会議で実際に行われたことの中で、記録に残されたのは協議体の統合です。これまで別々に運
営されていた3つの協議体が、一つのサミットの下に統合されました。国防最高情報責任者フォーラム
(Defense Chief Information Officer Forum, DCIOF)、国防最高データ責任者フォーラム(Defense Chief
Data Officer Forum, DCDOF)、連合通信電子委員会(Combined Communications Electronics Board,
CCEB)、この3つです。前の2つは情報とデータを担当する高級官僚の会議体であり、最後の1つは5カ
国の通信・電子規格を調整してきた古い実務機構です。

なぜこの統合が目立つのか。3つの協議体がこれまで互いに異なるものを扱ってきたからです。情報
責任者はコンピュータ・ネットワークとセキュリティ・クリアランスについて話し、データ責任者は標
準とカタログについて話し、通信電子委員会は無線機と仕様書について話します。この3つが別々に動
くと、会議は増えるが決定は遅れます。そうした3つを一つのサミットの下に集めたというのは、規格
とデータと認可を同じテーブルで一緒に決めるという宣言に近いものです。
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目標に記された言葉は共通作戦状況図です。英語ではcommon operating picture(コモン・オペレーティ
ング・ピクチャー)で、指揮官たちが同じ画面を見て同じ状況を理解する状態を指します。5カ国の軍隊
がそれぞれのシステムでそれぞれの画面を見るなら、連合作戦は名ばかりの連合です。同じ画面を作る
には、データを記す方法、時間の基準、座標の体系、アクセス権限のルールがすべて合致しなければな
りません。

プロジェクト・アルカディアは、その画面を作るための事業の名称として発表文に登場します。発表
文が用いた表現は運用化(operationalization)です。研究室で回る試作品を、実際の戦術・作戦現場で機
能する物に変えるという意味ですね。会議を閉じるにあたり、国防総省最高情報責任者デイビスがこの
方向を改めて確認する閉会のあいさつをしたと発表文は記しました。

会議は、次の回次の主催国をオーストラリアに引き継いで終了しました。次の会合は11月シドニーで
す。主催国が引き継がれ、次の日程まで決められたというのは、この会議体が一度きりのイベントでは
ないという意味です。定例化されたということが、この発表文で確認される事実の一軸なのです。

ここまでが発表文が述べた事実で、その先は発表文が口を閉ざします。5カ国がデータを交換する際
に使用する仕様、すなわちプログラム同士が対話する取り決めであるAPI(Application Programming
Interface)の仕様はどこにもありません。アルカディアという名称で個別に計上された予算項目もあり
ません。システムが完成状態と宣言されるポイント、すなわち最終作戦能力(Full Operational
Capability, FOC)の目標期限も示されておらず、どの企業がどのような契約で何を提供するのかも記載
されていません。

名称が付けられ、目標が掲げられたのに、仕様も予算も期限も事業者も示されていません。ですから、
今のところ私たちが知っているのはここまでです。5カ国がデータ連携を定例議題として取り上げ、3つ
に分かれていた協議体を一つに統合したという事実。これをすでに稼働している連合システムとして読
むなら、発表文が述べていない領域に踏み込むことになります。発表文は前倒しすると言いましたが、
完成したとは言いませんでした。

アルカディアの内部が見えなければ、その脇に立つ構造物を見ればよいのです。CDAOの予算正当化
文書には、同盟国とパートナーに向けて実際に門戸を開いた環境が、名称と予算ラインとともに記載さ
れています。発表文よりも、こちらのほうがはるかに具体的です。

一つはオーカス(AUKUS)側の環境です。オーカスは、米国、英国、オーストラリアの3カ国の安保協
力枠組みです。予算書に記された正式名称は、多層分類レベル協働計算環境(Multi-Classification Level
Collaborative Computing Environment)です。セキュリティ分類が異なるデータを、一つの計算環境の中
で層を分けて扱うという設計がそのまま名称に反映されています。

この環境で本当に目立つのは技術ではありません。予算ラインが移行したという点です。文書は、こ
の事業を研究開発予算ライン PE 0603945D8Z から国防情報システム局(Defense Information Systems
Agency, DISA)の予算ライン PE 0303170K に移行させると記しました。予算ラインは、国防総省予算
書で事業が計上されている番号票です。その番号票が研究側から情報システム運用機関側に移行したと
いうことは、この環境を実験段階から運用段階へ移行させるという行政的判断があったことを意味しま
す。

移行に伴う予算削減がありました。文書は1000万ドルの削減を記し、資金計画は2026会計年度から
2031会計年度まで設定されています。ここで一つ注意が必要です。予算要求書に記された数字は要求
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であって、執行ではありません。要求額が減ったからといって事業が縮小したと直接読むと、別の機関
への移行後の予算編成分を見落とすことになります。

もう一つはスカイ・ブルー(Sky Blue)です。ウクライナ支援業務を運営するために作られた区画、つ
まりエンクレーブ(enclave)として予算正当化文書に登場します。エンクレーブは、大規模なネットワー
クの中に壁を設けて分離した作業スペースを指します。分類レベルを低めた区画を開放し、従来の防衛
企業ではないパートナーや民間企業が参入できるようにした構造です。

ラベリングという作業もここで登場します。画像や信号内の対象にラベルを付けて学習用データにす
る作業ですね。スカイ・ブルーから配布されたモデルやラベリングされたターゲットがどの程度あるの
か、その規模を確認する根拠は公開資料にはありません。規模を除いて残る事実は以下のとおりです。
米国は同盟国・パートナーと協力するために、分類レベルを低めた別個の区画を実際に運用してみまし
た。

3番目の構造物はSUNetです。認可を受けていない人も参入できるようにした非分類開発環境で、予
算正当化文書は25以上の国際パートナーがここに参画していると記しました。数が多いことより、その
数がファイブ・アイズの5より遥かに多いという点が重要です。5カ国だけが入る部屋があり、25カ所
以上が入る別の部屋があるという意味だからです。

この3つの構造物を並べて見ると、米国が同盟国のデータを結ぶ方式が一つではないことがわかりま
す。分類レベルを維持したまま層を分けて共同計算する道と、分類レベルを下げた区画を開放して多く
の人を受け入れる道があります。前者は扱えるデータが深い代わりに参入できる人数が限られ、後者は
人数が多く参入する代わりに扱うデータが浅いです。プロジェクト・アルカディアは5カ国だけが座る
会議で共通作戦画面を目標にしているので、人数を広く受け入れる後者より、分類レベルを維持しなが
ら深いデータを層で扱う前者に近く見えます。

同盟国同士がデータを連携させるとき、本当に難しいのはアルゴリズムではなく配管なのです。国ご
とにデータの記述方法が異なり、セキュリティ分類体系が異なり、他国に何を見せてもよいかについて
法律が異なります。3つの協議体を一つに統合した今回の会議の決定は、まさにその配管を一つのテー
ブルで扱ってみようという意味と解釈されます。

第2節 米中トラック2対話:ルールを守らない相手という前提

いよいよ対面する側に目を向けます。ジャック・シャナハン(Jack Shanahan)中将は、米国防総省合
同人工知能センター(Joint Artificial Intelligence Center, JAIC)の初代所長です。彼はポッドキャストのイ
ンタビューで、米中間の非公式対話について長く語りました。

トラック2(Track 2)という言葉から説き起こしましょう。政府代表が公式の肩書きを掲げて座すこと
をトラック1と呼びます。トラック2は、学者や退職した官僚、シンクタンク関係者が政府を代表しない
資格で会合する場です。責任は軽い代わりに、発言は自由です。公式交渉では取り上げにくいテーマを
先に試してみる実験室の役割を果たすのです。

米国と中国の人工知能トラック2対話は、米国側ではブルッキングス研究所(Brookings Institution)が、
中国側では清華大学(Tsinghua University)が主導したと、シャナハンは述べています。この対話は4年を
超えて続きました。互いを競争相手と位置付ける2国が、人工知能という主題でこれほど長く向き合っ
たのです。
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議題は4つでした。信頼構築措置(Confidence-Building Measures、CBMs)は、互いを信じさせるとい
うより、誤解による事故を減らす手順を意味します。次が、人工知能と核指揮・統制・通信(Nuclear 
Command、Control、and Communications、NC3)が結合したときに生じるリスクです。残りは試験評
価(Test and Evaluation、T&E)と危機管理フレームワーク(Risk Management Framework、RMF)の標準
を合わせる問題でした。

この4つの中でも重みが異なるのは核指揮・統制・通信です。核兵器を使用する決定が流れる経路に
機械判断が介入するとどうなるのか。これが議論の中心にありました。シャナハンが前面に置いた脅威
は武装ドローンではありませんでした。人工知能と生命工学が結びつく領域、そして人工知能で高速化
されたサイバー攻撃が核指揮通信網を混乱させるケースでした。

成果もありました。非公式対話から長く積み重ねた議論が公式の舞台に移行したと、彼は述べていま
す。その結果が、ジョー・バイデン米大統領と習近平中国国家主席の間の相互確認です。核兵器の使用
と発射の決定権は人間の指揮官に在るべきだという内容ですね。数年かけて練り上げた1文が、両首脳
の確認へと上がった事例です。

限界も同じ口から語られました。冷戦期の軍縮条約のような包括的大妥協(Grand Bargain)は人工知能
では成立しがたいということです。人工知能はミサイルのように数えたり査察したりできる物ではあり
ません。検証できない対象を巡って条約を結ぶのは難しく、そのため残された道は小さな合意を1つず
つ積み重ねていくことだけです。

対話そのものも堅固ではありませんでした。2022年、ナンシー・ペロシ(Nancy Pelosi)米下院議長が
台湾を訪問したとき、トラック2対話は一方の決定で凍結されました。人工知能と直接関係のない政治
事件1つが、チャネル全体を停止させたのです。非公式チャネルは柔軟である分、容易に断ち切られま
す。

シャナハンは両国の関係を友好的な妥協として描きませんでした。実際に戦争が起きれば、双方は相
手の軍事人工知能システムを崩壊させようとするだろうという認識が、対話の基盤に敷かれています。
向き合って規則を論じるその相手が、戦時には自分のモデルを失敗させようとする相手だということで
す。トラック2は、それを忘れて座ったのではありません。知りながら事故だけは減らそうと座ったの
です。

国防総省内の言語はもっと直截的です。CDAO代行を務めるランダル・コール(Randall Cole)を始め
とする指導部は、前にいる相手を倫理や責任ある規則には関心がなく、規則も守らない敵対国と位置付
けます。この前提は2020年2月21日の国防長官memorandumで採択された5つの原則と正面から衝突し
ます。我々は規則を守るのに相手は守らないなら、守る方が損するのではないか。こうした質問がここ
から生じるのです。

この質問に向き合う前に、規則が何層に積み重ねられているのかから見なければなりません。2020
年の5つの原則は、責任ある、公正な、追跡可能な、信頼できる、統制可能な、という5つの言葉で成り
立っています。その上に2022年の責任ある人工知能戦略と実装経路(Responsible AI Strategy and
Implementation Pathway)が乗せられ、原則を手順に変えました。2023年1月25日付の自律兵器指令
(DoD Directive 3000.09)はさらに一歩進め、兵器体系に適用される承認手順を規定します。

自律兵器指令の2.8項はCDAOの使命を個別に規定しています。自律・半自律兵器体系に組み込まれ
た人工知能能力とそのサイバーセキュリティを監視・評価して国防長官に助言する業務、研究工学副長
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官室と協働して5つの原則と責任ある人工知能実装経路を具体的で試験可能な要求事項に変える業務、
人工知能能力の試験評価慣行に関する指針を出す業務です。原則を試験できる文言に変える使命が
CDAOに課されているのだ、この条文が語る核心はそこです。

シャナハンが打ち出した手段もこの条文と同じ方向を見ています。彼は人工知能を規模の統計学
(statistics at scale)と呼びました。統計である以上、間違うに決まっています。だから揺らぎやすい言
葉である信頼(Trust)の代わりに、正当化された確信(Justified Confidence)を提案します。この機械がど
んな条件でどれほど間違うのかを数字で測るのです。

その数字を入れる器が誤差包絡線(Error Envelope)です。このモデルはこうした照明ではこれだけ間
違い、あんな天候ではあれだけ間違う、その分布を画面とともに指揮官に渡す方式です。指揮官はそこ
で初めてこの画面をどれほど信じるかを自ら判断できます。試験評価共同インフラであるJATICが作ろ
うとしているのがまさにこの包絡線です。

責任がどこにあるのかについても、彼は明確にしました。どんな先端技術が標的処理過程を回そうと、
殺傷決定の法的責任は機械にも技術者にも及びません。その責任は現場どこかにいる指揮官にあり、他
人に譲ることはできません。自律兵器指令が武力行使について指揮官と運用者の適切なレベルの人間判
断を要求することと同じ話です。

第3の手段は戦術的端末で耐え抜く設計です。相手が学習データを汚染する攻撃をかけてくることを
前提としています。だから前方端末は中央網と切り離された状態でも単独で動作しなければならず、通
信が開かれたときは全データを押し上げる代わりに分布が変わった信号だけを選別して送り出さなけれ
ばなりません。再学習を速く回すための選択ですね。

この3つを1行に貫けばこうなります。相手が規則を守らないからといって、自分の機械がより誤らな
くなるわけではありません。むしろ相手が規則を守らないからこそ、自分の機械がいつどれほど間違う
のかをより正確に知らなければなりません。規則遵守を道徳の問題から生存の問題へと移し替えた論証
ですね。もちろん、これはシャナハン1人の論証です。

シャナハンは競争国を1つの塊にまとめませんでした。この点も注目に値します。ロシアについては
言葉が厳しいです。誤爆や民間人被害に責任を持たず、検証されていない技術を戦場にそのまま出すと
いうのです。規則を守らないという表現がロシアについては文字通りの意味です。

中国についての筆致は異なります。シャナハンはマット・シーハン(Matt Sheehan)の研究を引きなが
ら、中国がむしろ米国より密集した閉鎖的な人工知能統制網を回していると述べています。理由は倫理
ではなく統制です。党中央の指揮権を守るためだというのです。前線の下級兵士が人工知能システムの
統制権を握り、党の指示なく射撃を開始する事態を防ごうとしているという説明が続きます。

この対比は、我々が通常描く図を逆転させます。規制が緩い権威主義国家と規制に足を縛られた民主
主義国家という構図です。ここで描かれる中国は規制のない国ではなく、別の理由で、より強い規制を
敷く国です。規制の目的が市民保護か権力維持かで性質は異なりますが、機械の自律に手綱を引くとい
う結果は同じです。この逆転を見落とすと相手を誤読することになります。

ここまでの中国の話は、全て米国側の発言と米国側の研究を通じて伝えられています。中国語の一次
文書は1件もなく、中国国防当局の文書も中国研究者の原文も入ってきていません。だから、ここで描
かれた中国は中国自身の顔というより、米国が向き合った中国の横顔として置く方が事実に近いです。
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対話が何度開かれたのか、誰が出席したのか、回次ごとにどんな議題文書を前に論じたのかは、公開
資料には記録されていません。バイデンと習近平の相互確認も原文案文ではなく、シャナハン中将の伝
聞としてのみ残っています。だからこの節の米中対話は1人の証言に依りかかっていると見るのが正確
です。

第3節 韓国語読者へ：米国資料が朝鮮半島について語らないもの

米国が公開した資料のどこにも米韓連合司令部のデータ体系は出てきません。在韓米軍の人工知能導
入事例もありません。朝鮮半島戦域を対象とするCDAOの事業名も、韓国軍と米軍の間のデータ連動計
画も、韓国企業が参加した契約もありません。

第1節で見た構造物を改めて思い起こしてください。プロジェクト・アルカディアが掛かった首脳会
談の参加国は5カ国です。韓国はその5カ国に含まれていません。多層分類等級協働コンピューティング
環境が置かれたOUKUSの3カ国にも含まれていません。名前を付けて扱った同盟データ構造はこの2つ
なのに、韓国はどちらにも出てきていません。

それでも残る窓が1つあります。SUNetに25を超える国際パートナーが付いているという予算正当化
文書の記載です。ファイブ・アイズの5を大きく上回る数字ですから、5カ国外の同盟国が入っている余
地があります。しかし、そのパートナーの名簿は文書にありません。韓国がその25の中にいる余地は開
かれていますが、名簿が抜け落ちている以上、今のところは可能性としてのみ残ります。

もう1つ、ミッション・パートナー(Mission Partner)という言葉があります。作戦ごとに共に仕事をす
る相手を呼ぶ言葉ですね。スカイ・ブルー・エンクレーブが伝統的でないパートナーと商用企業に戸を
開くとき、この言葉が実際に使われました。その戸からどの国が入ってきたのかは書かれていません。

韓国語の資料だとしても事情は変わりません。韓国語資料といっても米国の公聴会と行事を韓国語に
訳して整理したものばかりです。韓国の研究機関や政策当局が独立して生産した分析ではありません。
同じ米国側の発言を韓国語に訳したからといって、それが韓国の視点になるわけではありません。資料
の数は増えても、観点の数は増えません。

この区別を見落とすと危険です。米国の同盟データ連携技術が韓国の国防政策と連合指揮統制体系を
前倒しする道しるべになるという文を支える根拠は、この資料には見当たりません。韓国の政策名を言
及した米国文書すら一つもありません。

ない資料の上に立てた適用論は、読む人を気持ちよくさせますが、政策判断の根拠としては危険です。
米国がこうするから韓国もこうすればよいという文は、両国の予算構造と法令、同盟ランク、データ主
権条件が同じときだけ成立します。その条件を並べて比較する材料は、この資料には見当たりません。
韓国適用方策をこの資料だけで立てることはできません。

代わりにできることがあります。米国側の構造を正確に写して示すことです。そうすれば韓国の読者
は、その構造を自分の条件に照らして自ら質問を立てることができます。

5カ国は情報とデータと通信規格を扱っていた3つの協議体を1つの首脳会議にまとめました。等級を
保ったまま階層を分ける環境と等級を下げて敷居を下ろす環境が、互いに異なる予算線の上で別々に回っ
ています。パートナーを多く入れる方式と資料を深く扱う方式は同じ方式ではありません。そして連合
作戦の目標として掲げられたものは兵器ではなく同じ画面です。
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朝鮮半島がこの資料に見当たらない理由は何でしょう。関連文書が非公開かもしれず、ここに集めた
資料の範囲外にあるかもしれず、CDAOの公開活動の中で朝鮮半島事業の比重が小さいかもしれません。
どれもありえますが、韓米連合司令部の指揮統制のように敏感な領域ほど公開資料に捉えられにくいと
いう点を考えると、非公開側に比重を置く方が自然です。ただし資料がないという事実と事業がないと
いう事実は異なります。この両者を混同してはいけません。

このような図は全体として軽微な根拠の上に成り立っています。プレスリリース1件、予算正当化文
書数ページ、回顧的インタビュー1件。だからここで下した判断は、米国が開いてくれた窓の大きさの
分だけ確固たるものだと考えるべきです。

5カ国は半期ごとに集まって会議を開き、2国間は4年以上にわたって非公式に向き合っており、我が
国についてはこの資料が何も述べていません。3つの文すべてが確認された事実です。第3番目の文が空
白であるという事実、それもまた一つの情報です。

弁護士

kimkj.com
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第16章 批判：監査官、懐疑論者、そして過熱

米国防部CDAO（人工知能最高責任者）

米国防部の人工知能事業には成果ばかりがあるわけではありません。監査と監察が指摘した欠陥があ
り、内部からの異議もあります。ところが、うまくいった事業を知らせる文書は溢れんばかりに流れ出
ている一方で、できなかったことと欠陥を指摘した監査の原文はめったに公開されません。そのため、
ここに集めた批判は、大体において国防部が自ら認めた範囲です。

米国で国防予算と会計を外部から見張る機関は、大きく二つです。一つは国防部の内部にありながら
も、当該部門の指揮系統に従属しない監察官室（Office of Inspector General、OIG）であり、もう一つ
は議会傘下の会計監査院（Government Accountability Office、GAO）です。監察官室は国防部内部を監
査し、会計監査院は議会に代わって行政府を監査します。両機関の指摘は、大抵の場合、国防部の予算
文書と改革案に引用された形でのみ対外的に明かされます。指摘を受けた側がその指摘を要約して移し
替えたということです。

第1節 公開されない監査報告書、そして被監査機関が写し取った指摘

監察官室が出した評価報告書の原文は、公開されている資料に掲載されていません。残されているの
は、監査を受けた側が自分の予算文書に移し取った要約だけです。その報告書が何件の勧告を出したの
か、国防部がそのうち何件を受け入れたのか、どの項目で対立したのかは、被監査機関が選別した要約
の枠組みの中でのみ伝わります。

その文書は、2026会計年度予算に関連して国防部が出した計画・プログラミング・予算・実行（
Planning, Programming, Budgeting, and Execution、PPBE）改革及び予算柔軟性提案資料です。ここに
二つの監査機関の指摘が引用されています。したがって、ここに引用された批判は、検証を終えたとい
うより、被監査機関が写し取ることに選んだものです。

核心的な指摘は次のとおりです。財務報告に大きな影響を与える国防ビジネスシステム（defense
business systems）について、監査可能性（auditability）ガイドラインを強制するガバナンス統制手段
が存在しないということです。国防ビジネスシステムと言えば、兵器システムを思い浮かべやすいので
すが、そうではありません。給与、調達、在庫、会計のように、部門を機能させる行政情報システムを
指しています。監査可能性は、会計監査を通過できるように、データが追跡され、照合される状態を意
味します。ガイドラインは存在するのに、それを遵守させる権限がどこにも付与されていない、これが
要点です。

規模を数字で見ると実感がわきます。国防部の内部には、兵器プラットフォームを除いても、ビジネ
スシステムが非常に多くあります。その数は資料によって3,000個と4,000個の間を往来しています。ど
ちらが正しいのか明確に言い難いので、二つの数字を並べて示します。数える基準そのものが揺らいで
いるということ、これが問題の根本です。何個であるかさえ揺らいでいる対象を、どうやって監査する
というのでしょうか。

そのうち、共通データプラットフォーム・アドバナ（Advana）に実際に連動しているデータソース
は550個に過ぎないと資料は明かしています。3,000個であれ4,000個であれ、接続されているのは一部
に過ぎません。残りはそれぞれ異なる場所で、それぞれ異なる形式で処理されます。データを蓄積する
ことがなぜ安保問題にまで呼ばれるようになったのか、この数字の前で再び実感するのです。
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互換性の問題に進むと、図がより具体的になります。文書によれば、国防部の内部には30を超える会
計システムがあり、その会計システムにデータを入力するフィーダー（feeder）システムが約50個あり
ます。これらはOracleデータベース、COBOL（COBOL）メインフレーム、SAPなど、異なるプラット
フォームの上に構築されています。COBOLは1950年代後半に登場した事務処理用プログラミング言語
ですが、今でも銀行と政府の古い計算機システムに残存しています。

SAPで作られたシステムは、基礎論理がドイツ語で書かれているため、会計監査で帳簿を突き合わせ
る作業に行政的障壁が生じます。これは国防部が自ら明かした内容であり、誰かが脚色したものではあ
りません。世界最大の国防予算を扱う部門の会計照合が言語障壁に阻まれているということです。

ガバナンスの接ぎ目はどこで生じたのか。財務監査を準備する法的義務は財政監査官室（Under
Secretary of Defense (Comptroller)、USD(C)）が負います。ところが、原始会計データを生み出す個別
のビジネスシステムを購入し管理する権限は財政監査官室にありませんでした。責任は一方にあり、権
限は他方に分散していたのですが、国防部はこの齟齬を接ぎ目（seam）と呼びました。

そこで提示された処方は法律を修正することでした。米国連邦法第10編第135条を改正し、財務監査
に影響を与える国防ビジネスシステムの調達とポートフォリオ管理の監督権を財政監査官室の下に集約
しようという案です。この案はPPBE改革委員会の金融システム標準・政策承認関連の勧告と一致して
います。権限を責任ある部門に引き寄せようという、組織論の教科書に出てきそうな解決策ですね。

行政側の処方も同時に提示されました。一つはアドバナの上に総勘定元帳データと連動する統合予算
執行アプリケーションを置くことです。最小限の機能を備えた製品（Minimum Viable Product、MVP）
を作成し、運用維持、調達、研究開発試験評価、軍事建設の四つの部門で初期運用能力を確立するとし
ています。もう一つはPPBE共通データモデルを作成することですが、標準財務情報構造（Standard
Financial Information Structure、SFIS）に合わせて、利用可能なソース20個のうち12個のドメインに移
植したと明かしています。

2026年1月9日に署名されたアドバナメモランダム（国防部内の公式文書）は、4日後に国防部メディ
アサーバーに公開されました。メモランダムのタイトルはアドバナを変更して人工知能を加速し、監査
可能性を高めるという趣旨を含んでいます。ただし、このメモランダムがアドバナという名前を消して
国防データプラットフォーム（War Data Platform、WDP）という新しい名前を付けたわけではありま
せん。メモランダムは、共通データ層としてのWDP、財務管理用途で残されるアドバナ、その上で動
作するWDPアプリケーションサービスを異なる名前で区分しています。アドバナが丸ごとWDPに変わっ
たわけではないということです。

この区分をあえて問う理由があります。会計監査を通過することは財務管理側のアドバナの課題であ
り、戦闘速度の分析と人工知能はWDPとそのアプリケーションサービス側の課題です。同じプラット
フォーム系統から分かれた両者が、異なる時間軸と異なる検査基準を持つようになったのです。監査可
能性と戦闘速度が同じ屋根の下に共存できるのか。この問いがここで再び立ちあがります。

測定指標もあります。監察官室が発行する会計欠陥指摘書（Notice of Findings and
Recommendations、NFR）の年間完結率がその一つです。2024会計年度の完結率は2,848件中90件、
つまり3.2%でした。国防部は過去に記録された27.7%の水準を取り戻し、それを上回ることを目標に設
定しています。3.2%という数字は、指摘が蓄積する速度に比べれば、解消がほとんどされていない状
態を示しています。



127 - 金京鎮弁護士

その他の指標も国防部が自ら設定した目標として読む必要があります。国庫財務残高調整（Fund
Balance with Treasury、FBWT）資料をアドバナ内に移す比率は、2026会計年度に100%を達成すると
しています。受託サービス監査で好意的意見を得る比率は93%程度を維持するとしており、また、財務
監査に通過した傘下の構成部門数は、2024会計年度の13個から2025会計年度15個へ、2026会計年度に
は空軍一般基金と国家安全保障局を加えて20個に増やすとしています。重大な脆弱性（Material
Weakness）については、2026会計年度に45個を排除するとしています。

これらの数字は監査機関が確認した成果ではなく、国防部が予算文書に記した目標であり、自己集計
です。したがって達成したのではなく、達成するとなっています。目標を設定したという事実は明確で
すが、その目標が守られたかどうかは、次年度の監査報告書が出てこそ判断できます。発表された値で
あり、独立検証を経ていない目標値として読む必要があります。

結局のところ、私たちは監査機関が何を指摘したのかを、被監査機関の要約を通じてのみ知ります。
指摘の原文、勧告の数、国防部の反論、監査官と部門が交わした質疑応答は、その要約の外側に残され
ています。監査の世界で判断が分かれる瞬間は大抵その質疑応答の中にあるのですが、国防部の文書は
まさにそこを空白のままにしました。

韓国の読者にとっては質が少し異なります。公開された資料のどこにも韓国軍や米韓連合体系を指摘
する内容はないので、以下は資料というより推論として読んでいただければと思います。データプラッ
トフォームを構築することと会計監査を通過することが同じ問題の表裏という構造は、予算規模とは無
関係に、どの軍隊にも現れうるものです。システムが何個あるかさえ数えられない組織が、そのシステ
ムのデータで判断を自動化しようと乗り出すとき、何が先であるべきかが問い直されるのです。

第2節 電子戦とデータ汚染：機械速度の指揮統制が麻痺するとき

第二の軸は性質が異なります。会計簿の穴ではなく、機械が騙されて陥る方式がここでの主題です。
根拠となるのは、米海兵隊の人工知能実行計画文書と、防衛技術企業の経営者たちが参加した公開討論
の映像です。ここにも同じ傾斜があります。脅威を描いた文書が、即座にその脅威に対抗するための予
算を要求する文書です。

電子戦（Electronic Warfare）は電磁スペクトラム、つまり電波帯域をめぐって展開される戦いです。
妨害電波を発射して相手の通信とレーダーを麻痺させたり、逆に相手の妨害を突破して通信を維持した
りすることがここに含まれます。公開討論でAnduril側の人物は、電子戦環境が絶えず変化していると述
べ、Palantir側の人物は、兵器体系の周波数要件データモデルが統合されていないため、前線のセンサー
と打撃手段の間に相互干渉と飽和が生じていると述べました。両発言ともビジネスを売る側からのもの
です。

この指摘はデータ統合問題と根を同じくしています。各武器システムがどの周波数をどの程度使用し
ているかが一箇所に集約されていなければ、味方同士が互いの電波を妨害する事態が生じます。敵が妨
害する前に、味方が味方を妨害する状況です。データサイロが会計問題としてのみ現れるのではなく、
電波問題としても現れるということです。

議論から出た表現の一つが長く記憶に残ります。前線の部隊が商業用衛星インターネットへの接続を
繰り返し試みる行為は、敵に自分の位置を知らせる明るい信号灯を頭に載せて歩き回るのと同じである
という発言です。電波を発射した瞬間に位置が露わになるからです。したがって電波沈黙（Emission
Control、EMCON）の状態でも動作する、インターネット接続なしにデバイス内で機能する構成が、前
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線指揮統制の条件として提示されました。

次はデータポイズニング（Data Poisoning）です。海兵隊文書が定義するデータポイズニングは、人
工知能モデルの学習に用いるデータの中に、人間が気付きにくい虚偽情報を埋め込む攻撃です。汚染さ
れたデータでモデルが再学習されると、そのモデルは現場で致命的な誤判を下します。海兵隊文書は、
比較的小さな変更だけでも、モデルが敵の戦車を民間車両に誤分類させることができると考えています。
その逆方向の誤りがどのような結果をもたらすかについては、わざわざ説明しなくても推察できるでしょ
う。

二番目の手法は摂動（Perturbation）です。人間の目にはほとんど見えない微細な表面変形や模様を
物体に施して、コンピュータビジョンモデルのピクセル演算を崩壊させる方法です。人間は相変わらず
戦車を戦車として見ますが、機械は別の物として見ます。この攻撃は学習段階ではなく認識段階で起こ
るため、うまく作られたモデルを配備した後でも機能します。

三番目の手法は情報環境の領域です。敵が味方の大規模言語モデルが読み込む可能性のあるソースに、
操作された指示文や偽造情報を事前に撒く方法で、これを間接プロンプト注入と呼びます。モデルは人
間が指示した作業をするのではなく、資料に隠された文章が指示する作業をします。状況表示盤が間違っ
た図を描けば、その上で回る判断サイクル全体が一緒に狂わされます。

実際に注視すべきは技術ではなく、人間の側で起こる結果です。敵の欺瞞によって誤警報が急増する
と、指揮官と運用者は機械を信じなくなり、その道具を完全に捨ててしまいます。攻撃が狙うのは機械
を壊すことではありません。人間の信頼を蝕むことです。信頼が崩れ落ちれば、高額で構築されたデー
タの優位性は使われないまま残されます。兵器を破壊せずに兵器を使用不可にする攻撃です。

米国側の文書は、このような攻撃が散発的ではなく、一つの時間表の下で結集していると考えていま
す。電磁妨害、サイバー侵入、データポイズニング、前線ノードを狙う自爆ドローンの物理的打撃を一
つに束ねて、指揮統制網の結束力を崩壊させる方式をシステム破壊戦（Systems Destruction Warfare）
と呼びます。ただし、この名称と教義は競争国が自ら明かしたものではなく、米国の文書が競争国の教
義と規定したものです。

防御の側に移行すると、原文で明確に確認できるいくつかの根拠が現れます。2023年1月25日付の自
律兵器指令（DoDD 3000.09）です。キャスリーン・ヒックス国防次官が承認した24ページの文書であ
り、2012年11月21日付の同じ番号の指令に取って代わるものです。この指令は、自律および準自律兵
器システムが武力行使に関して、指揮官と運用者が適切なレベルの人間判断を行使できるように設計さ
れなければならないと規定しています。そして、その判断が可能であるためには、厳密な検証・確認（
V&V）と現実的な開発・運用試験評価（T&E）を経なければならないと規定しています。適応する敵が
現実的な対抗手段を使用する環境でも、システムが予想通りに機能しなければならないという文言がそ
の中に含まれています。

この指令は人間と機械の間のインターフェースも規定しています。人間と機械の接点は、訓練された
運用者が直ちに理解できるものでなければならず、何を人間が行い何を機械が行うかが明確に表示され
なければならず、システム状態に関する透明なフィードバックと機能をオン・オフする明確な手順を提
供しなければなりません。データと技術は関連要員が監査し説明できるものでなければならないという
条項もあります。交戦が指揮官の意図に反する時間と地域に移行する場合、システムは交戦を終了する
か、運用者の追加入力を要求することになります。
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この指令はCDAOにも職務を委ねています。CDAOは自律・準自律兵器システムに搭載される人工知
能能力とそのサイバーセキュリティを監視・評価して国防長官に助言し、研究工学次官室と共に倫理原
則を具体的でテスト可能な要件に変換します。人工知能能力の試験評価慣行についての指針を発行し、
研究工学次官室および運用試験評価局と共に試験評価・検証確認用の共通ツールと基盤を構築すること
もCDAOが担当します。これらの条項は公開された指令原文にそのまま含まれています。

三つの層を区別しましょう。第一層は、2020年2月21日の国防長官メモランダムで採択された五つの
人工知能倫理原則です。責任ある、公正な、追跡可能な、信頼できる、統制可能なという五つの言葉で、
自律兵器指令にもその定義がそのまま引用されています。その上には責任ある人工知能戦略と実装経路
が置かれ、その次が2023年の自律兵器指令です。原則と実装経路と兵器指令はそれぞれ異なる文書で
あり、一つが他の一つに取って代わったものではありません。

CDAOが実際に使用するテストインフラストラクチャもあります。合同人工知能試験・評価能力（
JATIC）を通じて、人工的な敵対的変換と悪天候のような厳しい条件の下で、モデルの誤差範囲をテス
トします。このとき使用される表現が誤差エンベロープ（Error Envelope）です。モデルがどこまで耐
え、どこから崩壊するかの境界を統計で描いておき、その境界内でのみ配備するという考え方です。こ
こから出てくるもう一つの言葉が正当化された信頼（Justified Confidence）です。

研究側のプロジェクトもあります。敵対的機械学習に対抗してモデルの安全性とロバスト性を保証し
ようとするDARPAのGUARDプロジェクト、および情報偽造攻撃に対応するカーネギーメロン大学ソフ
トウェア工学研究所の情報保証プロジェクトが、予算項目と共に挙げられています。予算項目番号は文
書に記載されていますが、金額はその番号に付けられていません。

運用側の解決策として提示されたのが選別配信です。通信が遮断され帯域幅が狭い環境で、すべての
データを後方に送ろうとすると、回線が詰まります。そこでエッジのモデルが誤りを示した場合、デー
タだけを選んで機会が生じたときに後方に流し、非分類開発ネットワークで短いサイクルで再学習した
後、ワイヤレスで更新版を下ろす方法です。再学習サイクルを一週間未満に短縮したという発言が議論
に出てきますが、どのような条件で測定した値かが付いていないので、検証された成果というより、事
業を推し進める側が提示した宣伝に近く読むべきです。

実際に米軍のモデルがデータポイズニング攻撃を受けて誤判した事例、その事故がどのように調査さ
れ、何が変わったのかを示す記録は公開資料に掲載されていません。脅威は豊富に描かれていますが、
事故記録は空白のままです。脅威を描いた文書が即座にその脅威に対抗するための予算を要求する文書
であることを思い起こせば、脅威の叙述と事故記録の間のこの非対称性は、偶然というより文書の性質
に由来するものに見えます。

3節 監視と私生活: 商業情報統制という争点

三番目の軸は監視です。ここでも、ないものから見ていきます。公開資料の中には、公開情報の大量
収集およびフィルタリング事業という名前を持つ具体的な獲得プログラムの文書がありません。一日に
何件を処理するという種類の数字は資料外で流れていますが、原文に対比すべきものがない風聞です。
国防部が公開情報をこのように掻き集めるという図は、この資料の外から流れ込んだ話と見なすべきで
す。

実際に明らかになるのは反対側です。商業情報を購入する行為を統制しようと国防部が構築した仕組
みです。商業情報（Commercially Available Information、CAI）は、データ仲介市場で金銭を支払って
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購入できる情報を指します。位置情報履歴、購買履歴、ソーシャルメディア投稿のように、もともと民
間で生成されたデータがここに含まれます。令状なしで購入できるという点がこのデータの法的争点で
す。

国防部には、プライバシー・市民的自由・透明性担当の国防長官補佐官室（ATSD(PCLT)）がありま
す。この組織は、国防部が安保任務を遂行しながらも自国民とパートナーのプライバシーと市民的自由
を尊重しなければならないという法的義務の下で活動しています。予算文書によれば、この組織は商業
情報の獲得と使用に関する省全体のガバナンスと監視を担当すると記されています。個人識別情報（
Personally Identifiable Information、PII）が漏洩または改ざんされた場合の是正もこの組織が担当しま
す。

数字は予算書そのままです。2026会計年度の予算要求書には、任務支援項目の下に商業情報監視関
連の予算ラインがあり、100万ドルの増額が要求されました。2025会計年度のベースラインは861万
4000ドルです。この項目の存在は二つのことを示しています。商業情報の購入行為が実際に行われて
いるということ、そしてそれを監視するのに別途資金が配定されるほどの規模であるということです。

規模を比較してみましょう。861万ドルは国防予算の世界では四捨五入すると消える金額です。これ
まで扱ってきた人工知能関連事業は数億ドル単位で動いていました。監視機構の予算と監視対象事業の
予算の間に置かれたこの距離を、文書自体は問題視していません。私はその距離を問題として読みます。

海兵隊の人工知能実行計画文書には、すぐに続く概念があります。権利影響人工知能（
Rights-Impacting AI）です。市民の権利に不利益を与える可能性のある人工知能の用途を別途分類して
統制しようという考え方です。文書は人工知能によって侵害される可能性のある領域の一つとして、違
法な監視から保護される権利を明記しました。軍の内部文書が監視からの保護を権利リストに挙げたと
いう事実は注目に値します。

公開討論資料には別の観点からの話もあります。遺伝情報会社に市民たちが自ら渡した遺伝データが
市場に流出すれば、そのデータがまた逆に安保の脅威として返ってくるという指摘です。高位の人物の
遺伝情報を逆追跡して標的を選ぶのに使われる可能性があるということです。個人が便利さのために提
供したデータが国家安保の問題となって戻ってくる構造です。この発言はパネル討論から出たものであ
り、実際の事件記録が資料にあるわけではありません。

同じ討論で、大手IT企業に向けた批判も出ました。情報機関のクラウド契約と陸軍ヘッドセット契約
のような大型事業の規模が言及されるにつれ、安保の優位を前面に出して個人情報保護法案と人工知能
規制法案を回避してきた業界の態度が槍玉に挙げられました。契約金額は発言の中に登場しますが、契
約原文を確認できなかったので、金額はパネルの発言にとどめます。

討論の終わりには別の観点からの発言もあります。米国の安保担当者たちが勝つためならば自国の価
値を踏みにじってもいいという論理を拒否するということです。その代替案として提示されたのがデー
タの系統（provenance）管理です。データの系統とは、あるデータがどこから来たものであり、誰の
手を経たものであるかを追跡できるようにする管理方式を意味します。どこから来たデータかわからな
ければ、そのデータを使用することが合法であるかどうかも知ることができないということなのです。

この論理には非対称性が潜んでいます。自国民のデータが競争国のアプリに流出することは防ぐべき
脅威として描かれるのに対し、自国機関が商業市場からデータを購入する行為は監督の対象として描か
れます。脅威と監督は異なる重みを持つ言葉です。この非対称性を資料自体は問題視していませんが、
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私はこれが問題だと考えます。

ここでの資料の空白は前述の二つの軸より深刻です。監視を扱う資料が、監視する側の予算書と内部
指針だけだからです。市民団体の報告書、裁判所の判断、マスコミの調査報道、議会の反対意見は一件
も含まれていません。監視を監視する側の文書だけで測定することは、学校の給食の満足度を給食室が
調査した資料だけで測定することに似ています。

第4節 発表された成果と検証された成果の距離

最後の軸は過熱です。幸いなことが一つあります。今回の批判は外部から来たものではなく、国防部
の内部から出たものです。国防部の人々が集まったソフトウェア関連のサミットと公開討論会で、発表
された数値をめぐって互いに揶揄する発言が出ました。ようやく批評家と呼ぶに値する声です。

測定手順がある程度伴う成果から見ます。海軍のAMMO事業は無人潜水ドローンにコンピュータビジョ
ンモデルを搭載し、機雷を検出させる事業です。関係者は機雷探知にかかる時間と人員を半分に削減し、
モデルを再学習させて配備するサイクルを6ヶ月から1週間未満に短縮したと発表しました。この数値は
発表のままに引用します。何を基準に半分なのか、どのような条件で測った6ヶ月なのかが資料にない
からです。

造船所の事例も形態が似ています。ボトルネック作業場にIoTセンサーを取り付けて機器の信頼性を
52％高め、月8,000件を超えるクレーン作業を手作業からデジタル手順に変更して効率を25％向上させ
たと関係者は述べています。こちらは前の事例より再現性のある領域です。クレーンが何回動いたかは
数えることができ、機器が何回停止したかも数えることができるからです。戦闘成果より工場成果の方
が測定しやすいということ、この違いこそが問題の核心です。

Advanaの側では、2年で利用者数と分析領域が100倍に増えたという発表がありました。連携された
フィーダーデータソースは550個だったということですね。第2節で見た3,000個または4,000個という
分母を思い出せば、この100倍がどこから出発した100倍なのかも併せて問う必要があります。成長率
は出発点が低いほど大きくなるものです。

Project Mavenの事例は別の観点です。複数の民間企業のコンピュータビジョンアルゴリズムについ
て、誤差分布と厳しい変換条件での堅牢性を自動的に測定し、90日間隔で比較評価して勝ったモデルの
みを前線に無線で配信する方式です。これは成果の数値ではなく、成果を測定する手順です。このよう
な手順が存在するという事実は、個別の数値よりも信頼できるシグナルだと思います。数値は誰でも作
ることができますが、90日ごとに負けた側が交代される構造は作りにくいものです。

事業の所有者を曖昧にする発表も過熱の一形態です。Replicatorは国防革新部（DIU）が主管する事
業であり、資料のどこにもCDAOがその事業全体を主導しているという記述はありません。CDAOが担
当したのはAlpha-1予算事業と共通基盤支援、つまりラベリングから試験評価までのインフラを提供す
ることです。人工知能が関わる事業であればCDAOが全部やっているように見える印象は、発表資料が
作り出したものであり、文書に根拠がありません。

今は内部からの批判です。海軍の一部が人工知能導入の成果として掲げた17,000倍の性能と1億ドル
の削減といった数値について、2026年の国防ソフトウェア関連サミットに参加した国防部高官は、そ
うした数値を持ち歩いて自慢する慣行をやめるべきだという趣旨で述べました。理由は明確です。その
数値が国防部の本業である戦闘準備態勢を実際にどの程度向上させたのかを測定する手順がないからで
す。何に比較して17,000倍なのかが欠けていれば、その数値は大きさだけあって意味がありません。
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第二の批判対象は海軍省CDAOが掲げた80対20仮説です。海軍内の人工知能利用事例のうち80％は
一つの共通ツールで解決でき、残りの20％のみカスタマイズされたソリューションが必要だという主張
です。しかしこの比率は利用事例を全数調査して得た値ではありません。各軍の重複投資を抑制し予算
を一箇所に集約するための行政的仮説に近く、これを検証する登録システムはまだ開発中でした。数値
は根拠というより説得の道具として使用された事例ですね。

第三の対象は期限宣言です。海軍は2027年1月1日までに人工知能準備態勢を整えると明かしました。
しかしあるパネルで、明日にでも準備が完了できる部隊があるかと尋ねたところ、聴衆の中で手を挙げ
た人は誰もいなかったと文書は伝えています。同じ場所で前線の情報技術部門の関係者は、導入の必要
性には全く同意するが、人工知能を実装するための予算が配分されていないため既存システムの維持に
追われていると明かしました。

私はその場面こそが正直だと思います。上では期限を宣言し、下ではその期限を守るお金がありませ
ん。その間の距離を埋めるのが発表資料です。発表文書は期限と成果数値をつなぎ合わせて進展のよう
に見せかけます。そしてその発表資料が翌年の予算要求の根拠として再び上がってきます。

構造的な摩擦もあります。国防部の費用評価分析室（Cost Assessment and Program Evaluation,
CAPE）が使う費用モデルは、予算がピークに達して減り、消滅する形態の事業を前提としています。
兵器を開発・生産して納入すれば終わる事業には適切なモデルです。しかし、ソフトウェアと人工知能
モデルは納入後も継続的に修正し、再学習させる必要があります。終わらない事業を終わる事業の書式
に合わせて営む中で摩擦が生じます。

さらに指摘されたのが一つあります。人工知能が誤判断した事例を発見しながらもその手順を思い切っ
て削減できない慣性です。新しいツールは継続的に追加されるのに、失敗した手順はそのまま残ります。
足し算だけがあり引き算がない組織では、導入されたツールの数がそのまま成果の数として発表されま
す。この慣性がどの程度深刻であるかは、私が判定する重みです。

ここで引用した批判の大部分は公開討論会の発言です。発言者が誰か、どのような会議でどのことに
ついて述べたのかは映像の中にありますが、文書として確定した形式ではありません。ベンダー訴訟の
判決文や事業キャンセル記録、失敗したパイロット事業の事後評価報告書は手元にありません。したがっ
て、今明らかになっているのは過熱の全体像ではなく、過熱を懸念する内部者の声が存在するという事
実です。

それでも得られるものが一つあります。発表された数値を読む方法です。三つの物差しを提案したい
と思います。まず誰が述べたかを見ます。事業を売る側が述べた削減率と事業を監査する側が述べた削
減率は重みが異なります。次に何に比較した値であるかを見ます。比較基準が記載されていない倍数は
大きさだけあって意味がありません。最後にその主張が誤っていることがどのように明らかになり得る
かを見ます。誤る方法がない主張は成果というより標語です。

この三つの物差しを前述の四つの軸に当てはめ直すと不都合な結果が出ます。引用した成果数値の大
部分は事業を行う側が述べたもので、比較基準が記載されておらず、それが誤っていることを確認する
文書は公開されている場所にはありません。したがって、今私たちが手にしているのは米国国防部の人
工知能事業の失敗ではなく、その成否を判定する資料がまだ売る側に傾いているという事情です。

ある国の国防人工知能事業を評価しようとする場合、その国政府が発表した資料だけではスケールの
バランスが取れません。監査報告書、事後評価報告書、失敗記録が並んで置かれてこそ、スケールのバ
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ランスが取れるのです。米国の場合、そうした文書は作成されていますが、現時点ではその原文に接す
ることができない状態です。全く作成されない場合と、作成されたが公開されない場合は異なる問題で
す。この区別が最後に残る観察です。

弁護士

kimkj.com



134 - 金京鎮弁護士

第17章 終章：残された質問たち

米国国防省 CDAO（AI最高責任者）

16の章を書き終わってみると、手に残ったのはきれいな結論ではありませんでした。代わりに三つの
ものが残りました。複数の資料で確認された事実、資料同士が最後まで食い違ったままの記録、そして
鍵がかかっていて最後まで目を通せなかった文書です。その三つを一つ一つ取り上げます。

資料が到達する終わりは二つの文書です。一つは2026会計年度大統領予算要求書であり、もう一つ
は2026年1月の文書群です。その先に進むと予算表は空白になります。最後まで答えられなかった六つ
の問いも残ります。この六つは資料が選んだのではなく私が選んだものなので、私の質問であり判断で
す。

1節 確認されたことと食い違ったまま残ったもの

複数の資料が重なって確認される内容は、思ったより限られています。

限られたその一覧に最初に出てくるのは、組織の系譜です。最高デジタル及び人工知能事務局（
Chief Digital and Artificial Intelligence Office, CDAO）は2022年に創設されました。その前には、プロジェ
クト・メイブン、合同人工知能センター、国防デジタルサービス、最高データ責任者室、アドバナ（
Advana）という五つの組織が別々に運営されていました。それぞれ異なる理由で生まれた五つの組織
を一つに統合するという決定が後になって下されたものであり、その成果がCDAAOです。この点は複
数の資料が重なって述べています。

2026年1月の文書群もここに含まれます。国防省の人工知能戦略とアドバナ改編メモランダム（国防
省内部の公式文書）は2026年1月9日に署名され、3日後に公開されました。

アドバナ改編メモランダムの内容も確認された側に入れることができます。ただし、ここでしばしば
誤解が生じます。メモランダムは、アドバナという名前を削除し、国防データプラットフォーム（War
Department Data Platform, WDP）という新しい看板を掲げるよう述べていません。メモランダムが行っ
たことは、一つだった塊を三つに分割し、それぞれが行うべき仕事を定めたことです。

その三つは以下の通りです。省全体のデータ基盤となるWDPが一つ、会計監査と財務管理のために
残るアドバナが二つ、WDP上で動作するアプリケーションサービスが三つです。アドバナがWDPに改
名したと書いてしまうと、監査可能性を支えていた機能がどこへ行ったのかが文からなくなります。こ
の区分はメモランダムの原文にそのまま記載されています。

自律兵器指針も確認された側です。文書の名称は国防省指令3000.09『兵器体系の自律性』（DoD
Directive 3000.09, Autonomy in Weapon Systems）であり、効力発生日は2023年1月25日であり、2012
年11月21日付けの同じ番号の指令を代替します。承認者はキャスリーン・ヒックス国防省副長官と記
載されています。

自律兵器指針の中では、三つの層の関係が明確に捉えられます。最下層は2020年2月21日の国防長官
メモランダムで採択された五つの原則です。責任ある、公正な、追跡可能な、信頼できる、統制可能な。
この五つの言葉がそれであり、2023年指令もこのメモランダムをそのまま引用して五つの原則の定義
を繰り返しています。
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中間層はその原則を省の作業方法に移そうとする経路です。指令は『責任ある人工知能戦略及び実装
経路』（Responsible AI Strategy and Implementation Pathway）という文書を繰り返し指摘し、兵器体
系に人工知能が組み込まれる場合、その文書と矛盾しないように設計することを要求しています。しか
し、その実装経路文書自体はこの資料群の中にないため、その中に含まれる条項を見ることができませ
んでした。それでも、指令がこの文書を繰り返し指摘し、設計の基準として用いるよう要求しているこ
とから、この文書が五つの原則を実際の兵器設計に移す実質的なリンクの役割を果たしていると私は見
ています。条項は見ることができなくても、その地位ははっきりしています。

最上層が2023年指令です。核となる文は、兵器体系が武力使用について指揮官と運用者が適切なレ
ベルの人間的判断を行使できるように設計されなければならないということです。そして、一定のカテ
ゴリーの自律兵器体系は、正式な開発に入る前と野戦配置前に、それぞれ高位級の審査を受けなければ
ならないと明示しています。開発前の審査は政策次官と研究工学次官と参謀長が、配置前の審査は政策
次官と取得維持次官と参謀長が担当します。

この指令でCDAAOがどこに置かれるかは第2.8項に記載されています。CDAAOは自律・半自律兵器
体系に組み込まれた人工知能能力とサイバーセキュリティを監視・評価して国防長官に助言し、研究工
学次官と共に五つの原則を試験可能な要件に変える業務を担当します。人工知能能力の試験評価慣行に
関する指針を発行し、試験評価と検証に用いられる共通ツールと基盤を研究工学次官、作戦試験評価部
長と共に取り扱う業務も記載されており、CDAAOは兵器を承認しません。兵器に搭載されたモデルを
テストする業務を担当します。

レプリケーター（Replicator）の所管もここに含まれます。この事業を主導する組織は国防イノベー
ション部隊（Defense Innovation Unit, DIU）です。CDAAOはレプリケーター全体を指揮していません
が、アルファ-1（Alpha-1）という予算事業と共通基盤支援を通じてその流れに貢献しています。この
境界を曖昧にすると、自律無人機の大量配置という全体像がCDAAOの成績表として誤って読まれます。

生成型人工知能の方面で確認されることは多くありません。2023年8月に大規模言語モデル（Large
Language Model, LLM）を扱うためのタスクフォース・リマ（Task Force Lima）が設立され、その後、
省構成員が生成型ツールにアクセスするための窓口としてGenAI.milが開設されました。ここに付き添
う数字たち、すなわち利用対象者と使用分野の数とやり取りされたプロンプトの量は、国防省の発表の
みとして存在しています。その数字が何を数えたのかは原文に記載されていません。発表主体が国防省
一つだけであるという点から、私はこの数字を検証された成果というより導入を知らせるための広報数
値に近いと読みます。

海軍のAMMOプロジェクトも同じ扱いを受けています。水中で機雷を見つけ出す無人潜水艇（
Unmanned Underwater Vehicle, UUV）に新しいモデルを再び搭載して送出する時間を大幅に短縮した
という話があり、6か月が1週間に短縮されたという文と人員が半減したという文がついてきます。二つ
の文いずれも何を基準に計測した値かが原文に記載されていません。そのため成果ではなく、発表され
た主張としてのみ残ります。

確認された一覧を全て埋めると、ある傾向が見えます。組織が創設された、文書が署名された、事業
が開始されたという事実は確認しやすいです。その事業が何をどれほど変えたかを確認するのは難しい
です。この傾向は最初から最後まで続いており、私はそれを最後まで排除することができませんでした。

食い違いは資料を集めた人の誤りから生じたのではありません。これはこの資料が本来持っている性
質です。同じ事件を報道資料と公聴会発言と回想インタビューがそれぞれ異なるように記すと、後に来
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る人にはこの三つの中から一つを選ぶ権限がありません。

CDAAOの創設日がそうです。2022年2月という記録と2022年6月1日という記録が並んでいます。前
の日付を組織を設立するという決定が下された時点として、後の日付を事務局が実際に運営開始した時
点として読むことはできます。そう読むよう明示した文書を私は見つけることができませんでした。そ
のため、二つの日付を並べたまま止まりました。

国防省データ組織の開始日には2021年2月1日と2021年7月という二つの記録があります。データ・分
析・人工知能採用戦略の日付には2023年1月24日と2023年6月27日と2023年11月2日という三つの日付
が資料ごとに異なるように記載されています。署名日と承認日と公開日が異なる可能性があるという推
測は自然ですが、推測は根拠ではありません。日付が複数あるときに問うべきことはどちらが正しいか
ではありません。各日付が文書の生涯のどの時点を指しているかを問うべきです。

国防省業務システムの数には3,000個という記録と4,000個という記録が共に存在しています。その中
から数百個を共通標準に接続したと言うが、分母が変動するなら比率も変動します。半分程度なのか8
分の1程度なのかが異なるからです。この場合にできることは、二つの数字を並べて記すことだけでし
た。

性質の異なる食い違いもあります。上で宣言された日程と下で経験される現実との間の食い違いです。
海軍省のデータ担当者は2025年1月のあるカンファレンスで、2027年1月1日までに人工知能準備態勢を
整える必要があると明確に述べました。しかし同じカンファレンスで現場の情報技術部門の実務者は、
必要性には完全に共感するが、それを実装するための予算が割り当てられていないため既存システムの
維持に追われていると述べました。二つの発言は同じ行事の同じ流れの中にあります。

言葉の基準が食い違っている場合も残っています。動作する製品を作ったという側と、兵士が実際の
任務を完遂できることが能力だという側が、互いに異なる基準を用いています。前者の基準を最小可能
製品（Minimum Viable Product, MVP）と呼び、後者の基準を最小可能能力（Minimum Viable
Capability, MVC）と呼びます。デモンストレーション会場で画面が立ち上がることと、前線の状況板で
任務が終了することは同じではありません。この二つの基準が整理されないまま並行して使用されてい
るという指摘も出ています。

第2節 2027年以降：ロードマップが空白の区間

米国国防省の研究・開発・試験・評価（Research, Development, Test and Evaluation, RDT&E）予算
正当化書は、事業ごとに表を1枚ずつ付けています。表の横列には会計年度が、縦列には金額が配置さ
れています。会計年度（Fiscal Year, FY）は米国連邦政府の予算1年分であり、前年度10月に開始しま
す。

確保された予算書は2026会計年度大統領予算要求書であり、2025年6月に公開されました。表を開く
と2024年、2025年、2026年の欄に数字が記載されています。その右側、2027年から2030年までの欄に
目を移すと、風景が変わります。

それらの欄には金額の代わりに短いダッシュが打たれています。完了所要経費と総事業費の欄には数
字の代わりに「Continuing」という一語が書かれており、それは継続されるという意味です。このマー
クが付いた事業の中には、CDAOの人工知能開発基盤事業であるAlpha-1（PE 0604133D8Z）も含まれ
ています。ラベリングから試験評価までを一つにまとめた事業です。
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ここで注意すべきことがあります。将来年度の欄が空いているからといって、2027年以降に資金が
ないという意味ではありません。米国の予算文書には将来年度を別の手続きで扱う慣行があるからです。
したがって、私はこの空白を資金が途切れたという信号ではなく、その資金がまだ紙面上で確定してい
ないという信号として読みます。確定していないということと、ないということは異なります。

要求書に記載された数字と実際に執行された金額も同じものと見なしてはいけません。要求は行政府
が議会に示す希望であり、執行はその希望が法律と政治を通過した後に残された結果です。したがって、
私は要求書の予算額だけを見て、2025年夏の組織再編成後にCDAOの権限が拡大したと読むのは早いと
考えます。予算額1つで権限の大きさを判定すると、まだ起こっていないことがすでに起こったことの
ように記すことになるからです。

金額は空いていても日程が記載されている事業があります。CICERO（チチェロ）という事業は敵の
戦闘序列と情報を自動的に整理して蓄積する事業として説明されており、予算書には2027会計年度に
インド太平洋司令部またはヨーロッパ司令部で初期作戦能力（Initial Operational Capability、IOC）に
至ることを目標とすると記載されています。初期作戦能力は実証段階を経て一部部隊が実際に使用し始
める状態を意味します。

韓国語の読者ならこの項目で目が止まります。インド太平洋司令部は朝鮮半島を作戦区域に含む司令
部です。しかし、この事業が朝鮮半島で何をするのか、韓国軍とどのような関連があるのかについて、
資料は一文も述べていません。司令部の名前が登場するという事実と、その事業が韓国と結びついてい
るという主張は異なるものであり、ここでは前者の事実のみが確認されます。

機雷対応体系事業の日程も記載されています。無人潜水艇が海底で機雷を識別するようにする流れの
延長線上にあり、予算書の基準で2027会計年度にセンサーバンドル全体を正式に実証し、2028会計年
度に軍事的有用性評価（Military Utility Assessment、MUA）を完了する日程が定められています。軍事
的有用性評価は、その装備が実際の任務に使用できるかを部隊が判定する手続きです。

国防革新団が推し進める迅速調達事業も終了時点を備えています。複数の事業の終了四半期が2027
年第3四半期に並んで記載されており、合同情報・能力近代化事業と無人体系共通開発事業は2028年第
3四半期と記載されています。サイバー司令部のデータ管理事業と戦略資本関連事業、核インフラ検証
事業などが2030年第4四半期という、より遠い日付を有しています。

このリストを並べて見ると、一つのパターンが明らかになります。人工知能とデータに直接結びつい
た事業の日程は2027年と2028年の間で切れています。それより遠い日付を有する項目は人工知能では
なく、サイバーと資本と核インフラの側です。この資料の中で、国防部の人工知能計画の視野はおよそ
3年です。

視野が3年であるという事実そのものは驚くべきことではないかもしれません。ソフトウェアは3年後
の姿を事前に記すことが難しいものだからです。予算・企画制度改革の議論が狙った問題もそれでした。
戦車を購入するようにソフトウェアを購入すれば、5年後の金額を記すべき欄の前では誰も正直になる
ことができません。

問題はその次です。視野が3年の計画を前にして、組織は2027年1月1日という準備態勢期限を述べて
います。期限はあるが、それを埋める資金の欄が空いており、現場実務者が予算が配分されていないと
述べた記録が、その空白のもう一つの顔のように見えます。
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ここに、さらに短いタイムスケールも一つ回転しています。2026年1月のアドバナ改編メモランダム
（国防部内部の公式文書）には、資産リストを定められた期限内に提出するというタイムスケールが付
いています。数十日のタイムスケールと2027年1月1日のタイムスケールと2030年第4四半期のタイムス
ケールが、一つの組織内で同時に機能しています。異なる速度のタイムスケールを一つの身体に装備す
れば、どのタイムスケールが先に止まるかが、その組織の真の成績表になります。

資料が到達する終点は二つの文書です。一つは2025年6月に発表された2026会計年度大統領予算要求
書であり、もう一つは2026年1月9日付の人工知能戦略とアドバナ改編メモランダムです。今が2026年7
月であるため、その終点と今日の間には約半年の空白があります。

その半年間に何が起こったのかは、この資料群が述べていません。人事異動があったとか新しい契約
が結ばれたという話が外で流れている可能性はありますが、文書に裏付けられていない項目はここに入
れていません。したがって、後任人選も空白のままにしてあります。作られた一行より、正直な空白の
方がよいと私は考えます。

ここで韓国語の読者は特に注意が必要です。米国の人工知能事業の日程を参考資料とする際、私たち
は通常、発表された目標年度を見ます。2027年に何をするかという文章を見て、私たちのスケジュー
ルをその隣に付けるわけです。ところが、その目標年度の後ろにある予算欄が空いているなら、その目
標は約束というより意向に近いものです。

意向を約束と誤解すると、二つの損害が生じます。相手が守らないスケジュールを私たちが守るため
に無理をすることが一つであり、相手のスケジュールが遅れた際にそれを裏切りと読むことがもう一つ
です。予算表の空白を読める人は、この二つの損害をともに避けることができます。

ここに記された事業名と終了四半期は、予算正当化書系資料から整理したもので、個別の金額と範囲
まで原文対照を完了していません。

第3節 この本が答えられなかった六つの問い

この六つの問いは、資料が提示したのではなく、十六の章を書いた後も消えない渇きです。問いごと
に、なぜ答えが止められたのか、何が開かれれば答えになるのかを一緒に指摘していきます。

予算書に名前だけが残り内容が削除された機密事業は、何をしているのでしょうか。

前の節で見た特別アクセス事業項目がここに該当します。事業番号があり、名前があり、説明欄には
「機密」という一語があります。その行に付いた金額が小さくないという整理がありますが、私はその
金額を原文と対照することができなかったため、確定していません。それでも方向ははっきりしていま
す。公開された事業だけを足しても、国防部の人工知能予算の実際の規模に及ばないと私は考えます。

この問いが痛く残る理由は比率のためです。公開されたものだけを見て全体を論じることは、窓一つ
だけ見て家を描くことのようなものです。この問いに答えるには、議会に提出される機密事業報告系の
文書が必要ですが、そのような文書は再度叩いても開きません。この問いは次の版でも開かれない可能
性が大きいです。

通信が途絶え電磁方害がかかった環境で、複数の自律無人機はどのようにして互いに足並みを揃える
のでしょうか。

拒否され、低下し、途絶し、遅延する環境の名前を、資料は教えてくれます。その環境でモデルを再
度展開する問題も教えてくれます。周波数帯を守り、共有する研究が重要であるという発言も出てきま
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す。しかし、その次の質問が空いています。

中央との接続が途絶えた状態で、複数の無人機が互いに信号を合わせて任務を分担することが、工学
的にどのように保証されるのか、その資料は手元にありません。国防革新団が主管するReplicatorが大
規模無人体系を指すという発表はあります。しかし、その規模が通信なしに協力する方法についての説
明はどこにも見当たりません。

2027会計年度以降、人工知能に配分される資金はいくらでしょうか。

将来年度の空白がそのまま答えであり、答えの失敗です。Alpha-1を含む複数の予算額の将来年度欄
がダッシュと「継続」という表記で埋められています。紙面に記載された金額がないという事実そのも
のが、この問いに今提供できる唯一の答えです。

この問いが重い理由は、前の問いと繋がっているからです。機密事業の規模を知らず、将来年度予算
の規模を知らなければ、私たちは国防部の人工知能事業の規模を知らないことになります。規模を知ら
なければ速度も知りません。予算書に記載されたものと記載されていないものを区別する必要がある理
由が、ここで再び現れます。

標的推奨を行う人工知能が関与した誤射が起こった場合、責任はどこへ行くのでしょうか。

Maven Smart Systemはセンサーが集めたものを整理して人間に候補を提示するシステムとして説明
されています。兵器が引き金を引くのとは異なり、人間が決定する速度を加速させるツールです。しか
し、自律兵器指針の適用範囲を読むと、この指針は兵器システムと自動標的選定機能を備えた誘導弾に
適用され、兵器システムではない自律・半自律システムは適用対象から外されていると書かれています。

ここで隙間が生じます。決定に実際に影響を与えるツールが、兵器ではないという理由で自律兵器審
査の外側に置かれる可能性があるという隙間です。指針は武力使用に対する適切なレベルの人間的判断
を求めていますが、その要求は兵器システムの設計と審査に向けられています。標的候補を人間に提示
する分析ツールが誤った候補を提示した場合、責任をどのように分担するのか、その手続きを定めた文
書を私は見つけることができませんでした。

この問いが重く残る理由は、原則と事件の間の距離のためです。原則は文章として存在し、責任は事
件として存在します。事件が公開されなければ、責任規定を検証する方法がありません。資料をさらに
集めても、事件が明らかになるまでは答えが出ない問いだと私は考えます。

機械に任せないと決めた決定のリストは、どの文書がどこまで定めているのでしょうか。

自律兵器指針は、どの兵器が高位の審査を受けるべきか、どのような場合にその審査が免除されるの
かを定めています。サイバー能力、非武装プラットフォーム、無誘導弾薬、人間が直接誘導する弾薬、
機雷、不発弾、兵器システムではない自律システムは適用対象から除外されると書かれています。これ
は禁止リストというより適用範囲の地図に近いものです。

ところで、人工知能に任せないことに決めた使用例を列挙する別の指針があるという話が資料の中に
出ています。その目録が予算管理庁系列の政府全体指針から出たものなのか、各軍が別に出した指針か
ら出たものなのか、自律兵器指針から出たものなのかを私は区別できませんでした。出所の層が異なれ
ば強制力の重さも異なります。この出所を整理するには当該指針の原文がなければならないのに、それ
を確保できませんでした。
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商用人工知能モデルの使用政策と軍の要求が衝突するとき、それはどのように整理されるのでしょう
か。

資料の中には、商用モデルが使用政策を理由にある軍事的質問への回答を拒否する事態が生じるとい
う発言があります。発言者が挙げた例としては、爆薬量の計算や野戦応急投与量の計算のようなものが
言及されています。これは複数の資料が重なって確認した事実というより、そうした摩擦があるという
発言が資料に入っているという程度に読むべきです。

その発言の後には、契約書に合法的使用を保障する条項を盛り込むべきだという主張が続きます。し
かし、その条項が実際の契約書にどのように書かれたのか、企業がどのような条件で同意したのか、そ
の見返りに何がやり取りされたのかについては、何の資料もありません。フロンティアモデル供給会社
と結んだ契約原文がこの資料集の中にないからです。

私はこの問いを技術の問題ではなく境界の問題と見ます。民間企業が作ったツールを軍が使うとき、
ツールを作った側の規範と使う側の任務が完全に重なることはありません。その食い違いを契約書一行
で覆い隠せるのか、それともツールを別途作らなければならないのかが本当の問いです。軍事データで
小さなモデルを作る流れは、その問いの別の顔です。

ファイブアイズの外側の同盟はこの構造のどこに入るのでしょうか。

プロジェクト・アルカディアは5カ国がデータを結ぶ方式を示しています。公式発表は2026年5月11
日付けで残っており、5カ国間の連結についてはドキュメントがあります。その外側の同盟がこの連結
にどのように接続するのか、接続できるのか、接続するにはどのような認可手続きを踏むべきなのかに
ついては、ドキュメントがありません。

韓国という名前が人工知能データ連携の文脈で登場する箇所をこの資料の中で見つけることができま
せんでした。そのため、ない協力方案を根拠なく作り出しませんでした。米国のプラットフォームに韓
国軍がこのようにアクセスすれば良いという設計図は書きやすく読んで楽しいのですが、根拠がなけれ
ば小説です。

代わりにこのように記します。資料が沈黙しているという事実は、それ自体が情報です。5カ国の内
側の連結はドキュメントとして残り、その外側の連結は公開ドキュメントとして残らなかったという事
実、そして韓国語による独立した分析資料がこの集合の中にはなかったという事実が、その情報の内容
です。公開資料の地形がそのように形成されたことを知ることと、その地形を自分たちの好きなように
埋めることは異なります。

6つの問いを並べてみると、これらが3つのかたまりに束ねられます。秘密だから閉ざされた問いが1
つのかたまりであり、秘密事業の内容と将来年度の予算がここに入ります。資料がまだ作られていない
ので答えがない問いが別のかたまりであり、通信が断たれた環境の協力問題と誤認射撃の責任問題がこ
こに近いです。ドキュメントは世の中に存在するのに手が届かない問いが残りのかたまりであり、禁止
使用例の出所問題と商用モデル契約、ファイブアイズ外側の連携がそうです。

この分類が必要な理由は、次に何を求めるべきかがかたまりごとに異なるからです。最後のかたまり
は資料をさらに集めると答えが出ます。契約原文、多国籍情報共有指針、実行経路ドキュメント、監査
官室報告書がその目録です。真ん中のかたまりは時間が経ち事件が積み重なると答えが出ます。最初の
かたまりは公開資料を調べる方法では開きません。
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この本が立脚している資料は、米国国防総省が自ら出したドキュメントと自ら開いた討論動画です。
そうした資料の上では成果が大きく見え、失敗は小さく見えます。私はその傾きを取り除くことができ
ず、取り除いたふりもしませんでした。代わりに傾いている箇所ごとに印をつけました。

印をつけることが答えを出すことより劣ることはありません。どのマスが空いているかを知っている
人だけが、そのマスを埋めるドキュメントを探しに行くことができます。韓国語の読者に残したいのは、
米国国防総省についての結論ではありません。結論を立てる前に、まず表を描いてみる習慣です。確認
されたことと食い違うことと、まだ見ていないこと、この3つを区別して書く表ひとつあれば始められ
ます。

弁護士

kimkj.com
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